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① 
 

第１ 法人の概要    

１ 業務内容 

（１）設置目的 

地方独立行政法人鳥取県産業技術センターは、産業技術に関する試験研究及びその成果の

普及を推進するとともに、ものづくり分野における技術支援、人材育成等を積極的に展開す

ることにより、鳥取県の産業活力の強化を図り、もって経済の発展及び県民生活の向上に寄

与することを目的とする。（地方独立行政法人鳥取県産業技術センター定款第１条） 

 
（２）業務の範囲 

① 産業技術に係る相談、試験研究、分析及び支援に関すること。 

② 産業技術に係る試験研究の成果の普及及び活用に関すること。 

③ 試験機器等の設備及び施設の提供に関すること。 

④ 前３号の業務に附帯する業務を行うこと。 

（地方独立行政法人鳥取県産業技術センター定款第１１条） 

 

２ 事務所の所在地 

■総務部、企画・連携推進部、電子・有機素材研究所（鳥取施設） 

〒６８９－１１１２ 鳥取市若葉台南七丁目１番１号 

     

■機械素材研究所（米子施設） 

〒６８９－３５２２ 米子市日下１２４７番地 

 

■食品開発研究所（境港施設） 

〒６８４－００４１ 境港市中野町２０３２番地３ 

 

３ 資本金の状況 

３，２５５百万円（令和５年３月末現在） 
 

平成１９年４月１日に、鳥取県から土地８３５，０００，０００円、建物２，４１９，７２

９，３２０円、合計３，２５４，７２９，３２０円相当の現物出資を受けた。令和４年度中

における資本金の額に増減はない。 

 
 

４ 役員等の状況 

理事長    高橋 紀子 任期 ： 令和 ３年４月 １日～令和 ５年３月３１日 

理事     三王寺由道 任期 ： 令和 ２年４月 １日～令和 ６年３月３１日 

理事     木村 伸一 任期 ： 令和 ２年４月 １日～令和 ６年３月３１日 

理事（非常勤）  智子 任期 ： 令和 ４年４月 １日～令和 ６年７月１７日 

監事（非常勤） 池原 浩一 任期 ： 平成２９年４月 １日～理事長の任期の末日を含む事業 

年度についての地方独立法人法 

第３４条第１項に規定する財務 

諸表の承認の日 
 

      参与（非常勤） 門脇 亙 任期 ： 令和 ４年４月 １日～令和 ５年３月３１日 

 

 

 

 

 

 

５ 組織・職員の状況 

（１）組織体制 

 
 
 
 
 

 

 

（２）職員の状況   

          （令和５年３月末現在） 

所属・役職 
一般職員 会計年度任用職員等 

合 計 
事務職員 研究職員 事務系 技術系 

研究統括本部長  １   １ 

部 長 １ １   ２ 

所 長  ３   ３ 

副所長      

総務室 ３ １ ３  ７ 

企画室 １ ４ １ １ ７ 

研究所総務担当 ４  ３  ７ 

電子システムグループ  ５  １ ６ 

有機材料グループ  ３  １ ４ 

機械・計測制御グループ  ６  １ ７ 

無機材料グループ  ４  ２ ６ 

水畜産食品グループ  ５  １ ６ 

農産食品・菓子グループ  ４  ２ ６ 

食の安全・安心グループ  １  ２ ３ 

計 ９ ３８ ７ １１ ６５ 

 

 

 

 

 

 

 



② 
 

第２ 総括 

１ 年度計画の実施概要と進捗状況  
 （１）中期計画及び年度計画において設定したＫＰＩ項目の年間実績 

設定項目 Ｒ４ＫＰＩ Ｒ４実績 対ＫＰＩ 第４期ＫＰＩ 第４期実績 

① 企業訪問件数（延社） ６００社 
８３２社 

（内Ｗｅｂ１１１社） 
１３９％ ２，５００社 

２，９６９社 
（１１９％） 

② センター利用企業の 
満足度 

満足以上の回答率 
８０％以上 

９９．７％ ― ８０％以上 ９９．２％ 

③ 技術移転件数 １５件 １７件 １１３％ ６０件 
６８件 

（１１３％） 

④ 知的財産権の活用 

出願件数 
１０件 

１０件 １００％ ３２件 
３７件 

（１１６％） 
実施許諾件数 
年度設定なし 

新規 
８件 

― ２２件 ４８件 

⑤ 研究開発 

プロジェクト件数 
３０件程度 

３７件 ― 年３０件程度 平均３３件 

独自技術確立件数 
１２件 

１６件 １３３％ ５０件 
６０件 

（１２０％） 

⑥ 人材育成メニューの 
充実 

参画企業数 
２００社 

３５５社 １７８％ ８００社 
１，６０７社 
（２０１％） 

参加者数 
４００名 

５１８名 １３０％ １，６００名 
２，３６０名 
（１４８％） 

育成者 
６５名 

１６６名 ２５５％ ２６０名 
５５２名 

（２１２％） 
⑦ 県内外機関との 

連携支援 
プロジェクト数 

１２件 
１６件 １３３％ ４０件 

６６件 
（１６５％） 

⑧ 外部資金の新規獲得 ９件 １７件 １８９％ ４０件 
５０件 

（１２５％） 

   ※（ ）内は第４期ＫＰＩに対する実績数の割合 

 （２）ＫＰＩ項目の実施状況と今後の対応方針 
 

令和４年度は、令和３年度よりも全国的にコロナ感染状況が悪化し、センターにおいても職員の在宅勤務や分散勤務
など職場内や対外的なコミュニケーションが困難な状況での運営を余儀なくされた。こうした中でも、コロナ感染状況を見
ながら可能な限り、精力的に企業訪問や人材育成事業を実施した結果、センター活動の指針としたすべての項目にお
いて KPI 値以上の活動を行い、計画を上回って業務を進捗させることが出来た。各ＫＰＩ項目の実施内容と今後の取組
方針は以下のとおりである。  

ＫＰＩ項目 実施状況と今後の方針 

① 企業訪問件数 

・コロナ感染状況を常に確認しながら、可能な限り企業現場での技術支援や現状把握を
実施し、令和４年度の成果普及や第５期計画の策定に繋がる活動を行った。 

・その結果、直接的な企業訪問は令和３年度と比較して増加、あわせて引き続きオンライ
ンによる企業現場支援も実施した。 

⇒今後も直接的な企業訪問を精力的に行い、県内企業の技術課題解決に直結するセ
ンター活動の充実を図る。 

② センター利用企業
の満足度 

・提供したすべての技術支援活動に対する利用企業の満足度は非常に高かった。 
⇒アンケート等で企業ニーズを把握し、引き続き満足度の高いサービスを提供する。 

③ 技術移転件数 
・企業との共同研究の成果を中心に、人材育成や技術相談を通じて技術課題解決や実
用化・製品化に繋がる独自技術を確立し、計画を上回る技術移転を実現した。 

⇒企業課題解決に直結する、新たなセンターシーズを創出できる研究提案に繋げる。 

④ 知的財産権の活用 

・企業との共同研究など、１０件の特許出願を行った。 
・新たに８件の企業への実施許諾を行い、現在の実施許諾件数は４８件となり大幅に増
加した。 
⇒引き続き企業との共同開発等により新技術開発に繋げ、企業現場での実装を推進す
る。 

⑤ 研究開発 

・新規案件１０件を含む多くの現場課題解決型の企業との共同研究を実施した。 
⇒今後も、活動成果発表会、人材育成事業、企業訪問等で、積極的にセンターシーズを
紹介して、企業の抱える技術課題とのマッチングを図り、技術移転に繋がる研究を推進
する。 

⑥ 人材育成メニュー
の充実 

・ＡＩ・ＩｏＴ・ロボット導入実証支援プロジェクトを中心に、計画を大幅に上回る技術者を育
成し、人材育成事業で習得した技術を基に製造現場の課題解決へ発展させた。 

⇒支援メニューの充実を図り、自社の課題解決に対応できる技術者を育成する。 

⑦ 県内外機関との連
携支援 

・信用保証協会と「包括的連携支援に関する協定」を締結し、研究開発から販売までの
一気通貫の連携支援体制を強化した。 

・関西広域連合の「関西広域産業共創PF」に参画し、広域連携の支援体制を強化した。 
⇒センター主導型で研究機関との連携強化により県内企業の事業化を推進する。 

⑧ 外部資金の新規獲
得 

・競争的研究資金への積極的な応募を１３件行い、共同研究数が増。 
⇒ＴｉｉＴ-ＥＡ事業、プレコンソ事業を活用して今後も積極的に外部資金獲得を図る。 

２ 自己評価とその理由 

 （１）自己評価 
 

大項目  小項目  評価  
Ⅰ. 県民に対して提供するサービスその

他の業務の質の向上に関する事項 

１ 技術的課題解決のための技術相談 Ａ 

２ 製品の品質安定化・性能評価、新技術開発のための機器 

  利用、依頼試験・分析 
Ａ 

３ 新事業の創出、新分野進出のための支援 Ａ 

４ 生産性向上のためのＡＩ・ＩｏＴ・ロボット等先端技術 

  の実装支援 
Ａ 

５ グローバル需要獲得のための支援 Ｂ 

６ 鳥取県の経済・産業の発展に資する研究開発 Ａ 

７ 知的財産権の積極的な取得と成果の普及 Ａ 

８ 鳥取県で活躍する産業人材の育成 Ａ 

９ 県内外機関との連携支援体制の構築 Ａ 

１０ 積極的な情報発信、広報活動 Ａ 

Ⅱ. 業務運営の改善及び効率化に関す

る事項 

１１ 機動性の高い組織運営 Ａ 

１２ 職員の意欲向上と能力発揮 Ａ 

Ⅲ. 財務内容の改善に関する事項 １３ 予算の効率的運用 Ａ 

１４ 自己収入の確保 Ａ 

Ⅳ. その他業務運営に関する重要事項 １５ 内部統制システムの構築と適切な運用 Ａ 

１６ 環境負荷の低減と環境保全の促進・災害等緊急事態への対応 Ａ 

Ⅴ. その他設立団体の規則で定める業務

運営に関する事項 
１７ 人事に関する計画 Ｂ 

 評価項目の合計 Ｓ・・・０  Ａ・・・１５  Ｂ・・・２  Ｃ・・・０  Ｄ・・・０   計１７ 
 

【項目別評価基準】 
Ｓ 計画を大幅に上回って業務が進捗しており、かつ特筆すべき業績を挙げている 

Ａ 計画を上回って業務が進捗している 

Ｂ 概ね計画どおりに業務が進捗している 

Ｃ 計画に対して業務の進捗がやや遅れている 

Ｄ 計画に対して業務の進捗が大幅に遅れている 

 

（２）自己評価の理由 

評価項目 自己評価 A の理由 

１ 技術的課題解決のための技術相談 
・企業訪問等による技術支援を積極的に行い、企業現場の技術課

題解決、新たな技術開発、製品開発に寄与した。 

２ 製品の品質安定化・性能評価、新技術 

  開発のための機器利用、依頼試験・分析 

・コロナ禍のため来所を控えた県内企業への支援サービスを維持

するため、サンプル送付による依頼試験などで柔軟に対応した。 

３ 新事業の創出、新分野進出のための支 

  援 

・「ＡＩ・ＩｏＴ・ロボット」分野を中心に、県内企業での導入に向けた「基

盤づくり」や企業現場への「実装への加速化」に大きく貢献した。 

４ 生産性向上のためのＡＩ・ＩｏＴ・ロボット等 

先端技術の実装支援 

・企業が抱える課題の解決手法の確立を支援し、企業現場で実証

試験を行うなど実用化を推進した 

６ 鳥取県の経済・産業の発展に資する研究 

開発 

・１２テーマで独自技術を確立し、ＫＧＩとして設定した「技術移転（Ｋ

ＰＩ③）」は計画を超えて１７件となった。 

７ 知的財産権の積極的な取得と成果の普及 ・特許の登録件数、実施許諾契約件数を順調に増加させた。 

８ 鳥取県で活躍する産業人材の育成 
・オーダーメイド型人材育成、重点分野に関する人材育成や複数

の研究会から企業への技術移転・共同研究に進展した。 

９ 県内外機関との連携支援体制の構築 
・「公設試等女性研究者技術交流会」、「包括的連携支援協力に

関する協定」など連携支援体制の強化に向けた取組みを行った。 

１０ 積極的な情報発信、広報活動 
・「ＰＲビデオ」の新規製作や「パンフレット」の全面改訂など、センタ

ーの利用拡大に繋げるための積極的な情報発信を行った。 

１１ 機動性の高い組織運営 
・企業支援を一体的に進めるため、発酵部門の食品開発研究所へ

の移管等、組織改正・体制の強化を図った。 

１２ 職員の意欲向上と能力発揮 
・計画的な職員の人材育成を継続して推進し、外部機関から６名の

職員が表彰を受けることができた。 

１３ 予算の効率的運用 
・競争的資金や剰余金を活用して老朽化した試験研究機器を計画

的に更新し、試験分析サービスの高度化を進めた。 

１４ 自己収入の確保 ・競争的資金を積極的に獲得し、自己財源確保に努めた。 

１５ 内部統制システムの構築と適切な運用 
・機器利用に係るリスク低減措置や業務に係る内部監査等の実施

により、内部統制の取組みの充実を図った。 

１６ 環境負荷の低減と環境保全の促進・災害等

緊急事態への対応 

・節電、ペーパーレス化の取組みを徹底し、電力使用量及びコピー

用紙使用量が H19 年度の独法化以後、最少となった。 
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第３ 業務実績 

Ⅱ 県民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する事項 

中期目標 

１ 県内企業の製造技術・品質向上、新技術開発への技術支援 

県内産業の発展には、中小製造業の技術力の向上、品質の信頼性の確保、新たな技術開発への挑戦といった産業活力が大きな力となる。これらを実現するため、県内企業が抱える技術的な課題を最大限

に解決してくための技術支援体制を強化し、利用企業の満足度向上に向けた各種取組を推進すること。 

【ＫＰＩ①】企業訪問件数 

積極的な企業訪問を通じ、利用企業（新規利用を含む。）の裾野拡大を図るとともに、企業現場ニーズの把握と課題解決等を推進していくことが重要であることから､本指標を設定する｡ 
なお、訪問意図（新規利用企業開拓、企業の課題解決等）を明確化した訪問件数を評価対象とするものであることに留意すること。 

【ＫＰＩ②】センター利用企業の満足度 

技術相談や依頼試験等サービスに係る満足度を把握し、企業ニーズに応えるサービスの改善、提供を行っていくことが重要であることから、本指標を設定する。 
なお、課題解決内容など「満足」とする内容を明確化しながら、利用企業から意見を伺うよう留意すること。 

 

第４期中期計画 令和４年度計画 年度計画に係る実績・進捗状況 

１ 県内企業の製造技術・品質向上、新技術

開発への技術支援 

県内企業が抱える技術的な課題を解決す

るために、中小製造業の技術力の向上、品質

の信頼性確保、新技術開発への挑戦を推進す

るセンターの技術支援体制を強化し、次に掲

げる各種企業支援の取組を実施する。 

【ＫＰＩ①】企業訪問件数：延べ 2,500 社 

【ＫＰＩ②】センター利用企業の満足度 

：満足度８割以上 

（第４期に実施する各種センター活動に対する

アンケート調査で得た満足度（５段階評価：大変

満足、満足、普通、やや不満足、不満足）におい

て、「大変満足」および「満足」の合計数が全体

の８割以上とする。） 

１ 県内企業の製造技術・品質向上、新技術開

発への技術支援 

県内製造業の解決すべき技術的課題に対し

て、センターは専門分野の研究員による技術相

談、機器利用、依頼試験等により対応し、早期

かつ確実な解決に向けた技術支援を実施して、

企業活動の活性化に貢献する。 

【ＫＰＩ①】企業訪問件数：延べ６００社 

【ＫＰＩ②】センター利用企業の満足度 

：満足度８割以上 

（２０２２年度に実施する各種センター活動に対

するアンケート調査で得た満足度（５段階評価：大

変満足、満足、普通、やや不満足、不満足）におい

て、「大変満足」および「満足」の合計数が全体の８

割以上とする。） 

１ 県内企業の製造技術・品質向上、新技術開発への技術支援 

 ■KPI①【企業訪問件数】延べ６００社 ⇒ 実績：延べ８３２社（対ＫＰＩ ：１３９％） ※Ｗｅｂ会議１１１件を含む 

［第４期中期計画 KPI の進捗状況］ 目標 ２，５００社/４年 ⇒ R1+R2+R3+R4：１１９％ 

         【進捗状況】 年間 KPI(600 社)に対し、実績は 832 社となった。第４期 KPI(2,500 社)に対して 2,969 社（R1+R2＋R3＋R4）で 119%の進捗。 
当センター職員の新型コロナウイルス感染症への感染が発⽣する中で、Web 会議を活⽤するとともに、感染防⽌策を講じた上で精⼒的に 

企業訪問を実施し、企業が抱える課題を抽出し、重点分野の推進や研究開発テーマ設定に反映した。 

 ■KPI②【満足度】満足度８０％以上 ⇒ 実績：満足度９９.７％ 

［第４期中期計画 KPI の進捗状況］ 目標 満足度８０％以上/通年 ⇒ R1+R2+R3+R4：９９％を維持 

         【進捗状況】来所者、セミナー参加者等のセンター活動に対する満⾜度は⾮常に⾼かった。 

 

 

1 県内企業の製造技術・品質向上、新技術開発への技術支援 （１）技術的課題解決のための技術相談 

評価項目 

１ 自己評価：Ａ 

令和４年度も第７波、第８波の新型コロナウイルス感染症の急拡大に見舞われたが、感染対策に留意しながら「with コロナ」の姿勢で対応を行った。来所時や企業訪問時での積極的な相談対応に加え、

感染拡大時には電話や Web 会議システム等も活用しながらきめ細かく技術相談対応に努めたところ、前年度の５，２２３件から５，７９７件に相談件数が増加する結果となった。相談目的の内訳も研究開発に

関するものの伸び率が大きく１．３倍となった。例年どおり食品関係を中心に多くの相談を受けたが、令和４年度は全般的に他の業種（機械系、電機系）からも多くの相談を受け広く技術支援を行った。 

県内企業への企業訪問についても、重点分野や食品製造現場の衛生管理を中心に感染対策に配慮した企業訪問を積極的に行う一方で、Web 会議システムも効率的・効果的に活用し、昨年度より１２％

増の延べ８３２社の訪問となった。これにより、企業現場の課題抽出と提案を行うことができ、課題解決や研究開発への取り組みが進展した。 

これらの活動により、多くの企業現場の技術課題の解決、新たな技術や製品の創出、さらには第４期重点分野の推進に繋がったことから、計画を上回って業務が進捗していると判断し、Ａと評価した。 

中期目標 

（１）技術的課題解決のための技術相談 

県内企業が抱える技術的課題に関する技術相談を着実に行うことができる体制を整え、適切なアドバイスや情報提供等を行うこと。そのため、センター職員による対応に加え、関連する支援機関や大学等と

の連携も十分活用しながら、技術課題へのきめ細かな対応力を強化すること。 

また、積極的な企業訪問により県内企業が抱える技術課題を把握するとともに、新たな利用企業を開拓するなど利用企業の裾野拡大を図ること。 

第４期中期計画 令和４年度計画 年度計画に係る実績・進捗状況 

（１） 技術的課題解決のための技術相談 

県内企業からの技術的課題に関する相談に

対して、センターの有する資源を用いてきめ

細かな対応を行い、早期の課題解決を図る。 

また、来所による相談対応だけでなく企業

訪問等による能動的な技術相談も積極的に実

施し、企業現場での課題解決や取り組むべき

技術課題の抽出を行い、今後センターで実施

する研究開発、人材育成等にも反映して、企業

ニーズに即したセンター活動に繋げていく。 

さらに、関連機関との連携を活用しながら

未利用企業等にもセンター活動の認知度を高

め、利用の裾野拡大にも努める 

 

 

 

 

 

（１） 技術的課題解決のための技術相談 

県内企業等からの技術相談に様々な場面（来

所対応、企業訪問等）で適切に対応し、最新技

術情報の提供、機器利用・依頼試験・人材育成

などのセンターが実施する支援メニューの提

案、関係機関の紹介などを行い、企業の技術課

題の解決を図る。 

引き続き、来所対応や企業訪問において、新

型コロナウイルス感染症の状況に応じて必要

な対策を講じる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（１）技術的課題解決のための技術相談 

 ①技術相談対応 □相談件数 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

項 目 所属 令和４年度 令和３年度 対前年度 

技術相談件数 

全体 ５，７９７件 ５，２２３件 １．１１  

電子・有機素材研究所 １，３６２件  １，０６８件  １．２８  

機械素材研究所 １，６３０件  １，３１８件  １．２４  

食品開発研究所 ２，８０２件  ２，６００件  １．０８  

企画・連携推進部ほか ３件  ２３７件  ０．０１  

対応企業数 
（延べ） 

全体 ８３８社 ８９０社 ０．９４  

電子・有機素材研究所 ２７１社  ２５３社  １．０７  

機械素材研究所 ２１７社  ２２３社  ０．９７  

食品開発研究所 ３４７社  ３２１社  １．０８  

企画・連携推進部ほか ３社  ９３社  ０．０３  
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  [相談目的の内訳]   

相談目的 令和４年度 令和３年度 対前年度 

研究開発 ２，０８３件 １，６４４件 １．２７ 

品質管理 １，７２１件 １，６４４件 １．０５ 

製造技術 ６３４件 ６０９件 １．０４ 

クレーム対応 ３５７件 ４１３件 ０．８６ 

商品開発（企画）・ 

販路開拓等 
５９４件 ６２６件 ０．９５ 

その他 ４０８件 ２８７件 １．４２ 

 

 

[相談企業の業種の内訳]  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○令和４年度の相談対応件数は５，７９７件となり、前年度よりも約１１％増加した。業種別では⾷品関係が例年どおり多いが、他業種からの相談
件数が増加した。（⾷品系３８％、機械系１６％、材料系１５％、電機系１４％、連携機関６％）。 

○相談⽬的は、「研究開発」と「品質管理」に関する相談が例年どおり多く、全体の７割弱を占めた。前年度との⽐較では、研究開発に関する案件が３
割近く増加した。 

 

 

[技術支援により利益に繋がった主な事例] 

事例 支援内容と成果の概要 

製品試作の支援 
（木製品製造業） 

・インバウンド旅行者向けの竹製カードケースの受注に向けて商品

サンプルを試作したいとの相談があり、治具を工夫して嵌合部を

加工する方法を提案した。相談者とともに治具を作製した結果、

商品サンプルを完成することができ、サンプル提示を経て製品が

納品された。 
 

設計・試作の支援 
（製造業） 

・電動自転車のバッテリーケースの防水対策について相談があり、

３次元 CAD によるモデリング及び３D プリンタによるシリコン樹脂の

造形を支援し、水の侵入を防ぐ構造を技術移転した。その結果、

この対策方法が量産工程に導入された。 

 

食品の賞味期限延長の支援 
（食品加工業） 

・常温流通できる水産加工食品を製造したいという相談を受け、水

分活性値を活用した製造方法及び製造における品質管理方法

について支援した結果、商品化に成功し、販売が開始された。 

 

減塩食品の開発支援 

（食品加工業） 

・海藻を練りこんで製造した食品の減塩、低塩を実現したいという

相談を受け、原子吸光光度計による塩分測定及びクリープメー

ターによる物性測定を支援した。その結果、食感を損なわず、低

塩を表示できる製品を完成することができ、全国販売された。さら

に、病院食としても採用された。 
 

製品 令和４年度 令和３年度 対前年度 

食品系  ２,１７３件 ２,１７８件 １．００ 

機械系  ９３７件 ７７５件 １．２１ 

材料系  ８８８件 ７６９件 １．１５ 

電機系  ８１８件 ５９７件 １．３７ 

連携機関（大学行政等）  ３４９件 ２２２件 １．５７ 

その他  ６３２件 ６８２件 ０．９３ 

提供：マルツ  
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① 来所による技術相談対応  

センターを来所して技術相談を行う県内企

業に対して、その専門分野の研究員が解決に向

けた方向性や方法等について的確なアドバイ

スを行う。 

技術相談対応に対する満足度については、窓

口に設置した受付システム等を活用しながら

把握し、業務改善に活用する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

② 企業訪問調査の実施  

企業からの技術相談内容を確実に把握し、的

確な対応を行うために、研究員が必要に応じて

企業現場を訪問して問題解決を図る。また、企

業訪問により研究員が製造現場を直接見て課

題抽出を行い、センターの様々な業務への反

映・展開に繋げていく。 

さらに、企業の抱える課題を解決するために、

関係機関とも連携を深めて、総合的な企業支援

に繋げる。 

ただし、新型コロナウイルス感染症の拡大が

見られる場合は、オンライン会議システム等を

活用して、必要に応じて企業訪問を制限するな

ど、感染防止に努める。 

 

ノンアルコールビールの 

品質管理技術の支援 

（食品加工業） 

・発酵製法を用いたノンアルコールビールの製品化・販売に向けた

品質管理について技術相談を受け、成分分析法、加熱処理法

等の支援を行い、令和４年１２月に３種類の商品の販売に繋がっ

た。 

 

冷凍ねばりっこすりおろしの 

商品化の支援 

（食品加工業） 

・大量発生した規格外品のねばりっこをすりおろし、業務用冷凍食

品として販売したいとの相談があり、オーダーメイド型人事育成事

業により、ねばりっこの粘度保持が可能な殺菌条件や賞味期限

の検討について支援した。その結果、令和 4 年 4 月から業務用

食品として販売が開始された。 
 

 

 

□来所による利用者の満足度［KPI②満足度］80%以上⇒実績：99.7% 

        ※（満足度は、窓口システムによるアンケートの集計値であり、「大変満足」「満足」の回答の割合を示したもの） 

        ※（窓口アンケートで利用目的を複数選択された場合は、重複カウントしている） 

 

 

 

② 企業訪問調査の実施 ［KPI②企業訪問件数］実績：８３２件、３１５社 

項目 令和４年度 令和３年度 対前年度 

実施件数 ８３２件（Web 会議１１１件） ７４６件（Web 会議９６件） １．１２  

電子・有機素材研究所 １９９件（１７件） １６２件（１０件） １．２３  

機械素材研究所 ２７９件（６７件） ２６０件（５４件） １．０７  

食品開発研究所 ３５３件（２７件） ２３５件（２５件） １．５０  

企画・連携推進部、他   １件（ ０件）  ８９件（ ７件） ０．０１  

 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

[訪問目的の内訳]                               ［訪問企業の分野の内訳］ 

施設名 
来所者数 

（名） 

回答数 

（件） 

利用項目の満足度 

技術相談 機器利用 依頼試験 人材育成 共同研究 その他 計 

鳥 取 
２，８４１ ２，７００ ９９．６％ ９９．６％ １００．０％ １００．０％ １００．０％ ９９．４％ ９９．８％ 

（満足度） 

米 子 
２，２５０ ２，１５９ １００．０％ ９９．９％ １００．０％ ９７．７％ １００．０％ ９９．４％ ９９．５％ 

（満足度） 

境 港 
２，５９８ ２，４０６ ９９．５％ ９９．８％ １００．０％ １００．０％ １００．０％ １００．０％ ９９．９％ 

（満足度） 

センター全体 
７，６８９ ７，２６５ ９９．７％ ９９．８％ １００．０％ ９９．２％ １００．０％ ９９．６％ ９９．７％ 

（満足度） 

○センター活動全体に対する満⾜度は９９．７％。技術相談、機器利⽤等、センター活動全般にわたって、満⾜度は⾼かった。 

提供：トリクミ  
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○８３２件の企業訪問を実施（対前年度⽐１２％増加）。うち、Ｗｅｂ会議を活⽤した案件は１１１件。訪問⽬的別では、「品質管理」のための訪問
が令和３年度⽐７％増加。 
⇒令和 4 年度は、出張制限を設けず、⼗分な感染防⽌策を講じた上で、重点分野や⾷品製造現場の衛⽣管理を中⼼に積極的に企業訪問を⾏った。

遠隔地で継続利⽤される企業等については Web 会議もうまく活⽤し、効率的・効果的に課題抽出や課題解決にあたった。 
○ワクチン接種が進み、感染の広がりを抑えながら社会経済活動を継続していく「With コロナ」を前提とし、感染防⽌策を講じた上で精⼒的に企業訪問を実

施した。 
 

【第４期重点分野に関連した企業訪問】 

□生産性向上を目指したＡＩ・ＩｏＴ・ロボット技術分野 （企業訪問１０２件） 

ＡＩ・IoT・ロボット関連事業に関する“県内企業現場の現状”を把握し、“生産性向上に関する提案を積極的に行った。昨年度から続く案件について、

現場改善の支援に向けた訪問を継続するとともに、新たに工程改善を行いたいという要望に対して提案を行い、人材育成事業や専門家派遣事業を提

案し順次対応支援を行った。 

課題 対応 効果 

生産性向上の全体 適化 

（金属加工業） 

・部分 適化に取り組んできたが限界があるため、全体

適化に向けた具体的対応を取りたいという要望に対し

て、専門家派遣事業による現場診断を提案した。 

・個人が抱えているノウハウを企業間で共有するこ

とが課題であることが分かり、言語化（作業手順書

の作成）に取り組むこととなった 

ＡＩ画像検査装置の実装 

（電気部品製造業） 

・AI を用いた画像検査実装を推進したいという要望に対

し、専門家派遣事業による現場診断等を提案した。 

・画像検査の環境構築に関する知見を得ることが

でき、内製可能な周辺機器をリストアップし、試作

と実験に進展した。 

工程への自動化機器の実装 

（電気部品製造業） 

・工程へ自動化機器を実装したいという要望に対して、専

門家派遣事業による現場診断を提案した。 

・ロボット導入の費用対効果は十分にあったが、作

業スペースの制約で既存ラインへの導入は困難

なことが分かった。新規ラインの増設を検討中であ

り、そのタイミングでロボット導入を実施する予定で

ある。 

生産状況のモニタリング 

（パルプ・紙） 

・人やモノの滞留状況のデータ分析を行い、ムダを省きた

いという要望に対して、関連する人材育成研修への参加

を提案した。 

・資材倉庫内から工場内への材料（重量物）の自

動搬送の検討が開始され、社内でのＤＸへの取り

組みが加速した。 

AI 画像検査装置の内製化 

（家電製造業） 

・製造部品の検査工程へ AI 画像検査を実装したいという

要望に対して、オーダーメイド型人材育成事業への参加

を提案し、AI 技術および画像検査技術の習得を支援し

た。 

・AI 画像検査のソフトウェア開発および、当該ソフト

ウェアの検査装置への実装に取り組み、実用に向

けた現場での試用が開始された。 

農業用ＩｏＴ製品の開発 

（農業）） 

・計測した農業用ハウスの環境データから換気設備を自

動で制御するシステムを開発したいという要望に対して、

オーダーメイド型人材育成事業への参加を提案した。 

・システム開発に向け、仕様の検討、回路設計、プ

ログラミング方法などの支援を実施し、ハウスの換

気作業の省力化が可能となった。 

ロボットによる組立工程の自動

化 

（金属部品製造業） 

・ロボットにより部品をピックアンドプレースを検討したいと

いう要望に対し、自動化方法を提案した。 

・令和５年度に実施する技術研修の中で、ロボット

による自動化を検討することに繋がった。 

搬送工程の自動化 

（機械器具製造業） 

・加工品の工程間搬送などを自動化を検討したいという要

望に対し、ロボットハブの自動搬送車を使って可能性検

討を支援した。 

・工場内で自動搬送車のライダーセンサでのマップ

作成、マップデータによる自動走行を行い、搬送

工程の自動化が可能であることが分かり、導入に

向けた検討に繋がった。 

巻き取り工程の精密化 

（非鉄金属製造業） 

・金属板巻き取り工程の調整作業を精密化したいとの要

望に対し、調整技術の開発を共同で実施した。 

・従来困難であった薄板の自動巻き取りが可能とな

り、省力化に繋がる技術が確立できた。 

ラベル貼付け作業の自動化 

（電器機械器具製造業） 

・情報機器裏面のラベル貼付け作業を自動化したいとの

要望に対し、現場で作業内容を確認し、自動化に向け

た取り組み方法を提案した。 

・ロボットハブを活用した予備実験や、人材育成事

業での検討に繋がった。 
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□次世代自動車分野 （企業訪問９８件） 

自動車部品製造工程の改良やセンター関連技術の提案のために企業訪問を実施した。その結果、企業の課題解決に向けた取り組みが進み、共同で
の競争的外部資金への提案や該当企業との共同研究に繋がるものもあった。 

課題 対応 効果 

シミュレーションによる自動車用

部品の製造法の検討 

（機械器具製造業） 

・自動車用部品の製造方法を試作レス（シミュレーションの

み）で検討しているが、うまく解析できないとの相談を受

け、解析の設定方法について解説を行った。 

・シミュレーション技術のスキルが向上し、自社で目

的の解析を実施できるようになり、開発の効率化

に繋がった。 

自 動 車 部 品 組 立 器 具 の性 能

向上 

（金属製品製造業） 

・自動車部品組立器具の性能を向上させたいとの要望を

受け、課題の抽出と解決方法について支援を行った。 

・同社の抱える技術課題解決に向けて共同研究や

人材育成などの支援を提案し、県内の熱処理企

業との連携、及び共同研究への検討へと繋がっ

た。 

自 動 車 部 品 製 造 用 器 具 の形

状 適設計 

（金属製品製造業） 

・製品を配置するバケットがあるが、重量が重く取り扱いが

悪いため形状変更したいとの要望を受け、トポロジー

適化、寸法 適化、形状 適化の方法について解説し

た。 

・強度を担保し、軽量化を実現できる 適設計の

検討に繋がった。 

自 動 車 部 品 熱 処 理 工 程 の脱

炭素化 

（金属製品製造業） 

・熱処理工程を見直すことで脱炭素化を進めたいが、必

要とされる部品強度を維持できないとの相談を受け、適

切な温度条件などについて提案を行った。 

・提案を参考に同社で実験を行ったところ、強度が

向上し、熱処理にかかるエネルギーの削減に繋

がった。 

自 動 車 部 品 関 連 の耐 振 動 性

能の向上技術開発 

（機械器具製造業） 

・耐振動・騒音性能の高い部品を開発したいとの要望を

受け、課題解決のための研究評価項目を提案した。 
・予備実験での技術調査の進展に繋がった。 

自 動 車 部 品 関 連 の軽 量 化 技

術開発 

（金属製品製造業） 

・軽量な自動車部品を開発したいとの要望を受け、課題

解決のための研究項目を提案した。 

・公的資金の獲得に繋がり、共同研究により課題

解決に取り組むこととなった。 

自 動 車 部 品 関 連 の新 素 材 開

発 

（非金属製品製造業） 

・自動車に用いられなかった素材で自動車向け部品を開

発したいとの要望を受け、技術的な助言を行った。 

・公的資金の獲得に繋がり、共同研究により課題

解決に取り組むこととなった。 

自 動 車 部 品 関 連 の新 技 術 の

評価 

（金属製品製造業） 

・開発した新技術について、結果をまとめて客観的な分

析・考察をしたいとの要望を受け、技術的な助言を行っ

た。 

・学術的価値が認められ専門誌への掲載に繋がっ

た。 

 

□豊富な水産資源を活用した高付加価値食品分野 （企業訪問５９件） 

  研究開発で行った成果の普及及び、技術移転に際しての課題を抽出するため、関連企業を訪問した。抽出した課題を基に、研究開発へのフィードバッ
クや技術相談対応を行った。 

課題 対応 効果 

新たな魚肉加工品の開発 

（水産食品加工業） 

（ペットフード加工業） 

・食品添加物を使用せず、原材料のみで加工でき、調理

してもほぐれない魚肉加工品を開発したいという要望に

対して、センター独自研究を活用して課題解決を支援す

ることにした。 

・企 業 と連 絡 を取りながら、試 作 などの支 援 に繋

がった。 

カニ加工の収益性向上 

（水産食品加工業） 

・収益性の改善や、よりおいしい製品を製造するための、

加工方法（加熱温度、工程順番、原料保管温度、保管

方法）を改善したいという要望に対して、センター独自研

究を活用して課題解決を支援することにした。 

・カニの選別技術については、特許を出願するに

至った。加工方法については、人材育成事業等

を通じた支援に繋がった。 
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境港産冷凍マグロの製品化、

高品質化、ブランド化 

（水産食品加工業） 

・生マグロとして一定の評価を得ている境港産クロマグロに

ついて、冷凍製品を作りたいと相談があり、凍結方法、凍

結時間、保管温度などについて検討事項を提案した。 

・令和５年度の人材育成事業に参加いただき、試

作や加工手順の習熟（人材育成）への取り組み

に繋がった。 

カニ身に混入するカニ殻の検

出、除去方法 

（水産食品加工業） 

・カニ身に混入するカニ殻を検出し、除去する方法を開発

したいという要望に対して、徳島大学の偏光による異物

検出方法について情報提供し、意見交換を行った。 

・課題解決に向けて、現地に赴き、カニ殻の検出

が可能かどうかの検討に繋がった。 

未利用魚の加工法と用途開発 

（水産食品加工業） 

（農産食品加工業、飲食業） 

・煮干の加工法を提案するとともに、その出汁の用途開

発、ビジネスパートナー紹介（マッチング）などを支援し

た。 

・製造設備を整備され、煮干し製造が開始された。 

・煮干しとしての販売にとどまらず、麺つゆとしての

販売計画に繋がった。 

カニ加工品原料の高品質化 

（水産食品加工業） 

・カニ原料の保管方法を改善したいという要望があり、機

器利用や人材育成事業により、課題解決に取り組むこと

とした。 

・予備試験の結果、課題解決の見込みがあること

が分かり、オーダーメイド型人材育成塾に参加い

ただき課題解決に取り組むこととなった。 

 
 

【外部機関との連携による企業訪問】１２社 
連携機関名 概要 社数 事例 

鳥取県商工労働部

市場開拓局、鳥取

市経済観光部 

因州和紙産業への効果的な支援事業を

策定するため、県市場開拓局、鳥取市経

済観光部と合同でヒアリングを実施した。 

１ 

〇因州和紙製造企業を訪問し、和紙産業界の現況と技術者（研修

生）育成の状況、今後の展望等について聞き取りを行った。 

⇒手漉き和紙用具の修繕、入手が困難になっているという課題を抽出

し、資金面での支援策等について県で検討されることになった。 

鳥取県産業振興機

構とっとり国際ビジ

ネスセンター 

食品の海外輸出に向けた取り組み支援す

るため、とっとり国際ビジネスセンターコー

ディネーターと訪問し、認証取得に向けた

支援を行った。 

２ 

〇輸出を視野に入れた製造の意向に対して、鳥取県版ＨＡＣＣＰ認証

取得に加え、第三者認証取得に向けた支援を継続することとした。 

〇香港、台湾、インドへの輸出に向けた具体的な進め方について打ち

合わせし、JFS/B 規格の取得について提案を行った。 

鳥取県商工労働部 
県の脱炭素研究会の参加企業を訪問し、

共同研究に繋がった。 
２ 

〇県内企業技術力発揮補助金への応募を支援し、当該補助金の採

択に繋がり、センターとの共同研究を開始することになった。 

鳥取県産業振興機

構（発明協会） 

特許出願の支援を行い、特許取得に繋

がった。 
１ 

〇センターと企業との共同研究成果の特許出願のため、弁理士を交

えて協議を行い、特許出願を支援した。。 

⇒7 月に特許出願、早期審査請求を行い令和 4 年度中の特許取得

に繋がった。 

鳥取県産業振興機

構 

共同研究の研究成果の特許出願を支援

した。 
１ 

〇サポインの研究成果の特許出願を支援し、２件の特許出願に繋

がった。 

鳥取県東部農林事

務所、若桜町役場 

地域の農産資源を活用した商品開発に

ついて関係機関で協議し、開発の方向性

を決定した。 

１ 

〇若桜町で進められている「エゴマを活用した元気な町づくり」の一環

で実施されている「エゴマを使った商品開発」について、関係者で

商品開発に向けた協議を行った。 

⇒えごまペーストの酸化抑制について提案し、えごまペーストを活用し

た商品開発に向けて進めていくこととなった。 

鳥取県くらしの安心

推進課 

食品加工業者の鳥取県版 HACCP 認証

取得に向けた支援を行った。 
１ 

〇鳥取県版 HACCP 認証に向けて、鳥取県 HACCP 推進専門員と

企業訪問し、ヒアリングした。 

⇒認証取得に向けた支援を開始することとなった。 

鳥取県販路拡大・

輸出促進課 

食品加工業者の FSSC22000 認証取得に

向け支援を行った。 
１ 

〇県補助金を利用した FSSC22000 認証取得及び農水省 HACCP

ハード事業補助金を利用した設備増設及び輸出促進の計画に対

して、食の安全・安心プロジェクト推進補助金ヒアリングを実施した。 

⇒対象工場の衛生状況を確認し、認証取得に向けて衛生管理の支

援を行うこととなった。 

鳥取県食のみやこ

推進課 

海外へ輸出する食品の自社製造に向け

た支援を行った。 
１ 

〇委託していた食品加工を自社製造に変更するために必要な第三者

認証について相談があり、鳥取県農山漁村発イノベーションサポー

トセンターの企画員と訪問し、ヒアリングした。 

⇒海外輸出に対応した衛生管理、第三者認証について説明し、まず

は県版 HACCP 認証を取得し、衛生管理の構築をすることを提案し

た。 

鳥取大学 
医療機器開発に関する技術調査の支援

を行った。 
１ 

〇医療現場で用いる有害薬品の漏洩を検出する機器の開発につい

て相談があり、先行技術調査を支援するとともに、筐体設計を支援

した。 
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＜課題と対応＞ 

【令和４年度の課題】 
・令和４年度の技術相談は、「with コロナ」を意識しながら、対⾯での技術相談や企業訪問を徐々に増やしながら対応してきたが、今後は⾼度で密度の⾼い
技術⽀援を充実させていくために、可能な限り対⾯での技術対応を進めていく必要がある。 

【今後の対応】 
・新型コロナウィルス感染症が第５類に移⾏することから、コロナ前の⽔準を⽬指して企業技術者からの相談に対して対⾯での対応を充実させていく。 
・令和５年度は第 5 期中期⽬標期間のスタートの年度であり、コロナ禍で⼤きな打撃を受けた企業現場の現状、今後の企業戦略について、積極的な聞き取
り調査を⾏い、センター活動の充実を図る。 

 

  



- 8 - 
 

1 県内企業の製造技術・品質向上、新技術開発への技術支援 （２）製品の品質安定化・性能評価、新技術開発のための機器利用、依頼試験・分析 

評価項目 

２ 自己評価：Ａ 

令和４年度は、第７波・第８波時に新型コロナウイルス感染者が爆発的に増大し、企業がセンターへの来所を控えざるを得ない期間が生じるなど、利用拡大に転じることが困難な状況であった。 

 特に、機器利用についてはこの影響を大きく受けたが、一方で機器利用や依頼試験を活用したことにより「新規受注に繋がった」、「新技術開発に結び付き開発に目途が立った」、「有用性を検証できた

ため自社で同機器を導入した」などの成果に結びついた事例も多々見られた。このため、機器利用件数が１２％減少することとなったが、センター活動が企業の技術力向上に大きく寄与することとなった。 

また、老朽化した保有機器のうち企業ニーズの高い最新機器を目的積立金や外部資金等を活用して８機器導入し充実を図った。さらに、県内小規模事業者減免制度により県内製造業の活動を引き続き

支援した。その他、県内外の関係研究機関との連携による機器利用サービス体制も継続した。 

これらの活動から、企業開発案件の進展と売上向上に貢献したことより、計画を上回って業務が進捗していると判断し、Ａと評価した。 

中期目標 

（２）製品の品質安定化・性能評価、新技術開発のための機器利用、依頼試験・分析 

中小企業、特に小規模事業者においては、より厳しい品質基準や高性能化等に対応した機器や人材を確保することが困難であることから、これらに対応する試験・分析機器の計画的な整備、提供する試験・
分析メニューの充実、サービス提供時間や手続等の継続的な改善など、効率的な支援体制を整備するとともに、技術支援内容の質的向上を図ること。 
そのため、常に利用状況や企業ニーズを把握し、必要な機器、試験・分析メニューを維持、追加するとともに、老朽化した機器設備の更新、稼働率の低い機器設備の処分等もその必要性を検討の上、適切に実
施すること。 

また、センターが地方独立行政法人として発足して以降、機器利用等にかかる支援件数は増加傾向にあるが、センターにおける技術スタッフの配置や他の技術支援機関との連携など組み合わせながら、引き
続き効率的かつ効果的な支援に取り組むこと。 

第４期中期計画 令和４年度計画 年度計画に係る実績・進捗状況 
（２） 製品の品質安定化・性能評価、新技術 

開発のための県内企業への機器利用、依頼試

験・分析 

常に利用状況や企業ニーズを把握しなが

ら、県内企業が直面するより厳しい品質基準

や高性能化等に対応する試験・分析業務の充

実・改善などを継続的に実施する。 

そのため、新たに必要となる機器の導入、老

朽化した機器設備の更新や稼働率の低い機器

の処分等もその必要性を検討の上、計画的に

整備する。 

また、必要に応じて技術スタッフの配置や

他の技術支援機関との連携などを活用して、

効率的かつ効果的な支援に取り組む。 

その他、小規模事業者の利用に対して引き

続き県と連携して支援を行う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２） 製品の品質安定化・性能評価、新技術

のための機器利用、依頼試験・分析 

センターが保有する機器等を用いて、“県内企

が抱える技術課題の解決”、“製品・部品の品質確

のための評価・改善技術の蓄積”等を支援し、

製造業の技術的優位性を高めていく。 

 

① 機器利用、依頼試験・分析の実施 

多くの企業の技術課題を迅速に解決するた

めに、機器利用及び依頼試験・分析の多様なメ

ニューを設定し、必要に応じて技術スタッフ

を配置するなど、その支援体制を充実・強化す

る。さらに、対応する研究員のレベルアップに

も努める。 

また、機器利用の内容や依頼試験・分析の結

果等から県内企業が抱える技術課題の抽出を

行い、センターが実施する“研究開発”、“人材

育成”等にも反映させていく。 

令和４年度は、最新の保有機器等を活用し

た分析技術力の向上や、食品衛生管理・品質評

価技術等に関する人材育成事業を引き続き実

施する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２） 製品の品質安定化・性能評価、新技術開発のための県内企業への機器利用、依頼試験・分析 

①機器利用、依頼試験・分析の実績 

□実施件数 
 ◎機器利用 

 
 

◎依頼試験・分析     

 

 

○機器利⽤件数は３,７２２件（対前年度１２%減）、依頼試験件数は 1,４９７件（対前年度２%減） 
･･･その合計件数は 5,２１９件（対前年度９%減） 

（要因） 
・第４期期間中に複数年にわたってセンター機器を活⽤して新技術開発等に取り組む企業が数社あったが順調に開発が完了したため、令和４年度の利⽤
件数が減少した。また、センターでの機器利⽤により、その有効性が確認できたとして同機器を独⾃に整備されたために機器利⽤が減少した事例があった。こ
れは、県内企業のセンター利⽤が技術⼒向上に繋がった⾮常に良い事例であり、むしろプラス要因としてセンター活動の成果であった。 

・コロナ第７波、第８波による感染数の爆発的な増⼤により、県内企業内においても出勤困難者が急増し、⾷品系企業を中⼼に⽣産活動を維持するため、
機器利⽤のキャンセルや⽇程変更をせざるを得ない事案が多数発⽣し、利⽤件数の減少の⼀因となった。 

 
【関⻄広域連合域内の企業の利⽤状況】 
○機器利⽤件数︓令和３年度⽐３５％増加 
  ⇒令和４年度は、コロナ感染拡⼤に伴う県外企業の利⽤制限を⾏わなかったため（令和３年度は、R3.12〜R4.1 を除く全期間、利⽤制限を実施）。 
○依頼試験件数︓令和３年度⽐７０％減少 
  ⇒令和３年度は、機器利⽤を依頼試験で代替するなどコロナ禍でのサービス低下を招かないよう努めていたが、来所による機器利⽤が回復してきたため。 
 
【中国地域の企業の利⽤状況】 
○機器利⽤件数︓令和３年度⽐約５５％減少 
  ⇒利⽤件数が特に多かった島根県の⾷品系企業の商品開発が完了したため（R3:76 件 ⇒R4:8 件）。 
○依頼試験件数︓令和３年度⽐約４０％減少 
  ⇒依頼件数が特に多かった広島県の有機材料系企業の依頼が減少したため（R3:118 件 ⇒R4:0 件）。 

（令和３年度末に更新した材料試験機が、該当企業の試験条件に⾮対応） 
 

 

 

 区分 令和４年度 令和３年度 対前年度 

県内（総数） ３，３８８件 ３，８３２件 ０．８８ 
うちその他減免 ２３３件 ３１１件 ０．７５ 

うち小規模減免 ７０１件 ７０５件 ０．９９ 

県外（総数） ３３４件 ３７９件 ０．８８ 

うち関西広域 ２１０件 １５６件 １．３５ 

うち中国地域 １００件 ２１９件 ０．４６ 

 項 目 令和４年度 令和３年度 対前年度 

センター全体 ３，７２２件 ４，２１１件 ０．８８ 

内

訳 

電子・有機素材研究所 １，７１６件 １，７１２件 １．００ 

機械素材研究所 ８５１件 １，２５３件 ０．６８ 

食品開発研究所 １，１５５件 １，２４６件 ０．９３ 

企画・連携推進部 ０件 ０件 ０．００ 

 項 目 令和４年度 令和３年度 対前年度 

センター全体 １,４９７件 １,５３４件 ０．９８ 

内

訳 

電子・有機素材研究所 ４９５件 １，０６６件  ０．４６ 

機械素材研究所 ７５１件 ４１７件  １．８０ 

食品開発研究所 ２５１件 ５１件  ４．９２ 

 区分 令和４年度 令和３年度 対前年度 

県内（総数） １，２００件 ９６１件 １．２５ 
うち小規模減免 ３０５件 ４２１件 ０．７２ 

県外（総数） ２９７件 ５７３件 ０．５２ 
うち関西広域 ６０件 １９６件 ０．３１ 

うち中国地域 １９９件 ３３９件 ０．５９ 
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□活用の多かった機器 

研究所 機器名 主な用途 R４ R３ 対前年度 

電子・有機素材研究所 

伝導電磁波試験装置 ノイズ評価 １２１件 １０３件 １．１７ 

表面加飾作製装置 表面加飾 １１７件 １２８件 ０．９１ 

放射電磁波試験装置 ノイズ評価 １０９件 １０６件 １．０３ 

機械素材研究所 

電子顕微鏡②（表面形状分析装置） 拡大観察 ８１件 １０４件 ０．７８ 

マイクロスコープ 拡大観察 ６４件 ６８件 ０．９４ 

Ｘ線回折装置② 成分分析 ４８件 ６４件 ０．７５ 

食品開発研究所 

食品異物鑑別装置 異物分析 ３３１件 ３２５件 １．０２ 

スプレードライヤー 粉体試作 ６１件 ５６件 １．０９ 

ﾊｲﾌﾞﾘｯﾄﾞ型液体ｸﾛﾏﾄｸﾞﾗﾌ質量分析計 成分分析 ５１件 ３３件 １．５５ 

 

□機器利用・依頼試験の主な事例 
＜電子・有機素材研究所＞ 

項目 活用機器 内容 

製品開発 

無響室 
製品のラトル音評価試験の実施についての相談があり、無響室内に企業と協力してラトル音の評価を行う環
境を構築した結果、取引先の要求を満足する製品を開発することができた。 

卓上型強度試験機 
医療・福祉現場で使用されている製品について、利用者の声を受けて改良を行った製品について、強度試
験により性能を確認したところ、想定した性能を有していることが確認できた。 

品質評価・ 
クレーム対応 

伝導電磁波試験装
置 

半導体不足のため代替部品を搭載することになった既存製品について電磁波ノイズ評価を行い、従来部品
と同等の性能を維持できているどうかの検証に活用された。 

X 線透過装置 
LED照明器具内の一部のLEDに不点灯が発生し、その原因調査を行いたいとの相談があり、良品・不良品を
比較した。その結果、不良品内のボンディングワイヤが折れ曲がっていることがわかり、生産工程の改善に繋
がった。 

材料強度試験機 
林業現場で使用する自社製品について、品質確認のため、材料試験機を用いて、実際の使用方法に準じて
荷重を加えたところ、想定した荷重に耐えられることを確認した。 

電子顕微鏡 
不具合のあった自動車用部品の被膜の状態を確認するため表面に残った元素を調べたいとの相談があり、
分析を行たところ被膜の状況が明らかになり、製造にフィードバックされ改善に繋がった。 

設計・試作 プリント基板加工機 ＬＥＤ照明、情報通信等の電子機器の回路設計の試作開発に活用された。 

 

＜機械素材研究所＞ 

項目 活用機器 内容 

品質評価・ 
クレーム対応 

電子顕微鏡② 
シリンダーピンが破損したので原因を調査したいとの相談を受け、調査を支援した結果、設計通りの部品で
あったが、長期の使用による疲労破壊が生じた可能性があることが分かり、品質管理に活用された。 

波 長 分 散 型 蛍 光 Ｘ
線分析装置 

製造装置に黒い物質が付着しており、物質を調べたいとの相談を受け調査を支援した結果、付着物は金属
アルミニウムと判明し、工場の状況などから、付着理由を推定することができた。 

レーザーSPM 複合
顕微鏡 

金型部品の寿命が短いため、原因を調査したいとの相談を受け調査を支援した結果、表面の凹凸が金型寿
命に影響している可能性が分かり、凹凸管理方法に活用された。 

設計開発 

シミュレーションソフ
トウェア（伝熱・構造
解析） 

車載電子機器のフレームが高温多湿環境下で変形する不具合の原因究明及び対策について相談があり、
コンピューターシミュレーションソフトウェアにより発生要因を突き止め、対策案を提示した結果、変形量の低
減に繋がり、自動車メーカーへの採用が決まった。 

シミュレーションソフ
トウェア（構造解析） 

材料高騰への対策として、農業用ハウスのパイプ（鋼材）に高強度材料を採用することで材料コスト低減でき
ないかという相談に対して、コンピューターシミュレーションソフトウェアによる強度評価を支援した結果、高強
度パイプでは、資材コストを削減したうえでハウスフレームの強度増強を実現できることがわかり、設計案として
採用された。 
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② 計画的な機器整備  

十分に必要性を検討して策定した機器整備

計画を基に、技術支援活動に必要な機器設備

の更新、企業ニーズの高い機器の新規導入等

を実施する。 

令和４年度は、使用頻度が高いが老朽化が

進み更新が必要である「赤外・ラマン分光分

析装置」「高精度輪郭形状測定器」等の整備

を行う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜食品開発研究所＞ 

項目 活用機器 内容 

品質評価・ 
クレーム対応 

食品異物鑑別装置 
米飯中に混入する異物を食品異物鑑別装置で推測し、製造ラインを確認したところ異物と推測したものが集
積する部位があることを確認し、異物除去に貢献した。 

商品企画 
原子吸光分光光度
計 

アジ残渣の部位によるカルシウム等の栄養成分の分析を支援し、食品として活用する際の部位の特長を把
握することができた。 

 

○開放機器の利⽤状況 
・令和４年度にセンター全体で利⽤された機器は２０６機器、そのうち利⽤頻度上位２０機器で全体の約４５％の利⽤件数となった。 

※各研究所の利⽤トップ３、計９機器では全体の２６％の利⽤（表「活⽤の多かった機器」）。 

○利⽤増がみられた機器 
［伝導電磁波試験装置 対前年⽐１．２］ 

（要因）半導体不⾜に起因する使⽤部品の交換に伴い、新たに検査しなおす必要がある機器が増加したため。 

［ビッカース硬さ試験機（微⼩硬度計） 対前年⽐１．６］ 
（要因）器具や部品の開発を⾏う企業において、製品の品質評価⽬的での利⽤が増加したため。 

［ＨＩＰ装置（熱間等⽅加圧装置） 対前年⽐２．０］ 
（要因）新素材を開発している企業において、製品の性能向上⽬的での利⽤が増加したため。 

［ハイブリッド型液体クロマトグラフ質量分析計 対前年⽐１．６］ 
（要因）⼤学発のベンチャー企業による研究開発のために⼀時的に利⽤が増加したため。 

 

②計画的な機器整備 
第４期機器整備計画に基づいて、センター機能を維持・進展させるために必要な機器導入を行った。外部資金や研究補助金を活用して大型（高額）機

器を整備したほか、年度当初に機器整備計画を再点検し、目的積立金を活用して緊急性の高い機器を更新整備した。 

□機器等の導入実績（８機器） ※5，000 千円以上の機器 

○ＪＫＡの補助事業を活用して、非破壊で無機化合物や有機化合物の化学構造を判別する「赤外・ラマン分光分析装置」、接触子により機械部品等の

輪郭形状や表面粗さなどを測定する「高精度輪郭形状測定機」を整備した。 

○目的積立金を活用して、「冷熱衝撃試験機」や「超高速液体クロマトグラフ」など企業支援に不可欠な機器を整備した。 
 
 
 
 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

研究所 機器名 用途 金額（千円） 財源 

電子・有機素材 

研究所 

冷熱衝撃試験機 

高温さらし、低温さらし、常温さらしを繰り返し行い、電

気・電子機器部品、自動車部品等の熱衝撃に対する耐

性を評価する装置。 

９，１３０ 目的積立金 

インピーダンスアナライザ 

二次電池、燃料電池、キャパシタ、インダクタなどのデバ

イスの電極特性または電極間に存在する試料特性を評

価する装置。 

５，３７９ 目的積立金 

機械素材研究所 

赤外・ラマン分光分析装置 
非破壊で無機化合物や有機化合物の化学構造を判別

する装置。 
３９，７６５ 

JKA 補助金 2/3 

目的積立金 1/3 

高精度輪郭形状測定機 

接触子により機械部品等の輪郭形状、表面粗さ、寸法

測定、ISO25178 に準拠した３次元表面性状を評価する

装置。 

２１，９４５ 
JKA 補助金 2/3 

目的積立金 1/3 

電気抵抗測定装置 

金属材料の電気抵抗を測定し、金属材料にひずみ回

復・再結晶などの現象が生じた際の電気抵抗の変化を

評価する装置。 

６，９３０ 研究補助金 

食品開発研究所 

超高速液体クロマトグラフ 

ビタミン等の栄養成分、機能性成分、食品添加物など食

品中に含まれる様々な成分の分離分析に用いられる装

置 

６，９３０ 目的積立金 

有機酸分析システム 
夾雑成分の多い食品等に含まれる有機酸を選択的に

分離分析する装置。 
６，０５０ 目的積立金 

クリープメーター 

食品等の圧縮引張試験と摩擦試験を行うための装置

で、かたさ、弾力、強度、付着性、摩擦係数、食感、触

感を数値化する装置 

７，８１０ 目的積立金 
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③ 利用促進等  

機器設備の更新または新規導入を行った場

合は、導入機器の活用方法や操作方法などの

説明会を実施し、県内企業の利用促進を図

る。 

また、センター保有機器だけでは対応でき

ない案件については、引き続き関西広域連合

区域内、中国地方地域内の公設試験研究機関

（以下「公設試」という。）との連携を活用

して、実施可能な公設試を紹介するなどの対

応を行う。反対に両域内の公設試から紹介が

あった場合は、センターは県外企業の利用に

対して協力する。その場合、域内の公設試の

取り決めにより、「県外企業の利用に対する

割増料金」を解消して対応する。 

さらに、県の支援により県内小規模事業者

の機器使用料及び依頼試験手数料を減免して

利用促進を図り、該当企業の技術力向上を支

援する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

◇導入機器の主な活用状況 

［⾚外・ラマン分光分析装置］ 
・錆などの鉄酸化物、酸化カルシウム等の無機化合物やプラスチック等の有機化合物の化学構造を判別することが可能となり、プラスチック成型品や防振ゴ
ムの分析などに活⽤された。 

［⾼精度輪郭形状測定機］ 
・機械部品の精密な形状測定が可能となり、部品のねじ⼭の形状確認などの品質管理に活⽤された。 

［電気抵抗測定装置］ 
・⾦属材料の電気抵抗の変化を評価することが可能となり、端⼦部品製造技術開発などに活⽤された。 

［超⾼速液体クロマトグラフ］ 
・⾷品中に含まれる多様な成分の迅速な分離分析が可能になった。３⽉末の納品であったため、今後機器利⽤での活⽤が期待される。 

［有機酸分析システム］ 
・⾷品中に含まれる有機酸の迅速な分離分析が可能になった。３⽉末の納品であったため、今後機器利⽤での活⽤が期待される。 

［クリープメーター］ 
・⾷品の硬さや付着性などの測定に加えて、これまで実施できなかった⾷品ののど越しや麺のつるつる感といった評価が可能になった。年度末での導⼊であっ
たため、現時点では企業での活⽤事例はないが、今後機器利⽤などでの活⽤が期待される。 

 

 

③利用促進等 

【導入機器の利用説明会等の実績】 

機器名 内容 

赤外・ラマン分光 

分析装置導 

「赤外・ラマン分光分析装置導入セミナー」 

 

１ 日 時：令和５年２月８日（水） １３：３０～１６：３０ 

２ 場 所：機械素材研究所（Web 開催） 

３ 内 容 

   （１）講演 

    演題：「FTIR 本体 特徴と活用事例」            

 講師：ジャスコエンジニアリング(株) 分析センター 閑林直人 氏 

   （２）講演 

    演題：「顕微 FTIR 特徴と活用事例」            

 講師：ジャスコエンジニアリング(株) 分析センター 閑林直人 氏 

   （３）講演 

    演題：「顕微ラマン 特徴と活用事例」            

 講師：日本分光(株) 光分析ソリューション部 田村耕平 氏 

４ 参加者数およびアンケート結果  

                                                    （括弧内は回答数） 

参加者数 回収率 大変満足 満足 やや不満足 不満足 

企業：２５名(１５社) 32％(8） 50％(4) 50％(4) 0％(0) 0％(0) 
 

高精度輪郭形状測定機 

「ＪＫＡ共同研究成果発表及び導入機器セミナー」 

 

１ 日 時：令和５年３月８日（水） １３：３０～１５：３０ 

２ 場 所：機械素材研究所（Web 開催） 

３ 内 容 

   （１）研究成果発表 

    演題：「磁束密度制御用治具を活用した選択的高周波焼入れ法の開発」            

     講師：機械素材研究所 主任研究員 佐藤崇弘 

   （２）導入機器セミナー 

    演題：「表面粗さ測定の 新動向／高精度輪郭形状測定機」            

     講師：マール・ジャパン株式会社 代表取締役 和田隼忠 氏 

４ 参加者数およびアンケート結果 

                                                    （括弧内は回答数） 

参加者数 回収率 大変満足 満足 やや不満足 不満足 

企業：１１名(８社) 82％(9） 11％(1) 56％(5) 33％(3) 0％(0) 
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【広域的な利活用推進の実績】 

・県内企業の中国地方公設試験研究機関の利用件数 
 

 
 
 
 
 

 
 

 
 
 
・県外企業の鳥取県産業技術センター利用件数 

中国地域：機器利用１００件（電子顕微鏡②、高温型熱重量示差熱分析装置等）、依頼試験１９９件 

項目 岡山県 広島県 山口県 島根県 総計 

機器利用 ６７件（９社） １０件（４社） ０件（０社）  ２３件（９社） １００件（２２社） 

依頼試験  ２件（１社） ８３件（４社） ０件（０社） １１４件（１社） １９９件（ ６社） 

総  計 ６９件（１０社） ９３件（８社） ０件（０社） １３７件（１０社） ２９９件（２８社） 

 

 
・関西広域連合：機器利用２１０件（ＨＩＰ装置（熱間等方加圧装置）、放射電磁波試験装置、電波暗室等）、依頼試験６０件 

項目 大阪府 京都府 滋賀県 兵庫県 徳島県 総計 

機器利用  ８件（２社） ４件（３社） ０件（０社） １９８件（２０社） ０件（０社） ２１０件（２５社） 

依頼試験 ５２件（３社） ０件（０社） ０件（０社）   ８件（ ２社） ０件（０社）  ６０件（ ５社） 

総  計 ６０件（５社） ４件（３社） ０件（０社） ２０６件（２２社） ０件（０社） ２７０件（３０社） 

 
 
 

○県内企業の中国地域公設試の利⽤（中国知事会での合意︓各機関とも域内企業の利⽤について、県内企業と同等の料⾦体系とする） 
  ・地域的に利⽤が容易な島根県産業技術センターの利⽤が圧倒的に多かった。（中国地域利⽤の 9 割以上） 
○県外企業の当センター利⽤（同様に、中国及び関⻄広域の各機関は域内企業を県内企業と同等の料⾦体系として対応する） 

［中国地⽅］機器利⽤では、電⼦顕微鏡②、⾼温型熱重量⽰差熱分析装置など、岡⼭県の企業の素材の研究開発⽤途での利⽤が最も多く
当該地域全体の約３割を占めた。 
依頼試験では、コンピューターによるシミュレーション計算・解析（島根県の企業）及び核磁気共鳴装置（ＮＭＲ）による定性分析

（広島県の企業）が当該地域全体の約９割を占めた。 
［関⻄広域］機器利⽤では、電波暗室、放射電磁波試験装置などの電気製品の電磁波ノイズ品質評価や、ＨＩＰ装置（熱間等⽅加圧装

置）による素材の研究開発など兵庫県の企業の利⽤が当該地域全体の９割以上を占めた。 
依頼試験では、有機系材料の熱分析や⾷品の成分分析など⼤阪府の企業の依頼が当該地域全体の約９割を占めた。 

 

 

 

機器名 内容 対象 講師 研究所 

超高速液体クロマトグラ
フ 

機器の操作方法、ＬａｂＳｏｌｕｔｉｏｎによる分析、解析方法につ
いて説明を受けた。 

研究員・スタッフ 
（５名） 

メーカー技術者 
食品開発 
研究所 

有機酸分析システム 
機器の操作方法、ＬａｂＳｏｌｕｔｉｏｎによる分析、解析方法につ
いて説明を受けた。 

研究員・スタッフ 
（５名） 

メーカー技術者 
食品開発 
研究所 

クリープメーター 
現存機器と更新機器とでの操作方法などの変更部位を中
心に機器の操作、解析方法の説明を受けるとともに、新しい
測定方法である摩擦測定についての説明を受けた。 

研究員・スタッフ 
（４名） 

メーカー技術者 
食品開発 
研究所 

項目 岡山県 広島県 山口県 島根県 総計 

機器利用 ２件（１社） １０件（２社） ４件（１社）  ４０件（１１社）  ５６件（１５社） 

依頼試験 ０件（０社） ０件（０社） １件（１社） １６７件（ ８社） １６８件（ ９社） 

総  計 ２件（１社） １０件（２社） ５件（２社） ２０７件（１９社） ２２４件（２４社） 
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【小規模事業者の技術力向上支援】 

□小規模事業者の利用実績 
小規模事業者減免制度（県補助）により、機器使用料及び依頼試験手数料の１／２を減免。 

・登録企業累計数：２４３社（Ｒ３年度：２３７社、８社増、２社減）  ⇒ うち６５社が活用（Ｒ３年度：７９社） 

・Ｒ４利用状況：１，００６件 （内訳）機器利用７０１件、依頼試験３０５件 

Ｒ３利用状況：１，１２６件 （内訳）機器利用７０５件、依頼試験４２１件 

◇小規模事業者の主な利用事例 

［機器利⽤］ 
○無響室、⾳響環境測定装置・・・・・『アクリル製スマートフォンスタンドの⾳響特性の評価』 

各種試作品の周波数特性の評価を実施 ⇒ 試作品の性能指標を明らかにすることができた。 
○原⼦吸光光度計、クリープメーター・・・『減塩・低塩うどんの塩分濃度と⾷感の評価』 

うどんの塩分濃度及び物性測定を実施 ⇒ 低塩でありながら通常のうどんと同等の物性の商品の開発に成功し、全国販売に繋がった。 
  ○⾼速⼤容量冷却遠⼼機・・・・・・・・『⽇本酒の製造・発酵管理』 
     アルコール添加量を変えたもろみサンプルの遠⼼分離による上槽を実施 ⇒ 上槽⼯程における適切なアルコール添加量を決定することができた。 
［依頼試験］ 

○材料強度試験機・・・・『FPPの強度試験』 
船舶検査機関の規格に準拠した試験⽅法で強度試験を実施 ⇒ 船舶の修繕、改修の申請に必要なデータを取得することができた。 

○床材料強度試験機・・・・・・・・・・・『集成材家具の強度評価』 
     ⾃社で集成接着した造作家具⽤部材の強度評価を実施 ⇒家具設計のための設計データを取得することができた。 
 

 
 

＜課題と対応＞ 

【令和４年度の課題】 
・今年度も続いた新型コロナウィルス感染者の急増や開発案件の完了等により、機器利⽤件数は約１２％減少したが、急ぐ案件はサンプルの送付等により依
頼試験等で対応するなど、県内企業へのサービスが低下しないよう柔軟に対応した。 

・保有機器の⽼朽化が進む中、企業ニーズの⾼い機器を計画的に整備するとともに、機器を効果的に活⽤するための技術講習会を⾏ったが、今後も機器に
関する企業ニーズの情報収集や研究員の技術研鑽を⾏うとともに、既存機器を有効活⽤してもらうための技術講習会の開催や、企業の課題に応じた指導
や提案を⾏っていく必要がある。 

【今後の対応】 
  ・コロナの５類移⾏、５期スタートにあたり、企業訪問や技術相談を積極的に⾏い、機器利⽤や依頼試験、機器利⽤を伴う開発案件を提案する。 

・センターが保有する機器、設備の利⽤率や保守経費、光熱⽔費、その他使⽤時に必要とする消耗品等について調査を⾏い、計画的な機器整備と機器導
⼊（整備予定機器︓ガスクロマトグラフ質量分析装置、⼤型環境試験機）を⾏う。 

・５年度のオーダーメイド型技術者育成事業に新たに「分析技術習得コース」を設け、⾼度化する機器の操作⽅法や活⽤⽅法について⽀援を⾏う。⾃ら機器
を活⽤し、⾃社の抱える課題を解決できる⼈材育成に貢献していく。 
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1 県内企業の製造技術・品質向上、新技術開発への技術支援  （３）新事業の創出、新分野進出のための支援 

評価項目 

３ 自己評価：Ａ 

「生産性向上を目指したＡＩ・ＩｏＴ・ロボット技術分野」、「次世代自動車分野」、「豊富な水産資源を活用した高付加価値食品分野」の第４期重点分野や県内基盤産業に関係する企業を対象として、研修会

の実施や企業訪問、個別技術支援等を積極的に行った。 

「ＡＩ・ＩｏＴ・ロボット」分野では、成功事例の紹介や実践セミナーを積極的に行い、県内企業での導入に向けた「基盤作り」や企業現場への「実装への加速化」に大きく貢献した。 

「次世代自動車」や「水産資源活用」では、各種セミナーを開催し、関心を持つ企業に対する支援を行い、新たな取組や新規分野への進出の際に生じる課題解決を提供し、技術移転や共同研究に繋がる

ものもあった。和紙や木材、酒類、食品分野等県内地場産業に対しても、新製品創出や新規事業開拓に向けた研究会や勉強会を開催し、新たな取り組み事例に繋がった。 

さらに、起業化支援室の入居企業に対しても新事業創出のため、製品試験、分析測定、提案等技術支援を行った結果、商品の本格製造に繋がった事例があった。 

これらの活動が、企業の新事業創出に貢献したことにより、計画を上回って業務が推進していると判断し、A と評価した。 

中期目標 

（３）新事業の創出、新分野進出のための支援 

新規事業の立ち上げ又は新製品開発を目指す県内企業等に、インキュベーション（※）施設など研究開発の場を提供し、研究開発途上で生じた諸課題の解決に向け技術支援を実施すること。 

また、関係機関と連携し、関連する市場動向や販路などの情報提供を含めた総合的な支援にも取り組むこと。 

（※）「インキュベーション」：設立して間もない新企業に公的機関等が経営技術、資金や人材など提供しながら、育成すること 

第４期中期計画 令和４年度計画 年度計画に係る実績・進捗状況 
（３） 新事業の創出、新分野進出のための 

支援 

新規事業の立ち上げ又は新製品開発を目指

す県内企業等に対して、保有機器の利用促進

だけでなく、起業化支援室や開放型実験室等

の研究の場を引き続き提供し、必要に応じて

センター職員も協力しながら、企業の技術課

題の解決を図る。 

さらに、これら技術支援に加えてビジネス

移行を想定した総合的支援にも関係機関と連

携して取り組む。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（３） 新事業の創出、新分野進出のための 

支援 

県内企業あるいは新規に事業を立ち上げる

個人・団体等に対して、以下の多様な支援によ

り、県内での起業や新事業創出を推進する。 

 

① 起業化支援室や開放型試作試験室等を技

術開発の場として提供  

 

新規事業に取り組もうとする企業等がセン

ター内で活動できる場を各施設内に設置し、

事業の実現に向けた技術開発をオンサイトで

支援する。 

 

◎鳥取施設：起業化支援室 ６室  

◎米子施設：起業化支援室２０室、 

開放型試作試験室１室  

◎境港施設：起業化支援室 ４室  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（３） 新事業の創出、新分野進出のための支援 

① 起業化支援室や開放型試作試験室等を技術開発の場として提供 

□起業化支援室の利用状況（令和４年度末現在の入居状況） 

場所 入居企業数 備考 

鳥取施設（ ６室） ３ 電機・電子製品（１社）、ソフトウェア開発（１社）、システム開発（１社） 

米子施設（２０室） ９ 機能性材料（２社）、システム開発（３社）、医療機器開発（２社）、ソフトウェア開発（１社）、教材開発（１社） 

境港施設（ ４室） ４ 水産加工（２社）、機能性食品（１社）、機能性素材（１社） 

※令和４年度中に３社が退去 

 

□起業化支援室入居企業との意見交換会 

    新型コロナウィルス感染拡大防止のため、書面やハイブリッド（対面及び Web 会議）方式で入居企業との意見交換会を行い、入居企業の活動状況及び

センターへの要望等を聴取した。 

◎電子・有機素材研究所（２月）、機械素材研究所（３月）、食品開発研究所（３月） 

      

［入居企業からの主な要望や意見］ 

・研究・実験棟への入退出、入居企業者の出入りを緩和できないか。 

・研究員とのディスカッション、試験機器等の利用を気軽に行いたい。 

・入居期間が限られているが、延長できないか検討いただきたい。 

・SDGｓに関するセミナーを開催していただけることは非常に有意義である。 

 

（支援事例） 

研究所 内容 

電子・有機素材研究所 

＜梱包材の振動試験について＞ 

自社製品の輸送時に玩具製品が破損したとの相談に対して、輸送振動試験（JIS Z200）による梱包材の検証を提案

し、対策を施した梱包材の振動試験等を実施した結果、試験体に異常がないことが確認でき、改善対策が適切であること

が確認できた。 
＜アクリル板のレーザ加工について＞ 

自社で組み上げた電気製品の化粧パネル（アクリル板）をレーザー加工で作製したいとの相談に対して、加工見本の提
示や、仕上がり性状、データ作成の方法などの説明を行い、試作品の加工を支援した。 

機械素材研究所 
＜試作品の３Ｄ造形について＞ 

CAD で設計したモデルを３Ｄプリンターで造形することを試みたが、モデルデータに不良があり造形できないとの相談を
受け、モデルデータの修正を支援し、試作品を造形することができた。 

食品開発研究所 

＜地域資源を利用した菓子加工について＞ 

境港で水揚げされる魚を使って食感の良い菓子を作りたいとの相談があり、センター保有技術について情報提供すると

ともに、試作可能な企業を紹介し、製品化の可能性を検討することに発展した。 

＜お茶に含まれる成分の測定について＞ 

お茶に含まれる特定成分の含有量を測定したいとの相談を受け、成分抽出と測定を支援し、今後の研究開発に参考と

なるデータを収集することができた。 

＜食品の香りの保持とマスキングについて＞ 

香りが経時劣化し、独特の臭さが課題となる水産加工品について、より香りを強めるための微粉砕加工と、香りの保持と

マスキングを目的としたコーティング加工について支援した結果、令和５年５月から本格製造が開始されることになった。 
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② 最新技術の提供  

第４期重点分野をはじめ各専門分野の最新

技術動向やセンター研究成果等を技術講習会

や研究会活動などにより提供し、センター技

術等の企業への導入を促進する。 

 

【重点分野】 

＜生産性向上を目指したＡＩ・ＩｏＴ・ロボッ

ト技術分野＞ 

■ＡＩ・ＩｏＴ・ロボット導入実証支援プロ

ジェクト（継続）  

令和４年度も引き続き、県事業「ロボット協

働人材育成事業」により、県内製造業の成長に

向けて必要な自動化及び省力化を推進し、個

別企業への実装支援を推進していく。具体的

には、昨年度の技術者育成を目指したロボッ

トエンジニア育成研修、ロボット実装化支援

のための専門家派遣による工程改善指導に加

えて、その上位課程としてユーザー企業の課

題検証や改善方法の提案が出来る人材育成を

行い、企業現場でのＡＩ・ＩｏＴ活用やロボッ

トシステム導入による生産性向上への取り組

みに繋げる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

② 最新技術の提供 
【重点分野】＜生産性向上を目指したＡＩ・ＩｏＴ・ロボット技術分野＞ 

■ＡＩ・ＩｏＴ・ロボット導入実証支援プロジェクト（継続） 
 ・令和3年度に続き、機器・技術の導入を促進するために、AI、IoT、ロボット、SIerの分野を体系的に整理し、地ならしとして経営者層向けのセミナーを行

った後、参加者がステップアップしていくように工夫しながら研修を実施した。また令和4年度はSIerとして、ユーザーの要望に沿ったシステムの提案がで
きるような人材を育成するために、モデル企業の協力を得て製造現場での実習研修を実施した。 

※講習会等の開催概要については、「３ 鳥取県で活躍する産業人材の育成」に記載 

研修名 研修レベル 内容 

ロボット導入支援セミナー（経営者向け） 

（開催日：Ｒ４．７．７ ６７名・４５社） 

初級 

（Ｗｅｂ） 

自動化等に取り組む、または検討している県内企業の経営者層等を対象に、県内外

のＳＩｅｒと連携してロボット導入等により生産性向上に成功している事例を紹介し、ロ

ボット導入のための体制整備、意識向上に関する情報提供を行った。 

産業用ロボットシステム導入研修 

（開催日：Ｒ４．８．２５，２６ ８名・６社） 

中級 

（座学及び

実習） 

ロボット導入を検討している企業の方々に向けて、導入前の重要な作業となる自社分

析するために行う“じならし”で必要となる能力を実践的に学ぶとともに、ロボット導入を

ＳＩｅｒに依頼する際の要件確認書を作成するための研修を行った。 

産業用ロボットシステムインテグレータ研修 

（開催日：Ｒ４．８．３０、３１ ８名・６社） 

中級 

（座学及び

実習） 

ＳＩｅｒや社内ＳＩｅｒの技術者が効果的なロボットの導入提案を行うために身につけてお

きたい課題抽出、ロボットレイアウト、導入費用等の知識について、実際の製造工程を

題材にグループワーク形式で研修を行った。 

マイコンとセンサで始めるＩｏＴシステム構築研

修 講座① 

（開催日：Ｒ４．９．１２、１３ １０名・７社） 

中級 

（座学及び

実習） 

マイコンと各種センサを用いてデータ計測してクラウドストレージ上に出力したり、収集

データを表示したりするための「Web アプリケーション」を開発するための研修などを

行った。 

マイコンとセンサで始めるＩｏＴシステム構築研

修 講座② 

（開催日：Ｒ４．９．２７ １０名・７社） 

中級 

（座学及び

実習） 

収集したデータを保存して運用するために必要となる「データベース」についての概要

や、オープンソースソフトウェアである「MySQL」を用いてデータベース操作を行うため

の手法を習得するための研修を行った。 

Pythonプログラミング実践研修 

（開催日：Ｒ４．１０．１７，１８ １０名・１０社） 

中級 

（座学及び

実習） 

Python の構文やプログラミングにおけるクラスの考え方、Python ライブラリの使い方、

データベースとの連携や収集したデータの読み込み加工・集計・要約等を Python で

実行するための研修を行った。 

Pythonを用いたディープラーニング実践研修 

（開催日：Ｒ４．１１．８，９ １０名・９社） 

中級 

（座学及び

実習） 

ディープラーニングを行うための Google Colaboratory の使用方法、ディープラーニン

グの概要及び基礎知識、ネットワークの作成方法を習得するための研修を行った。 

Pythonを用いた協働ロボットの外部制御研修 

（開催日：Ｒ４．１１．１１ ８名・８社） 

中級 

（座学及び

実習） 

Raspberry Pi とプログラミング言語「Python」を用いて、ゲーム用コントローラで協働ロ

ボットを外部制御し、通常のティーチングペンダントによるプログラミングでは実現でき

ない複雑動作を実行させる手法を学ぶための研修を行った。 

産業用ロボットと外部機器の連携による 

ピッキング研修 

（開催日：Ｒ４．１１．２４～２５ ６名・６社） 

中級 

（座学及び

実習） 

産業用ロボットをカメラ・コンベアと連携して動作させるコンベアトラッキング技術につい

て、ランダムな状態でコンベアから搬送されてくるワークの回収作業を自動化する方法

を学ぶための研修を行った。 

自動外観検査のためのAI学習と検査装置化

研修 

（開催日：Ｒ４．１２．６ ４名・４社） 

中級 

（座学及び

実習） 

外観検査における AI の活用事例、システムによる画像収集の方法および AI 画像認

識の概要や、不良検査を行うための AI モデルの作成について、ノーコード AI 画像検

査開発ツールを用いて学ぶための研修を行った。 

生産ライン自動化のためのレイアウト・自動化

設備の設計研修 

（開催日：Ｒ５．１．２０ ６名・５社） 

中級 

（座学及び

実習） 

ロボット導入等による自動化を検討している企業に向けて、生産工程の自動化・効率

化に取り組むときに必要となる「ＩＥ７つ道具」「ラインバランス」「デジタルファクトリー」に

関する知識や、生産工程の課題抽出等について学ぶための研修を実施した。 

提案型ロボットシステムインテグレータ育成研修 

（開催日：Ｒ４．１０．２４～Ｒ５．１．２４ 

Ｒ４．１０．２５～Ｒ５．２．１６ ６名・４社） 

上級 

（座学及び

実習） 

自動化機器・ロボットシステムを企業に提供するロボット SIer を育成するため、「機械

金属分野」と「食品加工分野」のモデル企業２社の協力を得て、ワークの供給搬出、ト

レー詰め、包装検査の自動化などの実習を通じて、ユーザ企業の課題・ニーズの把

握やロボット等導入の費用対効果の検証する手法を学ぶ研修を行った。 
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■次世代自動車関連技術研究会事業（継続）  

令和４年度は第４期中期計画重点分野「次

世代自動車」の総まとめとして、“軽量化・低

コスト化・電動化”に寄与する先進技術やセン

ター技術シーズの現場実装の実現を目指し

て、現地訪問を交えたゼミナール、共同実験な

どを行うワークショップセミナーを開催す

る。 

 

◎現地訪問ゼミナール  

◎企業との共同実験・ワークショップセミナー  

・テーマ１：樹脂とアルミとの接合技術 

（軽量化技術）  

 ・テーマ２：電動化に必須な電池に関する 

      実習（電動化技術）  

 ・テーマ３：製造コストを低減させる塗装、 

      溶射技術（低コスト化技術） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・新規事業に取り組む企業支援 

    新たに省力化・自動化におけるロボットやAI・IoTの導入に取り組もうとしている企業に対し積極的な支援を行った。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ［主な成果］ 

・令和2年度から実施してきた研修によりＡＩ・ＩｏＴ・ロボットを活用した生産工程の自動化・省力化のイメージが定着し、各企業での課題抽出に進展し

た。また新たに、ロボットやIoT機器等の導入・拡充に向けた検討を開始する企業も増え、研修で習得した技術を活用して、自社内での検査機器の

独自開発などに発展するなど当該技術の実装に向けた具体的な取り組みにも発展した。 

 

【重点分野】＜次世代自動車分野＞ 

■次世代自動車関連技術研究会事業（継続） 

・「次世代自動車分野」において県内企業が競争力を強化し、新たな事業展開を推進するためのセミナーを実施した。 
   ※講習会等の開催概要については、「３ 鳥取県で活躍する産業人材の育成」に記載 

 

研修名 研修レベル 内容 

次世代自動車関連技術研究会電動化セミナー

「車載電装品の回路設計技術」 

（開催日：Ｒ４．７．２９ １８名・１３社） 

初級 

（Ｗｅｂ） 

・車載電装品の回路設計に必要となる、次世代自動車電池の研究開発と周辺技

術についての情報提供や、電池／モーター駆動系電装品の回路試作 共同実

験を行った。 

次世代自動車関連技術研究会低コスト化セミ

ナー「金属非金属を繋げる新素材プロセス活用

技術」 

（開催日：Ｒ４．９．１ ２０名・１３社） 

初級 

（Ｗｅｂ） 

・金属非金属を繋げる新素材プロセスの活用に関する 新技術の解説や、フ

レーム溶射材料の調製と評価に関する事例紹介を行った。 

次世代自動車関連技術研究会軽量化セミナー

「鉄系部品に命を吹き込む 熱処理と脱炭素」 

（開催日：Ｒ４．９．２８ ７０名・３２社） 

初級 

（Ｗｅｂ） 

・鉄系部品の熱処理において脱炭素化を推進するための金属熱処理の基礎知

識の解説や、高周波誘導加熱による超短時間加熱の事例紹介などを行った。 

［主な成果］ 

・自動車部品関連企業の課題のため、次世代自動車に求められる「軽量化、低コスト化、電動化」に関するセミナーを開催し、熱処理に関連する取り

組みが新たに生まれるなどの成果が得られた。 

・コロナ急拡大によりＷｅｂ開催に変更したが、実演や現地リポートを交え、内容の濃い研修となった。 

 

 

 

業種 内容 対応と効果 

金属部品製造 ロボット導入による省力化 
ロボット導入前の「じならし」の必要性を学び、手作業で行っている非付加価
値作業工程を抽出し、当該作業工程のロボット導入を検討中。 

金属部品製造 作業工程の改善 
自社内でどのような改善が可能かイメージを持つことができ、工場巡回ロボッ
ト・自動検査装置・カラクリ等の導入や、生産管理ＩｏＴの拡充などを検討中。 

事務機製造 製造・検査工程の見える化 
ロボットによる組立作業の自動化に向けた具体的な取り組みに繋がり、専用
ロボットハンドや治具を製作し、実装に向けたテストを実施中。資材倉庫内か
ら工場内への材料（重量物）の自動搬送についても検討中。 

電気部品製造 研究開発の効率化 
電子部品の開発スピード向上を目指し、ＰｈｙｓｏｎによりＣＡＥ解析結果をＡＩ
学習の教師データとして利用するための手法を検討し、 適化設計へ活用
中。 

電子基板製造 生産管理の自動化 
研修で習得したＩｏＴ技術を、生産管理に活用するとともに、外観自動検査
装置の内製化を検討中。 

自動機製造 自動・省力化機器の提案 
山陰両県でのモノづくりの自動・省力化、人手不足に関する課題を整理し、
自動化装置の提案を実施中。 

検査機製造 電子部品の自動検査 
研修成果で習得した活用して、三軸ロボットにより電子部品を吸着・搬送し、
耐圧試験、性能試験、試験結果の印字などを順次実行する自動検査装置
を提案中。 
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＜豊富な水産資源を活用した高付加価値食品

分野＞  

■鳥取県水産加工技術研究会事業（継続）  

第４期中期計画の最終年度として、推進項

目である「冷凍、保管、解凍」「ファストフィッ

シュ」「カニ自動選別」の実用化、技術移転を

目指した取り組みを行うと同時に、先進技術

等に関する情報収集・発信を行う。 

  

◎水産加工業の今後について考える 

先進技術に関するセミナー  

◎研究成果の報告および技術普及を 

目指した個別相談会  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【その他】  

■鳥取伝統和紙高度利用促進支援事業（継続）  

因州和紙の新たな用途開発として取り組ん

できたインクジェット印刷用和紙の「見本帳」

を作成する。また、インクジェット用印刷和紙

開発過程で得られた“かすれ、発色調整技術

“の応用として日本画用和紙についての勉強

会を開催する。本事業を通じて、印刷用和紙の

製造技術の県内企業への技術移転を進める。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■木質建材等開発支援事業（継続）  

県内木質建材製造事業者を対象に、新たな

木質建材の開発と利用拡大に関する知識、情

報を得るセミナーを開催する。また、木材の組

織構造、木質建材の構成を把握する勉強会を

開催し、木材のより高度な評価、分析手法を習

得する。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【重点分野】＜豊富な水産資源を活用した高付加価値食品分野＞ 

■鳥取県水産加工技術研究会事業（継続） 

・水産関連企業が抱える①冷凍技術・品質保持、②工程改善、③未利用資源の活用等の課題解決に繋げるための講演や情報提供を行った。 
※講習会等の開催概要については、「３ 鳥取県で活躍する産業人材の育成」に記載 

研修名 研修レベル 内容 

水産関連企業の課題解決糸口セミナー① 
（テーマ：冷凍技術・品質保持） 

（開催日：Ｒ４．９．１６ １２名・１０社） 

初級 

（座学） 

・冷凍技術、品質保持をテーマとして、温度管理による冷凍の高品質化について

の講演と、センターの冷凍技術を利用した研究等について情報提供を行った。 

水産関連企業の課題解決糸口セミナー② 
（テーマ：工程改善（ＡＩ・ＩｏＴ・ロボット等の活用） 

（開催日：Ｒ４．９．３０ ６名・４社） 

初級 

（座学） 

・ロボット等を活用した工程改善をテーマとして、自動化課題と突破口に関する講

演と、センターの支援体制に関する情報提供を行った。 

水産関連企業の課題解決糸口セミナー③ 
（テーマ：未利用資源の活用・ファストフィッシュ） 
（開催日：Ｒ４．１０．１４ １３名９社） 

初級 

（座学） 

・未利用資源の活用、ファストフ.ィッシュをテーマとして、白エビの殻を粉末にして

有効活用した講演、加圧加熱処理や抗酸化素材により魚を食べやすくする技

術内容の講演やセンターが行っているフードロスやファストフィッシュの取組紹介

を行った。 

［主な成果］ 

・センター保有技術に興味を持ったセミナー参加企業に対して試作支援を行った結果、製造装置の加圧能力の課題を解決すれば製品化の可能性が

あることがわかり、未利用資源の活用の糸口を提供することに繋がった。 

 

 

 

【その他】 

■鳥取伝統和紙高度利用促進支援事業（継続） 

・因州和紙協同組合の協力を得て作製した“インクジェット印刷和紙見本帳”と、因州和紙展２０２２の報告会を開催した。 
  ※講習会等の開催概要については、「３ 鳥取県で活躍する産業人材の育成」に記載 

研修名 研修レベル 内容 

鳥取伝統和紙高度利用研究会 

インクジェット印刷和紙見本帳、因州和紙展２０

２２報告会開催報告 

（開催日：Ｒ５．３．１７ １６名・１５社） 

初級 

（座学） 

因州和紙協同組合の協力を得て、産業技術センターが令和４年度に作製した“イ

ンクジェット印刷和紙見本帳”についての報告と、今後の活用等に関する意見交

換を行った。また、令和４年１２月に小津ギャラリー（東京日本橋）で開催された因

州和紙展２０２２の開催報告と知財総合支援窓口について紹介した。 

［主な成果］ 

・各社の和紙製品へのインクジェット印刷して、その仕上がり、印刷性状等を評価することができる“インクジェット印刷和紙見本帳”を作製した。 

・この見本帳は、展示会やフォーラム等の機会に鳥取県因州和紙協同組合が因州和紙のPRや新規用途開発に向けた異業種とのマッチングなどに活

用される予定である。 

 

 

 

■木質建材等開発支援事業（継続） 

・県内におけるＣＬＴ、ＬＶＬ、合板等の木質建材の開発を促進するため、建築分野における木質建材の利用等に関するセミナーや勉強会を開催した。 
 ※講習会等の開催概要については、「３ 鳥取県で活躍する産業人材の育成」に記載 

［主な成果］ 

・木質建材製造事業者の他にも建築関係者の参加もあり、木を扱う幅広い業界に効果的に情報提供することができた。 

・参加者が通常の業務では意識することの少ない木材の組織構造に関する高度の専門知識の習得に繋がった。 

・木質建材製造業でも世代交代が進んでおり、木材についての知識や技術の習得など若手技術者への技術伝承の一環としても活用された。 

 

 

研修名 研修レベル 内容 

建築分野における木材、木質材料利用 

現状と展望 ～ＳＤＧsを見据えて～ 

（開催日：Ｒ４．７．２７ １３名・８社） 

初級 

（座学） 

ＳＤＧｓ、カーボンニュートラルを見据え、高層木造建築や、オフィスビル、大型店

舗、大型倉庫といった住宅以外の新分野（非住宅）への木材、木質材料の利用

拡大、高度利用の動きに関する講演と、ＳＤＧｓと木材産業の関わりについての話

題提供を行った。 

木質建材開発に向けた、木材の組織構造に関

する勉強会～今、あらためて材料を知る～ 

（開催日：Ｒ５．３．２３ １２名・７社） 

初級 

（座学） 

材料である木材の品質向上、新たな建材開発に役立てるため、木質建材、製材

品の製造に携わる企業技術者を対象にした木材の組織構造に関する勉強会を

開催した。 



- 18 - 
 

 

■酒類製造技術支援事業（継続）  

酒製造・管理技術を学習するセミナーや参加

者による意見交換を行い、酒造業界の技術者

育成と酒製造技術の向上を目指す。また、当セ

ンターで育種開発した酵母等を活用した鳥取

オリジナル吟醸酒の新製品開発と、全国新酒

鑑評会の入賞率向上（金賞獲得率 60%、第 4 期

中）を目指して、県産吟醸酒のさらなる品質向

上を図る。その他、日本酒以外のワイン・ビー

ルを含めた酒類の製造技術の支援として、講

演会を開催する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

③ ビジネス移行を目指した総合的支援  

企業ステージのワンランクアップへの取組

みを推進するために、センターの技術支援に

加えて、関連機関との効果的な連携により、技

術開発からビジネス移行までの総合的な支援

を進めていく。  

また、公益財団法人鳥取県産業振興機構（以

下「機構」という。）等の関係機関との連携活

動を必要に応じて継続推進するなど、新事業

や新分野進出を目指す企業の発掘・支援等に

積極的に取り組む。 

 

 

 

 

 

 

 

■酒類製造技術支援事業（継続） 

・県内企業の経営者兼技術者及び若手の従業員技術者の製造技術と酒品質向上を目指し、全国新酒鑑評会研究会及び酒造プラントを活用した試験

醸造を行い、鳥取県産酒の底上げを図った。 

※講習会等の開催概要については、「３ 鳥取県で活躍する産業人材の育成」に記載 

 

   【主な成果】 

・全国新酒鑑評会研究会での情報交換や試験醸造での操作実習を実施した結果、令和３年酒造年度全国新酒鑑評会（令和４年５月審査）において4社

中3社が入賞（内2社は金賞）する成果に繋がった。 

 

 

 

③ ビジネス移行を目指した総合的支援 

令和３年度に引き続き、鳥取県産業振興機構、鳥取県信用保証協会、センターの３機関による県内企業への連携支援を推進した。効果的な連携支援に繋

げるための定例検討会に加え、令和４年度は、参画機関の相互理解をさらに深めるため、センター３研究所の見学会や、各機関の支援内容の相互説明会な

ど新たな取り組みも開始した。これらの取り組みをきっかけに、センターと信用保証協会の間で、研究開発から事業化、資金調達までを一貫サポートする「包括

的連携協力に関する協定」の締結に繋がった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

  ○実施状況 

・定例の検討会を開催し、効果的な連携支援について意見交換し、連携支援強化に向けた各種の取り組みを企画した。 

・センター３研究所の施設見学会や、産業振興機構及び信用保証協会の支援内容についての説明会を開催し、相互理解を深めた。 

  電子・有機素材研究所（８月）、機械素材研究所（８月）、食品開発研究所（５月） 

           

      意見交換会の様子                      施設見学の様子                  職員向け説明会の様子 
 

研修名 研修レベル 内容 

香り・味のトレーニング 
（開催日：Ｒ４．６月 ２２名・９社） 

初級 

（実習） 

清酒官能評価標準試薬を使った香りの識別能力習得と基本五味のトレーニングにつ

いて紹介し、清酒の１９種類の香りの特性評価と基本５味（甘味・旨味・苦味・酸味・塩

味）のトレーニングを実施した。 

市販日本酒を用いた官能評価実習 
（開催日：Ｒ４．８月 １３名・５社） 

中級 

（実習） 

市販日本酒１５点を用いたきき酒評価（標準順位）とマッチングによる再現性トレーニン

グについて説明し、市販日本酒１５点を用いた官能評価を行い、きき酒評価（標準順

位）とマッチングによる再現性トレーニングを実施した。 

酒造セミナー 

（開催日：Ｒ４．１２月 ８名・６社） 

初級 

（座学） 

ニーズの把握や商品化の方法を中心に様々な商品の事例を使いながらその手法を紹

介した。 

全国新酒鑑評会対策指導 

（開催日：Ｒ５．１月 ２名・２社） 

上級 

（その他） 
全国新酒鑑評会の改善点についての個別指導した。 

試験醸造（タライ製麹、モロミ仕込） 
（開催日：Ｒ５．３月 ２名・２社） 

中級 

（実習） 
酒造プラントを活用した試験醸造（タライ製麹、モロミ仕込）を行った。 

市場調査（保証協会） 
知財・販路調査（機構） 

技術課題解決（センター） 

総合的支援による 

ビジネス移行 

企業訪問による 

新事業・異業種参入 

課題発掘 
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・センターと信用保証協会の間で「包括的連携協力に関する協定」を締結し、技術開発からビジネス移行までの総合的な支援体制を強化した。 

具体的には、信用保証協会の既存事業である「メソッドアドバイザー派遣事業」に「技術課題解決コース」を開設し、保証協会からの要請によりセンタ

ー職員を企業に派遣し、連携支援より課題解決に繋げる体制を構築した。令和５年４月からの運用の開始に繋がった。 
 

＜課題と対応＞ 

【令和４年度の課題】 
・起業化⽀援室の⼊居企業への⽀援が終わり退去されたため、空室が数部屋あり、その活⽤を図る必要がある。 
・各種研究会、セミナーについては内容を⼯夫しながら実施したが、今後も⼈材育成の開催⽅式や情報提供内容が固定化・定型化しないよう、随時⾒直しを
⾏うことが必要である。 

【今後の対応】 
・起業化⽀援室への⼊居企業については、技術相談や企業訪問等による積極的な広報活動を通じて⼊居を促し、さらには新事業の創出や新分野への進出

へと繋げていく。 
・学会参加、展⽰会視察、セミナー受講などを積極的に⾏い、得られた最新の情報を各種研究会や⼈材育成事業の実施を通じて企業に提供し、新分野や
新産業へのチャレンジを⽀援する。 

・引き続き、信⽤保証協会との連携を密にして、センター未利⽤企業の技術課題の発掘を⾏い、令和５年度運⽤開始のメソッドアドバイザー事業「技術課題
解決コース」を有効に活⽤して技術課題解決を⽬指す。 
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1 県内企業の製造技術・品質向上、新技術開発への技術支援  （４）生産性向上のためのＡＩ・ＩｏＴ・ロボット等先端技術の実装支援 

評価項目 

4 自己評価：Ａ 

県内製造業の生産性向上を目指して、企業内技術者の人材育成、製造現場のＤＸ化を構築する企業技術者の育成に取り組んだ。ＡＩ・ＩｏＴ・ロボットの導入や運用については、各種実践的な専門研修、経

営者向けのその有効性を周知する集合セミナーなどを開催したほか、「ものづくり人材育成塾」で個別企業の課題を解決するためのオーダーメイド研修や外部専門家の企業への派遣を実施した。製造現場

のＤＸ化を実現するシステムインテグレーターの育成については、実際の県内企業現場をモデルとしてワークショップ形式の研修を行った。 

その他、関連研究をセンター独自、企業との共同研究などを通して６テーマ取り組むことにより、企業でのＤＸ推進を進めることができたことから、計画を上回って業務が推進していると判断し、Ａと評価し

た。 

第４期中期計画 令和４年度計画 年度計画に係る実績・進捗状況 

 

（４）生産性向上のためのＡＩ・ＩｏＴ・ロ

ボット等先端技術の実装支援 

今後急速に発展し、県内企業においてもそ 

の活用が急務であるＡＩ・ＩｏＴ・ロボット

等先端技術分野について第４期中期計画の

重点分野として位置づけ、県が推進する関連

事業や県内外の関係機関とも連携しながら、

県内企業の生産性向上に貢献していく。 

そのために、県や国等の支援を活用して当

該技術の実装支援拠点機能を早期に整備し、

その拠点機能により企業の導入前試験や検

証を企業技術者とともに実施するなど、Ａ

Ｉ・ＩｏＴ・ロボット等先端技術の企業現場

への導入を推進する。また、県等が設ける補

助制度等を活用して当該技術の導入を計画

する企業への支援も積極的に実施する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（４）生産性向上のためのＡＩ・ＩｏＴ・ロ

ボット等先端技術の実装支援 

第４期中期計画でセンター最重点分野とし
て位置づけた「ＡＩ・ＩｏＴ・ロボット等先
端技術分野」について、引き続き、「とっと
りロボットハブ」を活用するなど、以下の取
り組みを実施し、製造工程の自動化など、県
内企業の生産性向上を支援する。  

  
【事業名】ＡＩ・ＩｏＴ・ロボット導入実装

支援プロジェクト 
 
■ＡＩ・ＩｏＴ・ロボット実装支援拠点を活

用した実証試験支援 
 生産性向上や人手不足解消を実現する“Ａ
Ｉ・ＩｏＴ・ロボット技術を用いたスマート
工場化”に向けて、引き続き県内企業の事前
検証を「とっとりロボットハブ」等を活用し
て支援する。また、技術相談や機器利用、企
業訪問等によりロボット導入を検討する企業
の発掘やその課題抽出を行い、該当企業とと
もにその解決に取り組む。 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 

（４）生産性向上のためのＡＩ・ＩｏＴ・ロボット等先端技術の実装支援 

■ＡＩ・ＩｏＴ・ロボット実装支援拠点を活用した実証試験支援 
＜令和４年度“とっとりロボットハブ”利用実績＞ 

      ○拠点の機器利用件数：９９件（企業１５社）・・・人材育成での利用９件（３５時間）、機器利用３件（１０時間）、相談・共同研究８７件 

＜ロボットハブ活用による企業支援実績例＞ 

◇製品搬送の自動化 

課題 

◎人による運搬作業の削減 

 ・台車による搬送は人手がかかり、作業負荷も大きい。 

 ・台車経路に設備や機材が多く通路が狭いうえ人の移動も多いため、従来型

の磁気テープを用いる搬送ロボットを活用できない。 

対 応 方 法 と

現状 

◎自立走行型であるとっとりロボットハブの搬送ロボットの活用検討 

 ⇒製品保管場所から出荷場所まで自動搬送することに成功した。 

 ⇒電子カーテンなど障害があっても問題ないことを確認した。 

◎1 台では搬送タクトが間に合わないことがわかり、2 台での連動搬送が必要 

今後の予定 ・費用対効果の検証を行い、企業での導入について検討中。 

 

◇直行ロボット納入前の事前検証 

課題 

◎ロボットハンド検証やタクトタイムの事前検証 

 ・直行ロボットの納期に時間がかかり検証ができない。 

 ・とっとりロボットハブに同様のロボットが存在しない。 

対 応 方 法 と

現状 

◎高精度型協働ロボットのプログラミング手法の習得 

◎高精度型協働ロボットで代用した事前検証 

 ⇒高精度型協働ロボットの移動軸を制限し、直行ロボットの動きを再現。 

 ⇒ハンドリングやタクトタイムの検証を行うことに成功。 

今後の予定 ・直行ロボットを用いたシステムを実装中 

 

◇製造工程における部品供給の自動化 

課題 

◎ばら積みされた部品を次工程に送る作業の自動化 

 ・産業用ロボット等の基本操作の習得。 

 ・ロボットシステムの仕様検討。 

対 応 方 法 と

現状 

◎多関節ロボットおよび 3 次元カメラを用いたランダムピッキングの検証 

 ⇒産業用ロボット等の基本操作の習得。 

 ⇒部品のピッキングに 適なロボットハンドの選定とカラクリ治具を開発。 

 ⇒部品のピッキングテストを行い、精度検証を行うことに成功。 

今後の予定 ・多関節ロボットを購入済みで、工程内への実装を準備中。 

 

 

中期目標 

（４）生産性向上のためのＡＩ・ＩｏＴ・ロボット等先端技術の実装支援 

 県内企業ニーズが高まっているＡＩ・ＩｏＴ・ロボット等先端技術を活用した取組を支援すべく、とっとりＩｏＴ推進ラボ（※）や県内外関係機関と連携しながら、当該技術の実装支援拠点機能を整備する

とともに、拠点機能の発揮により県内企業の生産性向上に貢献すること。 

（※）「とっとりＩｏＴ推進ラボ」：地域課題の解決及び地域産業の生産性向上に向けたＩｏＴプロジェクトを支援するため、経済産業省から地域選定を受け、平成２９年１１月に設立。現在、８５団

体・企業が参画（平成３０年１０月時点）している 

搬送ロボット 

高精度型協働ロボット 

産業用ロボット 
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■人材育成  

県内企業のロボット技術等の積極的な導
入・活用を促進するために、企業のＡＩ・Ｉ
ｏＴ・ロボットエンジニア（中級・上級者）
の養成を目的として、専門技術や関連技術に
関する人材育成を行う。 

 
◎中級研修  

・ＡＩ・ＩｏＴ・ロボットエンジニア育成
研修（技術者育成）などの座学と実習研
修 

◎上級研修  
・提案型ロボットシステムインテグレー

ター育成研修（提案型技術者育成） 
・ロボット実装化支援（専門家派遣による

工程改善の指導） 
・参加企業ごとの導入に向けた課題に対応

する個別研修（ものづくり人材育成塾
等）  

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 

◇工場建屋間の屋外自動搬送の検証 

課題 

◎建屋間を移動する物資運搬の自動化 

 ・屋外を走行するため搬送ロボットの実証実験により可能性の検証が必要。 

 ・中腰姿勢の作業となるため作業者の負担が大きい。 

対 応 方 法 と

現状 

◎搬送ロボットを活用した現場実証 

 ⇒建屋間の広範囲も問題なくマッピングが可能であることを確認。 

 ⇒日光の影響を受けることなく、障害物検知が可能であることを確認。 

今後の予定 ・自動搬送の費用対効果を検証し、導入に向けた検討を行う。 

 

◇安価なランダムピッキング技術の習得 

課題 

◎安価なランダムピッキング技術による新たな市場開拓 

 ・センターの特許技術「ピッキング装置およびピッキング方法」（特許第６８１１５０

５号）を活用して事業化。 

対 応 方 法 と

現状 

◎ランダムピッキングの基礎技術の習得 

 ⇒Python プログラミングや視覚・触覚センサのデータ処理手法、およびロボット

ミドルウェア（OpenRTM-aist）等での検証を実施。。 

今後の予定 
・学んだ基礎技術を応用し事業化するため、導入した協働ロボットを用いたカプ

セルトイのランダムピッキングを題材に共同研究を実施 

 

■人材育成 
＜研修会形式の人材育成＞ 参加者数１５３名、参加企業数１１７社、育成者数８６名 

 ＡＩ・ＩｏＴ・ロボット技術を活用して自社の製造工程の自動化・省力化に取り組むことができる企業技術者の人材育成を実施した。 

［ＩｏＴ技術］・・・・・・・・・・センサ信号を取得するための、センサ、マイコン、データ処理ソフトウェアに関する技術を学ぶ実習形式の研修 

［ＡＩ技術］・・・・・・・・・・・ＡＩによる画像処理を中心に、モデル構築、組込・検査装置への実装に関する研修 

［ロボット技術］・・・・・・・ロボットやその周辺機器の操作・制御方法、プログラミング手法を習得する実習形式の研修 

研修レベル 研修内容 

初級 
『中小企業のためのものづくり生産性向上セミナー』 

自動化等に取り組む、または検討している県内企業の経営者層等を対象に、県内外のＳＩｅｒと連携してロボット導入等により工
程等の見直しや、ロボット導入するために必要な体制準備、意識向上を目的とするセミナー。 

中級・上級 

『産業用ロボットシステム導入研修』 
ロボット導入前の自社分析において不可欠な特性要因図を実践的に学んだり、ロボット導入時の要件確認書の作成

を学ぶための研修。  
『産業用ロボットシステムインテグレータ研修』 

SIer がロボット導入を効果的に提案するために身につけておきたい知識を学ぶ講義と、製造工程の課題抽出、ロボットレイアウト
検討、導入費用等の実践的な手法をグループワークで習得する研修。 

『マイコンとセンサで始めるＩｏＴシステム構築研修 講座①』 
マイコン及び各種センサによって計測したデータをクラウドストレージに出力し、Web アプリケーションで表示するための環境を構

築する手法を学ぶ研修。 
『マイコンとセンサで始めるＩｏＴシステム構築研修 講座②』 

ＩｏＴシステムで収集したデータをデータベース化するための基礎知識や、オープンソースのデータベースである「MySQL」の操作
方法などを学ぶ研修。 

『Python プログラミング実践研修』 
Python の構文やプログラミングにおけるクラスの考え方や Python ライブラリの使い方、データベースとの連携や収集したデータ

の読み込み加工・集計・要約等を学ぶ研修。 
『Python を用いたディープラーニング実践研修』 

ディープラーニングを行うための Google Colaboratory の使用方法やディープラーニングの概要及び基礎知識、ネットワークの
作成を学ぶ研修。 

『Python を用いた協働ロボットの外部制御研修』 
Ｒａｓｐｂｅｒｒｙ ＰｉとＰｙｔｈｏｎを用いて、ゲーム用コントローラで協働ロボットを外部制御し、通常のティーチングペンダントによるプロ

グラミングでは実現できない複雑動作を実行させる手法を学ぶ研修。 
『産業用ロボットと外部機器の連携によるピッキング研修』 

産業用ロボットをカメラ・コンベアと連携して動作させるコンベアトラッキング技術や、コンベアから搬送されてくるランダムな姿勢の
ワークの回収作業を自動化する方法について学ぶ研修。 

『自動外観検査のためのAI学習と検査装置化研修』 
外観検査におけるAIの活用事例や、画像検査用カメラでの傷や汚れの認識など一連の検査を行うためのプログラムをノーコー

ドで開発する手法を学ぶ研修。 
『提案型ロボットシステムインテグレータ育成研修』 
   モデル企業におけるワークの供給搬出、トレー詰め、包装検査の自動化などの実習を通じて、ユーザ企業の課題・ニーズを把握

やロボット等導入の費用対効果の評価手法を学び、システム提案できるＳＩｅｒを育成する研修。 

※講習会等の開催概要については、「３ 鳥取県で活躍する産業人材の育成」に記載 

３次元カメラ 
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＜オーダーメイド型人材育成＞ 参加者数１０名、参加企業数７社、育成者数１０名 

製造工程の省力化・省人化等の個別課題を抱える企業の技術者に対して、各社の課題解決に必要なロボット制御・プログラミング作成・センサ利用技

術などの技術習得を支援するとともに、AI検査装置・IoTシステム・ロボット等の実機に触れる機会を提供し、実際のサンプルでの動作検証や製造現場で

の検証等を行いながら、企業でのＡＩ・ＩｏＴ・ロボット導入に関する支援を行った。 

分野 研修内容 

非 鉄 金 属

素 材 製 造

業 

［課題］素材表面の傷等を自動検出するためのＡＩを活用した画像検査技術の確立。 

［実施内容］傷検出に及ぼす照明の種類、照射角度、明るさなどの影響を把握。 

 

金 属 部 品

製造業 

［課題］製造工程での部品搬送時間と移動量の把握と、自動搬送車の可能性検証。 

［実施内容］部品の移動状況をモニタリングするシステムを構築し、データを蓄積。 

 

［課題］産業用ロボットによるばら積みされた部品の自動搬送技術の構築。 

［実施内容］産業用ロボット、ランダムピッキング技術の習得と、導入可能性を検証。 

 

電 気 製 品

製造業 

［課題］ＩｏＴによる生産工程の把握と、現場作業者への生産状況の見える化。 

［実施内容］データベースの作成や、表示プログラム・表示機器等を開発。 

 

［課題］現在、目視検査している外観検査をＡＩを活用して自動化する技術を構築。 

［実施内容］各種画像判定ソフトウェアの検討や、検査ソフトウェアを開発。 

 

［課題］生産工程の省人化するための産業用ロボットの内製化。 

［実施内容］ロボット周辺設備を内製するための機械設計・製作技術を習得。 

 

農業 
［課題］ＩｏＴで収集したデータに基づく農業ハウスの自動換気システムの開発。 

［実施内容］自動換気システムの仕様検討、試作機の製作と実証試験を実施。 

 

自 動 機 製

造業 

［課題］ランダムピッキングのためのロボット制御プログラムと汎用プログラムとの連携。 

［実施内容］センサからのデータを解析し、ロボット及びロボットハンド制御法を習得。 
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■研究開発  

様々な産業分野の“生産性向上に繋がる製
造工程へのＡＩ・ＩｏＴ・ロボット導入”を
目指す研究開発を行う。 
 
◎実用化を目指した研究 
・人体通信を利用した作業動態管理技術の開

発（Ｒ２～４）  
・ウェアラブルセンサを用いた身体負荷量の

ＡＩ推定モデルの開発（Ｒ４）  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

＜専門家派遣による人材育成＞ 派遣回数５回（４社） 

分野 派遣の名称 派遣専門家 

ＡＩ 
基板の外観検査自動化に関する課題抽出 ＭＥＮＯＵ株式会社 

 西本 励照 氏 玩具の外観検査自動化に関する課題抽出 

ロボット 省人化に向けたロボット導入支援 
ＡＩＭ ＷＯＲＫＳ 

 佐々木 健雄 氏 

生産性向上 
生産性向上のための生産工程の問題点抽出 

（２回） 

ものづくりテラス 

 林 芳樹 氏 

        ⇒ＡＩの専門家を派遣した企業２社において、自動検査装置の内製化の検討や、設備導入補助金申請の検討など、検査装置の実装に向けた取り

組みに発展した。また、ロボットや生産性向上の専門家を派遣した２社において、各社の課題を把握することで、課題解決に向けた新たな取り組み

の検討開始に繋がった。 

 

 

＜提案型ロボットシステムインテグレータ育成研修＞ モデル企業２社、参加企業４社・６名 

分野 概要 派遣専門家 

機械金属 

モデル企業でのワーク供給搬送、作業効率、通い箱の

取り回しなどの課題に対して受講者が提案書を作成し、

講師が講評（２社・２名） 

ＡＩＭ ＷＯＲＫＳ 

 佐々木 健雄 氏 

食品加工 

モデル企業の包装検査の自動化、トレー詰め、自動搬

送などのを課題に対して受講者が提案書を作成し、講

師が講評（２社・４名） 

ものづくりテラス 

 林 芳樹 氏 

        ⇒ＳＩｅｒの技術力・提案力の向上、新規ＳＩｅｒの育成に繋がった。また、研修に参加した企業２社において、モデル企業に対しての具体的なシステム

提案に発展し、搬送ロボットのデモンストレーションの実施やテスターの試作機の製作について検討されることとなった。 

 

 

          
                   モデル企業の現場確認、ニーズ・課題聞き取り      モデル企業に対してシステム提案、意見交換 

 

 

■研究開発 
◎実用化を目指した研究 ２テーマ 

◇人体通信を利用した作業動態管理技術の開発（Ｒ２～４） 

研究概要 

・製造現場において、熟練作業者と一般作業者の作業効率の差異を低減させるために、作業時間の計測や作業履歴の

管理が行われている。その管理手法は、データの収集・分析に労力と時間を要する他、作業者への負荷になっている。 

・そこで本研究では、人体通信技術を確立し、作業者の作業内容や作業時間等のデータを簡易に収集・分析が可能なシ

ステムを開発する。 

本 年 度 

実施内容 

・人体通信技術を用いて、作業に必要な動作のみで作業時間や作業場所といったデータの収集を可能とし、収集した

データを自動的に分析するシステムを開発する。 

結果概要 

・令和３年度に信号の伝送方式について改良を加えた人体通信機について、電子回路基板及び筐体を製作し、人体通

信の試作機を完成させ、測定作業のデータ収集実験を行った結果、作業者の作業場所及び作業時間の収集データか

ら作用内容を推定することができた。 

・製造現場において人体通信実験を行った結果、試作した人体通信機によりデータ収集が可能であることを実証した。 
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◎可能性探査研究 
・ＡＩ生成疑似画像を活用した生産現場での

外観検査システムに適用可能なフォトメト
リックステレオ法の研究開発（Ｒ４） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
◎外部資金による研究（企業との共同研究） 
・めっき前作業自動化を実現するタコ掛けロ

ボットの開発（Ｒ３～４） 
・薄板に対応可能なアルミコイル端面自動補

正装置の開発（Ｒ３～４） 
・視覚と触覚を用いた高汎用ランダムピッキ

ングシステムの開発（Ｒ３～５） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 

◇ウェアラブルセンサとＡＩモデルによる健康経営補助システム開発(Ｒ４～６) 

※共同研究の申込があり、年度途中に研究名称・研究期間を変更 

研究概要 

・腰痛の経済的損失は年間約３兆円になるとも言われ、企業では腰痛等を未然に防止する作業者管理が必要とされてい

る。 

・そこで、ウェアラブルセンサとＡＩモデルにより推定された身体的負荷から疲労を定量的に算出するアルゴリズムを搭載した

ソフトウェアを構築し、健康経営をサポートする新たなサービスを提案する。 

本 年 度 

実施内容 

・装着時の違和感低減や繰り返し利用を可能とするハンドセンサを開発と、実作業を想定した運動時の身体的負荷をリア

ルタイムに推定可能なＡＩモデルを開発する。また、健康経営補助システムとして、ＡＩモデルの推定値から疲労度を算出

するソフトウェアを開発する。 

結果概要 
・銀ペーストの削減と６軸慣性センサの活用で、約６５％のコスト削減に成功した。 

・６軸慣性センサ搭載マイコンの活用で約８０％小型化し、量産性を向上させた。 

 

◎可能性探査究 １テーマ 

◇ＡＩ生成疑似画像を活用した生産現場での外観検査システムに適用可能なフォトメトリックステレオ法の研究開発（Ｒ４） 

研究概要 

・フォトメトリックステレオ法は製品の外観検査に有効な手法であるが、鏡面反射を起こす物体に対しては適用が難しい。 

・そこで、ＡＩでフォトメトリックステレオ法の計算処理に必要な画像を疑似的に生成することで鏡面反射を起こす物体に対

しても有効な技術の開発を行う。 

本 年 度 

実施内容 

・ＡＩで疑似的に生成した画像を含めた複数枚の画像を用いてフォトメトリックステレオ法による計算処理を行い、対象物表

面の傾き（法線ベクトル）を正しく取得する技術を確立する 

結果概要 

・実画像を用いた場合のフォトメトリックステレオ法との誤差について、誤差率０．４３％（平均角度誤差０．７７）を達成した。 

・実際に照明を増やすのではなく、ＡＩ技術を用いて疑似的に他の照明による画像を生成することでフォトメトリックステレオ

法の精度を高められることを確認した。 

 

◎外部資金による研究（企業との共同研究） 

 
No. 研究テーマ 共同研究先 適用技術 

① 
めっき前作業自動化を実現するタコ掛けロボット
の開発（Ｒ３～４） 

株式会社アサヒメッキ 産業用ロボットのピッキング技術 

② 
薄板に対応可能なアルミコイル端面自動補正装
置の開発（Ｒ３～４） 

株式会社片木アルミニューム製作所 AI による画像検査技術 

③ 
視覚と触覚を用いた高汎用ランダムピッキングシ
ステムの開発（Ｒ３～５） 

有限会社エイブル精機 産業用ロボットのピッキング技術 

 

 

■関連する技術移転等の成果  
区分 タイトル 内容 

技術移転 

（区分 A） 

めっき前作業自動化を実現するタコ掛

けロボットの開発 

めっき前作業に、ラックにめっき品を掛けるタコ掛けと呼ばれる作業がある。この作業は人が

行っており、省力化や効率化が課題であった。そこで、タコ掛け作業の自動化を目指して

共同研究を行い、作業をロボットで自動化することが可能なロボットハンド構造を技術移転

した。その結果、タコ掛け作業の自動化が可能なロボットシステムを企業が導入し、稼働し

ている。 

技術移転 

（区分 A） 
十字溝への赤色塗装の自動化 

シャフト製品の頭部に塗装する工程がある。この作業は人手で行っているが、塗料のにお

いが強く作業者の負担となっている。そこで、ロボットを用いた塗装工程の自動化技術修得

のため、オーダーメイド型人材育成事業で研修を行い、電動ピペットを用いて塗料を定量

滴下する方法を技術移転した。その結果、自社で自動塗装置の開発に繋がり、稼働してい

る。 

技術移転 

（区分 B） 

薄板に対応可能な高精度アルミコイ

ル端面補正装置 

送電用トランス部品として使用される薄板のアルミコイルは、巻き取り時にロール端面が揃

わず、作業者が手作業で調整を行う必要があった。そこで、共同研究によりアルミコイルの

位置ずれ補正技術を開発して特許出願し、アルミコイル巻き取り時に高精度に端面位置を

検出可能な方法を技術移転した。工場で実証実験し、良好な結果が得られたことから、製

造工程に実装された。 
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技術移転 

（区分Ｂ） 

ＢＬＥを活用したフォークリフトの稼働

データ収集 

工場内を走行するフォークリフトの稼働データを収集するシステムの開発について相談があ

り、オーダーメイド型人材育成事業でＢＬＥ（Ｂｌｕｅｔｏｏｔｈ Ｌｏｗ Ｅｎｅｒｇｙ）による無線通信を

利用したシステムの開発支援を行い、技術移転した。その結果、フォークリフトの稼働状況

の見える化を実現し、稼働率の算出や自動化などの検討が可能となった。 

技術移転 

（区分Ｂ） 

玩具製造ラインにおけるＡＩ画像検査

技術 

玩具の塗装工程における汚れ、印刷不良（欠け等）の自動検出についての相談があり、ＡＩ

に関する基礎技術、ＡＩ画像処理技術とその実装技術を開発支援を行い、技術移転した。

その結果、企業主体でライン検査の省力化、自動化を行うＡＩの実装が可能となり、自動検

査装置の製作や、専用ソフトウェアの自社での仕様選定が可能となった。 

技術移転 

（区分Ｂ） 

農業用ハウスの環境モニタリングデー

タによる自動換気システム 

ハウス及び屋外の環境データ（気温、天候データ等）からハウスの換気設備を自動制御するシス

テムを自社開発したいという相談があり、オーダーメイド型人材育成事業より当該ＩｏＴシステムの

開発支援を行った。その結果、ハウス内温度、屋外温度及び天候データに連動したハウス内の自

動換気が可能となった。 

技術支援 漏電検知ＩｏＴデバイスの内製化 

漏電検知を行うＩｏＴデバイスの内製化に向け、電流クランプの出力をオペアンプで増幅し

てマイコンのＡＤで取り込む装置を設計したいとの相談があり、監視対象の電流値が数十

ｍＡ～１Ａと幅広いため、増幅度の異なる回路を複数並列とし、ソフトウェアで処理すること

を提案した。その結果、電流値を正確にマイコンで取り込み、ソフトウェア処理する試作装

置を開発することができた。 

技術支援 電子基板の自動検査装置の内製化 

電子基板の自動検査装置の導入に向けて、ステッピングモーター制御を用いた XY テーブ

ルの社内開発を試みたが、市販キットでは正常に動作しないとの相談があった。そこで、セ

ンターで当該キットの装置回路およびソフトウェアを解析し、動作検証を行った結果、XY

テーブルの自社開発を行うことができた。 

技術支援 ＡＩによる画像検査 

目視による製品の外観検査工程を自動化し、生産性を向上させたいという相談がありＡＩに

よる画像検査に必要な技術について支援を行った。その結果、ＡＩモデルを実装した外観

検査システムを開発することができ、実用に向けて現場での試用が開始された。 

技術支援 ３Ｄスキャナによる選別システム 

木材加工場の材木選別システムの開発について相談を受け、３D スキャナを使用した木材

形状のデータ取得方法を支援した結果、提案した手法によりデータ取得が可能であること

が分かり、システム開発に向け計画が進行している。 

技術支援 劇物検出センサの開発 

医療現場で用いる危険薬品の漏洩を検出するセンサを開発したいとの相談を受け、測定

方法や設置場所、駆動用バッテリーの仕様などについて助言を行った。その結果、製品の

試作に繋がり、良好な性能試験結果が得られている。 

技術支援 食品加工工程の自動化 

食品加工工程の自動化について相談を受け、ロボットによるピッキング技術やハンドの構

造についての提案や支援を行った。その結果、コンベアで搬送しながらピッキング可能なこ

とが分かり、実装に向けた検討が進められている。 

 

         
タコ掛けロボットの開発           十字溝への赤色塗装の自動化         食品加工工程の自動化 

 

＜課題と対応＞ 
 

   【令和４年度の課題】 
・⼈材育成事業や共同研究等を通じて企業現場での導⼊の動きがみられるようになってきたが、まだまだ多くの製造現場での AI・IoT・ロボット関連技術の活
⽤の余地がある。 

・県内製造業の多くが多品種少量・顧客ニーズ対応型の製造形態であり、⼈⼿不⾜が深刻化しているが、企業アンケートの結果では「どの様に対応して良い
か分からない」という声が多く、改めて県内企業現場の実態把握が必要であると考えている。 

【今後の対応】 
・企業訪問等により県内製造業の実態調査を徹底的に⾏い、それぞれの課題を⼗分に把握した上で現場課題に直結したオーダーメイド型の技術⽀援をさら
に強化していく。 

・さらに、実際に各企業現場での製造⼯程中の信号を取り込める簡易プラットホームをセンターで開発し、ＡＩ・ＩｏＴ・ロボット技術の現場実装を広める。ま
た引き続き、とっとりロボットハブを活⽤した個別課題の実証試験や関連要素技術の開発などを実施する。 
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1 県内企業の製造技術・品質向上、新技術開発への技術支援  （５）グローバル需要獲得のための支援 

評価項目 

５ 自己評価：Ｂ 

依然としてコロナ禍により県内企業の海外展開が容易ではない中、広域首都圏輸出製品技術支援センター（ＭＴＥＰ）や日本貿易振興機構（ＪＥＴＲＯ）等海外支援を行う機関への橋渡しや、国際特許ＰＣＴ
の共同出願など、県内企業のグローバル化に向けた活動を支援した。 

ＨＡＣＣＰ等食品安全規格取得支援については、令和３年度に比較して訪問による現地での衛生管理支援が７割増、研修会への参加者数は５割増となるなど、積極的な活動を展開した結果、県内企業の

ＦＳＳＣ２２０００の認証取得（１社）等につながった。その他、関係機関と連携しながら海外輸出に関連した国際規格の取得支援にも取り組んだ。 

このことより、計画通り業務が進捗していると判断し、Ｂと評価した。 

第４期中期計画 令和４年度計画 年度計画に係る実績・進捗状況 
（５）グローバル需要獲得のための支援 

海外市場展開を目指す企業等に対して、広

域首都圏輸出製品技術支援センター（ＭＴＥ

Ｐ）や日本貿易振興機構、公益財団法人鳥取

県産業振興機構（以下「機構」という。）国際

ビジネスセンター等、相談案件に最適な県内

外関係機関と連携しながら海外市場の獲得や

国際規格認証取得に関連する各種情報・支援

メニュー等を必要に応じて提供する。 

また、引き続きＨＡＣＣＰ等食品認証取得

支援に取り組み、本県の食品の安全・安心の

確保にも貢献していく 

（５）グローバル需要獲得のための支援 
海外市場展開や国際規格認証取得を目指す

県内企業等への支援を、関係機関と連携して
行う。ただし、海外展開支援については、新型
コロナウイルス感染症による影響を注視しな
がら、企業の要望に応じて最適な手段を講じ
る。 
① 海外市場展開・国際規格認証取得支援  

海外市場展開や国際規格認証取得を検討し
ている企業からの相談に対して、海外展開に
繋がる技術開発や商品開発を必要に応じて以
下の機関等と連携して支援する。 
 

◎広域首都圏輸出製品技術支援センター 
（ＭＴＥＰ）  

◎日本貿易振興機構（ＪＥＴＲＯ）  
◎機構国際ビジネスセンターほか  
  
 
 

 
② ＨＡＣＣＰ等食品安全規格認証取得を支援  

県内食品製造業者における食品の安全・安
心の意識向上を図るため、県からの受託事業
によりセンター内に相談窓口を設置し、事業
者からの相談対応や専門機関へのナビゲート
等を行うとともに、食品安全規格等の研修会
を実施する。 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

（５）グローバル需要獲得のための支援 
 

①海外市場展開・国際規格認証取得支援 

分野 支援内容 

材料系 

［対象］新素材シート（１社） 

［要望］ＰＣＴ（国際特許） 

［対応］センター共同出願の国内特許を国際化したいと相談に対して、共同でＰＣＴ出願を実施した。 

機械系 

［対象］光学式非接触三次元測定用の前処理剤（１社） 

［要望］ＰＣＴ（国際特許） 

［対応］センター出願の国内特許を国際化したいと相談に対して、ＰＣＴ出願を実施した。 

食品系 

［対象］食品（１社） 

［規格］ISO２２０００認証取得支援 

［対応］衛生管理支援、輸出補助金について説明し、認証取得に向けて支援を継続中。 

［対象］食品・酒類（２社） 

［要望］FSSC22000 取得支援 

［対応］衛生管理支援、輸出補助金についての説明を実施し、認証取得に向けて支援を継続中。 

［対象］食品（１社） 

［要望］海外輸出支援 

［対応］衛生管理支援、輸出補助金についての説明を実施し、ＦＳＳＣ２２０００の認証取得に繋がった。 

［対象］食品（３社） 

［要望］海外輸出支援 

［対応］とっとり国際ビジネスセンターのコーディネーターと企業訪問し、海外輸出に関する情報提供を行った。 

［対象］食品（６社） 

［規格］ＨＡＣＣＰ認証取得支援 

［対応］衛生管理に関する状況を確認し、ＨＡＣＣＰ認証取得に向けた助言を行った。 

 

 

 

 

 

 

 

中期目標 

（５）グローバル需要獲得のための支援 

海外市場展開を目指す業種や企業も増加しつつあることから、県内企業の海外需要獲得ひいては収益力向上を図るため、情報収集や県内企業への情報発信を行うこと。 

また、引き続きＨＡＣＣＰ等食品認証取得支援に取り組むほか、ＥＭＣ関連規格やＣＥマーク等製造品国際規格認証の取得支援についても、第３期中期目標期間において連携体制を構築した広域首都圏輸出製

品技術支援センターに加え、日本貿易振興機構等県内外関係機関と連携して取り組むこと。 



- 27 - 
 

②ＨＡＣＣＰ等食品安全規格認証取得支援 

項目 概要 

実施 

状況 

□講習会の開催 

食品製造に関係する県内中小企業の食品衛生管理技術の向上を目的に、食品関連事業者を対象としたセミナーを開催した。 
参加者数 延べ１４５社・機関、２０５名（Ｒ３ ７０社、１４１名） 

＜講習会の開催概要＞ 

 研修名 研修内容 受講レベル 

１ 「第１回食品の衛生管理技術（初級編）研修会」 HACCPの考え方や衛生管理のポイントについて 
初級 

（座学、Ｗｅｂ配信） 

２ 「食品の衛生管理技術向上ワークショップ研修会」 
ＨＡＣＣＰに基づいた衛生管理の構築、一般衛生管
理の基礎知識、危害要因分析の実習などについて 

初級 
（座学及び実習） 

３ 「食品の衛生管理技術フォローアップ研修会」 自社で従業員教育を行える人材育成について 
初級 

（座学、Ｗｅｂ配信） 

４ 「第２回食品の衛生管理技術（中級編）研修会」 
ＨＡＣＣＰ導入解説、異物混入対策の実施事例、具
体的改善策などについて 

初級 

（座学、Ｗｅｂ配信） 

５ 「第３回食品の衛生管理技術（上級編）研修会」 
ＨＡＣＣＰチームリーダー養成のための実務手法、演
習などについて 

初級 

（座学及び実習、 

Ｗｅｂ配信） 

 
□企業訪問の実施 １７９件（Ｒ３ １０５件）  ⇒ 食品衛生管理について現場の工場を見ながら専門員が助言を行った。 

成果

等 

［成果］ 

・研修会参加を自社内での衛生管理有識者としての力量評価基準とする事業所が増えてきた。 

・研修会参加を通して鳥取県版HACCP等の食品安全認証取得に取り組まれる企業、また、取得済み食品安全認証の理解度向上など認証

維持のためのレベルアップに繋がった。 

［事業を通じて得られた情報］ 

・従業員教育は食品安全認証維持においても重要な点であるが、教育の実施に難しさを抱えている企業も見受けられる。研修会受講による

従業員教育体制の強化、衛生管理水準の向上に繋げていきたい。 

 

参加者数の推移 

研修名 
参加者数 

Ｒ３ Ｒ４ 

第１回 初級 ４７名 ６４名 

ワークショップ  ５名  ７名 

フォローアップ ３２名 ４３名 

第２回 中級 ３７名 ５８名 

第３回 上級 １１名 ２９名 

合計 １３２名 ２０１名 

［課題と対応］ 

・コロナ規制も緩和され始め、会場での受講も増えてきたこと、会場参加とオンライン参加とのハイブリッド形式で開催して参加機会を増やし

たこともあり、全体の参加者増加に繋がった。研修会参加を従業員教育の機会として捉え、複数で参加される企業が増えたことも参加者増

加の要因と考えられる。 

・会場での研修は、一流講師と直接対話することができ、企業の抱える問題解決の繋がる可能性が高い貴重な機会である。 

・オンライン受講は、移動時間がなく、限られた時間中で聴講できるメリットがある一方で、講義に集中することが難しい場合も見受けられる。

社会がコロナ規制前の状態にシフトいく中で、オンライン開催のニーズや課題を再度、検証していきたい。 

 

＜課題と対応＞ 

【令和４年度の課題】 
・「with コロナ」を合⾔葉に様々な取り組みが回復の兆しを⾒せつつも、依然としてコロナ禍やウクライナ情勢を受け、県内企業の海外展開が容易ではなく、グ

ローバル需要獲得に関する技術相談や問い合わせは依然として低調であった。 
【今後の対応】 

・引き続き、東京都⽴産業技術研究センターを中⼼とするＭＴＥＰの活⽤促進、JETRO や産業振興機構国際ビジネスセンター等の関連機関との連携を強
化する。 
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２ 鳥取県の経済・産業の発展に資する研究開発 （１）企業の収益力向上を目指す実用化研究（短期的視点での研究）（２）未来の経済・産業発展に貢献する基盤的研究（中長期的視点での研究） 

評価項目 

６ 自己評価：Ａ 

令和４年度は、技術相談や企業訪問を通じて積極的に企業からの課題を抽出し、新たに発展した企業等との共同研究が第４期中で最も多く１０件であった。その他、県内産業の状況に対応した研究につ

いてもセンター独自テーマ設定を行い、合計で３７テーマの研究に取り組んだ結果、１６件の独自技術を確立し、特許出願、研究のステップアップさらには企業への技術移転に繋がった。そのうち、県内企業

でセンターの技術が活用され、企業の技術力向上、利益貢献につながったものが７件、利益計上が間近又は事業化に向け動き出したものが１０件となり、ＫＧＩとして設定した「技術移転」はＫＰＩ値を超えて１

７件となった。 

これらの活動が企業活動に大きく貢献したことより、計画を上回って業務が進捗していると判断し、Ａと評価した。 

第４期中期計画 令和４年度計画 年度計画に係る実績・進捗状況 

２ 鳥取県の経済・産業の発展に資する研究

開発 

 

【ＫＰＩ③】 技術移転件数：６０件 

 

【ＫＰＩ④】 知的財産権の活用 

◆出願件数：３２件 

◆実施許諾件数（全数）：２２件  

第４期終了時までに実施許諾件数を２２

件とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２ 鳥取県の経済・産業の発展に資する研究

開発 

 

【ＫＰＩ③】 技術移転件数：１５件 

 

【ＫＰＩ④】 知的財産権の活用 

◆出願件数：１０件 

◆実施許諾件数（全数）：２２件 

（第４期終了時までに実施許諾件数を２

２件以上とする。） 

 

 

【ＫＰＩ⑤】研究開発プロジェクト件数： 

◆年間３０テーマ程度 

◆うち独自技術確立件数：１２件 

研究成果のうち、次ステージに進展した

ものを独自技術の確立したものとする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

２ 鳥取県の経済・産業の発展に資する研究開発 

■KPI③【技術移転】 移転数１５件   ⇒ 実績：１７件 （対ＫＰＩ ：１１３％） 

［第４期中期計画 KPI の進捗状況］ 目標６０件/４年 ⇒ R1+R2+R3+R4 の数 １１３%   

         【進捗状況】 年間 KPI(１５件)を上回り、実績は１７件となった。第４期 KPI(６０件)に対しても１１３%の進捗となった。 
               企業との共同研究やセンター単独研究の成果のほか、技術相談やオーダーメイド型⼈材育成事業を通じた⽇ごろの企業⽀援の成果が技術移転に発展。 

■KPI④【知的財産権の活用】 出願１０件  ⇒ 実績：１０件（対ＫＰＩ ：１００％） 

［第４期中期計画 KPI の進捗状況］ 目標３２件/４年 ⇒ R1+R2+R3+R４の数 １１６％ 

                      実施許諾件数 ２２件/第４期終了時 ⇒ 今年度末計４８件、順調に進捗＊年度ごとの数値目標設定なし 

         【進捗状況】年間 KPI の設定値 10 件に対して１０件の実績であり順調に特許出願を⾏い、第４期全体 KPI（３２件）に対しても３７件の実績１１６%の進捗となった。 
特許出願の８０％が企業との共同研究、２０％がセンター単独研究の成果によるものであった。また、6 件の特許が登録となり、出願特許から９件が実施許諾契
約に繋がるなど順調に増加させた。 

■KPI⑤【研究開発プロジェクト件数】  プロジェクト件数 ３０件程度 ⇒ 実績：３７件 

                           独自技術確立件数 １２件 ⇒ 実績：１６件 （対ＫＰＩ ：１３３％） 

［第４期中期計画 KPI の進捗状況］ プロジェクト数の目標 ３０件程度/年間 ⇒年度途中に共同研究を要望する企業が増加したが柔軟に対応した。 

 

                        独立技術確立件数の目標 ５０件/４年 ⇒ １２０％ 

         【進捗状況】 R３年度に引き続き、企業との共同研究にも積極的に取り組み 3７件の研究プロジェクトを推進したところ、独⾃技術確⽴件数の実績は１６件となり、計画を⼤幅
に超えて進捗した。さらに、プロジェクトを独⾃技術へと発展させるための推進⼒を強化していく。 

 

中期目標 

２ 鳥取県の経済・産業の発展に資する研究開発 

【ＫＰＩ③】技術移転件数 

【ＫＰＩ④】知的財産権の出願件数及び実施許諾件数 

企業収益確保につながる研究開発を行い、その成果を実用化するとともに、成果の権利保護を図っていくことも重要であることから、本指標を設定する。 

【ＫＰＩ⑤】研究開発プロジェクト件数（取組件数、うち独自技術確立件数） 

企業への技術移転はもとより、より経済効果の高い研究成果を創出していくためにも、企業等関係機関とともに取り組む研究開発プロジェクト（大型プロジェクト、共同研究、受託研究）を推進して

いくことが重要であることから、本指標を設定する。 

（１）企業の収益力向上を目指す実用化研究（短期的視点での研究） 

実用化研究の推進に際しては、企業ニーズや国・県等の施策、市場動向を的確に把握し、県内企業への短期的な技術移転と実用化に加え、企業の収益確保を常に意識しながら、各種取組を推進すること。そ

の際、センター単独での実施が困難な研究や研究成果の実用化等については、強みと意欲を有する県内企業、大学、農林水産系公設試験研究機関等と連携しながらプロジェクト型の共同研究として積極的に取

り組むとともに、共同研究の実施に当たっては、センターがリーダーシップを発揮しながらプロジェクトをけん引すること。 

また、企業等から要請のあった技術開発については、センターが取り組むことによって解決が促進され、関係企業のみならず県内産業界に広く受益が及ぶものについて、受託研究として取り組むこと。 

さらに、研究テーマの設定に際しては、企業ニーズに応じた内容とするとともに、鳥取県経済成長創造戦略において位置づけた戦略的推進分野に加え、ＥＶ・自動運転支援システム等の次世代自動車技術や、

精密加工技術等を有した県内製造業による医療機器開発などものづくり成長３分野（自動車・航空機・医療機器）、豊富な農林水産資源を活用した高付加価値な食品開発分野、さらにはＩｏＴ・ＡＩ技術導入

による生産性向上を目指した取組など、県内企業の競争力強化及び新たな事業展開に結びつく研究テーマを積極的に設定すること。加えて、県内の重要な基盤的産業である電機･電子、機械･金属分野等の高度

化、グローバル需要の獲得、さらには地域の強みを活かしながら新事業創出を目指した研究にも取り組むこと。 

なお、研究推進に際しては、研究テーマの設定から研究成果に関する事後評価まで、外部専門家の意見も取り入れながらＰＤＣＡサイクルを回していくこと。その際、市場動向や今後の県内産業界の動

向、さらには技術移転の可能性についても考慮した上で、研究テーマ及び研究継続の決定や、必要な研究費の配分等を行うこと。加えて、得られた研究成果は関係者に広く周知し、研究成果の普及と技術移

転を推進すること。 

（２）未来の経済・産業発展に貢献する基盤的研究（中長期的視点での研究） 

新産業創出を目指したシーズ開発、今後成長が見込まれるものの県内企業による独自の取組が困難と考えられる技術分野など、中長期的な視点での戦略的かつ基盤的な研究開発（以下「基盤的研究」とい

う。）について、将来的な国内外の経済・産業動向や県内の技術動向などよく見据えながら、各種取組を推進するとともに、鳥取県経済成長創造戦略など県や国の政策動向をよく考慮した上で、研究テーマ設

定を行うこと。 

また、基盤的研究によって得られたシーズや成果については、高付加価値な製品開発や新事業・新産業創出に向け、県内企業への技術移転を前提実用化研究へと発展させること。 

なお、基盤的研究の推進に際しては、競争的外部資金を積極的に活用すること。 
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□技術普及・技術移転の内容 

   ［研究］センター独自研究、共同研究等の研究成果の技術移転による実用化例 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ １１件（Ｒ３：１０件） 

   ［技術］機器利用、依頼試験、技術相談等を活用した技術課題の解決による例 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・  ２件（Ｒ３： ２件） 

   ［人材］オーダーメイド型人材育成（企業のものづくり人材育成塾）の参画による技術課題の解決による例 ・・・ ４件（Ｒ３： ５件）／計１７件 

 

【区分Ａ】企業に技術移転(センター固有技術の移転)し、技術⼒向上、利益貢献したもの 

［研究］ めっき前作業⾃動化を実現するタコ掛けロボットの開発（アサヒメッキ） 
［研究］ 切削加⼯精度の向上（⾦属加⼯業） ※企業名は⾮公表 
［研究］ スイカの花から分離した麹菌及び酵⺟を使⽤した⽇本酒（純⽶酒）の開発（諏訪酒造） 
［研究］ サワラ蒸し煮⼲しの加⼯（岡島⽔産） 
［技術］ 菓⼦原料として使⽤できる⼩⾖⽪の効率的な⽔分調整⽅法（源吉兆庵⽶⼦⼯場） 
［⼈材］ ⼗字溝への⾚⾊塗装の⾃動化（サンライズ⼯業） 
［⼈材］ 焙煎よもぎ茶の商品開発（ほっこりよもぎ家ＫＩＺＵＫＵ） 

【区分Ｂ】企業に技術移転(センター固有技術の移転)し、利益計上間近⼜は事業化が期待できるもの 

［研究］ フィギュア製造ラインにおける AI 画像検査技術（グッドスマイルカンパニー） 
［研究］ 紫外 LED 実装基板向け無機系レジストインクの開発（アロー産業） 
［研究］ 薄板に対応可能な⾼精度アルミコイル端⾯補正装置の開発（⽚⽊アルミニューム製作所） 
［研究］ 磁束密度制御治具を活⽤した選択的⾼周波誘導加熱法（⿃取県⾦属熱処理（協）） 
［研究］ 曲げ加⼯装置及び曲げ加⼯⽅法（⽥中製作所） 
［研究］ 部分強化折曲⾦型並びにそれを⽤いた⾦属部品の加⼯装置及び⾦属部品の加⼯⽅法 

（⽥中製作所） 
［研究］ 冷凍ブロッコリーの製品化（⽯⽥コーポレーション） 
［技術］ ⾹りを制御した粉末海苔の開発（セイシン企業） 
［⼈材］ 環境モニタリングデータによる⾃動換気システム（⼭⽥農園） 
［⼈材］ BLE を活⽤したフォークリフトの稼働データ収集（⿃取ロブスターツール） 

 

【区分 A】 

焙煎よもぎ茶 
 

菓⼦原料として使⽤できる⼩⾖⽪ 
 

切削加⼯精度の向上 
 

サワラの蒸し煮⼲し 
自家焙煎している春よもぎを原料

に、茶としての商品開発に取り組み、
製造条件や香の分析を支援し、商
品として製造・販売が開始された。 

小豆の皮に含まれる水分の調整
方法について技術移転を行い、あわ
せて試作検討を支援したところ、煎
餅等に活用され、販売された。 

シミュレーション等を活用して加工
精度に及ぼす工具形状等の影響を
解明して高精度加工を実現し、量産
に繋がった。 

未利用資源の観点から開発を行
っていたサワラの蒸し煮干しの販路
が開け、試作品提供や加工方法を
技術移転し、製造が開始された。 

 

【区分 B】 

 
 

AI による印刷不良の画像検査 

 
 

無機レジストインク 
 

⾼周波焼き⼊れ時の硬さムラの解決 
 

曲げ加⼯装置及び曲げ加⼯⽅法 
樹脂製品への印刷不良の自動検

査について、AI を用いた画像処理や
実装についての方法を技術移転し、
省力化、自動化に向けた AI の実装
が可能となった。 

紫外線反射率が良く熱や紫外線
に対しても耐久性を有し、さらに機械
でのスクリーン印刷が可能なレジスト
インクの組成を技術移転し、製品化
された。 

高周波焼き入れは形状により硬さ
が得られないという問題に対し、治具
形状や材質について改良することで
解決できることを見出し、特許を取得
し、企業へ技術移転した。 

電気自動車等で使用される部品
（バスバー）の形状精度を改善するた
めに、共同研究を通じて寸法形状精
度に優れた加工方法と装置を開発し
技術移転した。 

提供：ほっこりよもぎ家 kizuku 提供：源吉兆庵 
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【ＫＰＩ⑤】研究開発プロジェクト件数： 

◆年間３０テーマ程度 

研究活動を充実させるために、年間実施

テーマ数の目安を３０テーマとする。 

◆うち独自技術確立件数  ５０件 

研究成果のうち、次ステージに進展した

ものを独自技術の確立したとする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第４期中期計画に定めた研究区分により、

令和４年度は以下のとおり研究を実施する。

なお、年度途中であっても必要に応じて新た

に研究テーマを設定・実施するほか、実施途中

の研究の見直し等についても柔軟に行い、常

に県内産業界の動向を注視しながら適切な技

術開発に取り組む。 

 

 

 

 

＜Ａ＞トップダウン研究 
  ※「プロジェクト研究」に名称変更 

①プロジェクト研究 

a.トップダウン研究 ０テーマ 

b.外部資金研究   ８テーマ 

c.短期事前研究   ０テーマ 

 

＜Ｂ＞企業との連携研究 
  ※「企業等との共同研究」に名称変更 

②戦略分野研究    １テーマ 
 ※「戦略的研究」に名称変更 

③実用化研究     ２テーマ 

 

＜Ｃ＞センター単独研究 

④先駆的研究     １テーマ 

⑤実用化促進研究  １０テーマ 

⑥可能性探査研究   ６テーマ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【区分 B（前ページからの続き）】 

 
 

部分強化折曲⽅法 
 

⾹りを制御した粉末海苔 
 

⾼精度アルミコイル端⾯補正装置 
 

フォークリフトの稼働データ収集⽅法 
新たな金属加工技術を開発して

特許出願を行い、技術移転を行った
ところ、金属の曲げ加工品の洗浄工
程の減少に繋がり、企業での事業化
が進められている。 

微粉砕加工と香りの保持及びマス
キング技術の工夫を重ね、経時変化
や磯臭さを抑えた粉末海苔の開発
に成功し、製 造方法を企業 へ技術
移転したところ販売予定となった。 

アルミコイルは巻 取 り時 にロール
端面の凹凸を補正する高精度な端
面位置を検出する方法を特許出願
し、当該技術を技術移転し実装され
た。 

工場 内のフォークリフトの稼働デ
ータを取集するため、無線通信を利
用したシステムを考案し、開発支援
を経て技術移転し、稼働率の把握や
自動化への検討に繋がった。 

 

□研究テーマの設定 

全ての研究テーマを研究評価委員会で審議し、その結果を基に理事長が次のとおり実施研究を決定した。 

※研究評価委員会 

◎産業技術センター研究評価委員会・・・・・・・・・・・・・・・・・・・外部専門家で構成される委員会 

［対象］：戦略分野研究、実用化研究、先駆的研究、実用化促進研究 

※電子・有機、機械素材、食品開発の３分科会から構成。全体の研究評価委員会委員長：機械素材分科会長 山口顕司 氏 

◎可能性探査研究等評価委員会・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・センター管理職等で構成される内部委員会 

［対象］：プロジェクト研究、可能性探査研究等 

 

 

□研究区分の変更 

 研究の公平性、客観性、透明性を確保し、より優れた成果を上げるため、公開可能な企業等との共同研究についてセンター研究評価委員会で研究評価を

受けられるよう「センター研究評価要綱」を改正した。また、現在の運用に合せて、下表の通り研究区分の見直しを行った（令和４年５月改正）。 
 

研究区分 内容 件数 

＜A＞プロジェクト研究 

※（旧）トップダウン研究 

①-a. トップダウン研究 

  ※（旧）理事長指示研究 

①-b. 外部資金研究 

①-c. 短期事前研究 

 

※（旧）プロジェクト研究 

a.必要に応じて理事長、研究統括本部長が指示する研究 

 ※（旧）必要に応じて理事長がトップダウンで指示する研究 

 

b.外部資金を獲得して年度途中から実施する研究 

 ※（旧）外部資金研究（サポイン等） 

 

c.年度途中に短期準備を必要とする研究 

 ※（旧）競争的資金等を目指すための短期的研究 

０ 

 

１２ 

０ 

 

＜B＞企業等との共同研究 

   ※（旧）企業との連携研究 

 

②戦略的研究 

※（旧）戦略分野研究 

中⻑期的視点で企業等との技術確立や製品化を目標とする企業等

との共同研究 

※（旧）県戦略的推進分野に該当する企業との共同研究 

３ 

③実用化研究 
技術確立や製品化への発展を目標とする企業等との共同研究 

※（旧）技術支援等から発展した企業との共同研究 
６ 

＜Ｃ＞センター単独研究 

④先駆的研究 本県の未来を切り拓く、先導的な研究開発 ２ 

⑤実用化促進研究 アイデアを実現する実用化技術の確立を目指す研究 ８ 

⑥可能性探査研究 アイデアの可能性を探る研究 ①～⑤へ繋げる研究等 ６ 

 

 

 

 

 

 

 

参考：イメージ図 



- 31 - 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

研究の種類 研究テーマ名 
担 当 グ ル ー プ
（G：グループ） 

担当研究所 

①プロジェクト研究 

（旧）トップダウン研究 

 

ｂ.外部資金 

切削シミュレーションを活用した高精度加工法の開発 

機械・計測制御 G 

機械素材研究所 

磁束密度制御用治具を活用した選択的高周波焼入れ法の開発 
めっき前作業自動化を実現するタコ掛けロボットの開発 
薄板に対応可能なアルミコイル端面自動補正装置の開発 
新プレススリット加工技術に依る EV 車用充電コネクタの高品質・低コスト製造 
自己抜去によるインシデントを防ぐダブルシールドコネクタの実用化における研究・開発 
構造最適化によって軽量化したトレーニングマシンの開発 
人工皮革シートの開発② 

無機材料 G 

輸送機器の軽量化に寄与するマグネシウム部材の開発 
放射光・FEM を活用した第三世代超高張力鋼の損傷挙動の解明と逆問題解析への発展 
不純物元素をドープしたルチル型酸化チタンからなる次世代蓄電池負極の創製 
次世代自動車用配電部材（バスバー）等の高性能化に寄与する難加工厚板材の革新的
曲げ成形技術の開発 

②戦略的研究 

（旧）戦略分野研究 

フレキシブル基板用途に向けた有機素材に対する導電性金属インクの密着性・追従性の改良 有機材料 G 電子・有機素材研究所 
食品加工残滓を活用したペプチド混合物の呈味性改善と健康機能性評価 水畜産食品 G 食品開発研究所 
水分散性粒子からなる食品加工残渣のトランスフォーメーション食品の開発 企画室 企画・連携推進部 

③実用化研究 

外装利用直交集成板（ＣＬＴ）の保護方法決定とメンテナンス手法開発に資する継時非破
壊観察と解析 有機材料 G 電子・有機素材研究所 
スクリーン印刷性に優れた基板向け高 UV 反射性無機系レジストインクの開発 
ウェアラブルセンサと AI モデルによる健康経営補助システム開発 

機械・計測制御 G 
機械素材研究所 視覚と触覚を用いた高汎用ランダムピッキングシステムの開発 

人工皮革シートの開発① 無機材料 G 
駆除ウニの有効活用の一環として養殖されたウニの風味評価と品質を維持した冷凍保管
方法の検討 

水畜産食品 G 食品開発研究所 

④先駆的研究 
天然由来ナノファイバーと樹脂の複合化方法の開発及び複合材料の射出成形 有機材料 G 電子・有機素材研究所 
トライボロジー特性に優れた自己修復型 TiC 基複合材料の開発とドライプレス加工用型への適用 無機材料 G 機械素材研究所 

⑤実用化促進 

研究 

人体通信を利用した作業動態管理技術の開発 
電子システム G 電子・有機素材研究所 ＡＩによるフィギュア面相の不良検出および再構成画像を用いた官能評価の数値化 

製造装置の非接触での異常振動監視技術の開発 
合板等に塗布可能な不燃コート剤の開発 無機材料 G 機械素材研究所 
カニ棒肉加工に適した加熱条件の再構築 

水畜産食品 G 
食品開発研究所 

加圧加熱加工による多様な食感を持つ新たな魚肉加工品の開発 
品質安定性の高いエゴマペースト原料素材の開発 

農産食品・菓子 G 
食品素材由来ナノペーストの特性評価及び食品への活用 

⑥可能性探査 

研究 

AI 生成疑似画像を活用した生産現場での外観検査システムに適用可能なフォトメトリックス
テレオ法の研究開発 

電子システム G 電子・有機素材研究所 

球状歯車を活用した棒線材３D 送り出し機構の基礎的構築 機械・計測制御 G 機械素材研究所 
D-アミノ酸含有コラーゲンペプチドの開発 水畜産食品 G 

食品開発研究所 
日本酒の海外展開を見すえた鳥取オリジナル酵母改良株の育種開発 

農産食品・菓子 G 生菓子の冷解凍に対応したいちごの品質保持技術の探査 
食材の食感復元を実現するフリーズドライ加工法の探査 

 

 □独自技術等に発展した研究プロジェクト １６件 

独自技術の発展 研究テーマ名 

技術移転 
特許出願 
研究ステップアップ 

磁束密度制御用治具を活用した選択的高周波焼入れ法の開発 

技術移転 

スクリーン印刷性に優れた基板向け高 UV 反射性無機系レジストインクの開発 
ＡＩによるフィギュア面相の不良検出および再構成画像を用いた官能評価の数値化 
めっき前作業自動化を実現するタコ掛けロボットの開発 
切削シミュレーションを活用した高精度加工法の開発 
鳥取ブランド純米酒の開発 麹菌の開発 
キチン・アスタキサンチン分離生産方法 

技術移転 
特許出願 

次世代自動車用配電部材（バスバー）等の高性能化に寄与する難加工厚板材の 革新的曲げ成形技術の開発 
薄板に対応可能なアルミコイル端面自動補正装置の開発 
ブランド野菜「大山ブロッコリー」を用いた高品質冷凍食品の開発 

特許出願 
プレス加工によるステンレス鋼製注射針先端の微細形状成形技術の確立 
トライボロジー特性に優れた自己修復型 TiC 基複合材料の開発とドライプレス加工用型への適用 
ズワイガニへの非破壊品質評価技術の応用 

研究ステップアップ 

天然由来ナノファイバーと樹脂の複合化方法の開発及び複合材料の射出成形 

人工皮革シートの開発① 

球状歯車を活用した棒線材３D 送り出し機構の基礎的構築 
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□研究成果の評価 

    令和４年度に実施した研究課題の成果及び、令和５年度に継続・開始する研究課題の実施計画についてセンターー研究等評価委員会で評価した。委員

による審議を行った結果、新規提案研究及び次年度に継続する研究について、「実施が妥当」という答申が委員長から理事長にあり、令和５年度の実施を

決定した。 

     【評価結果（講評）】 

電子・有機素材分科会 （分科会長：米子高専 新田 陽一 氏）    評価委員６名出席      実施日 令和５年３月９日 

講評時のコメント 

完了・継続テーマに関しては成果も出ており、内容もしっかりまとまっていた。 

昨年度の指摘事項に対し真摯に取り組まれており、課題がクリアされている印象がある。 

企業との共同研究の取り組みは鳥取県産業への貢献という意味で素晴らしいが、企業の目標とセンターの達成目標は

区別した方が良い。 

センターならではの強みが何かをアピールしていただきたい。センター単独研究では出口も重要だが、コア技術としても

発展させていただきたい。 

 

機械素材分科会     （分科会長：米子高専 山口 顕司 氏）    評価委員６名出席      実施日 令和５年２月２２日 

講評時のコメント 

企業に寄り添った研究テーマ設定がされている点が、評価できる。 

ベンチマークや目標設定、実用化する対象について、具体的・定量的なものを示されると理解しやすい。発表スライドの

フォーマットや、研究評価書の研究計画・研究方法などで具体的に示されるようお願いしたい。 

ヒト対象研究については、研究倫理に十分配慮する必要があるので、研究者倫理に対して意識を高めて、研究を進め

てください。 

 

食品開発分科会     （分科会長：近畿大学 尾﨑 嘉彦 氏）    評価委員６名出席      実施日 令和５年３月２日 

講評時のコメント 

SDGsやフードロスを対象にし、時宜を得た研究課題の設定となっているところは評価できる。これらの研究においては、

コストを超えた高付加価値化を考慮した技術開発を行っていただきたい。 

完了した研究テーマの成果をきっちりと検証し、有効なものについて、地元産業界へ研究成果を積極的に情報発信して

いただきたい。 

プレゼンテーションにおいて、時間配分を検討し、次の課題や成果等の総括の部分をきっちり説明していただきたい。 

 

 

研究評価委員会全体の総評 

企業ニーズに基づいた研究が多く、更にSDGsやフードロス等の時宜を得た研究課題の設定となっているところは評価できる。 

企業との共同研究の取り組みは鳥取県産業への貢献という意味で素晴らしいが、企業の目標とセンターの達成目標は区別した方が良い。 

ベンチマークや目標設定、実用化する対象について、具体的・定量的なものを示されると理解しやすい。発表スライドのフォーマットや、研究

評価書の研究計画・研究方法などで具体的に示されるようお願いしたい。 

 

□年度途中から開始した研究 

区分 活用事業 研究テーマ名 

競争的外部資金  

（２件） 

研究成果最適展開支援プログラム 

（Ａ－ＳＴＥＰ）（ＪＳＴ） 
天然由来ナノファイバーと樹脂の複合化方法の開発及び複合材料の射出成形 

ＪＫＡ補助事業「公設工業試験場等が主

体的に取組む共同研究」 
磁束密度制御用治具を活用した選択的高周波焼入れ法の開発 

共同研究 

（８件） 
企業等との共同研究 

新プレススリット加工技術に依る EV 車用充電コネクタの高品質・低コスト製造 

自己抜去によるインシデントを防ぐダブルシールドコネクタの実用化における研究・開発 

構造最適化によって軽量化したトレーニングマシンの開発 

ウェアラブルセンサとＡＩモデルによる健康経営補助システム開発 

人工皮革シートの開発② 

輸送機器の軽量化に寄与するマグネシウム部材の開発 

食品加工残滓を活用したペプチド混合物の呈味性改善と健康機能性評価 

駆除ウニの有効活用の一環として養殖されたウニの風味評価と品質を維持した冷

凍保管方法の検討 
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 □研究成果の情報発信  

○論文発表（R４年度 ６件） 

・日刊工業新聞「型技術」、６月号、2020、p82-85；「熱間鍛造したマグネシウム合金の時効処理による高強度化」 

・ICM&P 2022 In-ternational Con-ference on Materi-als & Processing 2022, 2022, p1-7; “Mechanical alloying process of Ti-C mixed powders and 

their microstructural characterization” 

・シーエムシー出版「脱炭素と環境浄化に向けた吸着剤・吸着技術の開発動向」、2023、p326-366；「第 36 章 ハイドロタルサイトによるリン資源の回収」 

・Journal of Materi-als Processing Technology, Vol. 307; “Identification of ductile fracture design curve for hardened quasi-brittle AISI-D2 tool steel 

to predict shearing tool failure” ※他機関の研究者との共著 

・ACS Applied En-gineering Materi-als, Vol. 1, Issue 3, 2023, p994-1000; “Fe–Nb Co-Doped Rutile TiO for Anode Materials of Li-IonBatteries” 

※他機関の研究者との共著 

・全国食品関係研究場所長会「食品の試験と研究」、57 号、2022、p18-19；「花蕾が落ちにくく食感が保持されている冷凍ブロッコリーの開発」 

 

  ○学会における口頭発表（R４年度 ７件） 

・日本金属学会･日本鉄鋼協会中国四国支部 金属第 62 回・鉄鋼第 65 回中国四国支部講演大会「TiC-C 混合粉末のメカニカルアロイングプロセスと

焼結体の微細構造特性」 

・日本国際工作機械見本市（JIMTOF）「球測定における形状精度と測定点数の関係」 

・自動化・スマート工場スタートガイドセミナー「とっとりロボットハブの紹介と活用事例」 

・日本食品工学会第 23 回年次大会「エゴマ種子のペースト加工における酸化劣化抑制手法の検討」 

・日本食品工学会第 23 回年次大会「乳化フレーバー噴霧乾燥粉末作製後の再構成油滴径及び粉末径が噴霧乾燥粉末のフレーバー残留率に及ぼす

影響」 

・令和 4 年度日本醸造学会大会「地域特産品等より分離した乳酸菌を使ったケトルサワーリング法によるサワービール醸造特性の評価」 

・日本食品科学工学会 第 69 回大会シンポジウム「加工工程の改善による地域特産果実の効率的活用方法の開発」 

 

   ○センター活動成果発表会 

開催日：令和４年１１月２１日（月） 

場  所:（地独）鳥取県産業技術センター ハイブリッド開催（現地＋WEB 会議システムでオンライン配信） 

事前申し込み：１０３名（７５社・団体） 

■第１部：企業との共同開発事例の紹介（各研究所の成果を報告） 

①電子・有機素材研究所 「身体装着型移動支援機器の開発（ホームケア渡部建設）」 

②機械素材研究所  「新たな電解研磨手法によるステンレス鋼表面の超平滑化（アサヒメッキ）」 

③食品開発研究所  「オリジナル乳酸菌を用いた酸味に特徴のある「サワービール」の開発（久米桜麦酒）」 

■第２部：研究等成果発表 

①電子・有機素材分科会 （技術シーズ紹介：１テーマ、保有機器紹介：２テーマ） 

②機械素材分科会  （共同開発及び人材育成の成果紹介：１テーマ、保有機器紹介：２テーマ） 

③食品開発分科会  （研究成果：１テーマ、共同開発及び人材育成の成果紹介：１テーマ、保有機器紹介：１テーマ） 

 

 

＜課題と対応＞ 

【令和４年度の課題】 
・第４期の最終年度として、ＡＩ・ＩｏＴ・ロボット関連技術の企業現場での実装⽀援をはじめ、企業との研究開発プロジェクト、センター独⾃研究等の成果
をベースに多くの技術移転が実現した。継続して実際のビジネスベースに確⽴するためにもフォローが必要である。 

 
【今後の対応】 

・引き続き、県内企業が⽇頃の活動の中で抱える課題を的確に察知し、解決に向けたテーマ設定を⾏う。 
・第５期の⼤⽅針であるＳＤＧｓやカーボンニュートラルをはじめ、重点プロジェクトとして掲げた「ＤＸを活⽤した⽣産性の向上」や「フードテックを活⽤した新⾷
品開発」についての研究開発を積極的に⾏い、技術移転を⽬指す。 

 

  ※研究課題の実施状況の概要については、次頁以降（Ｐ３４～Ｐ４２）を参照 
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（１） 企業の収益力向上を目指す実用化研究

（短期的視点での研究） 

センターで実施する研究テーマは、次のよ

うに研究開発の段階を明確にして設定し、県

内企業への技術移転を目指して実施する。 

 

＜Ａ＞トップダウン研究 

①プロジェクト研究 

ａ．必要に応じて理事長がトップダウンで指

示する研究 

ｂ．外部資金研究 

ｃ．競争的資金等を目指すために、年度途中

に短期準備が必要な研究 

 

（１） 企業の収益力向上を目指す実用化研究

（短期的視点での研究） 

 

＜Ａ＞トップダウン研究 
  ※「プロジェクト研究」に名称変更 

 

①プロジェクト研究 ４テーマ 

■次世代自動車用配電部材（バスバー）等の高

性能化に寄与する難加工厚板材の革新的曲

げ成形技術の開発（Ｒ２～Ｒ４） 

 

■めっき前作業自動化を実現するタコ掛けロ

ボットの開発（Ｒ３～Ｒ４） 

 

■薄板に対応可能なアルミコイル端面自動補

正装置の開発（Ｒ３～Ｒ４） 

 

■人工皮革シートの開発（Ｒ３～Ｒ４） 

（１） 企業の収益力向上を目指す実用化研究（短期的視点での研究） 

＜Ａ＞プロジェクト研究 
  ※（旧）トップダウン研究 

 

① b.外部資金研究 
No. 研究テーマ 共同研究機関 活用資金 新規継続 

① 
次世代自動車用配電部材（バスバー）等の高性
能化に寄与する難加工厚板材の革新的曲げ成
形技術の開発（Ｒ２～Ｒ４） 

株式会社田中製作所 
令和２年度戦略的基盤技術高度化
支援事業（サポイン）・経済産業省 

継続 

② 
めっき前作業自動化を実現するタコ掛けロボット
の開発（Ｒ３～Ｒ４） 

株式会社アサヒメッキ 企業との共同研究 継続 

③ 
薄板に対応可能なアルミコイル端面自動補正装
置の開発（Ｒ３～Ｒ４） 

株式会社片木アルミニューム製作所 企業との共同研究 継続 

④ （仮称）人工皮革シートの開発②（Ｒ３～Ｒ４） ※共同研究先の意向により非公開 企業との共同研究 継続 

 

＜Ｃ＞センター単独研究 

⑤実用化促進研究 

実現可能性を確認したアイデアの実用化技

術の確立を目指す研究 

⑥可能性探査研究 

技術アイデアの可能性を確認する研究 

 

特に、「＜Ｂ＞企業との連携研究」を充実強

化し、企業の技術課題を解決するための共同

研究や受託研究を推進する。技術相談等で抽

出した緊急な技術課題については、「③実用

化研究」等において該当企業と連携して短期

的な解決を図り、センター単独では困難な案

件については、必要に応じて大学等の関係機

関とも連携しながら取り組む。 

さらに、中期目標で県から指示のあった鳥

取県経済成長創造戦略の戦略的推進分野等へ

の取組みのなかで、「次世代自動車分野」、「豊

富な水産資源を活用した高付加価値食品分

野」、「生産性向上を目指したＡＩ・ＩｏＴ・

ロボット技術分野」については、県内企業の

競争力強化及び新たな事業展開に結びつくこ

とを目的に、センター重点分野として取り組

む。これらの重点分野は本県の重要な基盤的

産業でもあり、新事業創出やグローバル化な

どを念頭にした中長期的な研究戦略の中で、

短期的な研究についても県内産業界の動向を

見ながら適宜実施する。 

なお、研究テーマの設定、研究成果等の評価

については、センター研究評価委員会を設置

して、各技術分野に応じた外部専門家の意見

を取り入れながら、継続の判断や研究費の配

分等を引き続き実施して効果的な研究マネジ

メントを行う。 

また、得られた研究成果についても、引き続

＜Ｃ＞センター単独研究 

⑤実用化促進研究 ７テーマ 

■ＡＩによるフィギュア面相の不良検出およ

び再構成画像を用いた官能評価の数値化

（Ｒ４） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜Ｃ＞センター単独研究 

⑤実用化促進研究 

■ＡＩによるフィギュア面相の不良検出および再構成画像を用いた官能評価の数値化（Ｒ４） 

※タンポ印刷で構成されるアニメフィギュアの面相パーツ（眉、まつげ、目、口等）を 

精度よく位置検出することで、製品検査へ利用できる技術を開発する 

 

背景 
・県内におけるフィギュア製造の現場において、たんぽ印刷によるフィギアの面相評価に

ついては内容が高度であり、全て人による官能評価に頼っているのが現状である。 

研究 

課題 

・面相評価において、印刷位置精度に起因する官能評価（表情の変化、かわいい／かわ

いくない、など）は、現状カメラ撮影によってマスター画像と比較することで行われている

が、従来の画像処理では対応が困難である。 

研究 

概要 

・学習には印刷の元となるマスターデータから各パーツの情報を切り出し、位置を変化さ

せ作成した画像３０００枚用いてＡＩを学習した。 

成果 

・このＡＩモデルにより、製品画像に対する印刷パーツのズレを推論することで、各パーツ

の印刷状態を数値化することが可能となった。 

・推論による各パーツのズレ値は誤差１０％以内に収まっている。 

・また各パーツの位置ズレを数値化することで、評価用に準備していたたフィギュアにおい

て、良品であっても細かな印刷ズレが起きていることが確認できた。 

・これにより、印刷の位置ズレと官能評価の相関を抽出することができ、印刷ズレの許容

範囲を定量的に評価可能とすることで、検査の自動化に繋がった。 

課題と

今後の

対応 

・官能評価とＡＩ推論結果の相関評価を実施できなかったため、今後評価者によるテスト

を実施し、得られたデータから相関関係を見出すとともに、必要に応じてＡＩモデルの修

正、調整を行う。 

・並行して、製造工程への実装を行うための機器整備と、学習用データの取得方法を確

立するために、印刷ごとの画像データ収集手法の検討を続ける。 
 

面相毎のパーツのずれをグラフ化したもの 

試作した画像検査装置 
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きセンター研究発表会を開催して関係企業等

へ周知すると共に、その他の成果普及の機会

を活用しながら情報発信を行う。 

■合板等に塗布可能な不燃コート剤の開発

（Ｒ３～Ｒ４） 

■合板等に塗布可能な不燃コート剤の開発（Ｒ３～Ｒ４） 

※合板に無機複合体をコートし不燃性能を付与させる技術を開発する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

背景 
・合板は施工しやすく安価な建材として住宅等に幅広く用いられている。近年、製造時の

温室効果ガスの発生が少ないことから環境面でも注目されている。 

研究 

課題 

・建築基準法の内装規制に対応した『不燃合板』が要望されているものの、製造コストが

かかり価格が高い加圧含浸法の不燃木材しかなく、安価な普及型不燃合板の開発が

課題である。 

研究 

概要 

・水ガラスと無機水酸化物を複合化して合板にコーティングすることで安価な普及型不燃

合板を開発する。 

成果 

・水ガラス系不燃層の効果について検証したところ、無機複合体の４成分系が最も性能

が高かった。裏面までの熱の回り込みが少なく、総発熱量も最も小さい（４条件で２０分

不燃（総発熱量２ＭＪ／ｍ２以下）を達成）。熱分析による不燃効果の検証で、４成分系は

幅広い吸熱反応領域が確認された。 

・熱分析による解析で不燃メカニズムに吸熱反応が関与していることを確認。 

・全ての組成で水ガラスの発泡現象は大きな断熱効果を得ることが確認された。 

課題と

今後の

対応 

・企業への技術移転に向けた技術紹介とスケールアップについて検討する。 

 
■品質安定性の高いエゴマペースト原料素材

の開発（Ｒ３～Ｒ４） 
■品質安定性の高いエゴマペースト原料素材の開発（Ｒ３～Ｒ４） 

※品質劣化を抑えたエゴマペーストの加工技術を確立し、新たな原料素材として活用する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

背景 
・県内の中山間地域で栽培が進められているエゴマは、種子から搾油して得られるエゴマ

オイル以外での活用事例が少なく、使いやすい活用方法の開発が望まれている。 

研究 

課題 

・エゴマオイルには有用成分α－リノレン酸（ＡＬＡ）が多く含まれている反面、非常に酸

化劣化しやすい性質があるため、加工品の開発には油の酸化劣化を抑えた加工技術

が必要である。 

研究 

概要 

・有効な酸化劣化対策を施してエゴマ種子から品質安定性の高いペーストの加工技術を

構築し、加工利用したいエゴマペーストの原料としての利用に繋げる。 

成果 

・原料であるエゴマ種子について内在するリパーゼ活性の失活を指標に、焙煎条件を見

直すことでペーストの安定性を保持できるようになった。抗酸化剤を併用した保存性試

験において、常温３５日の品質安定を確認でき、当初の目標である常温２８日間をクリア

した。 

・試作加工したエゴマペースト原料は、活用事例品として、ドレッシングやパスタソースに

調理試作し食味も上々であり、実際の商品開発に向けた検討提案に着手できる段階に

到達した。 

課題と

今後の

対応 

・企業訪問などを通じて試作事例や試作サンプルを紹介し、県内企業への技術活用に

繋がるよう普及推進を図る計画である。 

水ガラスの発泡メカニズム解明のための 

熱分析と水ガラス発泡観察 

▶原料水ガラスの熱分析結果、原液を 30℃から 500℃

まで 10℃／min 昇温した時の変化は、120℃から発

砲を開始して 450℃付近で体積変化が１０倍以上とな

ることを確認した。 

⇒水ガラスの脱水状態の制御を行えば発泡現象は

大きな断熱効果を得ることが出来る。 

エゴマペーストへに適した焙煎条件の検討 

▶残存リパーゼ活性を指標に選定した。 

エゴマペーストを活用した試作品 

▶左）パスタソース加工品  右）ドレッシング 
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■加圧加熱加工による多様な食感を持つ新た

な魚肉加工品の開発（Ｒ４～Ｒ５） 
■加圧加熱加工による多様な食感を持つ新たな魚肉加工品の開発（Ｒ４～Ｒ５） 

※低・未利用魚や加工残渣を活用して、新しい魚肉加工品（ファストフィッシュ）を提案する。 

 

背景 

・境港で水揚げされる主要魚種の出荷量の約半分はフィッシュミールに加工されてい

る。また、水産物の加工においても、中落ち、ハラス、内臓など多くの加工残渣が生じて

おり、これらもフィッシュミールへと加工されている。フィッシュミール原料として引き取っ

てもらってはいるが、さらなる高付加価値化が期待されている。 

・過去に当センターでは、小型魚肉や中落ちすき取り肉を酵素で接着させる技術につい

て提案を行っているが、コスト、人件費、添加物などの問題から、実用化に至っていな

い。 

・加工残渣の廃棄量を減少させ、有効活用することで、フードロス削減に繋がる。 

研究 

課題 

・未利用資源や加工残渣を利用するにあたり、腐敗やヒスタミンの蓄積を抑制するととも

に骨を軟化させ、骨のざらつきが気にならない加工方法が課題である。 

・高齢者が５分程度噛み続けられる食感を持ち、カルシウムやビタミンＤを豊富に含む魚

肉加工品が目標。 

研究 

概要 

・魚食のハードルを下げた新しい魚肉加工品（ファストフィッシュ）を提案し、鳥取県産水

産加工食品の消費拡大を図る。 

成果 

・魚種によらず４５℃付近のミオシン、７０℃付近のアクチンの溶解および、１４０℃付近の

吸熱ピークが確認された。１４０℃で加圧加熱加工した魚肉はそれ以下の温度のピーク

が見られず、１６０℃付近の吸熱ピークの実が確認されたことから、再加工には１６０℃

程度の加熱が必要であることが分かった。 

・ガラス転移温度の高いトレハロースを添加することでサクサクした食感、ガラス転移温度

の低いキシリトールやエリスリトールを添加することでしなやかな食感の加工品を作成す

る手法を確立した。 

課題と

今後の

対応 

・骨の有効利用について、加圧加熱による軟化を行った後に魚肉に添加した際のざらつ

きや、内臓などが混入した際の苦みの発生が課題である。 

・骨の軟化のためにお酢の活用やマスコロイダーによるすりつぶしや酵素を使った苦み

の低減を検討する。 

 
 

 
■カニ棒肉加工に適した加熱条件の再構築

（Ｒ４） 

■カニ棒肉加工に適した加熱条件の再構築（Ｒ４） 

 ※棒肉採取成功率が向上する作業手順、工程等を見出す 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

 

 

 

 

背景 
・紅ズワイガニは姿売りもされているものの、多くは加工（切り分け）され、棒肉、フレーク

などと呼称され製品として流通している。 

研究 

課題 

・収益性の観点から棒肉が多く採取できることが望ましいが、身出しの過程で身崩れを

起こし、フレーク肉として流通させざるを得ない例が散見される。 

研究 

概要 
・棒肉製品の加工工程を工夫し、採取成功率を向上させる方法を検討する。 

成果 
・棒肉採取工程直前に、カニ脚表面に短時間（数秒～１０秒程度）加熱処理を施すこと

で、棒肉採取成功率が向上することを明らかとした。 

課題と

今後の

対応 

・棒肉採取直前に加熱工程を設けるのは、手間がかかる、作業効率が低下するなどの

観点から困難である。身出し機に改造を施し、自動的に蒸気が吹きかかるような仕様

にするなどの工夫を進めるとともに、カニ加工会社の担当者と情報交換し、技術普及

を図る。 

  

ヒイラギの骨 

▶加圧加工することで、骨の脆弱化が観察され

て、噛み切れる物性になった。 

ガラス転移温度の違う糖を添加したアジ加工品の物性 

▶トレハロースを添加することで硬く、キシリトールやエリスリ

トールを添加することでしなやかな食感を作り出すことが

できた。 

身出し直前短時間加熱による棒肉採取成功率の向上 

▶身出し直前に短時間（5～10 秒程度）加熱を施すこと

で、棒肉採取成功率が向上することを見出した。加熱

温度については湯せんで実施した場合、70℃程度の

湯でも効果がみられた。 



- 37 - 
 

 
■食品素材由来ナノペーストの特性評価及び

食品への活用（Ｒ４） 

■食品素材由来ナノペーストの特性評価及び食品への活用（Ｒ４） 

 ※食品の未利用資源をナノペースト加工し、新たな食品素材としてのナノペースト利活用する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

背景 

・近年、様々な分野でＳＤＧｓによる取り組みが行われ、食品業界でもその一環として食

品残渣や副産物の再利用が求められており、その一つの方法として、ディスクミルを用

いたナノファイバー（ＮＦ）化の要望が挙げられている。 

研究 

課題 

・食品素材由来するＮＦの特性は、使用する素材原料によって大きく性質が異なり、加

工食品に活用した際の特性・優位性はほとんど明らかになっていない。また、食品用

途として活用する場合のナノ加工する解繊度合いについても知見が不足している。 

研究 

概要 

・ナタデココ、シイタケ、カニ殻の３種類の素材を試験材料として、ナノペースト（ＮＰ）加

工試験を実施した。ＮＰ加工は解繊レベルを３段階に分けて加工するとともに、試作し

たＮＰの物性を分析評価した。 

成果 

・ＮＰ加工では加工強度を調整することで、解繊レベルが異なる３種類のＮＰを安定的

に作成することが出来た。ＮＰの特性評価では、解繊レベルによって粘度が変化する

ことが分かり、その変化は素材の種類によって変わることが判明した。さらに、ＮＰの食

品活用では粉末よりもＮＰの色調の分散性が良いことを明らかにした。 

課題と

今後の

対応 

・加工する素材によって求める解繊レベルと物性が異なることから、今後も様々な食品

素材での検証と情報蓄積が必要である。また、得られた知見は県内企業へアピールし

てＮＰ加工の技術活用を図っていく予定。 

 
■水分散性粒子からなる食品加工残渣のトラ

ンスフォーメーション食品の開発（Ｒ４～

Ｒ５） 

※研究区分を変更 

 ⇒「実用化促進研究」から「戦略的研究」へ 

■「水分散性粒子からなる食品加工残渣のトランスフォーメーション食品の開発（Ｒ４～Ｒ５）」の研究概要については、中長期の「戦略的研究」の欄に記載 

 
＜Ｃ＞センター単独研究 

⑥可能性探査研究  ６テーマ 
＜Ｃ＞センター単独研究 

⑥可能性探査研究 

【電子・有機素材研究所】 

①AI 生成疑似画像を活用した生産現場での外観検査システムに適用可能なフォトメトリックステレオ法の研究開発 

 

【機械素材研究所】  

②球状歯車を活用した棒線材３D 送り出し機構の基礎的構築 

 

【食品開発研究所】  

③D-アミノ酸含有コラーゲンペプチドの開発 

④日本酒の海外展開を見すえた鳥取オリジナル酵母改良株の育種開発 

⑤生菓子の冷解凍に対応したいちごの品質保持技術の探査 

⑥食材の食感復元を実現するフリーズドライ加工法の探査 

 

解繊レベルによる粘度への影響 

▶解繊レベルによって、NP の粘度が変化する

特性がある。 

カニ殻粉末、カニ殻 NP 添加によるうどん生地の色調変化 

▶うどん生地を着色する場合、微粉化したカニ殻パウダーよ

りもカニ殻 NP の方が着色性に優れる 
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２）未来の経済・産業発展に貢献する基盤的研

究（中長期的視点での研究） 

中期目標で定義された基盤的研究につい

ては、企業との共同研究を想定した「②戦

略的分野研究」やセンター独自の先進的技

術の確立を目指す「④先駆的研究」等によ

り実施する。また、外部資金を活用した関

係機関との大型プロジェクト研究にも取組

み、県内企業への技術移転を推進する。 

 

 

 

 

（２）未来の経済・産業発展に貢献する基盤的研

究（中長期的視点での研究） 

 

＜Ａ＞トップダウン研究 
  ※「プロジェクト研究」に名称変更 

①プロジェクト研究 ４テーマ 

重点分野（ＡＩ・ＩｏＴ・ロボット分野）に関

する研究 

■視覚と触覚を用いた高汎用ランダムピッキング

システムの開発（Ｒ３～Ｒ５） 
※研究区分を変更 

 ⇒「プロジェクト研究」から「実用化研究」へ 

 

国等の助成事業を活用して企業等と取り組む

共同研究 

■放射光・ＦＥＭを活用した第三世代超高張力鋼

の損傷挙動の解明と逆問題解析への発展（Ｒ２

～Ｒ４） 
■不純物元素をドープしたルチル型酸化チタンか

らなる次世代蓄電池負極の創製（Ｒ３～Ｒ４） 
■トライボロジー特性に優れた自己修復型Ｔ

ｉＣ基複合材料の開発とドライプレス加工
用型への適用（Ｒ３～Ｒ５） 

※研究区分を変更 

 ⇒「プロジェクト研究」から「先駆的研究」へ 

（２）未来の経済・産業発展に貢献する基盤的研究（中長期的視点での研究） 

 

＜Ａ＞プロジェクト研究 ※（旧）トップダウン研究 

【外部資金研究】 
重点分野（ＡＩ・ＩｏＴ・ロボット分野）に関する研究 

 

■「視覚と触覚を用いた高汎用ランダムピッキングシステムの開発（Ｒ３～Ｒ５）」の研究概要については「実用化研究」の欄に記載 

 

 

 

国等の助成事業を活用して企業等と取り組む共同研究 
No. 研究テーマ 共同研究機関 活用資金 新規継続 

① 
放射光・ＦＥＭを活用した第三世代超高張力鋼
の損傷挙動の解明と逆問題解析への発展 

鳥取大学 

東北大学、 

物質・材料研究機構 

令和２年度科学研究費助成事業 
（基盤研究Ｂ） 

継続 

② 
不純物元素をドープしたルチル型酸化チタンか
らなる次世代蓄電池負極の創製 
 ※Ｒ３年度から分担者として参画 

鳥取大学 

高知工科大学 

令和 元 年 度 科学 研 究 費 助成 事 業
（基盤研究Ｂ） 

継続 

 

■「トライボロジー特性に優れた自己修復型ＴｉＣ基複合材料の開発とドライプレス加工用型への適用（Ｒ３～Ｒ５）」の研究概要については、 

「先駆的研究」の欄に記載 

 ＜Ｂ＞企業との連携研究 
 ※「企業等との共同研究」に名称変更 

②戦略分野研究 １テーマ 
 ※「戦略的研究」に名称変更 

■フレキシブル基板用途に向けた有機素材に

対する導電性金属インクの密着性・追従性

の改良（Ｒ２～Ｒ４） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜Ｂ＞企業等との共同研究 

②戦略的研究 ※（旧）戦略分野研究 

■フレキシブル基板用途に向けた有機素材に対する導電性金属インクの密着性・追従性の改良（Ｒ２～Ｒ４） 

※シリコーンゴムをはじめとする有機系素材に対する導電性インクを開発する。 

 

背景 
・医療用ウェアラブルデバイスや携帯機器等では、フレキシブル基材あるいはゴムシート
等が用いられており、より高度な伸縮性や捻回性、屈曲性が要求されている。現行品
はポリイミド電極が使われており、用途が限られている。 

研究 

課題 

・銀粒子の着脱、体積抵抗値のバラツキ、シルクスクリーン印刷によるシリコーンゴム基
材への配線パターンの印字状態などの問題が残っている。 

・また、印刷機を用いてシルクスクリーン印刷を大量に行う場合、インクの保管中に粘度
が変わらないことが求められており、課題となっている。 

研究 

概要 

・熱硬化性シリコーンを用いて金属インクの組成を検討し、これまでの金属インクと同等
の性能を有する開発を行った。 

・また、作製した金属インクについて、実装を目指した配線パターンの印刷適性試験や
イオンマイグレーション試験も行った。 

成果 

・長期保存を目指し、湿気で硬化する室温硬化性シリコーンから熱硬化性のものに変
更し、室温硬化性シリコーンと同等の性能を有する熱硬化性シリコーンの導電性イン
クの組成を見出した。 

・その導電性インクを用いてパターンを印刷し、温度８５℃、湿度８５％、負荷電圧５Ｖの
イオンマイグレーション試験に供したところ、１，０００時間経過後も絶縁不良がなく、良
好な結果が得られた。 

・さらに、熱硬化性シリコーンを用いた導電性インクでは、従来の室温硬化型と同等の
密着性、追従性が得られた。 

・金属インクの貯蔵安定性については、レオメータによる粘度測定の結果、熱硬化性シ
リコーンを用いることで、相分離は生じるものの従来組成に比べ改善がみられた。 

課題と

今後の

対応 

・イオンマイグレーションについては、水滴がつかなければ問題ないことが分かったた
め、水滴付着防止策が必要である。 

・機械印刷の際に要求されるインク特性として貯蔵安定性が挙げられるが、熱硬化性の
成分を中心とした組成に変えると改善はされるが、伸延性や印刷性が悪くなる点や貯
蔵時に若干相分離が見られる点が課題であり、実用化に向けて改善が必要である。 

・Ａｇの剥離については成分組成の濃度を検討することで改善しているが、完全ではな
いため、さらに改良が必要である。 

・オーダーメイド型技術者育成事業等を活用しながら、共同研究先企業の技術者ととも
に、実用化に向けた改善を行っていく。 

 

イオンマイグレーション試験結果 

引張による電気抵抗の測定 
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  ※研究区分を変更 

⇒「実用化促進研究」から「戦略的研究」へ 

 

■水分散性粒子からなる食品加工残渣のトランスフォーメーション食品の開発（Ｒ４～Ｒ５） 

 ※水分散性粒子の化学的凝集制御により、目標とする食品群に求められる物性値幅を実現する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

背景 

・様々な食品製造業から出てくる加工残滓は、多くが産業廃棄物として莫大な費用を

投じて処理されている現状がある。本研究ではそれらの食品としての活用法を見い出

し、これまでにない食品へと「トランスフォーム」させることを目標とする。 

研究 

課題 

・おから、酒粕は粒子で構成されており、そのままでは食品を形成することが難しく、この

粒子を様々な方法で結着させることで、食感の良い、おからや酒粕からは想定されな

い食品の開発を目指す。 

研究 

概要 

・おからの蛋白接着酵素利用と流動性付与により、滑らかな食感のおからサラダベース

の開発を行い企業の好評が得られた。その他に増粘剤や粒子を制御すること、同様

に未利用資源である餅菓子の端材を「つなぎ」として活用し、新しい食品開発を行っ

た。 

成果 

・おから試作品をおから製造業者に提案したところ試作結果が評価され、本社での試

食会を実施、高評価をいただいた。ANA とっとり村でのフォーカスインタビューにおい

ても SDGs 食品として高評価であった。 

課題と

今後の

対応 

・おからを結着する技術により様々な食品へと展開ができることが分かったため、結着時

に起こる現象を科学的に捉え技術の権利化を行う。来年度はこの技術を企業へと展

開し、技術移転を目指す。 

 ③実用化研究 ２テーマ 

■外装利用直交集成板（ＣＬＴ）の保護方法

決定とメンテナンス手法開発に資する継時

非破壊観察と解析（Ｒ４） 

 

③実用化研究 

■外装利用直交集成板（ＣＬＴ）の保護方法決定とメンテナンス手法開発に資する 

継時非破壊観察と解析（Ｒ４～Ｒ５） 

※建物の外装等に利用される直交集成板（ＣＬＴ）について、非破壊、継時的な観察と解析により、 

ＣＬＴの構造に起因する CLT 特有の劣化の発生、進行経過について明らかにするとともに、 

保護方法の決定およびメンテナンス手法の開発に資するデータを得る。 

 

背景 

・直交集成板（以下、“ＣＬＴ”）を用いた建築の施工拡大が進められている。ＣＬＴを用

いた建築を長く使っていくためには、保護塗料等の使用による保護方法の決定および

メンテナンス手法の開発が必要である。そこで、ＣＬＴの製造メーカーでは、それら検討

のため、屋外利用におけるＣＬＴの耐候性、劣化評価を進めており、非破壊で継時的

な同一試料の観察が必要とされている。 

研究 

課題 

・ＣＬＴの耐候性、劣化評価、ＣＬＴへの雨水浸透、乾燥について、非破壊、継時的な観

察がおこなわれていない。 

研究 

概要 

・各種保護塗料を塗装した CLT および無塗装ＣＬＴの促進耐候性試験、屋外暴露試

験する。 

・試験実施中に生じる材面の変色、割れの観察と、X 線 CT 装置による内部観察する。 

・材面の変色、割れに対して再塗装等のメンテナンスを行い、その効果の確認する。 

成果 

・促進耐候性試験、屋外暴露試験により、塗装による変色、退色防止効果を確認した。 

・継時非破壊観察により、幅はぎ接着の有無という製法上の違いによりＣＬＴに生じる劣

化、割れの進行が異なることを明らかとした。 

・CLT への水浸透の進行について継時的に明らかとするとともに、工場養生塗料の水

浸透防止効果を“見える化”し、その効果を確認した。 

課題と

今後の

対応 

・促進耐候性試験において、当初想定したよりも保護性が良好で、試験片には依然と

して表面劣化が生じていないため、再塗装等のメンテナンス実施に至っていない。引

き続き、促進耐候性試験を実施し、表面劣化に応じた再塗装等を実施し、メンテナン

ス手法の検討を行う。 

 

 

サラダ          クリームコロッケ 

フライドポテト風           麺 

▶おからを様々な方法で結着し、新しい食品の

開発を行った 

屋外暴露試験の状況 

促進耐候性露試験の状況

促進耐候性試験、屋外暴露試験の実施 

促進耐候性試験片の X 線 CT 観察画像 

▶各種保護塗料を塗装した CLT および無塗装ＣＬ

Ｔの促進耐候性試験、屋外暴露試験を実施し、

継時的に X 線 CT 装置による内部観察を行った

ところ、割れの伸長を確認することができた。 



- 40 - 
 

 ■スクリーン印刷性に優れた基板向け高ＵＶ

反射性無機系レジストインクの開発（Ｒ

４） 

■スクリーン印刷性に優れた基板向け高ＵＶ反射性無機系レジストインクの開発（Ｒ４） 

 ※ＬＥＤ基板用途向けの紫外線反射性を有する無機系レジストインクを開発する。 

 

背景 

・近年、低コスト化や高出力化に伴い紫外線（ＵＶ）ＬＥＤの普及が進んでいる。ＵＶ－Ｌ

ＥＤを実装基板には紫外線（ＵＶ）耐久性の高いアルミナ基板などのセラミック基板が

用いられているが、高コストである。令和３年度より共同研究先と、アルミ基板に既存の

スクリーン印刷で塗工可能なＬＥＤ基板用途向けのＵＶ反射性を有する無機系レジス

トインクの開発に取り組んできた。 

研究 

課題 

・令和３年度までに試作した無機レジストインクは、スクリーン印刷後のレジスト塗膜のＵ

Ｖ反射性は高く、熱や紫外線に対する耐久性に優れるものの、塗膜の平滑性や硬度

が低いことが課題となっている。 

研究 

概要 

・ＵＶ反射率は維持したまま、印刷性や平滑性を改善するために、レベリング剤、分散

剤、遅揮発性溶剤の添加効果の検討を行い、無機レジストインクの最適組成条件の

確立を目指す。 

成果 

・レジスト塗膜の平滑性は、①インクに分散剤の添加や②細かいスクリーンメッシュへの

変更を行うことで、平滑性（塗膜凹凸の高低差）が７～１０μｍとなり、目標値を達成で

きた。塗膜硬度は、レジスト塗膜の乾燥温度条件を改良することで、塗膜の鉛筆硬度

はＦからＨ以上に改善した。 

・レジスト塗膜の耐久性試験では、熱や紫外線に対する耐久性評価（２０００時間）にお

いてもＵＶ反射率の低下は見られないほか、絶縁不良の原因となる塗膜中の環状シロ

キサン残存量も問題のないことを確認できた。 

・共同研究先企業でＵＶ高反射レジスト基板として製品化され、工程での製造条件の

最終調整とともに事業化が進められている。 

課題と

今後の

対応 

・試作品の展示会への出品をおこなったが、事業化に向け、最終的な製品仕様を作成

する必要があり、印刷条件や膜厚等の調整や評価をオーダーメイド型人材育成事業

で実施する。 

 ※研究区分を変更 

⇒「実用化促進研究」から「実用化研究」へ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■ウェアラブルセンサとＡＩモデルによる健康経営補助システム開発(Ｒ４～Ｒ６) 

※ウェアラブルセンサと AI モデルにより推定された身体的負荷から疲労を定量的に算出する 

アルゴリズムを搭載したソフトウェアを構築し、健康経営をサポートする新たなサービスを提案する。 

背景 

・経済的損失が年間約３兆円になるとも言われる腰痛等を未然に防止する作業者管理

が必要とされ、企業は健康経営に取り組んでいる。しかし、既存の健康経営は、疲労

に関与する作業条件や手法のリスク管理にとどまっている。そのため、腰痛を未然に

防ぐための手法としては不十分であり、疲労を定量的かつ長時間計測する手法が求

められている。 

研究 

課題 

・本システムの事業化のため、これまでの研究成果（特願２０１８‐９９３９１および特許６８

２２７１５）を活用し、安価で量産可能なハンドセンサを開発することや身体的負荷推定

を行うＡＩモデルを複雑運動系に発展させること。 

研究 

概要 

・装着時の違和感低減や繰り返し利用を可能とするハンドセンサを開発と、実作業を想

定した運動時の身体的負荷をリアルタイムに推定可能なＡＩモデルを開発する。また、

健康経営補助システムとして、ＡＩモデルの推定値から疲労度を算出するソフトウェアを

開発する。 

成果 
・銀ペーストの削減と６軸慣性センサの活用で、約６５％のコスト削減に成功した。 

・６軸慣性センサ搭載マイコンの活用で約８０％小型化し、量産性を向上させた。 

課題と

今後の

対応 

・複雑運動系を推定するために必要な実験項目を整理し、鳥取大学と共同で筋電位

センサを活用した実験を行う。 
 

 ※研究区分を変更 

 ⇒「プロジェクト研究」から「実用化研究」へ 

 

 

 

■視覚と触覚を用いた高汎用ランダムピッキングシステムの開発（Ｒ３～Ｒ５） 
No. 研究テーマ 共同研究機関 活用資金 新規継続 

① 
視覚と触覚を用いた高汎用ランダムピッキングシ
ステムの開発（Ｒ３～Ｒ５） 

有限会社エイブル精機 企業との共同研究 継続 

 

９軸ＩＭＵと６軸ＩＭＵの比較 

▶安価な６軸ＩＭＵでも手の位置推定が可能になった。 

ハンドセンサに配置する感圧センサ位置の検証結果 

▶母指球と小指球に配置しなくても計測可能なことがわか

り、指の腹と指尖球にのみ配置することを決定した。 

UV 高反射レジスト基板の試作品および 

紫外線反射率特性（共同研究先 HP より） 

UV 高反射レジスト基板の試作品のその他の特性 
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＜Ｃ＞センター単独研究 

④先駆的研究 

本県の未来を切り拓く先導的な研究 

＜Ｃ＞センター単独研究 

④先駆的研究 １テーマ 

■水に分散した天然ナノ資源と樹脂の複合化

方法の開発（Ｒ４） 

 

 

 

 

 

 

 

＜Ｃ＞センター単独研究 

④先駆的研究 

■天然由来ナノファイバーと樹脂の複合化方法の開発及び複合材料の射出成形（Ｒ４～Ｒ５） 
※年度途中で外部資金（A-STEP トライアウト）を獲得したため、応募時のテーマ名に変更 

※天然由来のナノファイバーと樹脂の複合化方法を開発する。 

併せて、複合材料の機能性付与及び射出成形性の評価を行う。 

 

背景 
・温室効果ガスの大気への排出量をゼロとし、循環型社会の実現を目指すため、天然由

来のナノファイバーと樹脂の複合化により、石油由来樹脂の削減が検討されている。 

研究 

課題 

・天然由来ナノファイバーは水に分散した状態で販売されており、成形前の乾燥時に強

固な凝集が生じる。そこで、この問題を解決するために、ポリプロピレンと天然由来ナノフ

ァイバーとの新たな複合化方法の開発を行っている。 

研究 

概要 

・本提案では、今までのセンターでの研究により開発された方法で作製した複合材料の

社会実装を目指し、天然由来ナノファイバーを樹脂素材へ均一に複合化する方法の確

立を目指す。さらに、複合材料の抗菌化及び射出成形性を検討する。 

成果 
・天然由来のナノファイバーと樹脂の複合化を行った。また、複合化した材料を

射出成形することで下図に示すような成形品を得ることができた。 

課題と

今後の

対応 

・機能性の発現が目標値に達していないため、樹脂及びナノファイバーと相性の良い添

加剤を選定し、併用することを検討していく。 

 

 ※研究区分を変更 

⇒「トップダウン研究」から「先駆的研究」へ 
■トライボロジー特性に優れた自己修復型ＴｉＣ基複合材料の開発と 

ドライプレス加工用型への適用（Ｒ３～Ｒ５） 

 

 ※硬質な TiC 粒子と結合材である Ti とからなる複合材料の開発する。 

 

背景 

・塑性加工において潤滑剤を使用することは製品表面の管理、金型摩耗の抑制の点

から重要であるが、加工後の洗浄除去などが必要となり、潤滑剤を使用しないドライプ

レス加工が要望されている。 

研究 

課題 

・高硬度、化学的安定性に優れるＴｉＣは摩擦摩耗特性に優れているが、ＴｉＣのバルク

体は靭性が低く欠けやすい。 

研究 

概要 

・ＴｉＣの靭性を向上させるためＴｉと複合化したＴｉＣ－Ｔｉ複合体を作製し、摩擦摩耗特

性の向上のために酸化被膜を形成させた材料を開発し、型材料としての実用性を検

証する。 

成果 
・出発原料としてチタン粉末とカーボン粉末を用い、それらをボールミルで混合した際の

混合過程を把握した。 

課題と

今後の

対応 

・酸化被膜を形成させ、摩擦摩耗特性を評価する。 

ボールミル混合粉末のＸ線回折結果 

▶１０．８ ｋｓ（３時間）以上ボールミルで混合するとＴｉＣ

が形成される。 

ＴｉＣ－Ｔｉ複合材料の抗折力と組織写真 

▶ミリング時間が１０．８ ｋｓ以上ではＴｉＣが粒状、Ｔｉが

ネットワーク状となり、抗折力が高くなる。 
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＜Ｃ＞センター単独研究 

⑤実用化促進研究 

実現可能性を確認したアイデアの実用化技

術の確立を目指す研究 

 

⑤実用化促進研究 ３テーマ 

■人体通信を利用した作業動態管理技術の開

発（Ｒ２～Ｒ４） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

＜Ｃ＞センター単独研究 

⑤実用化促進研究 

■人体通信を利用した作業動態管理技術の開発（Ｒ２～Ｒ４） 

※人体通信技術を利用し、製造作業に必要な動作だけで作業場所や作業時間などの 

データを収集・分析するシステムを開発する。 

背景 

・製造現場において、作業の標準化・効率化を行うため、工程内で働く作業者の作業内

容を録画・解析する、作業ごとの時間を計測することなどによって作業分析が行われて

いる。 

研究 

課題 

・作業時間の計測や作業履歴の管理を行うためには作業データ収集・分析が必要となる

が、既存の手法は分析に時間を要するとともに作業者への負担となっている。 

研究 

概要 

・人体通信技術を用いて、作業に必要な動作のみで作業時間や作業場所といったデー

タの収集を可能とし、収集したデータから作業内容を分析するシステムを開発する。 

成果 

・令和３年度に信号の伝送方式について改良を加えた人体通信機について、電子回路

基板及び筐体を製作し、人体通信の試作機を完成させた。 

・センター内に設置されている計測設備を用いて、測定作業のデータを収集する実験を

行った。その結果、測定手順通りに作業者の作業場所及び作業時間のデータが収集

できていることを確認した。 

・上記実験で収集した作業データから、作業者が行った作業内容を推定するプログラム

の作成を行い、作業場所と作業時間のデータから作業内容を推定できていることを確認

した。 

・試作した人体通信機を県内企業の製造現場に設置し、人体通信によるデータ収集が

可能であるか確認実験を行った。その結果、人体通信によるデータ収集が可能であるこ

とを確認した。 

課題と

今後の

対応 

・企業の製造現場での長期的な検証実験を行い、改良点などの確認を行う。 

・開発した人体通信機の作業データ収集以外の利活用方法について検討を行う。 

・開発した技術の県内企業への技術移転を検討する。 
 

 ■製造装置の非接触での異常振動監視技術の

開発（Ｒ４） 

■製造装置の非接触での異常振動監視技術の開発（Ｒ４～５） ※年度途中に研究期間を変更 

※形状計測技術を応用した非接触振動計測技術を用い、製造装置等の異常振動の監視、 

予知保全を行うシステムを開発する。 

 

背景 

・工場の製造装置等は大きな不具合が生じると、製造が滞るだけでなく、修繕に多くの時

間と費用が発生してしまう。そのため、予防保全として、定期的に点検、メンテナンス、部

品交換等が行われてきたが、予防保全は不必要な部品交換代や、そのための人件費

等不要なコストが発生する。 

・そのため、近年は予防保全から予知保全への転換が進められている。予知保全とは、

常に製造装置等の状態を監視し、必要に応じて点検、部品交換を行う考え方である。

その予知保全の中で、特に活用されているのが振動のモニタであり、センサにより異常

振動を検知することにより、設備全体の異常を把握する。 

研究 

課題 

・設備等の状態を常時監視するためには、振動センサを常時設置する必要があるが、設

置箇所が高温である、取り付け箇所の形状が異形である、監視したい箇所が可動部で

ある、等振動センサの取り付けができない、といった場合は設置ができない。また、異常

振動が発生する箇所が複数あり定まらない等の課題がある。 

研究 

概要 

・本研究では、過去に当センターで確立した技術を元に、カメラの出力信号（画素情報）

から、振動データを抽出、解析することにより、振動周波数を算出した。また、カメラ、レン

ズの光学設計、最適化を図った。 

成果 
・４０Ｈｚで振動するスピーカーの振動データを、カメラを用いて非接触で取得

した。その結果を周波数解析することで、振動の周波数を得ることができた。 

課題と

今後の

対応 

・装置本体の揺れの影響が危惧されるため、その見積もりを行う。 

 

 ■ウェアラブルセンサを用いた身体負荷量の
ＡＩ推定モデルの開発（Ｒ４） 

※研究区分変更 

⇒「実用化促進研究」から「実用化研究」へ 

■「ウェアラブルセンサと AI モデルによる健康経営補助システム開発（Ｒ４～Ｒ５）」の研究概要については「実用化研究」の欄に記載 

 ※年度途中に企業との共同研究に発展したため、研究名称及び研究期間を変更。 

 

  

試作した人体通信機器による測定作業の 

データ収集実験 

▶試作した人体通信機器(受信機)を実験室内の複

数個所に設置し、送信機を身に着けた人が各場

所の受信機に触れることで場所と時間のデータ収

集が可能となっている。 

模擬振動源（中央）とカメラ部（左） 

スピーカーの周波数解析結果 
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２ 鳥取県の経済・産業の発展に資する研究開発 （３）知的財産権の積極的な取得と成果の普及 

評価項目 

７ 自己評価：Ａ 
令和４年度の特許出願数は、令和３年度の出願数８件を上回り、センター活動の成果の権利化は順調に進捗した。センター独自研究、企業や他の研究機関との共同研究による技術開発の成果が、特

許出願につながった。また、実施許諾件数は昨年度から新たに８件増加して現状４８件と大幅に進展した。特に、県内企業での活用が見込まれる有効性の高い知的財産権を取得し、実施許諾等により技

術普及を進めた結果、令和４年度の実施料収入は令和３年度から倍増した。 

これらの活動から、出願、実施許諾、実施料収入全てが昨年度から増加していることから、計画を上回って業務が進捗していると判断し、Ａと評価した。 

第４期中期計画 令和４年度計画 年度計画に係る実績・進捗状況 
（３）知的財産権の積極的な取得と成果の普及 

県内企業との共同研究を積極的に取り組

み、技術移転を意識した知的財産権の取得を

強化する。また、知的財産権の出願にあたっ

ては、その有効性について弁理士や関係機関

等からの意見を踏まえて、センター知的財産

委員会において十分に検討した上で実施す

る。さらに、保有する発明の県内企業での実

用化を推進し、実施許諾等により広く普及す

る 

 

 

（３）知的財産権の積極的な取得と成果の普及 

① 知的財産権の取得等 

センターで実施した研究開発等の活動によ

り得た新たな知見や技術については、積極的

に知的財産権の取得を行い、県内企業への技

術移転を目指す。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（３）知的財産権の積極的な取得と成果の普及 

■KPI④【知的財産権の活用】 出願１０件  ⇒ 実績：１０件（対ＫＰＩ ：１００％） 

［第４期中期計画 KPI の進捗状況］ 目標３２件/４年 ⇒ R1+R2+R3+R4 の数 １１６％   

                      実施許諾件数 ２２件/第４期終了時 ⇒ 今年度で計４８件 ＊年度ごとの数値目標設定なし 

         【進捗状況】 特許出願件数は年間 KPI(10 件)に対して１０件の実績となった。センター独⾃研究、企業や研究機関との共同研究 
による技術開発、⼈材育成等の成果が発明に繋がった。実施許諾件数はプラス８件と順調に増加している。 

 

① 知的財産権の取得等 

【実施状況】 

■成果の保護と活用 

＜特許出願＞９件 

       
 

 

 

 

 

 

名称（番号、出願日、出願状況） 概 要 開発経緯 

非磁性微細ステンレス鋼加工品及びその製造方法 
（特願２０２２－１１２１２０、Ｒ４．７．１３、企業との共同出願） 

ステンレス鋼製注射針の尖端部を温間鍛造法により結晶粒径を微細化するこ

とで研削加工性に優れる注射針を製造する技術。 

企業との 

共同研究 

高周波誘導加熱における磁束密度制御部材を活用し

た選択的熱処理法 
（特願２０２２－１６００７５、Ｒ４．１０．４、企業との共同出願） 

外周面に凹凸のある円盤薄板積層部材の高周波誘導加熱において、被処理部

材の凹部に配置した非磁性体の焼入治具により磁束密度を制御し、被処理部

材の凸部を選択的に加熱できる金属熱処理技術。 

企業との 

共同研究 

曲げ加工装置及び曲げ加工方法 
（特願２０２２－１６８９２４、Ｒ４．１０．２１， 企業との共同出願） 

立体形状の金属部品の曲げ加工においてスプリングバックの影響を排除して高

い寸法精度を実現できる曲げ加工装置及び曲げ加工方法。 

企業との 

共同研究 

アルミコイル端面自動補正装置 
（特願２０２３－００１３２７、Ｒ５．１．６、企業との共同出願） 

アルミコイル端面を自動で平滑にそろえる際に、高精度かつ押さえ動作による補
正で発生する板のたわみの影響を排除可能な端面位置推定方法 

企業との 
共同研究 

部分強化折曲金型並びにそれを用いた金属部品の

加工装置及び金属部品の加工方法 
（特願２０２３－１８２２９、Ｒ５．２．９、企業との共同出願） 

固体潤滑剤である窒化ホウ素とタングステンカーバイド、ニッケル粉末を混合し焼結

し、その材料を曲げ加工用パンチの先端部として用いることで自己潤滑機能を付与

する部分強化金型の作製方法。 

企業との 

共同研究 

コーヒー茶葉の製造方法及びコーヒー茶葉 

（特願 2022-086529、R5．５．２７、企業との共同出願） 

コーヒー葉を原料とし、珈琲の有効成分であるトリゴネリンを高含有し、カフェインを低

減させた茶の製造方法。 

企業との 
共同研究 

 
 
 

中期目標 

（３）知的財産権の積極的な取得と成果の普及 

研究着手段階から知的財産権の取得、ならびに県内企業への実施許諾を行うことを強く意識しながら研究に取り組み、その成果により取得した知的財産権を積極的に公開し技術移転を進めるなど、効果的な

知的財産創出サイクルを確立すること。 

なお、知的財産権の取得に当たっては、弁理士等の知的財産専門家を活用して新規性や活用の見込みについて十分検討するとともに、成果の普及においても関係機関と十分連携して取り組むこと。 

［再掲］･･･２ 鳥取県の経済・

産業の発展に資する研究開発 

特願 2022-086529 

コーヒー茶葉の製造方法

及びコーヒー茶葉 

特願 2022-112120 

非磁性微細ステンレス鋼 

加工品及びその製造方法 

特願 2023-040462 

ＴｉＣ－Ｔｉ複合材料 

 

特願 2023-036166 

ベニズワイガニのおいしさ 

非破壊推定選別技術 

提供：澤井珈琲 
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ＴｉＣ－Ｔｉ複合材料 
（特願２０２３－０４０４６２、Ｒ５．３．２４、単独出願） 

チタン粉末、カーボン粉末を原料としてボールミルにより微細混合し、放電プラズマ焼

結した後、表面に酸化被膜を形成することで、摩擦・摩耗特性に優れる金型材料を製

造する技術。 

センター 

研究開発 

ベニズワイガニのおいしさに関与する甘味アミノ酸量を

非破壊で推定できる選別技術 
（特願２０２３－０３６１６６、Ｒ５．３．９、単独出願） 

ベニズワイガニ個体の左右の脚を別々の水槽に浸した状態で水槽に交流電圧を加

えて交流抵抗 を測定することで、カニのおいしさに関与する成分（甘味アミノ酸）の量

を推定し、カニのおいしさを推定できる技術及び選別方法。 

センター 

研究開発 

花蕾が落ちにくい冷凍ブロッコリーの製造方法 
（特願２０２２－１７９９０２、Ｒ４．１０．２１、出願） 

ブライン凍結前にブロッコリーを真空包装することで、輸送自等の振動による花蕾の

脱落を防止できるライン凍結方法。 

センター 
研究開発 

きらぼし 
（第３６７１６号、Ｒ５．３．２４、鳥取県との共同出願） 

精米時に割れ難く醸造適性が優れる「石川酒５２号」を種子親とし、県オリジナルの酒
造好適米の「鳥姫」を花粉親として人工交配した精米特性・溶解性に優れる育種。 

鳥取県との 
共同研究 

 

 

＜登録＞特許６件 

 

        
 

 

 

 

名称（番号、出願日、登録日、出願状況） 概 要 開発経緯 

マイクロプレート 

（特許第７０７４３０３号、出願：Ｈ３０．３．５、登録：Ｒ４．５．１６） 

ピペットより注入される培養液が培養細胞に及ぼす圧力及び剪

断応力等の影響を軽減し、培養液交換時における付着細胞の

損傷及び剥離等を防ぐことができる細胞培養容器。 

センター 

研究開発 

ハンドセンサ装置 

（特許第７０７５５８９号、出願：Ｈ３０．５．２４、登録：Ｒ４．５．１８） 

荷重センサの検出値と手の硬度情報を用いて荷重を検知する検

出部により、手にかかる荷重を正確に検出することができる装着

型ハンドセンサ。 

企業との 

共同研究 

コーヒー茶葉の製造方法及びコーヒー茶葉 

（特許第７１１６９５５号、出願：Ｈ３０．９．３、登録：Ｒ４．８．３） 

コーヒー葉を原料とし、珈琲の有効成分であるトリゴネリンを高含

有し、カフェインを低減させた茶の製造方法。 

企業との 

共同研究 

三次元培養法、三次元培養構造体、および三次元培養構造体の製

造方法 

（特許第７１４１０４９号、出願：Ｒ３．３．８、登録：Ｒ４．９．１３） 

ナノサイズの突起を施した微細構造により超撥水性を持たせた表

面上（凸部の間に平坦部を有する構造）で動物細胞を液状化に

培養し、組織再現性の高い細胞塊（スフェロイド）を形成させる方

法。 

企業との 

共同研究 

アルミロール端面揃え装置 

（特許第７１６５２９０号、出願：Ｈ２８．３．１０、登録：Ｒ４．１０．２６） 

 

金属ロール端面揃え装置 

（特許第７２５０２３８号、出願：Ｒ５．１．６、登録：Ｒ５．３．２４） 

従来のロール製品巻き取り装置よりも小型で低コスト・短期間で

導入可能な、一度に複数ロールの端面調整ができる自動端面調

整装置。 

企業との 

共同研究 

非磁性微細ステンレス鋼加工品及びその製造方法 

（特許第７１９９０２９号、出願：Ｒ４．７．１３、登録：Ｒ４．１２．２２） 

ステンレス鋼製注射針の尖端部を温間鍛造法により結晶粒径を

微細化することで研削加工性に優れる注射針を製造する技術。 

企業との 

共同研究 

 

現在保有特許権４３件、意匠権０件、出願中２９件･････････計７２件、うち実施許諾４８件 

 

特許第 7075589 号 

ハンドセンサ装置 
特許第７１４１０４９号 

三次元培養法、三次元培養構造体、 

および三次元培養構造体の製造方法 

特許第 7074303 号 

マイクロプレート 
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 ■知的財産委員会の開催（１２回開催） 

  職員からあった勤務発明、特許出願済みの発明についての審査請求、特許登録済みの発明の更新等について審議するために、センター知的財産委員

会を１２回開催した。 

＜審議内容及び結果＞ 

開催日時 審議内容及び結果 

第１回 

R4.4.1２ 

特 許 の 権 利 更 新 

特許の拒絶応答及び 

分 割 特 許 出 願 

PTC 出願の国内移行

及 び 審 査 請 求 

〔非磁性高強度ステンレス鋼加工品およびその製造方法並びにその製造装置〕（更新する） 

〔コーヒー茶葉の製造方法及びコーヒー茶葉〕（分割応答及び分割特許出願する） 

 

〔光学式非接触測定用の前処理剤およびスプレー体〕（国内移行及び審査請求する） 

 

第２回 

R4.5.13 

特 許 の 権 利 更 新 

 〃   

 〃   

〔硫酸基の脱離を抑えた硫酸化多糖の低分子化物およびその製造方法〕（更新する） 

〔魚肉接着方法〕（更新しない） 

〔シャフト固定用治具片〕（更新する） 

第３回 

R4.6.10 

職務発明認定及び継承 

 〃   

 〃   

特 許 の 権 利 更 新 

〔微細粒ステンレス鋼及びその製造方法〕（認定及び継承する） 

〔高周波誘導加熱における磁束密度制御部材を活用した選択的熱処理法〕（認定及び継承する） 

〔花蕾が落ちにくく、食感が良好な冷凍ブロッコリーの製造方法〕（継続審議する） 

〔ボイラ装置〕（更新しない） 

第４回 

R4.7.12 

出願特許の審査請求 

特 許 の 権 利 更 新 

 〃   

〔色ムラ検査装置および色ムラ検査方法〕（審査請求する） 

〔キトサン-ケイ酸複合体の製造方法〕（更新しない） 

〔成膜方法及び硬質被膜被覆部材〕（更新しない） 

第５回 

R4.8.10 

職務発明認定及び継承 

 〃   

出 願 特 許 の 審 査 請 求 

特 許 の 権 利 更 新 

 〃   

〔鳥系酒１２５号（育成品種）〕（認定及び継承する） 

〔花蕾が落ちにくい冷凍ブロッコリーの製造方法〕（認定するが継承及び早期審査しない） 

〔振動分布可視化方法及び振動分布可視化装置、共振箇所特定方法〕（審査請求する） 

〔アルミニウム合金の表面処理方法〕（更新する） 

〔シャフト用治具〕（更新しない） 

第６回 

R4.9.9 職務発明認定及び継承 
〔ベニズワイガニのおいしさに関与する甘味アミノ酸量を非破壊で推定できる選別技術〕 

（認定及び継承を保留する） 

第７回 

R4.10.12 

国内優先権主張出願 

特 許 権 の 権 利 更 新 

 〃   

特許権の持分割合変更 

〔人工皮革シート及びその製造方法〕（出願する） 

〔あぶらとり紙〕（更新する） 

〔印鑑〕（更新する） 

〔鳥系酒１２５号（品種登録）〕（変更する） 

第８回 

R4.11.８ 

特 許 の 権 利 更 新 

 〃   

〔紙成形体の製造装置〕（更新する） 

〔紙成形体の製造装置及び紙成形体の製造装置〕（更新する） 

第９回 

R4.12.9 

職務発明認定及び継承 

 〃   

〔曲げ加工金型〕（認定及び継承する） 

〔大気圧プラズマを利用した潤滑剤の洗浄方法〕（認定及び継承する） 

第１０回 

R5.1.1１ 

特 許 の 権 利 更 新 

 〃   

〔鍵製造方法および鍵製造ライン〕（更新する） 

〔加熱用復渋抑制柿ピューレ〕（更新しない） 

第１１回 

R5.2.８ 特 許 の 権 利 更 新 〔プリント基板の穴あけ加工方法及びプリント基板の穴あけ加工シート〕（更新する） 

第１２回 

R5.3.８ 

特 許 の 権 利 更 新 

 〃   

〔紙成形体の製造方法及び紙成形体の製造装置〕（更新する） 

〔マイクロ水力発電システム、及びその制御方法〕（更新しない） 
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② センター発明の普及  

センターの保有する発明については、日頃

の技術支援活動をはじめ、ホームページ、技

術ニュース、センター主催の研究発表会やイ

ベント等の多様な手段により情報発信を行

い、企業等への技術移転を推進する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

②  センター発明の普及 ＜活用＞実施許諾件数 総数４８件（うち新規８件） 
 

番号、名称（略記）  番号、名称（略記） 

特許第４６０４２７３号 コラーゲンペプチド含有溶液及び含有粉末の製造方法 特願２０２０-０１８４１９ 金型欠損検出システム 

特許第４６２０９５８号 印鑑 特願２０１９－０７８５７１ 

PCT/JP2019/38085 
光学式非接触測定用の前処理剤およびスプレー体

（２件） 

特許第４５０１１２９号 和紙成形体の製造方法及び和紙成形体の製造装置 特願２０１９－２３１８７０ 色ムラ検査装置および色ムラ検査方法 

特許第４４８２６９７号 簡易で効率的な凍結融解濃縮法 特許第４６５４６１９号 

特許第５４３９６３９号 
紙成形体の製造方法及び紙成形体の製造装置 

紙成形体の製造装置、紙成形体の製造方法及び紙成形体 

特許第５０９２０７５号 シャフト用治具 特許第４７１６２１１号 紙成形体の製造方法及び紙成形体の製造装置 

特許第４４１５１６８号 あぶらとり紙 特願２０２０－２０１０００ ブライン凍結機及びブライン凍結法 

特許第４２６９３２５号 プリント基板の穴あけ加工方法及びプリント基板の穴あ

け加工シート 

特願２０２１－０５２３０８ 金属樹脂接合装置 

特許第５５０４４０８号 マイクロ水力発電システム及びその制御方法 特許第６３３７３８３号 パワー半導体用基板の製造方法および耐熱ガラス基板 

特許第５３２６１３１号 成膜方法及び硬質被膜被覆部材 特許第５５８４９３９号 

特許第６８５４５００号 
キチン・アスタキサンチン分離生産方法 

三次元培養法、三次元培養構造体、および三次元

培養構造体の製造方法 

特許第５７２５６４０号 梨果汁添加茶 特願２０２１－００９９５７ 醤油加工品及びその製造方法 

特許第６２２９１３５号 タグ取り付け具  

特許第６８１１５０５号 
 

ピッキング装置およびピッキング方法 

特許第５９６６１２７号 ボイラ装置およびボイラ用燃料  

特願２０２１－１８８２２８ 
 

キノコ由来の新素材開発（仮称） 

※正式名称は、企業の意向により非公表 

特許第６７５４１０６号 視線誘導標および同期点滅システム 

特許第５０９２０７５号 シャフト用治具 特許第７０２６３４２号 湿式内外表面処理装置及び湿式内外表面処理方法 

特願２０１６-０６７１６０ 金属ロール端面揃え装置 特許第７０２９７４２号 電解研磨液及びそれを用いたステンレス鋼の電解研

磨方法並びに耐食性に優れるステンレス鋼の製造方法 

特許第 7116955 号 コーヒー茶葉の製造方法及びコーヒー茶葉 新規（令和４年度） 

特許第５９９８３１４号 アルミニウム合金の表面処理方法 特願 2022-008304 カプセル化醤油と水溶液状食品の加工品並びに

その調理品とその製造方法 特許第６３２６７０９号 ステンレス鋼発色管理方法およびシステム 

特許第６３３７３８３号 化学発色法による発色ステンレス鋼の製造方法 特願 2021-190192 ロボットアーム及びロボットアーム用のガイド 

特許第６５１９０３５号 非磁性高強度ステンレス鋼加工品製造方法等 特許第 6853536 号 

特許第 6869495 号 
水素バリア機能を有するステンレス鋼及びその製造方

法 

耐水素脆性及び耐食性に優れるステンレス鋼構

造物並びにその製造方法 

特許第 6815060 号 

PCT/JP2019/38085 
関節用デジタル角度計 特許第 6664615 号 鍵製造方法および鍵製造ライン 

特願２０１９-１６９７４７ 印刷用和紙 特願 2022-160075 高周波誘導加熱における磁束密度制御部材を活

用した選択的熱処理法 

特許第６６６４６１５号 鍵製造方法および鍵製造ライン  特願 2023-001327 金属ロール端面揃え装置 

特許第６７１３６１３号 複雑形状容器部品用金型、容器部品  特願 2022-168924 曲げ加工装置及び曲げ加工方法 

特許第６７０７７４６号 潤滑剤供給装置及びこの潤滑剤供給装置を有す

る成形加工装置並びにこれを用いた成形加工方法 

 特願 2023-18229 部分強化折曲金型並びにそれを用いた金属部品

の加工装置及び加工方法 

 

■情報発信 

県内外で実施した研究成果発表等を通して、保有する特許情報の発信を行った。 

・センター活動成果発表会やセミナー講習会等により県内企業等へ情報発信した。 

・「産業技術支援フェアｉｎ ＫＡＮＳＡＩ」で関西広域連合を通して２件の情報発信したほか、、「北東アジア産業技術フォーラム」、「中国地域産業技術連

携推進会議」等を通して県外企業等へ情報発信した。 

 

 

 



- 47 - 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■センター発明の企業での活用（実施許諾） 

     第４期中期計画ＫＰＩでは第４期終了時点で２２件の実施許諾を目安としているが、令和４年度はさらに８件の新規実施許諾を行った。令和４年度終了時点

で４８件のセンター発明が県内企業等に活用される契約を結んでいる。 

 

 [実施料収入］ ２５８，０４９円／Ｒ４年度 （１２４，９１４円／Ｒ３年度）・・・ 実施許諾中の４８件のうち、１２件で実施料収入があった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜課題と対応＞ 

【令和４年度の課題】 
・令和 4 年度も積極的に特許出願、実施許諾を進め、実施許諾件数が伸び、実施料収⼊の増加にもつながったが、さらに企業活動に貢献できる事案を創出
していくことが重要である。 

【今後の対応】 
・今後は、企業への技術移転、実装繋がる研究成果の創出を⽬指して、有効な成果や発明を厳選して戦略的な意図を持って権利化する。 
・また、積極的に技術移転を推進し、許諾先での事業化への推進を後押していく。 

 

 

番号、名称（略記） 実施料収入 

特願２０２０－００１７２０ 光学式非接触測定用の前処理剤およびスプレー体 １３４，７１０円 

特許第４５０１１２９号  和紙成形体の製造方法及び和紙成形体の製造装置 ３３，８０４円 

特許第５９９８３１４号  アルミニウム合金の表面処理方法 ２４，９９５円 

特願２０２０－２０１０００ ブライン凍結機及びブライン凍結法 ２３，２５５円 

特許第４６２０９５８号  印鑑 １５，７３５円 

特許第４４８２６９７号  簡易で効率的な凍結融解濃縮法 １０，６５５円 

特許第４２６９３２５号  プリント基板の穴あけ加工方法及びプリント基板の穴あけ加工シート ５，２０５円 

特許第７１１６９５５号  コーヒー茶葉の製造方法およびコーヒー茶葉 ４，６８９円 

特許第６７５４１０６号  視線誘導標及び同期点滅システム ３，１８０円 

特許第６８１５０６０号  関節用デジタル角度計 ８９７円 

特願２０１９－１６９７４７ 印刷用和紙 ７０４円 

特許第６２２９１３５号  タグ取り付け具 ２２０円 
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３ 鳥取県で活躍する産業人材の育成 

評価項

目 

８ 
自己評価：Ａ 

重点プロジェクト分野に関する人材育成をはじめ、幅広い専門分野に関する各種技術研修を実施した結果、ＫＰＩ値を大幅に上回るなど、企業の中核人材となる技術者の育成に貢献した。重点分

野の研修ではセンターの技術も積極的に紹介した結果、研修後もセンターとの関わりを深める中で、参加企業との共同研究の実施や製品試作支援に発展し商品化に繋がった事例や、実装に向けて

発展するケースもみられた。 

特に、企業の個別課題に対応するオーダーメイド型人材育成研修は、中上級技術者の育成に効果を発揮し、企業への技術移転・共同研究に進展するなど、センター要素技術や研究開発の成果

が県内企業に普及・活用される機会として有効に機能した。 

これらの活動から、企業人材の育成に大きく貢献したことより、計画を上回って業務が進捗していると判断し、Ａと評価した。 

中期目標 

３ 鳥取県で活躍する産業人材の育成 

  企業ニーズの高いオーダーメイド型人材育成メニューの提供など、これまでに培ってきた産業人材育成のノウハウを活かしながら、引き続き積極的に企業内人材等を受け入れるとともに、県内も

のづくりの現場において研究開発力や製造技術・商品化手法等の技術力を高め、あらゆる課題解決に積極的に取り組むことができる、高度産業人材育成に取り組むこと。 

第４期中期計画 令和４年度計画 年度計画に係る実績・進捗状況 

３ 鳥取県で活躍する産業人材の育成 

 

【ＫＰＩ⑥】 人材育成メニューの充実 

参画企業：８００社、参加者数：１,６

００人、育成者数：２６０人 

参加企業および参加者数はセンター

が実施する人材育成事業の延べ数。育成

者数は、中上級者向け人材育成事業の修

了者数。 

 

 

本県製造現場で活躍する高度技術者

の育成を目的にセンターが長年実施し

てきたオーダーメイド型人材育成を継

続実施するとともに、第４期に設定する

「ＡＩ・ＩｏＴ・ロボット」、「次世代

自動車」、「豊富な水産資源を活用した

高付加価値食品」等の重点分野に関する

研究開発、製造技術や商品化手法等の技

術力向上を目指す中上級者向け人材育

成を特に強化して実施する。 

その他、県や機構等の関係機関が行う

類似セミナーや講習会等との連携によ

り効率化を図り、センターは県内中小企

業の製造現場で活躍する技術者・研究者

を対象とした実習形式の専門研修を中

心に人材育成を実施する。 

 

 

３ 鳥取県で活躍する産業人材の育成 

 

【ＫＰＩ⑥】 人材育成メニューの充実 

参画企業：２００社、参加者数：４００人、

育成者数：６５人 

参加企業および参加者数はセンターが

実施する人材育成事業の延べ数。育成者

数は、中上級者向け人材育成事業の修了

者数。 

 

 

県内企業の課題解決のための技術力や

次世代の新たな技術課題への対応力の向

上を目指して各種事業を行い、本県成長

分野や地域産業における技術力のある高

度産業人材の育成を推進する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３ 鳥取県で活躍する産業人材の育成 

県内企業の技術課題等を解決するため、ものづくりから商品開発までの幅広い分野に対応した各種人材育成事業を実施した。 

■⑥KPI【人材育成メニューの拡充】の達成状況   

 参画企業数 ２００社 → 実績数 ３５５社（対ＫＰＩ ：１７８％） 

参加者数  ４００人 → 実績数 ５１８人（対ＫＰＩ ：１３０％） 

中上級育成者 ６５人 → 実績数 １６６人（対ＫＰＩ ：２５５％） 
［第４期中期計画 KPI の進捗状況］ 目標 参画企業数  ８００社/４年 ⇒ R1+R2+R3+R4 の数 ２０１％  、参加者数  １,６００名/４年 ⇒ R1+R2+R3+R4 の数 １４８％   

育成者数   ２６０人/４年 ⇒ R1+R2+R3+R4 の数 ２１２％   

 【進捗状況】 年間 KPI に対し実績は⼤きく上回り、現時点で第４期 KPI 値を上回るなど⼤幅に進捗している。 
企業ニーズに合致した研修の設定や、センター独⾃研究をニーズのある分野に的確に普及する活動により、多くの産業⼈材を育成した。 

【実施状況】                                                   数値は延べ数 

分野 実施状況 項目 
参加企業数

参加者数 
育成者数 

重点 

分野 

生産性向上を目指した AI・IoT 技術分野 
① 「ＡＩ・ＩｏＴ・ロボット導入実証支援プロジェクト」 ＜継続＞ 

◎初級：自動化等に取り組む、または検討している県内企業の経営者層等を対象に、県内外
のＳＩｅｒと連携したロボット導入等により生産性向上に成功している事例を紹介し、ロボ
ットを導入に必要な体制準備や意識向上を目的としたセミナーを開催した。 

◎中級：ＩｏＴ技術分野（マイコンとセンサ技術等）、ロボット技術分野（Pyｔｈon によるロボットの外
部制御、外部機器と連携したピッキング等）、ＡＩ技術分野（Python を用いた学習、ＡＩ
による自動画像検査技術等）など１０回開催した。 

◎上級：生産性向上に課題を抱える企業にシステム提案できる SIer を育成するため、モデル企
業２社に協力いただき提案型ロボットシステムインテグレータ育成研修を実施した。 

技術基

盤の強

化 

１１７社 

１５３名 
８６名 

次世代自動車分野 

② 「次世代自動車関連技術研究会事業」 ＜継続＞ 
◎初級：自動車の電動化、低コスト化、軽量化に対応するための「回路設計技術」、「金属非金

属の溶射技術」、「鋼の熱処理技術」に関するワークショップセミナーを開催した。 

技術応

用力の

強化 

 ５８社 

１０８名 
― 

豊富な水産資源を活用した高付加価値食品分野 

③ 「鳥取県水産加工技術研究会事業」 ＜継続＞ 
◎初級：水産物の高付加価値化、水産加工業の自動化、地域資源の有効活用に繋げるため

の「冷凍技術・品質保持技術」、「ＡＩ・ＩｏＴ・ロボット活用技術」、「水産加工
技術」に関するセミナーを開催した。 

製品開

発力の

支援 

 ２３社 

 ３１名 
－ 

基盤的 

産業 

分野 

電気・機械関連分野 

④ 「分析技術能力強化事業」 ＜継続＞ 
◎初級：ガスクロマトグラフ質量分析装置の活用経験のある技術者を対象に、装置の原理、各

種測定法の特長、測定事例などを紹介するセミナーを開催した。 
◎上級：赤外分光光度計の活用経験のある技術者を対象に、座学や実習を通じて、測定や解

析でのテクニックや、溶媒中抽出法による微量成分分析及び赤外吸収スペクトルの微
分処理によるピーク分離解析等の技法を習得するセミナーを開催した。 

課題解

決能力

の強化 

  ９社 

 ２１名 
１４名 

食品関連分野 

⑤ 「食品開発･品質技術人材育成事業」 ＜継続＞ 
◎初級：衛生管理に基づく微生物汚染低減、殺菌、ｐＨ等静菌手法等の組み合わせによる食

品の品質保持など、微生物制御手法に関する講習を開催した。 
◎中級:食品の微生物検査における器具や培地の取り扱い方から培養、菌数計測などの基本

的な手法や、殺菌条件や方法を科学的根拠に基づいて決定する手法を習得する研修
を開催した。 

◎上級：食品における減塩の意義とおいしさについて紹介するとともに、味と香りの官能評価トレ
ーニング実施に向けた試薬調製手法を習得する研修を開催した。 

製品開

発力の

支援 

 ７８社 

 ９８名 
３２名 
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基盤的 

産業 

分野 

地域産業分野 

⑥ 「鳥取伝統和紙高度利用促進支援事業」 ＜継続＞ 

◎初級：因州和紙協同組合の協力を得て作製した“インクジェット印刷和紙見本帳”についての

報告と今後の活用等に関する意見交換会を開催した。 

製品開

発力の

支援 

 １５社 

 １６名 
－ 

⑦ 「木質建材等開発支援事業」 ＜継続＞ 

◎初級：ＳＤＧｓ、カーボンニュートラルを見据え、高層木造建築や、オフィスビルなど住宅以外

の新分野での木材、木質材料の活用動向に関するセミナーや、木質建材、製材品の

品質管理や製品開発に不可欠な木材の組織構造に関する勉強会を開催した。 

製品開

発力の

支援 

 １５社 

 ２５名 
－ 

⑧ 「酒類製造技術支援事業」 ＜継続＞ 

◎初級：清酒の官能評価に求められる香りの識別能力等を習得する勉強会や、商品化に向け

たニーズ調査等の手法を紹介するセミナーを開催した。 

◎中級：市販の日本酒を用いた官能評価実習や、酒造プラントを用いた試験醸造（タライ製麹、

モロミ仕込）実習を開催した。 

◎上級：全国新酒鑑評会の入賞率向上に向けて、改善点について個別指導を実施した。 

製品開

発力の

支援 

 ２４社 

 ４７名 
 １７名 

全分野

対応の 

ｵｰﾀﾞｰﾒｲ

ﾄﾞ型研修 

⑨ 「ものづくり人材育成塾」 ＜継続＞ 

◎中上級：企業が抱える技術課題の解決を図るために、企業の要望に応じたオーダーメイド型

研修を実施した。課題解決手法習得コース、AI・IoT・ロボット技術習得コース、水産

加工技術習得コースを設定。 

課題解

決能力

の強化 

１６社 

１９名 
１７名 

合 計  
３５５社 

５１８名 
１６６名 

 

○実施した人材育成事業に多くの企業技術者が参加した。KPI 値を大幅に上回り延べ３５１社、５１２名が参加 

○中上級育成者数も KPI 値（65 名）を大幅に上回って１６０名となった。 

  （要因）AI・IoT・ロボット導入支援プロジェクトの人材育成が、令和２年度の基礎的講習から実践的研修に着実にステップアップしたことなど。 

○既存製品の改善や新製品開発等に結びついた事例 

事例 内容 ⼈材育成事業 

組立工程におけるね

じ締め作業の自動化 

電気製品の組立工程で頻出する「ねじ締め作業」について、費用対効

果を考慮して省力化したいという課題に対して、とっとりロボットハブの設

備を活用した人材育成を実施した。ロボット周辺機器の活用技術や製

作技術の習得を支援した結果、自社内でのロボット開発に繋がり、当該

工程の省力化を実現することができた。 

 

ものづくり人材

育成塾 

鋳物の組織構成の加

工性への影響調査 

鋳物の切削加工を行う際、鋳造条件によって切削工具の工具寿命が

異なるとの課題に対して、鋳造条件と金属組織変化の影響を調査し、

各組織の切削性、工具摩耗、切りくず排出性を数値化した。その結

果、鋳造条件と切削性の関係が明らかとなり、今後の課題解決の方向

性が明確となった。 
 

植物からの機能性成

分の抽出 

植物から製造される製品に機能性をさらに付与したという課題に対し

て、実験室レベルでの原料の配合条件検討と機能性評価の支援を行

った結果、量産レベルでも高い機能性を有する製品を製造することが

可能となった。 
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事例 内容 ⼈材育成事業 事例 

農産物の長期保存食

品の開発 

農産物を使って長期保存食品を開発したいという課題に対して、レトルト

殺菌技術や凍結乾燥技術の習得支援を行った結果、完成度の高い試

作品の開発に成功し、商品化の道筋をつけることができた。 

 

ものづくり人材

育成塾 
ワインの香りの数値化

による品質管理 

自社製造のワインの客観的なデータを取得し品質管理に活かしたいと

いう課題に対して、におい識別装置、味覚センサー、分光式差計の基

礎的な使用方法の習得を支援した。その結果、味覚項目の数値化が品

質管理に特に有効であることがわかり、これらの相関に関する基礎的デ

ータを蓄積し、自動計算エクセルシートの作成等に繋がった。 

 

農産加工品の食感評

価 による自 社 製 品 の

優位性アピール 

自社農産加工品の食感を数値化することで他社製品に対する優位性を

客観的に示したいという課題に対して、クリープメーターを用いた破断強

度解析の技術習得を支援した結果、当該製品の食感に関するデータ取

得や、当該製品の調理方法と食感の関係を把握できる指標(マッピング)

を作成することに繋がった。 

 
 

 

＜課題と対応＞ 

【令和４年度の課題】 
・人材育成事業には、多くの県内企業技術者の参加があり好評であるが、今後も県内産業の現状にマッチした人材育成事業を計画・実施

するための見直しも必要である。 

【今後の対応】 
・県内企業の抱える課題は、年々高度化、複雑化、多様化し課題ごとに適切な対応が必要であり、集合型とオーダーメイド型研修をうま

く組み合わせながら、人材育成事業に取り組む。 

・天然資源を中心とする県内の地域資源の活用は、地場産業の活性化に加え、脱炭素やＳＤＧｓの観点からも今後重要になってくると考

えられるため、新たな取組や新たな事業の創出に繋げていく。 

・企業によっては時間的な制約から研修参加が困難な場合もあるので、オンライン研修等、様々なツールを活用して実施する。 

・オーダーメイド研修については、企業の課題解決、技術者養成の両面で効果が大きいことから、積極的に働きかける。 
※人材育成事業の開催状況の概要については、次頁以降（Ｐ５１～Ｐ６１）を参照 

提供：ダブルノット  

提供：Ties 
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【重点分野】 

＜生産性向上を目指したＡＩ・ＩｏＴ技

術分野＞ 

■ＡＩ・ＩｏＴ・ロボット導入実証支援プ

ロジェクト（継続） 

 

ＡＩ・ＩｏＴ・ロボットの各分野の専門

技術や連携技術に関する人材育成によ

り、県内企業のロボット技術等の積極的

な導入・活用の推進を図る。 

 

◎中 級： 

・ＡＩ技術分野、ＩｏＴ技術分野、ロボッ

ト技術分野などの座学と実習研修  

・自動化、ロボット導入等に意欲的な企業

の経営者層を対象に、自動化・省力化等

の生産性向上に成功した事例を紹介す

るセミナー 

◎上 級： 

・実際のロボットシステム設計の際に必

要となる“課題解決力、提案力”の強化

を目的に、県内 SIer 人材の育成を行う

（県内 SIer 対象の提案型技術者育成）  

・導入に向けた課題を解決する参加企業

ごとの個別研修（ものづくり人材育成

塾等） 

 

上記の研修計画のほか、随時、企業ニー

ズを調査・把握し、その結果を研修に組み

入れるなど、内容の充実を図り、研修効果

を高めていく。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【重点分野】 

＜生産性向上を目指したＡＩ・ＩｏＴ技術分野＞ 

■ＡＩ・ＩｏＴ・ロボット導入実証支援プロジェクト（継続） 

県内製造業のより一層の生産性向上に向けて、「ＡＩ・ＩｏＴ・ロボット実装支援拠点（とっとりロボットハブ）」等を活用し、自社に自動化機器・ロボットシステム・工程のスマート

化技術の導入を進める企業の技術者を対象とした人材育成研修を実施した。 

また、自動化機器・ロボットシステムを工場に提供するロボットシステムインテグレータ（ＳＩｅｒ）企業を育成するため、モデル企業の協力を得て、製造現場での課題解決の提

案を行う技術者研修を実施した。 

項目 概要 

実施状況 

参加者数 延べ１１７社、１５３名 

 研修内容 
受講 

レベル 
形式 

企業数 

参加者数 
育成者数 

１ 
ロボット導入支援セミナー（経営者向け） 
（開催日：Ｒ４．７．７） 

初級 Ｗｅｂ ４５社６７名 ― 

２ 
産業用ロボットシステム導入研修 
（開催日：Ｒ４．８．２５，２６） 

中級 座学＆実習 ６社８名  ８名 

３ 
産業用ロボットシステムインテグレータ研修 
（開催日：Ｒ４．８．３０、３１） 

中級 座学＆実習 ６社８名  ８名 

４ 
マイコンとセンサで始めるＩｏＴシステム構築研修 講座① 
（開催日：Ｒ４．９．１２、１３） 

中級 座学＆実習 ７社１０名  １０名 

５ 
マイコンとセンサで始めるＩｏＴシステム構築研修 講座② 
（開催日：Ｒ４．９．２７） 

中級 座学＆実習 ７社１０名 １０名 

６ 
Pythonプログラミング実践研修 
（開催日：Ｒ４．１０．１７，１８） 

中級 座学＆実習 １０社１０名 １０名 

７ 
Pythonを用いたディープラーニング実践研修 
（開催日：Ｒ４．１１．８，９） 

中級 座学＆実習 ９社１０名 １０名 

８ 
Pythonを用いた協働ロボットの外部制御研修 
（開催日：Ｒ４．１１．１１） 

中級 座学＆実習 ８社８名 ８名 

９ 
産業用ロボットと外部機器の連携によるピッキング研修 
（開催日：Ｒ４．１１．２４～２５） 

中級 座学＆実習 ６社６名  ６名 

１０ 
自動外観検査のためのAI学習と検査装置化研修 
（開催日：Ｒ４．１２．６） 

中級 座学＆実習 ４社４名  ４名 

１１ 
生産ライン自動化のためのレイアウト・自動化設備の設計研修 
（開催日：Ｒ５．１．２０） 

中級 座学＆実習 ５社６名  ６名 

１２ 
提案型ロボットシステムインテグレータ育成研修 
（開催日：R４．１０．２４～Ｒ５．２．１６） 

上級 座学＆実習 ４社６名 ６名 

 

        

   

成果 

とっとりロボットハブ等を活用し、県内企業のＡＩ・ＩｏＴ・ロボット技術の普及促進と人材育成を行った。 

経営者層向けのセミナーを実施し、システム導入に当たっての地ならしをすることで、ロボットシステムやＩｏＴシステム等を目的達成の

ためのツールとして活用することについての意識改革を促すことができた。 

また、モデル企業に製造現場を実習場所として提供して頂き、県内ＳＩｅｒ企業の提案力向上を目指した「提案型ロボットシステムイン

テグレータ育成研修」も新たに実施し、より実践的なＳＩｅｒ人材を育成することができた。 

ロボットエンジニア育成研修事業においては延べ８０名（２５社４２名）の技術者を育成することができた。 

来年度も更なる技術力向上のための研修や企業訪問、専門家派遣等を行い、システム実装まで伴走支援する予定である。 

課題と対応 

企業現場でのシステム実装には、課題抽出の調査やシステムの仕様検討、費用対効果等の判断に時間を要する場合が多く、長期

的な視野での取り組みが必要である。引き続き、県や支援機関等と連携支援体制を維持し、プログラミングやロボットの固有技術の提

案力を強化するとともに技術支援の幅を広げ、県内製造業のスマート工場化、企業全体のＤＸ化等に繋げる。 
 

Python を用いたディープラー

ニング実践研修 
産業用ロボットと外部機器の

連携によるピッキング研修 
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＜次世代自動車分野＞ 

■次世代自動車関連技術研究会事業（継

続） 

 

◎中 級：次世代自動車用部品の開発動向

を踏まえ、付加価値向上とエネ

ルギー・材料の効率的使用を両

立させる先進技術に関する講習

と現地指導を交えたゼミナール

を開催する。 

 

◎上 級：関連企業参加による共同実験等

を交えたワークショップ形式の

セミナーを“軽量化・低コスト

化・電動化”の各テーマについて

開催する。参加企業の研究開発

力を醸成するため、開発担当者

を対象に、外部講師を交えて一

歩踏み込んだ先進技術の習得を

目的とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜次世代自動車分野＞ 
■次世代自動車関連技術研究会事業（継続） 

第４期中期計画における重点分野の一つである「次世代自動車分野」について、県内企業の競争力強化及び新たな事業展開を推進するために、オンライン形式による技

術セミナーを開催した。また、セミナー講師と共に希望する参加企業を訪問し、現場の抱える課題解決に繋がる技術提案を行った。 

項目 概要 

実施状況 

参加者数 延べ５８社、１０８名 

 研修内容 
受講 

レベル 
形式 

企業数 
参加者数 

１ 

次世代自動車関連技術研究会電動化セミナー 

「車載電装品の回路設計技術」 （開催日：Ｒ４．７．２９） 

講演① 「次世代自動車用電池の開発と周辺技術」 

鳥取大学工学部 准教授 薄井 洋行 氏 

話題提供② 「電池／モーター駆動系電装品の回路試作・共同実験」 

機械素材研究所機械・計測制御グループ 上席研究員 福谷武司 

初級 Ｗｅｂ １３社１８名 

２ 

次世代自動車関連技術研究会低コスト化セミナー 

「金属非金属を繋げる新素材プロセス活用技術」 （開催日：Ｒ４．９．１） 

講演① 「オンリーワンでナンバーワン、オーダーメード機能素材を目指して」 

         高輝度光科学研究センター 岡田 京子 氏 

話題提供②フレーム溶射材料の調整と評価 

機械素材研究所無機材料グループ 研究員 田中 俊行 

初級 Ｗｅｂ １３社２０名 

３ 

次世代自動車関連技術研究会軽量化セミナー 

「鉄系部品に命を吹き込む 熱処理と脱炭素」 （開催日：Ｒ４．９．２８） 

講演① 「熱処理の種類と熱処理コンテスト秘話」 

鳥取県熱処理協業組合 専務理事 馬田 秀文 氏 

話題提供② 「高周波誘導加熱による超短時間加熱とその効果」 

機械素材研究所機械・計測制御グループ 主任研究員 佐藤 崇弘 

実況配信③ 「高周波処理ラインから金属熱処理技能士による実演」 

鳥取県熱処理協業組合 工場長 生田 智章 氏、 

技術営業係長 福江 智輝 氏 

初級 Ｗｅｂ ３２社７０名 

 

 

 

 

 

成  果 

自動車部品関連企業の課題解決のため、次世代自動車に求められる「軽量化、低コスト化、電動化」に関する最新の技術情報を提

供し、センターが取り組む技術支援を紹介した。その結果、電気自動車に搭載する軽量部品開発に関する県内企業との共同研究に

発展した。機械部品の熱処理方法を、環境負荷の大きい浸炭焼入れから、環境負荷の小さい高周波焼入れへ変更できないか社内で

検討されるなど、脱炭素社会に向けた新たな取り組みに生まれるなどの成果が得られた。 

課題と対応 

県内企業では、脱炭素化社会の実現に向けて次世代輸送機器や環境エネルギー等の成長産業分野への参入を目指す動きが活

発になっており、技術革新ニーズに沿った技術支援に取り組む必要がある。令和５年度に「グリーンものづくり新技術研究会」事業を実

施し、環境負荷低減と高付加価値化を両立するものづくり技術の技術セミナーなどを通じて、企業の技術革新を支援する。 
 

 
  

「金属非金属を繋げる新素材プロセス

活用技術」セミナー 
「鉄系部品に命を吹き込む熱処理と

脱炭素」セミナー 
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＜豊富な水産資源を活用した高付加価値

食品分野＞ 

■鳥取県水産加工技術研究会事業（継続） 

 

令和４年度は第４期中期計画の最終年

度であることから、推進項目である、「冷

凍、保管、解凍」「ファストフィッシュ」

「カニ自動選別」の実用化、技術移転を目

指した取り組みを行うと同時に、先進技

術等の紹介を行う。 

 

◎初 級：・他県等での先進的な取り組み

の事例紹介 

・センター研究開発「冷凍、保

管、解凍」「ファストフィッシ

ュ」「カニ自動選別」の成果報

告と関連技術に対する個別

相談会 

 

◎中 級：企業毎の課題を解決する個別研

修（ものづくり人材育成塾） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜豊富な水産資源を活用した高付加価値食品分野＞ 
■鳥取県水産加工技術研究会事業（継続） 

水産関連企業が抱える課題として、①冷凍技術・品質保持、②工程改善（ＡＩ・ＩｏＴ・ロボット等の活用）、③未利用資源の活用・ファストフィッシュをキーワードに、日程を 3

回に分け課題解決の糸口になるような講演や、センター保有の技術について情報提供を行った。 

項目 概要 

実施状況 

参加者数 延べ２３社、３１名 

 研修内容 
受講 

レベル 
形式 

企業数 
参加者数 

１ 

水産関連企業の課題解決糸口セミナー① 「冷凍技術・品質保持」 

講演１：徹底した温度管理による高鮮度保持と高品質冷凍 

            東京海洋大学 客員教授  岡﨑恵美子氏 

講演２：リキッドフリーザー「凍眠」が企業にもたらすメリットとは 

                         （株）テクニンカン        菅 裕作氏 

話題提供１：冷凍技術を利用した研究・商品開発について 

食品開発研究所 水畜産食品グループ 研究員  藤光洋志 

（開催日：Ｒ４．９．１６） 

初級 座学 １０社１２名 

２ 

水産関連企業の課題解決糸口セミナー② 「工程改善（ＡＩ・ＩｏＴ・ロボット等の活用）」 

講演３：水産加工業の自動化課題と突破口を考える 「掴む技術・既存技術の活

用・適正な自動化システムは？」         アドバント（株）  岡田智則氏 

話題提供２：工程改善における当センターの支援体制について 

食品開発研究所 水畜産食品グループ 研究員  長﨑稔拓 

（開催日：Ｒ４．９．３０） 

初級 座学 ４社６名 

３ 

水産関連企業の課題解決糸口セミナー③ 「未利用資源の活用・ファストフィッシュ」 

講演４：地域資源の有効活用について       シラホフーズ（株） 荒井忠一氏 

講演５：魚離れに対応した加工品の製造技術開発について 

 （地独）北海道立総合研究機構 食品加工研究センター  山田加一朗氏 

話題提供３：食品開発研究所でのフードロス、ファストフィッシュの取り組み紹介 

食品開発研究所 水畜産食品グループ グループ長  加藤 愛 

（開催日：Ｒ４．１０．１４） 

初級 座学 ９社１３名 

 

     

 

成  果 

「未利用資源の活用・ファストフィッシュ」セミナーの参加がきっかけで、イワシをまるごと使った商品開発に取り組みたいとの要望があ

り、センター保有機器での試作検討を支援した。製品化に向けて装置を保有している企業を紹介した結果、イワシまるごとチップスの商

品化に繋がった。 

「冷凍技術・品質保持」セミナーでは、ブライン凍結による急速凍結に興味を示された企業があり、導入などを検討されている。 

課題と対応 

今回、自社が抱える課題について事前アンケート調査を行いテーマ決めを実施したが、工程改善のテーマでは参加企業が少なかっ

た。人手不足が問題となっており、少しでも参加しやすいハイブリッド形式での開催を活用するなどの対策を取る。 

冷凍技術・品質保持や、未利用資源の活用・ファストフィッシュに関しては、今後もこのようなセミナーがあれば参加したいという意見も

あり、品質保持や未利用資源の活用などの内容は、第５期に重点的に取り組むフードテックの内容に絡めて今後も情報提供を行う。 

工程改善（ＡＩ・ＩｏＴ・ロボット等の活用）については、人手不足であり関心はあるが、課題も多いことから、第５期のDXを活用した生産

性向上と連携しながら、継続して支援を行う必要がある。 
 

  

冷凍技術・品質保持             試食品（冷凍技術・品質保持） 
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【基盤的産業分野】 

＜電気・機械関連分野＞ 

■分析技術能力強化事業（継続） 

 

◎初 級：ガスクロマトグラフ質量分析計

の装置の原理、各種測定法の違

いおよび測定テクニックについ

て、測定事例の紹介や簡単な実

習を交えた講習会を行う 

 

◎上 級：微小異物分析として、微小異物

前処理装置による試料の採取か

ら赤外分光光度計による測定・

解析までの一連の流れについて

実習を中心に行う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【基盤的産業分野】 

＜電気・機械関連分野＞ 
■分析技術能力強化事業（継続） 

県内の電気・電子、機械・金属関係の技術者に対する分析技術の向上を図るためのセミナーを開催した。 

項目 概要 

実施状況 

参加者数 延べ９社、２１名 

 
研修内容 

受講 

レベル 
形式 

企業数 

参加者数 
育成者数 

１ 
第1回技術講習会 「ＦＴ－ＩＲにおける測定および解析テクニック」 

（開催日：Ｒ４．９．１５、１６、２２） 
上級 

座学 

及び実習 
５社１４名 １４名 

２ 
第2回技術講習会 「ガスクロマトグラフ質量分析装置セミナー」 

（開催日：Ｒ５．３．１５） 
初級 

座学 

及び実演 
４社７名 - 

 

      
 

 

      

 

成  果 

初級コースでは、企業技術者に対して機器の活用方法について事例や実演を行うことにより、利用の促進を促すことができるように

なった。上級コースでは、コロナ禍を意識して、参加企業ごとに研修日を設定し、分散型実地形式により企業の自社サンプルを用いた

内容で対応した。企業毎の個別案件に対し、相互に意見交換が図れるなど、企業技術者の実務への反映や分析技術の習熟度向上

に繋げることができた。 

課題と対応 

参加企業ごとに研修日を設定した分散型実地形式により、企業技術者の実務への反映や分析技術の習熟度向上を図れた。しかし

がら、研修参加者は企業現場での課題解決に複数の分析機器を利用することも多いため、分析機器ごとに講習会を実施する本事業

形式は、一定の効果はあるものの、企業技術者の実務への迅速な反映という面では課題が残った。 

令和５年度は、さらなる企業技術者の実務への反映や分析技術の習熟度向上を目的として、個別の企業や技術者ごとに必要とす

る機器や習得したい機器を選択し、分析技術を総合的に習得することができるオーダーメイド型人材育成事業に「分析技術習得コー

ス」を新たに設け対応する。 

 

第 1 回技術講習会 「ＦＴ－ＩＲにおける測定および解析テクニック」 

第 2 回技術講習会 「ガスクロマトグラフ質量分析装置セミナー」 
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＜食品関連分野＞ 

■食品開発・品質技術人材育成事業（継

続） 

 

食品の品質管理や製品の品質向上に必

要な知識や技術、品質評価手法の習得に

より、付加価値の高い新商品の開発や品

質管理などにおいて活躍できる技術を持

つ企業人材の育成を目指す。令和４年度

は企業からの更なるレベルアップの要望

が挙がっていることから、実習を取り入

れた中・上級人材の育成を強化する。 

 

◎初 級：食品分野に参入し間もない事業

者等を対象に、微生物制御等品

質保持技術に関する講習会を行

う。 

◎中 級：殺菌の理論を学ぶ「食品の品質

向上につながる殺菌技術研修」、

微生物検査技術を活用した品質

管理のレベルアップを図る「微

生物検査手法スキルアップ研

修」を行う 

 

◎上 級：新製品開発のためのおいしさ等

の客観的評価を行う官能検査パ

ネラーを養成できる企業内人材

を育成する講習会を行う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜食品関連分野＞ 
■食品開発・品質技術人材育成事業（継続）  

食品の品質管理や新商品の開発を担当する食品関連企業、６次産業・農商工連携の事業者などの担当者を対象に、食品の品質管理や製品の品質向上に必要な知識

や技術、品質評価手法を習得することにより、付加価値の高い新商品の開発や品質管理などにおいて活躍できる技術を持つ人材の育成を目指した講習会を開催した。 

項目 概要 

実施状況 

参加者数 延べ７８社、９８名 

 
研修内容 

受講 

レベル 
形式 

企業数 

参加者数 
育成者数 

１ 
食品の品質保持のための微生物制御技術講習会 
（開催日：Ｒ４．５．１９） 

初級 座学 ３８社５２名 － 

２ 
微生物検査手法スキルアップ研修 
（開催日：Ｒ４．６．７～８、Ｒ４．６．９～１０） 

中級 
座学及び 

実習 
７社８名 ８名 

３ 
味とかおりの官能評価手法研修 
（開催日：Ｒ４．１０．２７） 

上級 

（一部初級） 

座学及び実習 

（一部Ｗｅｂ） 
２３社２８名 １４名 

４ 
食品の品質向上につながる殺菌技術研修 
（開催日：Ｒ５．３．１４～１５） 

中級 
座学及び 

実習 
１０社１０名 １０名 

 

  

微生物検査手法スキルアップ研修 味とかおりの官能評価手法研修 

成  果 

［食品の品質保持のための微生物制御技術講習会］ 
・社内の人事異動で新たに食品加工に携わることになった方でも、この研修を受講したことにより微生物のことを理解することができ、

生産現場における衛生管理などへの活用が期待できる。 
［微生物検査手法スキルアップ研修］ 

・実務者だけでなく品質管理部門の管理職にあたる方の参加も見られ、具体的にどのような検査手順を経て報告される結果が得ら
れてきているのか理解できたといった効果もみられた。また、水分活性の測定など関連領域も実習に含めたことで、障害者就労支
援に関わる方がその実習内容をすぐに製造現場に適用することが可能となり製品の保存性の向上に繋がる事例がみられた。 

［味とかおりの官能評価手法研修］ 
・官能評価は、品質管理や商品開発に必要な検査手法であり、企業内で官能評価トレーニングを実施できるようにするための試薬

調製方法の習得により。企業内で人材育成を行うための基盤づくりに繋がった。 
［食品の品質向上につながる殺菌技術研修］ 

・様々な殺菌方法とその品質の違いについて比較ができ、対象品目に適した条件で殺菌を行うことで、色調や風味の保持など品質
向上に活用してもらうことができる。 

課題と対応 

［食品の品質保持のための微生物制御技術講習会］ 

・参加煮のレベルに差が大きいことから、令和５年度は、入社３年以内の食品の製造ならびに開発担当者を対象とした初任者研修

として、微生物制御、素材化加工、官能評価、商品開発の基礎的な内容の研修会として実施する。 

［微生物検査手法スキルアップ研修］ 

・持参してもらった実習用の検体からは微生物が検出されないといった事例もあり、結果の確認に至らなかった事例も見られたこと

から、実習用の検体については微生物の増殖が見込まれるものを準備するなどの対応を取る。 

[味とかおりの官能評価手法研修] 

・官能評価の一例として、におい識別トレーニングを行ったが、試薬調製等実習もあり、解説等を行うことができなかったことから、ゆ

とりのあるスケジュールを立て、官能評価の結果についても、参加者同士で意見交換する時間を設けるよう工夫する。 

［食品の品質向上につながる殺菌技術研修］ 

・受講者アンケートで難易度を聞いたところ、「難しい」、「少し難しい」と回答された方が70％にのぼったことから、今回の講義内容に

ついて、参加企業へのフォローアップを企業訪問も通して行う。 
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＜地域産業分野＞ 

■鳥取伝統和紙高度利用促進支援事業

（継続） 

 

因州和紙の新たな用途開発として取り

組んできたインクジェット印刷用和紙の

「見本帳」を作成する。また、インクジェ

ット用印刷和紙開発過程で得られた“か

すれ、発色調整技術“の応用として日本画

用和紙についての勉強会を開催する。本

事業を通じて、印刷用和紙の製造技術の

県内企業への技術移転を進める。 

 

◎中 級：日本画家を講師とし、和紙のユ

ーザーである日本画家の求める

和紙、その性状等について学ぶ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜地域産業分野＞ 
■鳥取伝統和紙高度利用促進支援事業（継続） 

産業技術センターが因州和紙協同組合の協力を得て、このたび作製した“インクジェット印刷和紙見本帳”と、令和４年１２月に小津ギャラリー（東京日本橋）で開催され

た因州和紙展２０２２の報告会を開催した。 

※鳥取県因州和紙協同組合とセンターの共催 

項目 概要 

実施状況 

参加者数 １５社、１６名 

 研修内容 
受講 

レベル 
形式 

企業数 

参加者数 
育成者数 

１ 

鳥取伝統和紙高度利用研究会 

インクジェット印刷和紙見本帳、因州和紙展２０２２報告会開催報告 

（開催日：Ｒ５．３．１７） 

初級 座学 
１４社、１機関 

１６名 
－ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

     

鳥取伝統和紙高度利用研究会 

成  果 

・“インクジェット印刷和紙見本帳”として、現在、因州和紙の産地にある各種和紙製品へのインクジェット印刷の仕上がり、印刷性状等

を一覧する資料を完成させることができた。 

・意見交換、アンケートでは見本帳への写真印刷の追加やエンドユーザー、一般消費者を対象とした改訂版作製等の感想、意見が

あった。 

・鳥取県因州和紙協同組合では因州和紙の展示会、フォーラム等の機会に展示し、閲覧物として見本帳を活用する。また、閲覧いた

だいたユーザーから意見を聞き取りながら、新しい製品開発や用途への展開、異業種とのマッチングのきっかけとなるように活用を進

め、より効果的な見本帳となるように更に改訂等を進めることに繋がった。 

課題と対応 

意見交換の際に、昭和３０年代に工業試験場が作成した試作和紙見本帳を閲覧いただいたところ、原材料の変更検討や新製品

開発の参考とするため、改めて過去の技術を振り返り、活かしていきたいとの意見があった。 

和紙製造技術者の世代交代も進んでおり、技術伝承の必要性が増している。過去の技術の振り返りは、新製品開発、新規用途開

発に向けた原材料変更や製品開発に役立つことから、今後、関係資料も活用しながら、共同研究や人材育成事業に積極的に取り組

み用途拡大・業界の活性化に繋げる。 

 

 
  

⼤変満⾜
14%

満⾜
86%

アンケート結果（n=14）
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■木質建材等開発支援事業（継続） 

 

ＣＬＴ、ＬＶＬ、合板等の木質建材製造

事業者の製品の品質向上、製品開発の促

進を目的とするセミナーと勉強会を開催

する。セミナーでは、ＳＤＧｓ、カーボン

ニュートラルを見据えた建築分野におけ

る木材利用の今後とその可能性について

扱い、勉強会では木材の組織、木質建材の

構造とデジタルマイクロスコープ、Ｘ線

ＣＴ装置等による観察・解析手法を扱う  

 

◎初 級：住宅以外の新分野（非住宅）へ

の木質建材の利用拡大や高度

利用の動きに関するセミナー

を行う。 

◎中 級：木材の組織構造や木質建材の構

造に関してデジタルマイクロ

スコープ、Ｘ線ＣＴ装置等によ

る観察・解析手法に関する勉強

会を行う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■木質建材等開発支援事業（継続） 

県内におけるＣＬＴ、ＬＶＬ、合板等の木質建材の開発の促進を目的に、建築分野における木材、木質材料利用に関する知識、情報を得るセミナーを開催した。また、木材

の組織構造に関する勉強会を開催した。 

項目 概要 

実施状況 

参加者数 １５社、２５名 

 研修内容 
受講 

レベル 
形式 

企業数 

参加者数 
育成者数 

１ 
建築分野における木材、木質材料利用 現状と展望 

     ～ＳＤＧｓを見据えて～ （開催日：Ｒ４．７．２７） 
初級 座学 ８社１３名 － 

２ 
木質建材開発に向けた、木材の組織構造に関する勉強会 

～今、あらためて材料を知る ～ （開催日：Ｒ５．３．２３） 
初級 座学 

６社、１機

関１２名 
－ 

 

 

      
 

 

成  果 

【研修１】  「建築分野における木材、木質材料利用 現状と展望」 

・ＳＤＧｓ、カーボンニュートラルと関連づけたテーマ設定とすることで、木質建材製造事業者の他にも建築関係者の参加者があった。 

・話題提供、講演とも内容については好評であった。講演後、合板、ＣＬＴの性能、ねじ・釘接合等、木質材料、木構造に関する質疑

の他、木造住宅の経済的耐用年数２５年とＳＤＧｓとの関係についての質問があり、講師から回答と説明があった。 

 

【研修２】  「木質建材開発に向けた、木材の組織構造に関する勉強会」 

・企業技術者の世代交代が進む中、本講演が技術の伝承のきかっけとなり、参加者が通常の業務では意識することの少ない、木材の

組織構造に関する知識や木材の組織構造に関する知識を習得いただいた。講演はやや専門的で難易度は比較的高かったが、満

足度についてのアンケート結果も“大変満足”、“満足”あわせて約９割と高いものとなった。 

・話題提供においてＸ線ＣＴ装置を用いた非破壊観察について紹介したところ、観察対象等について質問があり、補足説明を行った。

今後、非破壊検査として活用されるきっかけとなった。 

課題と対応 

参加者アンケートで、受講を希望する内容を質問したところ、木材の高度利用、商品企画等の木材の活用事例に関することや、木

材の乾燥技術、強度特性・木構造等、木材を取り扱う上での基礎的な内容についての要望が多かった。木材の高度利用、商品企画

に関する受講希望については、企業訪問等により要望の聞き取りを行い、今後の事業計画立案、技術支援に繋げていく。木材関係

の企業でも世代交代が進んでいること、あわせて、大学等での木材に関する学科等が減少しており、系統的に木材に関する基礎的事

項を学ぶ機会も減っている。センターが主導となって、県林業試験場とも情報を共有し連携を行いながら、技術者のレベルアップも図

りつつ、新たな用途拡大に繋がるよう、企業支援を行っていく。 
 

満⾜
90%

やや不満⾜
5%

アンケート結果（n=20） 建築分野における木材、木質材料利用 

現状と展望 ～ＳＤＧs を見据えて～ 
木質建材開発に向けた、木材の組織構造に 

関する勉強会 ～今、あらためて材料を知る～ 
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■酒類製造技術支援事業（継続） 

 

酒製造・管理技術を学習するセミナー

や参加者による意見交換を行い、酒造業

界の技術者育成と酒製造技術の向上を目

指す。また、当センターで育種開発した酵

母等を活用した鳥取オリジナル吟醸酒の

新製品開発と、全国新酒鑑評会の入賞率

向上（金賞獲得率６０％、第４期中）を目

指して、県産吟醸酒のさらなる品質向上

を図る。その他、日本酒以外のワイン・ビ

ールを含めた酒類の製造技術の支援とし

て、講演会を開催する。 

 

◎初 級：標準品による官能評価実習を行

い、きき酒能力の向上に取り組

む。また日本酒以外のワイン・ビ

ールを含めた酒類の製造技術支

援のため外部講師によるセミナ

ーを開催する。 

 

◎中 級：市販日本酒を用いたきき酒評価

実習を行い、参考用データとし

て香気成分や一般成分の分析を

行う。また、当センターで育種し

た酵母による醸造研修を行う。  

 

◎上 級：全国新酒鑑評会対策のための改

善点指導を行う。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■酒類製造技術支援事業（継続） 

県内企業の経営者兼技術者及び若手の従業員技術者の製造技術及び酒品質向上を目的に、全国新酒鑑評会研究会及び酒造プラントを活用した試験醸造を行い、鳥

取県産酒の底上げを図る。 

項目 概要 

実施状況 

参加者数 延べ２４社、４７名 

 研修内容 
受講 

レベル 
形式 

企業数 

参加者数 
育成者数 

１ 
香り・味のトレーニング 
（開催日：Ｒ４．６．２４） 初級 実習 ９社２２名 － 

２ 
市販日本酒を用いた官能評価実習 
（開催日：Ｒ４．８．１９） 中級 実習 ５社１３名 １３名 

３ 
酒造セミナー 
（開催日：Ｒ４．１２．１３） 初級 座学 ６社８名 － 

４ 
全国新酒鑑評会対策指導 
（開催日：Ｒ５．１．１３） 上級 その他 ２社２名 ２名 

５ 
試験醸造（タライ製麹、モロミ仕込） 
（開催日：Ｒ５．３．１５～２３） 中級 実習 ２社２名 ２名 

 

 

         

      香りのトレーニングの様子      試験醸造の様子 

成  果 

全国新酒鑑評会研究会での製造管理についての情報交換や試験醸造でのタライ製麹及び仕込み操作の実習により、今後の製

造技術・管理の向上に繋がった。令和３酒造年度全国新酒鑑評会（令和４年５月審査）において、４社中３社入賞（内２社金賞）とな

り、入賞率が向上した。 

課題と対応 

酒類業界の世界の情勢・日本の状況を踏まえつつ、消費者ニーズをとらえた商品開発・販路拡大について学べた事はよかったとの

意見が多く、その手法などを学ぶことができた。その反面、自社の独自性、特徴を生かし、どのようにアピールしていくかが重要であると

いう課題も再認識され、販売に繋げていく策略を練る必要がある。令和５年度は、マーケディング戦略や先進取り組み事例についての

セミナーを開催し、その後の技術的なフォローを企業と共に考えながら、人材育成や共同研究を通じて、県内企業の活性化に繋げて

いく。 
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【全産業分野を対象としたオーダーメイ

ド型研修】 

■ものづくり人材育成塾（継続） 

 

◎中上級：県内企業等の製品開発力・品質

管理技術等の向上を目的に、参

加企業が自らの課題を持ち込

み、その課題解決にセンター職

員と取り組むオーダーメイド

型研修を行う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【企業現場の技術的課題に対応したオーダーメイド型の研修】 
■ものづくり人材育成塾・・・「オーダーメイド型の研修の実施」 

企業の抱える技術課題に対してオーダーメイド型の実習研修を行った。 

項目 概要 

実施状況 

○参加状況  

受け入れコ―ス 担当グループ 
参加者 

企業数 人数 

課題解決手法習得コース 

［電子・有機素材研究所］ 

電子部品の信頼性技術／ハードウェア･ソフトウェア制御技術／電気・電子

製品の材料利用技術／紙製品の製造技術及び製品性能評価技術／プラ

スチック成形加工に関する研究／機能性材料に関する研究／バイオマス

変換技術に関する研究／酒類製造技術／微生物応用技術／木製品等の

製造技術及び性能評価技術 

 

［機械素材研究所］ 

機械加工技術／計測技術／生産システム化技術／３次元ソフトを利用した

評価技術／金属材料の表面処理技術／金属材料の成形加工技術／環

境リサイクル技術／その他無機材料等の利用技術 

 

［食品開発研究所］ 

食品衛生管理技術／食品加工技術／農産物等の食品素材化及び応用

技術／健康志向型食品及び美容関連素材の開発／機能性評価技術 

電子システム 
グループ  

０ ０ 

有機材料 
グループ 

１ １ 

機械・計測制御 
グループ 

１ １ 

無機材料 
グループ 

１ １ 

水畜産食品 
グループ 

２ ２ 

農産食品・菓子 
グループ 

２ ２ 

水畜産・農産食品 
グループ 

１ １ 

計 ８ ８ 

ＡＩ・ＩｏＴ・ロボット技術習得コース 

電子システム 
グループ 

３ ６ 

機械・計測制御 
グループ 

３ ３ 

電子システム・機械
計測グループ 

１ １ 

計 ７ １０ 

水産加工開発コース 
水畜産食品 
グループ 

１ １ 

計 １６ １９ 

※令和３年度から令和４年度への受講継続者８名（８社） 

令和４年度から令和５年度への受講継続者２名（2 社） 

 

 

 （課題解決手法習得コースの受講内訳） 

受入分野別では食品分野が最も多く全体の約６割程度を占めた。 

研究所 受入分野コース 
企業数（社） 参加者数

（名） 

電子・有機素材 

研究所 
機能性材料に関する研究 １ １ 

 小計 １ １ 

機械素材研究所 
３次元ソフトを利用した評価技術 １ １ 

金属材料・部品の製造プロセス技術・評価技術 １ １ 

 小計 ２ ２ 

食品開発研究所 

食品加工技術 １ １ 

機能性評価技術 ２ ２ 

農産物等の食品素材化及び応用技術 ２ ２ 

  小計 ５ ５ 

 計 ８ ８ 
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○アンケートの実施 

＜参加者向けアンケート＞ 

令和４年度の研修修了者を対象に、満足度や事業の活用効果等について調査した。 

対象数：１４社１７名  回答数：１１社１４名（回収率：８２％） 

 

 
 

 

（具体的な成果） 

・新事業の基礎部分について、データとして客観的なエビデンスが得られた。 

・今まで感覚的だった製品の食感を数値表現する事ができた。 

・進捗管理システムを構築することにより、新規製造ラインの状況の見える化を達成することができた。 

・目視によるアルミ板表面の良否判別課題が解決できる目処が立った。 

＜経営者向けアンケート＞ 

研修終了後６ヶ月以上経過した企業の経営者層を対象に、企業技術者の人材育成や技術力向上等にどのように役立ち、 

活用されているかを調査した。 

対象数：３５社（令和３年７月から令和４年６月までに修了した企業）   回答数：２４社（回答率：６９％） 

（経営層向けアンケート） （割合） （ 回 答 数 ） 

人材育成の満足度 大変満足、満足 １００％ ２４ 

技 術 力 向 上 や生 産 性

向上等への活用度 
非常に活かされている、活かされている １００％ ２４ 

（主な意見） 

「商品組立工程の生産性向上」、「新製品開発に取り組む足がかりとなった」、「当社オリジナル商品の開発をスタートさせ

た」、「前準備の作業性向上により処理数がアップ」、「作業現場のロボット化を進める準備が出来つつある」、「課題発生時

の解決策の発想が多様化してきた」、「他社との差別化に繋がる営業情報の取得」、「画像で不良の判別が出来ることがわ

かった」。 

項  目            回答内容 （割合） （ 回 答 数 ） 

研修内容満足度 大変満足、満足 ８６％ １２ 

業務の有益性満足度 とても役立った 、役立った １００％ １４ 

目的到達満足度 十分達成した 、ほぼ達成した  ９３％ １３ 

成  果 

○研修の活用効果（アンケート調査結果） 

参加者および経営者向けのアンケートを実施した結果、「研修内容満足度（参加者向け）」、「業務の有益性の満足度（参加者向

け）」、「人材育成の満足度（経営者向け）」ともに９０％以上あり、本事業が企業に有効に活用されていることが分かった。回答の

内、効果の内訳では、「新製品開発」がもっとも多く、課題持ち込み型のオーダーメード研修ならではの効果が実用化や技術移転

に繋がるケースが多かった。 

 

○研修で習得した技術により、実用化へ繋がった事例 

 

■ AI・IoT・ロボット技術習得コース 

【製造工程における部品供給の自動化】 

⇒製品の製造工程において人手が必要なったっている箇所が複数あり、次年度中にこの部分を自動化するための設備導入を

計画しているため、とっとりロボットハブの設備を活用して技術構築と事前検証を行った。実務上の課題となっている工程の自

動化など、ロボットハブでの検証内容を反映させながらロボットの選定、工程内のプロセスやレイアウトを決定することができた。 

 

【製造工程の生産管理システムの内製化】 

⇒これまで外注して設計・運用していた家電製品の生産管理システムを内製化して新設するにあたり、ものづくり人材育成塾で

支援し、内製化を実現し現場の見える化に繋げることができた。 

 

【自動搬送車実現に向けたデータ収集システムの開発】 

⇒フォークリフトの運搬を自動化することによる省力化を目的とした自動搬送車の実現に向けたデータ収集システムの構築に向

け、ものづくり人材育成塾で評価の指導・支援を行った。フォークリフトの稼働データ収集と現在位置を表示するシステムが完

成し、稼働量などの分析が可能になった。 

 

【ロボット・センサ制御技術の構築】 

  ⇒鳥取県産業技術センターの技術シーズである視覚と触覚によるランダムピッキング技術を活用したシステム開発について支援

し、Pythonおよびラズベリーパイの研修においてに機械稼働監視システムを構築することができた。 

 

【ハウス栽培の自動換気システムの開発】 

  ⇒温度管理が重要となるハウス栽培において、ハウス内に温度、湿度、気象データを計測し管理するためのシステム構築を支援

した。熟練者を必要としないハウスの温度管理を実現するため、取得したデータを元に自動換気するための仕様を決定し、自

動換気装置の試作機が完成した。 
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■ 課題解決手法習得コース 

【レトルト食品等の開発】 

⇒冷凍食品の輸送コスト、在庫管理ソフト、食品ロスなど環境に及ぼす問題の解決策として、長期保存食品の開発についてもの

づくり人材育成塾で支援した。レトルト殺菌技術を活用し検証を行い、一番状態の良いレトルト殺菌商品の結果が得られた。ま

た、鳥取県産食肉のフリーズドライ化に成功した。 

【自社製造ワインの客観的評価方法の確立】 

⇒自社製造のワインを客観的に評価するため、科学的な評価方法も取り入れたいということで、ものづくり人材育成塾で支援し、

意味覚センサーによる測定で客観的な数値として品質を把握できるようになり、自社製品の特長を評価するための基礎データ

を取得することができた。 

課題と対応 

本事業は、企業の個別技術課題の解決を目的として受け入れる人材育成であるため、企業技術者の育成だけでなく、実際に製品

化に繋がる開発事例も多い。非常に人気のある事業であり、課題解決型の企業技術者育成に注力するため、企業ニーズに細やかに

対応し最大限に成果が引き出せるように、職員が技術力を十分に発揮し、オーダーメイド型研修の強みを活かした支援内容となる必

要がある。企業ニーズを十分に把握し、計画的に取り組みを進めて行く。 
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４ 県内外機関との連携支援体制の構築 

評価項目 

９ 自己評価：Ａ 

「公設試等女性研究者技術交流会 in とっとり」を独自に企画・開催し、多様な視点での研究開発促進について全国に発信し、公設試間や県内企業との連携に繋げた。また、センターが主導と
なって、大学や外部専門家との連携を図り、県内企業のニーズをベースとした外部資金研究の提案・応募に取り組み、外部資金の採択に繋がった事例もあった。さらに、令和元年度から強化して
きた鳥取県産業振興機構、鳥取県信用保証協会との３機関連携の活動強化を目指し、技術開発からビジネス移行までの総合的な支援体制を強化するため、センターと鳥取県信用保証会での
「包括的連携支援協力に関する協定」を締結し、令和５年度から連携事業を行うことになった。 

これらの活動が新たな連携支援体制の構築に繋がったことより、計画を上回って業務が進捗していると判断し、Ａと評価した。 

中期目標 

４ 県内外機関との連携支援体制の構築 

 企業の技術開発や事業化を目指した取組を強力に支援するため、自前主義によるサービス提供だけに依ることなく、公益財団法人鳥取県産業振興機構など産業支援機関、国立大学法人鳥取大学など学術機関

に加え金融機関などの県内機関はもとより、国立研究開発法人産業技術総合研究所や他県公設試験研究機関などの県外機関とも迅速かつ緊密に連携し、センターによる提供サービスの質的向上をより一層図る

こと。その際、企業現場の課題を共有し解決策を提供するため、センターが主体性を発揮しながら、関係機関との連携支援体制を構築すること。 

第４期中期計画 令和４年度計画 年度計画に係る実績・進捗状況 

４ 県内外機関との連携支援体制の構築 

 

【ＫＰＩ⑦】県内外機関との連携支援プロ

ジェクト件数：４０件 

※センターが主体的に組成するもの 

 

県内企業への技術移転を目指した県内

外の関係機関との連携による大型研究開

発プロジェクトを積極的に推進する。特

にセンターの技術シーズを基にした研究

プロジェクトの組成を強化する。 

さらに、機構等の産業支援機関との連

携により企業現場の課題を共有し、技術

支援のみにとどまらず、市場獲得、経営

強化までの総合的な支援体制を構築し、

県内企業の事業拡大に貢献していく。 

また、国立研究開発法人産業技術総合

研究所（以下「産総研」という。）との

連携を深め、センター単独または産総研

単独では困難な技術支援については互い

に補完するなど、県内企業への提供サー

ビスの質的向上を図る。 

 

◎県内外機関との連携支援プロジェク

ト件数：４０件 

※センターが主体的に組成するもの。 

 

 

 

４ 県内外機関との連携支援体制の構築 

 

【ＫＰＩ⑦】県内外機関との連携支援プロ

ジェクト件数：１２件 

 

関係機関との情報交換や連絡調整などを

行い、業務の効率化、有効性の向上に努め

るとともに、県内企業への支援を行うなか

で、センター単独より関係機関との連携に

より実施することが有効と思われる案件に

ついては、積極的に専門機関と共同で各種

事業を実施する。 

 

①共同研究プロジェクト 

県内企業への技術移転を目指した大型研

究開発プロジェクトを関係機関と連携して

推進する。 

 

【実施予定のプロジェクト】 

■次世代自動車用配電部材（バスバー）等

の高性能化に寄与する難加工厚板材の革

新的曲げ成形技術の開発（Ｒ２～４） 

［連携機関］（株）田中製作所、産業振興機

構 

［活用事業］令和２年度戦略的基盤技術高

度化支援事業（サポイン）・経済産業省 

■放射光・ＦＥＭを活用した第三世代超高

張力鋼の損傷挙動の解明と逆問題解析へ

の発展（Ｒ２～４） 

［連携機関］鳥取大学、東北大学、物質・材

料研究機構 

［活用事業］令和２年度科学研究費助成事

業・文部科学省、日本学術振興会 

■不純物元素をドープしたルチル型酸化チ

タンからなる次世代蓄電池負極の創製（Ｒ

３～４） 

［連携機関］鳥取大学、高知工科大学 

［活用事業］令和元年度科学研究費助成事

業・文部科学省、日本学術振興会（Ｒ３よ

り参画） 

■地域資源を活用した高機能食品開発（Ｒ

２～４） 

［連携機関］産総研 

 

※詳細内容は「２（１）企業の収益力向上を

目指す実用化研究（短期的視点での研究）、

（２）未来の経済・産業発展に貢献する基

盤的研究（中長期的視点での研究）」に記載 

 

 

4 県内外機関との連携支援体制の構築 
 

■KPI⑦【県内外機関との連携支援プロジェクト】１２件  ⇒ 実績数１６（対ＫＰＩ ：１３３％） 
［第４期中期計画 KPI の進捗状況］ 目標 40 件/４年 ⇒ R１+R２＋Ｒ３＋Ｒ４の数 １６５％   

             【進捗状況】 年間 KPI(１２件)を上回り、実績は１６件となった。第４期 KPI(４０件)に対しても１６５%の進捗となった。 

   ■センターが主体的に関係機関との連携により試みた活動（１６件）は次の通りである。 
分類 件数 連携先 概要 実施効果 

技術開発 

１件 
産業技術総
合研究所 

センターが持つ製品試作及び食品の特性評価技術と、
産総研が持つ食品形成の諸要因の検証及び物性評価
技術を組み合わせ、新しい開発アイデアを創出するため
の共同研究を実施した。 

・食品加工残渣を活用した新しい食品開発の試作を

行い、事業化に向け、試食評価や市場調査等を進

めている。 

１件 静岡大学 
人工皮革シートの開発について産学連携で技術支援を
行った。 

・県補助金の獲得に繋がり、センターと企業との共同

研究に発展し、試作品を完成することができた。 

１件 鳥取大学 
県内クラフトビールメーカー支援のため、鳥取大学大学
院農学研究科において分離された酵母を用いて発酵試
験を実施し、製品開発を支援した。 

・センター内での製品試作に繋がり、製品化に向け

て改良を実施中。 

研究会等 

１件 
産業技術総
合 研 究 所 、
公設試 

公設試、学術機関、企業等ので様々な専門分野で活躍
する女性研究員が全国各地から集結し、お互いのレベ
ルアップや新たな連携を推進するきっかけの場として、
「公設試等女性研究者技術交流会 in とっとり」を開催
した。 

・研究発表会や交流会等をきっかけに、研究者同士

のネットワークを構築することができ、連携して課題

解決を図るなど、新たな取り組みに発展した。 

１件 
日本計算工
学会 

産総研、公設試、企業、大学の研究者と連携し、研究
会の立ち上げの準備を進めるとともに、計算工学会公設
試シポジウムを開催した。 

・産総研、公設試、企業、大学の研究者と連携して、

県内企業の技術課題を解決するための体制を構築

することができた。 

１件 
鳥 取 大 学 、
鳥取環境大
学 

第 5 期から食品分野において重点的に取り組むことにな
る SDGｓの推進に向けたキックオフセミナーを連携して開
催した。 

・農林水産資源の“有効利用”や“副産物の活用”に

注目した SDGｓに関する取り組みについて県内企業

へ情報提供することができた。 

１件 
鳥取県因州
和紙協同組
合 

鳥取県因州和紙協同組合と合同で鳥取伝統和紙高度
利用研究会を開催した。 

・産業技術センターが因州和紙協同組合の協力を

得て作製した“インクジェット印刷和紙見本帳”につ

いての報告と今後の活用等に関する意見交換を行

うことができた。 

職員の資質
向上 

１件 
産業技術総
合研究所中
国センター 

産総研中国センターの特別招聘研究員として、同研究
所からの技術支援の下、ナノファイバー試料の解析技術
を習得した。 

・高度な解析技術を習得し、企業の研究開発・技術

支援に繋がった。 

外部資金獲
得 

１件 
鳥取県産業
振興機構 
中小機構 

センター支援企業のＧｏ－Ｔｅｃｈ事業への提案に向け、
連携して申請書をブラッシュアップさせた。 

・Ｒ４年度Ｇｏ－Ｔｅｃｈ事業へ応募した（不採択） 

・Ｒ５年度Ｇｏ－Ｔｅｃｈ事業へ応募した（採択） 

販路拡大 
海外展開 

１件 
鳥取県市場
開 拓 局 、
JETRO 鳥取 

民工芸品の販路拡大、海外展開に向けて、県市場開拓
局、日本貿易振興機構（JETRO）鳥取貿易センターの
担当者と意見交換を実施した。 

・県内の民工芸品の製造・販売の状況、センター及

び JETRO での支援事業について情報共有し、連

携支援体制を維持・強化することができた。 

総合支援 １件 

鳥取県産業
振 興 機 構 、
鳥取県信用
保証協会 

企業支援担当による定例ミーティングを開催し、効果的
な企業支援について意見交換するともに、連携支援体
制を強化するため、センター施設見学会、相互研修会
などを実施した。 

・研究開発から製品化、販路開拓までの一気通貫で

の連携支援体制を維持・強化した。 
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また、センターが主導的に組成する“企

業等との共同研究プロジェクト”を創出す

るために、センター研究員が主体となって

産学官連携による「プレコンソーシアム事

業」を継続実施し、研究開発に関する各種

競争的資金獲得を目指す。 

 

◎「プレコンソーシアム事業」 

センターの技術シーズを活用する研究プ

ロジェクトの立ち上げに向けて、センター

職員、企業、外部専門家等で研究グループ

を構成し、開発内容の整理検討、市場性・事

業化の可能性の調査検討を行い、競争的外

部資金獲得に向けたプロジェクト計画を策

定する。 

 

②県内関係機関との連携 

第４期から試行的に実施した機構及び保

証協会との合同企業訪問の経験を踏まえ、

県内関係機関とも必要に応じて連携し、新

たな事業に取り組む県内企業への総合支援

を実施する。 

◎有望なビジネスに取り組む企業の発掘 

◎センターの技術支援に加えて、県・機構

等の補助金活用、マーケティング、マッ

チング等の販路開拓支援、経営支援等を

関係機関と連携して実施 

 

③産総研との連携 

産総研イノベーションコーディネーター

（以下「産総研ＩＣ」という。）とともに、

県内企業が抱える技術課題の掘り起こしと

その解決手段の提示などを行う。センター

単独では困難な案件については産総研と連

携して解決に向かう。 

◎センター職員と本県に配置された産総研

ＩＣとの合同企業訪問 

◎企業の課題抽出と産総研と連携した課題

解決 

 

④その他 

経済産業省や産総研、他県公設試との連

携強化のために、全国公設試験研究機関で

組織する産業技術連携推進会議に参画す

る。 

◎総会、各分科会（地域連携推進企画分科

会、環境・エネルギー技術分科会、食品・

バイオ分科会、機械・金属技術分科会 

等） 

 
分類 件数 連携先 概要 実施効果 

機関連携 １件 
鳥取県信用
保証協会 

県内小規模企業の技術課題の解決にむけて、信用保
証協会と「包括的連携支援協力に関する協定」を締結
した。 

・信用保証協会のメソッドアドバイザー派遣事業に、

「技術課題解決支援コース」を新たに創設し、中小

企業者等の抱える技術的な課題の解決を後押しす

ることとした。 

広域連携 

１件 
関西広域連
合 

関西広域産業共創プラットフォーム事業や公設試部会
等の活動を通じて、広域連携支援を行うための仕組み
づくりを行った。また、かんさいラボサーチを活用して連
携して域内の技術相談に対応した。 

・単独の公設試では対応できない技術相談案件に

ついて関西広域連合のネットワークを活用して解決

する仕組みを構築し、各公設試の強みを生かして

課題解決に繋げた。 

１件 
産業技術連
携推進会議 

ナノテクノロジー・材料部会・第６０回高分子分科会の幹
事県として、産総研や他県公設試と連携して分科会を
開催した。 

・産総研及び公設試の研究者と連携して、県内企業

の技術課題を解決するための体制を維持・強化す

ることができた。 

・他県公設試職員と情報交換する分科会を当センタ

ーが中心となって開催し、他県公設試等との連携

支援ネットワークの構築と、センター職員の資質向

上に繋がった。 

中国四国食品関係合同分科会の幹事県として、産総研
や他県公設試と連携して分科会を開催した。 

情報通信・エレクトロニクス部会・情報技術分科会・第 1
５回音・振動研究会研究会の幹事として、設備機器アン
ケートの取りまとめと配布、報告の業務を産総研等と連
携して行った。 

知的基盤部会・分析分科会の運営委員として、産総研
や他県公設試と連携して、Ｒ５年度分科会開催に係る
協議や準備を行った。 

情報通信・エレクトロニクス部会・情報技術分科会・情報
通信研究会の事務局として、Ｒ５年度分科会開催に係る
協議や準備を行った。 

県施策への
参画 

１件 鳥取県 
商工労働部未来創造課が主催する「脱炭素技術研究
会」のエコカーWG 及びＴＰＳ（トヨタ生産方式）実装ＷＧ
に参画し、参加企業と意見交換した。 

・企業ニーズを把握し、エコカー関連の共同研究に

着手するとともに、生産工程のムダ徹底排除による

脱炭素化、関係企業に広く周知した。 

１件 鳥取県 
商工労働部未来創造課が主催する「脱炭素技術研究
会」の水素サプライチェーン WG に参画し、参加企業と
意見交換した。 

・GX（水素）関連の共同研究に着手することとなっ

た。 

 
◎成果事例 

【公設試等女性研究者技術交流会の開催】 

・現在、公設試等の女性研究者は少ないが、ものづくり産業を発展させるためには、研究開発の現場における女性活躍は今後ますます重要となる。そこで、「公設試

等女性研究者技術交流会 in とっとり」を企画し、全国各地の公設試、学術機関、企業等様々な専門分野で活躍する女性研究員を鳥取県に集結させ、お互いの

レベルアップや新たな連携を推進するきっかけを構築した。 

⇒本術交流会で構築した人脈を活用して、交流会後、公設試や企業の研究員同士が連携して課題解決を図るなどの新たな取り組みに発展した。 

  産総研や他県の公設試・県内企業からこうした取り組みに対する好意的な反響が多くあった。 

 

             
                 会場の様子                         パネルディスカッションの様子             ポスター発表の様子 

    （東京工業大学 星野歩子准教授によるオンライン講演）                                      （３１名の女性研究者が発表） 

 

【外部資金研究の獲得支援】 

・県内企業が課題解決に取り組む案件について、産業振興機構や中小機構と連携して国・県等の支援事業への挑戦を先導し、採択後のフォローも行った。 

⇒Ｒ４年度Ｇｏ－Ｔｅｃｈ事業に３件応募し、不採択であった。Ｒ５年度Ｇｏ－Ｔｅｃｈ事業の提案準備を進め、Ｒ５年５月に１件を応募した（審査中）。 

⇒Ｒ４年度Ａ－ＳＴＥＰの「トライアウト」に３件、「本格型」に１件応募し、トライアウト１件が採択された。 
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【３機関連携】 

  ・令和元年度から強化してきた鳥取県産業振興機構と鳥取県信用保証協会との３機関連携の活動をより強化するため、令和４年度は企業支援担当者向けの施設

見学会、相互研修会、意見交換会などを開催し、各機関の役割や支援内容について理解を深めることができた。これらの新たな活動を行う中で、担当者の人事

異動がある中でシステマティックに連携支援を行うための仕組みづくりの必要性が課題となり、センターと鳥取県信用保証会の間で「包括的連携支援協力に関す

る協定」を締結した。具体的には、保証協会のメソッドアドバイザー派遣事業の中に「技術課題解決支援コース」としてシステマティックな連携支援を行える体制を

構築し、令和５年４月からの開始に繋がった。 

 

    

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
◎その他の連携 

○他機関主催イベント等への参画 

分類 連携先 概要 

研究発表会 

産業技術総合研究所 

・令和４年度 第２回中国地域産総研技術セミナーにおいて「プレス加工用型材への適用を目指した 

TiC 基複合材料の開発」について講演。 

・中国四国公設試験研究機関共同研究（精密加工分野）推進協議会に参加し、話題提供と情報交換

を行った。 

中国経済産業局 
・「自動化・スマート工場スタートガイドセミナー」に参加し、センターの当該研究開発等の取り組みにつ

いて情報提供を行った。 

関西広域連合 
・産業技術支援フェア ｉｎ ＫＡＮＳＡＩ ２０２2 において「湿式表面処理で汎用ステンレス鋼の高耐食

化」及び「冷凍ブロッコリーの弱点を克服しました」の研究成果についてパネル展示。 

鳥取県 
・第１１回北東アジア産業技術フォーラムにおいて「水素社会の実現に貢献する表面処理技術～革新

的不動態厚膜形成法による汎用ステンレス鋼の高耐食化」について講演。 

九州連携 CAE 研究

会 

・九州地方の各県公設試が参加する「九州連携 CAE 研究会」に参加し、センターの当該研究開発等

の取り組みについて話題提供するとともに、情報交換を行った。 

岡山大学 
・先進加工技術懇話会に参加し、センターの当該研究開発等の取り組みにつて話題提供するともに、

情報交換を行った。 

 

○学生教育 

分類 連携先 概要 

ＳＳＨ受入 
鳥取県立鳥取西高等
学校 

・令和４年度鳥取西高等学校スーパーサイエンススクール（ＳＳＨ）「鳥取県産業技術センタープログラ
ム」として、１９名の学生を機械素材研究所（１０名）と食品開発研究所（９名）で３日間受け入れ、各研
究所において「ロボットハンドの開発実習及びプログラミング、鉄鋼材料の分析及び評価」及び「抗菌
性試験実習、乳酸菌の栄養要求性試験実習、香気成分分析実習、日本酒の分析・評価実習」を行
った。 

インターンシップ 
鳥取県立米子工業高
等学校 

・同校の学生３名を食品開発研究所に受け入れ、水産加工品の品質評価の実習、食品の素材化加工
の実習などを行った。 

初任者研修 鳥取県立境高等学校 
・同校の初任者研修の一環として、教員１名を受け入れ、機械素材研究所及び食品開発研究所にお
いて研修を実施し、県内の産業技術についての理解を深め、今後の生徒への指導へ反映させた。 

施設見学 

鳥取県西部高等学校
理科の会 

・同会の教員研修会として、教員１５名に対して食品開発研究所の概要説明と施設見学を実施した。 

鳥取東高等学校 
・同校の自然科学実験セミナー研修会として、生徒１０名と引率の教諭に対して産業技術センターの概
要および食品開発研究所の研究開発・技術支援を説明し、施設見学を実施した。 

鳥取大学大学院農学
研究科 

・食品開発研究所に興味があるとのことから、産業技術センターの概要および食品開発研究所の研究
開発・技術支援を説明し、施設見学を行った。 

鳥取市立桜ケ丘中学
校 

・鳥取市立桜ケ丘中学校 1 年生の生徒 21 名および引率教員 1 名が、校外実習の一環として電子・有
機素材研究所の見学のため来所。研究所概要の説明を行った後、所内の見学。見学終了後、質疑を
受け、職員が回答した。 

鳥取県東部地区高等
学校理科教育研究会 

・鳥取県立高校の理科教員の集まりである「鳥取県東部地区高等学校理科教育研究会」が研修会の
一環として見学のため来所（10 名）。センターについて概要を説明したのち、所内の機器・設備を見学
した。見学しながら、その都度、質疑を受け、応答を行った。 

 

包括的連携支援協力に関する協定 

（令和５年３月７日締結） 
信用保証協会「メソッドアドバイザー派遣事業」 

“課題解決コース”を開設（令和５年４月運用開始） 
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外部講師として技
術情報の提供 

鳥取県 

・産業人材育成センター倉吉校の在職者訓練の外部講師として、訓練生を対象に機械製図に関する
講義を行った。 

・県立農業大学校「食の６次産業化プロデューサー育成講座 食品衛生管理（応用）への外部講師とし
て、学生を対象に講義を行った。 

鳥取大学、鳥取県農
林水産政策課 

・鳥取大学農学部の「現代農林水産業事業」の外部講師として、学生を対象に講義を行った。 

鳥取環境大学、鳥取
県令和新時代創造本
部 

・鳥取環境大学の「誰もが活躍できる社会づくり～女性技術士の視点から～」の外部講師として、学生
を対象に講義を行った。 

鳥取短期大学 ・生活学科食物栄養専攻の特別講義の外部講師として、学生を対象に講義を行った。 

鳥取大学 ・医学部生命科学科の「発生生物学特論」の外部講師として、学生を対象に講義を行った。 

鳥取環境大学 

・環境学部環境学科３年生前期講義「バイオマス変換論」の講師として、学生約３０名に対して、「鳥取
県のバイオマス資源とその利用-鳥取県における生物由来資源の産業利用-」として、県産資源の概
要とその利活用事例について説明を行い、バイオマス資源の工業化における問題点などについて講
義を行った。 

 

○技術情報交換 

分類 連携先 概要 

会 議 参 加 による情

報交換 

産 業 技 術 連 携 推 進

会議 

・「産業技術連携推進会議」の次の分科会等に出席し、産総研、公設試の研究者等と最新の技術動向

や各機関の状況について意見交換を行った。 

▶産業技術連携推進会議 知的基盤部会 電磁環境分科会 EMC 研究会 

 ⇒同一発振器による持ち回り測定に参画 

▶産業技術連携推進会議 情報通信・エレクトロニクス部会情報技術分科会情報通信研究会 

 ⇒事務局として参画し、鳥取県で分科会を開催 

▶情報通信・エレクトロニクス部会・情報技術分科会・音・振動研究会 

⇒音・振動分野における設備機器に関するアンケート調査に参画 

▶知的基盤部会・分析分科会 

  ⇒分科会の運営委員として、分科会の開催準備、共同分析試料の選定、データのまとめ等に参画 

▶ナノテクノロジー・材料部会・木質科学分科会、紙・パルプ分科会、⾼分⼦分科会 

  ⇒高分子複合材料の耐候性化に関する持ち回り試験にも参画 

  ⇒開催県として、幹事県の岐阜県と協力し分科会を Web 会議で開催 

▶産技連地域部会 中国四国食品関係合同分科会 

  ⇒幹事県として分科会を開催 

▶製造プロセス部会・ＩｏＴものづくり分科会 

▶中国地域部会・機械・金属技術分科会 

▶ライフサイエンス部会・人間生活工学研究会 

▶中国四国地域部会・環境・エネルギー技術分科会、食品関係合同分科会 

▶四国地域部会・食品分析フォーラム分科会 

▶公立鉱工業試験研究機関長協議会幹事会 

▶産技連総会、企画分科会 

農研機構・食品研究

部門 
・食品試験研究推進会議に出席し、意見効果を行った。 

水産研究・教育機構 ・水産利用関係研究開発推進会議に出席し、意見交換を行った。 

産業技術総合研究所 ・県内サプライヤー部材試作と小型ＥＶ実装評価に関して意見交換を行った。 

産 業 技 術 総 合 研 究

所、東京都立産業技

術研究センター 

・産総研臨海副都心センターおよび東京都立産業技術研究センターを訪問し、DX に関連した研究開

発及び企業支援の状況について意見交換を行った。 

山口県産業技術セン

ター 

・第５期中期計画策定にあたり、地方独立立法人として多くのコーディネーターやプロパーを配置する

等ユニークな体制を構築している山口県産業技術センターを訪問し、技術支援の進め方や技術移転

事例を調査し、中期計画の策定に対する考え方など山口県の産業状況と合わせて意見交換を行っ

た。 
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鳥 取 県 因 州 和 紙 協

同組合 
・通常総会へ出席し、意見交換を行った。 

鳥取県酒造組合 ・食品開発研究所で総会を開催し、施設見学会・意見交換を行った。 

鳥 取 県 米 粉 食 品 普

及推進協議会 
・同協議会開催する「米粉プロジェクト会議」に参画し、意見交換を行った。 

鳥取県 ・第４９回鳥取県食品産業協議会定期総会・講演会に参加した。 

フーズブレイン ・幹事会、総会・成果発表会、情報交換会、研修企画コンテストに出席し、意見交換を行った。 

研究機関等との連

携 

産業技術総合研究所 ・「地域資源を活用した高機能食品開発」の共同研究契約を締結し、研究開発を行った。 

科学技術振興機構、 

鳥取大学 

・科学技術振興機構の研究成果展開事業「A-STEP トライアウト」の補助を受けて、実施している研究課

題について、企業、鳥取大学、科学技術振興機構との会議を行い、効果的な研究遂行に繋げた。 

行 政 ・ 支 援 機 関 と

の連携 

鳥取県 

・商工労働部産業未来創造課が事務局を務める「とっとり宇宙産業創出連続講座」や「とっとり宇宙産

業ネットワーク見学会」に出席し、意見交換を行った。 

・商工労働部産業未来創造課主催の「エコカー人材育成講座」及び「水素人材育成講座」に参加し、

EV 実装や水素事業提案に関する意見交換を行った。 

・商工労働部産業未来創造課と令和４年度「ロボット協働人材育成事業」について、今後の県内企業に

対する支援強化、県内企業の状況等について情報提供、意見交換を行った。 

・農林水産部森林・林業振興局県産材・林産振興課が事務局を務める「竹林整備と竹材利用に関する

鳥取県連携協議会」の幹事を務めた。 

・令和４年度鳥取県トライアル発注対象製品等選定会議に選定会議委員として参画した。 

・市場開拓課 食のみやこ推進課が開催する「鳥取県農山漁村発イノベーションサポートセンター地域

支援検証委員会」に計４回出席し、意見交換した。また、同課が開催する「鳥取県農山漁村発イノベ

ーションサポートセンター企画推進業務委託プロポーザル」の審査に出席した。 

・教育委員会の「図書館で夢を実現しました大賞」審査委員会に審査員として参加した。 

・食品産業協議会に参加し、意見交換した。 

鳥 取 県 産 業 振 興 機

構 

・とっとりバイオフロンティア「令和４年度 事業運営委員会 事業化支援部会」に出席し、意見交換を行

った。 

・カーボンニュートラル支援プロジェクト会議に出席し、意見交換を行った。 

○関係機関への技術提供 
分類 連携先 概要 

評価・分析 鳥取県 

・畜産験場が農産物加工企業と取り組む乳製品のおいしさ評価試験に協力した。 
・中小家畜試験場の鶏肉、豚肉の品質評価（脂肪酸組成、遊離アミノ酸、粗タンパク質量、物性の評
価）を支援した。 

・ムラサキウニの駆除・養殖による鳥取の豊かな藻場再生プロジェクトへの協力について相談があり、ウ
ニ保存技術開発試験・養殖ウニのおいしさ判定業務を実するとともに、栽培漁業センターが取り組む
養殖ウニの遊離アミノ酸組成分析に協力した。 

・中小家畜試験場が取り組む豚肉の評価試験等に協力した。 
・地域資源リサイクルプロジェクト（おからの利活用プロジェクト）に参画し、プロジェクト関係者による豆乳
おからの一般成分やイソフラボン含有量などの分析・評価を支援した。 

技術情報 
東京都市大学 

・「物流系の工場での作業者の疲労感計測、作業実績の自動収集」に関する研究について協力依頼
があり、センターが実施している研究内容の紹介とデータ収集方法について助言を行った。 

山陰地区鍍金工業会 ・国家資格である「電気めっき」の技能検定に先立ち実技試験に関する講義を行った。 

補助金の活用 

鳥取県 
・鳥取県内企業技術力発揮・開発応援補助金の申請について研究内容の策定などを支援し、当該補
助金の採択に繋がった。当該補助金を活用して企業とセンターの共同研究６件を開始した。 

鳥取県産業振興機構 
・鳥取県産業振興機構の「医療機器開発・収益化支援補助金」の活用に向けて、連携支援技術面で
支援し、補助金の獲得に繋がった。企業とセンターとの共同研究を開始した。 

鳥取県信用保証協会 ・鋳物加工の効率化を目指す企業に対し、県補助金の申請を支援した。 

検定員 
鳥取県職業能力 

開発協会 

・同協会が開催する次の技能検定の検定員として試験に協力し、人材育成を支援した。 
▶随時３級技能検定試験（ハム・ソーセージ・ベーコン製造作業） 
▶基礎級技能検定（パン製造作業） 
▶技能検定補助員（めっき） 
▶技能検定 実技試験（酒造） 
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＜課題と対応＞ 
【令和４年度の課題】 
 ・企業から、技術移転に直結しそうな共同研究の申込が、第４期中期計画期間中は増加しているが、技術内容の高度化、多様化も進んでお

り、一人の職員では課題解決が難しい案件も多い。迅速に多くの技術移転や特許出願に繋げていくには、職員の技術力アップに加え、様々

な分野の専門家との連携が必要となっている。 
・センター主導で開始した研究プロジェクトから成果を創出し、完了プロジェクトのアフターフォローを関係機関と連携して行い、県内

企業への技術移転等に繋げる必要がある。 

【今後の対応】 
・高度化、多様化する研究内容にも迅速かつ正確に対応できるように、学会や外部機関の開催する研究会等へ積極的に参加し、職員のレ

ベルアップを行うとともに、人脈の形成を図っていく。 
・産総研や大学等の連携により、各機関の強みや技術シーズを活用した総合支援を実施する。また、産総研や大学等から助言いただき、

センター研究員の研究開発能力のさらなる強化を図る。 

・センター主導で支援機関との連携を強化し、各々の機能を活かした総合的な企業支援事例を創出する。 
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５ 積極的な情報発信、広報活動 

評価項目 

１０ 自己評価：Ａ 

センター活動内容について、県内企業をはじめ県民の皆様へ広く周知するため、令和４年度は「センター紹介ビデオ」を新たに作成してホームページに公開し、よりわかりやすく、より関心を持って
いただけるような情報発信を目指した。令和５年度から始まる第５期中期計画に向けて、センターパンフレットの全面改訂も行った。刷新したパンフレットには、活動方針や機器利用に加え、企業との
共同開発による製品化・実用化事例の紹介欄を新たに設け、センターの活用方法を例示することで、さらなる利用拡大を図った。活動成果発表会については、企業との共同開発で顕著な成果が上
がった事例を紹介することで共同研究や人材育成の創出に繋がるよう努めるとともに、新たにラボツアーに取り組んだ。 

これらに加え、ホームページやＳＮＳ、メールマガジン、ＴＶ番組などマスコミ等の媒体を活用した情報発信を行うなど、積極的な情報発信に努めたことから、大きく計画が進展したと判断し、Ａと評価
した。 

中期目標 

５ 積極的な情報発信、広報活動 

県内企業の技術開発及び生産活動を支援するため、ホームページや各種広報媒体を活用するとともに、講習会やセミナー、研究発表会等の開催を通じて、センターの技術的知見や最新の技術情報等について、

積極的かつ効果的に情報発信すること。 

また、これまでセンターの利用実績がない企業等へのＰＲに加え、他機関と連携した情報発信など、効果的な手法を活用しながら利用企業の増加に努め、センターの利用拡大を図ること。 

第４期中期計画 令和４年度計画 年度計画に係る実績・進捗状況 
５ 積極的な情報発信、広報活動 

センターの技術的知見や最新の技術

情報等について、これまでどおりセンタ

ーホームページや各種広報媒体などを

活用するとともに、センターが主催する

各種講習会や研究会等を通じて積極的

に情報発信する。さらに、県等他機関が

主催する関連イベント等においても、参

加機関と連携しながら効果的な情報発

信を行っていく。 

 

 

５ 積極的な情報発信、広報活動 

センターの研究成果や技術的知見、各

分野の最新技術情報等について以下の

方法により情報発信し、広く県内企業へ

周知することでセンターの活用や各種

事業への参加を促す。 

 

◎センター研究成果発表会 

◎センター主催のセミナー、講習会 

◎センターホームページ及び技術情報

誌、マスコミ等 

◎県等他機関が主催する関連イベント

等 

 

 

 

 

 

 

５ 積極的な情報発信、広報活動 
◎技術情報の発信 

・セミナー・術講習会やセンター活動成果発表会の開催、センター広報誌や研究報告の発行、ホームページ、メールマガジン、ＳＮＳでの情報発信、県外関係機関主催イ

ベントでの発表等により、センター研究成果や企業への技術移転事例、保有特許などの独自技術について、県内外企業等へ積極的に情報発信し、センターの活用を促

した。 

 

【実施状況】 

□令和４年度の特筆的な取り組み 

◎センター紹介ビデオ「鳥取県内企業のものづくりをアシストする研究室」の制作 

・県内企業の技術者等及び県民に向けて、当センターの概要や各研究所が実施している技術支援や、保有している設備等を分かりやすく動画で紹介するプロモーショ

ンビデオを作成し、センターホームページやＹｏｕＴｕｂｅで公開した。 

       
センター紹介ビデオ 

 

◎令和５年度パンフレットの全面改定 

・第５期中期計画（令和５～８年度）の推進を図るために、第５期中期計画の「主な取組み」、広く活用が期待できる「試験研究機器」、技術支援の「主な成果」、企業の

技術課題に対応した「人材育成事業」等について紹介し、企業に活用を働きかけやすくするためのパンフレットの全面改定作業を行った。 

 
刷新したセンターパンフレット 

 

◎センター活動成果発表会 

   ・令和３年度に引き続き、主にセンター利用者に対して、センター保有技術や保有機器、顕著な企業支援事例などを紹介し、活用方法を提案するための活動成果発表

会をハイブリッド方式で開催した。令和４年度は、「企業との共同開発」をテーマに掲げ、企業との共同研究やオーダーメイド型人材育成等に繋げるため、製品化に繋が

った成果事例を紹介した。また、新たな試みとして、各研究所のラボツアーを開催し、機器利用の PR にも努めた。 

［開催概要］ 

開 催 日：令和４年１１月２１日（月） 

場  所 ：３研究所 ※ハイブリッド開催（現地＋オンライン配信） 

申込者数：１０３名（７５社・団体） 
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内   容：【第１部】 企業との共同開発事例の紹介（３研究所） 

  ⇒企業との共同開発で商品化、特許取得などに繋がった成果事例を交えて各種支援メニューを紹介。 

【第２部】 研究等成果発表（３件×３分科会） 

  ⇒研究所ごとの分科会形式で、最近の研究成果や導入機器を活用した支援事例等を紹介。 

【ラボツアー】３各研究所の見学 

  ⇒各研究所の施設見学をしながら、機器利用による技術支援や研究事例などを説明。 

 

 

       
アサヒメッキ（川見部長）のゲスト発表          ラボツアーの様子                 パネル展示の様子 

 

◎ＳＮＳ（Ｆａｃｅｂｏｏｋ）を活用した情報発信 

・令和４年度もＳＮＳ（Ｆａｃｅｂｏｏｋ）を活用して積極的に情報提供を行い（５９件）、セミナー・講習会等の情報提供のみならず、企業支援成果やセンターでの出来事などに

ついても紹介し、企業や県民の皆様にとってよりセンターが身近な存在になるよう努めた。 

 

 
 

◎広報誌「とっとり技術ニュース」（年４回発行） 

・第４期中期計画の重点分野、センター研究、技術支援企業、人材育成事業、新規導入機器、保有特許等のセンター活動を県民に分かりやすく紹介した。 

・令和４年度は、「キニナルキーワード」の連載を新たに開始し、産業技術に関わる昨今のキーワードや社会的な課題で頻繁に目にする言葉、法律の改正情報等を分かり

やすく紹介し、当センターの活用に繋がるよう取り組みを開始した。 
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◎セミナーチラシ 

・セミナー開催にあたっては外部講師の講演とともにセンター研究員による情報提供も行い、センターの活用を促した。 

・参加を動機づけるためセミナーの内容がわかるように紹介した。 

 
□その他の多様な情報提供 

◎ホームページ 

・技術講習会等の情報提供、主要試験機器及び新規導入機器などの情報を随時更新しコンテンツの充実を図った。 

・興味深い見てもらいたいテーマについてトップページにバナーを設け、入りやすくした。 

 
◎メールマガジン 

 ・センター及び連携支援機関（鳥取県、産業振興機構、産業技術総合研究所等）からのセミナー・講習会等の情報提供を行った（１３件）。 

◎論文発表 

・学会誌などへの論文発表（６件）、センター研究報告（８件：研究論文１件、技術レポート５件、他紙再録２件）、学会での口頭発表（７件）。 

◎プレスリリースなど 

 ・技術研究会や講習会等の開催案内、研究成果等の情報提供（４３件）等⇒ＴＶ・ラジオ４件の放送、新聞２２件の掲載。 
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◎ケーブルテレビ 

 ・中海ケーブルネットワークの「産業技術ＨＯＴ情報」（センターの活動や成果を紹介する番組）（６件、うち新規撮影４件）でセンターの研究成果や試験設備の活用方法、

イベント情報について情報提供した。 

※センターホームページや鳥取県民チャンネルコンテンツ協議会ホームページでも番組を公開しセンター活動を紹介。 

 

         
 

 

         
 

◎その他 

・「令和４年度産業技術支援フェアｉｎ ＫＡＮＳＡＩ（２件）」、「北東アジアフォーラム（１件）」、「展示会での講演（１件）」等を通して県外企業等へ情報発信した。 

・産総研中国センターのホームページの「樹脂やゴム材料等の分析・評価に関わる技術情報データベース＆研究者・グループ名鑑」（産総研中国センター及び中国地

域公設試の有機系材料の研究者が協働して立ち上げ）に動画を公開するなど、センターの技術情報の PR を積極的に行った。 

 ｈｔｔｐｓ：／／ｕｎｉｔ．ａｉｓｔ．ｇｏ．ｊｐ／ｃｈｕｇｏｋｕ／ｊｕｓｈｉＤＢ／ｍｅｉｋａｎ／ｔｏｔｔｏｒｉ．ｈｔｍｌ 

 

 

 ＜課題と対応＞ 

 
 【令和４年度の課題】 

・各種広報媒体の特長を生かして積極的に情報発信を行い、広く県内企業へ周知することでセンターの活用や各種事業への参加を促した。従来に

比べ、情報発信のスピードが上がり、迅速かつ効果的な情報提供を行えるようになった。一方で、情報発信先（ターゲット）の整理が十分にで

きておらず、企業の技術者から一般県民まで一律に情報提供してきた傾向が否めない。 

【今後の対応】 
 ・現状の積極的な広報活動を維持しつつ、より効果的な情報発信に繋げるため、アンケート調査やＷｅｂのアクセス解析などにより広報活動の効

果分析を行い、情報提供先を明確化したうえで情報発信できるよう改善を図る。 
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Ⅲ 業務運営の改善及び効率化に関する事項 

１ 機動性の高い業務運営 

評価項目 

１１ 自己評価：Ａ 

コロナ禍にあって、職員、来所者への感染防止対策を徹底するため、リモートによる在宅勤務の活用、出張制限等、感染状況に応じて適宜、きめ細かく対策を行い、機動性に富んだ業務運営を
行った。令和４年度は、第４期仕上げの最終年度であり、第５期中期計画期間を見据え、企画・連携推進部、３研究所を統括し、重要事項の総括・業務推進などを行う「研究統括本部長」の職を
新設し、また、企画室に第５期中期計画担当参事を配置するなど、運営体制の充実強化を図った。その他、発酵生産部門を電子・有機素材研究所から食品開発研究所へ移管し、食品開発に関
する技術支援、研究開発業務の一元化、職員の業務領域の拡大など、食品関連企業への支援を一体的に進める体制を整えた。 

また、毎月の幹部会、四半期ごとの各研究所等によるＰＤＣＡ会議、重要事項の検討を行う経営企画委員会を随時開催し、業務進捗の点検・推進、センター運営の改善を図り、令和４年度の業
務推進のほか第５期中期計画で取り組む研究や事業の策定にも活かした。さらに、第５期以降も見据えた技術領域に対応する分野の職員を採用した。 

これらの組織体制の整備、機動的な意思決定及びセンター研究開発事業の点検・推進を行ったことから、計画を上回って業務が進捗していると判断し、Ａと評価した。 

中期目標 

１ 機動性の高い業務運営 

理事長のリーダーシップのもと、迅速な意思決定に基づく機動性の高い業務運営を行うこと。 

そのためには、社会情勢や企業ニーズなどセンターを取り巻く環境の変化に応じて絶えず点検・見直しを行い、質の高い的確なサービスを県内企業へ提供できる運営体制とすること。 

職員の配置に際しては、本県産業の将来像と今後の技術動向を見据え、中長期的な視点に基づいた職員採用に努めるとともに、県内産業界の状況に対応した組織・職員配置を的確に行うこと。 

その際、必要に応じて技術スタッフを配置するほか、センター職員も自前主義に陥ることなく、任期付職員の採用、企業からの研究員派遣、ならびにクロスアポイントメント制度（※）の活用など、県内外の

支援機関や企業等から迅速に技術支援・人材確保を図っていく取組を推進すること。 

さらに、センターが取り組む目標や責務について、職員の共通認識を図るとともに、鳥取・米子・境港３施設間における情報の共有化についても徹底すること。 

このような業務運営による実績は、センター評価委員会（※）意見を踏まえ知事が評価し、その評価結果を役員報酬（退職手当を含む。）に反映させること。 

（※）「クロスアポイントメント」：研究者等が大学、公的研究機関、企業の中で、二つ以上の機関に雇用されつつ、それぞれの機関における役割に応じて研究・開発等に従事することを可能にする制度 

（※）「センター評価委員会」：地方独立行政法人法の規定に基づき、知事の附属機関として設置されるものであり、センターの業務実績評価案について意見を述べる等の役割を有している 

第４期中期計画 令和４年度計画 年度計画に係る実績・進捗状況 

   
１ 機動性の高い業務運営 

本中期計画に記載した内容を達成す

るために、迅速かつ機動性の高いセンタ

ー運営を行う。 

そのために、本県産業の将来像と今後

の技術動向を見据え、県内産業界の状況

に対  応した組織・職員配置を行うと

ともに、必要に応じて技術スタッフを配

置し、人材確保についても様々な可能性

を探りながら実現していく。 

また、次に示す図のとおり本計画で設

定するＫＰＩを関連づけて、それぞれの

進捗状況を確認しながらＰＤＣＡサイ

クルを運用し、センターの目標や責務の

実現に取り組む。 

１ 機動性の高い業務運営 

令和４年度においても適切な組織体制・職員

配置により中期計画を着実に推進する。特に、

第４期中期計画の最終年度でもあり、設定した

ＫＰＩによりセンター活動の進捗を随時確認

し、改善を繰り返しながら、機動性の高いセン

ター運営を行う。 

また、長引く新型コロナウイルス感染症によ

る影響にも対応しつつ、センター活動が中期計

画で掲げた目標に向かって進展するための組

織運営、事業推進を行う。 

 

◎社会情勢や企業ニーズの変化等に迅速・的確

に対応できる柔軟な組織体制の構築  

◎将来を見据えた計画的な職員採用と、業務状

況に対応した柔軟な職員配置  

◎重点分野に関する所間連携プロジェクトの

運用  

◎幹部会やグループウェアの活用等による役

職員間の確実な情報伝達と共有  

◎本計画で設定するＫＰＩによる業務進捗管

理及び業務改善 

 

 

 
 

 

 

 

１ 機動性の高い業務運営 

   本県産業構造の変化、技術相談内容等の変化に対応する組織の見直しを行った。また、四半期ごとの各研究所等のＰＤＣＡ会議の開催やセンター運営に

ついて検討を行う「経営企画委員会」を４回開催するなど、令和４年度の業務進捗の点検・運営や５期計画について検討した。 

【実施状況】 

項目 実施状況 

組織等の見直し 

○企画・連携推進部、３研究所を統括し、重要事項の総括・業務推進などを行う「研究統括本部長」の職を新設し、県内外関係

機関との連携、とっとりフードトランスフォーメーションの総括を行い、業務を推進した。 

○第５期中期計画策定を担当する参事１名を企画室に配置し、センター全体を適宜調整しながら円滑に完成させた。 

○研究所横断的なプロジェクトチームを編成し、センター重点分野の推進を効率的に進めた。ＡＩ・ＩｏＴ・ロボット分野については、

引き続いて参与が参画、指導・助言をいただきながら、業務を推進した。 

○発酵生産の分野に係る技術支援、研究開発業務を電子・有機素材研究所から食品開発研究所へ移管し、食品開発に関す

る技術支援、研究開発業務を一元化し、企業支援を一体的に進める体制の強化を図った。 

○内部監査内容に応じた内部監査チームを随時、組織して対応。 

○機械工学分野の職員を採用した。 

業務 進捗 管 理及

び業 務 の効 率 化

推進 

○センター幹部会による情報共有 

毎月１回 全１２回開催・・・業務の進捗確認、重要事項の協議等を実施。 

○経営企画委員会でのセンターの経営全般に関わる重点課題に関する検討 

全４回開催し、第４期中に取り組む重点分野、研究テーマ、企業支援、組織体制等について議論し、提言を行った。 

開催日時 協議内容 

第１回（Ｒ４．５．３０） 
令和３年度業務実績報告及び第４期中期計画実績（見込み）評価、第５期中期計画、 
令和４年度企業アンケート、令和４年度研究成果発表会、職員研修について 

第２回（Ｒ４．９．２） 第５期中期計画策定（重点分野、数値目標・ＫＰＩ）について 

第３回（Ｒ４．１０．１８） 
第５期中期計画(数値目標・ＫＰＩ、重点分野、機器整備計画)、研究中間報告会、研究の
進捗報告について 

第４回（Ｒ５．１．１７） 
第５期中期計画の背景・考え方、ＫＧＩ数値、ＫＰＩ項目、第４期機器利用減少理由、もの塾
の変更、第５期機器整備について 

○PDCA による業務の点検及び見直し 

  ・各研究所において月１回の定例会議等で情報共有を図るとともに、ＰＤＣＡ会議で業務の進捗管理と見直しを行った。 

○技術分野横断的な連携 

・電子・有機素材研究所、機械素材研究所、及び食品開発研究所が連携して、「とっとりロボットハブ」の拠点整備や拠点を

活用した人材育成事業を推進した（令和元年度より継続）。グループウェアによるデータベースを活用した情報共有や、Ｗｅ

ｂ会議システムを活用したミーティングを開催し、３研究所間の密接な連携を図った。 

・令和２年度に採択された戦略的基盤技術高度化支援事業（サポイン）「次世代自動車用配電部材（バスバー）等の高性能

化に寄与する難加工厚板材の革新的曲げ成形技術の開発」について、機械素材研究所と電子・有機素材研究所の２所

で連携する体制とし、研究開発を実施した。 
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さらに、令和４年度は第５期中期計画（令和

５年度～８年度）の策定を行うため、  

センター内での推進体制を整え、鳥取県の産

業未来創造の一役を担うセンター活動を設定

した運営構想を構築していく。  

そのためには、引き続き、「産業技術センタ

ーエグゼクティブアドバイザー事業」等により

各産業分野の専門家を招聘して、企業への技術

支援・人材育成、研究開発業務などあらゆる研

究所活動を点検、意見交換しながら推進する。 

 

◎「産業技術センターエグゼクティブアドバイ

ザー事業（ＴｉｉＴ－ＥＡ事業）」 

各部・研究所が担当する分野に精通した外部

専門家を招聘し、定期的に研究所活動に対する

技術的なアドバイスを受け、成果創出を促進す

る。さらに、外部専門家と職員が意見交換を行

うことにより、研究員のレベルアップを図る。  

令和４年度は、第５期計画策定の年度であ

り、今後のセンター活動についても招聘した専

門家から意見を賜り、次期の活動計画を検討す

る。 

◎産業技術センターエグゼクティブアドバイザー事業（TiiT-EA 事業） 

項目 実施状況 

実施内容 

〇電子・有機素材研究所 

アドバイザー 
鳥取大学大学院工学研究科 情報エレクトロニクス専攻 知能情報工学講座 

 教授  西山 正志 氏 

内  容 
生産性向上を目指した AI・IoT・ロボット技術分野（AI の基礎と応用のための工学的観点）について助言

をいただき、センター職員の生産性向上に関する技術力向上に繋げた。 

実  施 ２回実施（Ｒ４．９．８、Ｒ５．３．２７） 
 
〇機械素材研究所 

アドバイザー 広島大学 学術・社会連携室 教授 柳下 宏 氏 

内  容 

産学官連携プロジェクトに関する研究開発事業、研究職員の意欲向上と能力発揮に繋げるための助言

や、「組織」対「組織」で行う産官学連携プロジェクトの効果的な進め方や、業界をターゲットとする研究成

果の社会実装を実現するための助言をいただいた。 

実  施 ３回実施（Ｒ４．９．２９、Ｒ４．１１．１８、Ｒ５．２．１４） 
 
〇食品開発研究所 

アドバイザー 東京海洋大学 客員教授 岡崎 恵美子 氏 

内  容 
研究開発事業（水産資源を活用した高付加価値食品プロジェクトを含む食品開発研究所の研究開発

業務全般）について助言をいただいた。 

実  施 １回実施（Ｒ４．９．２７） 
 

アドバイザー 
農業・食品産業技術総合研究機構 食品研究部門 

エグゼクティブリサーチャー 山本 万里 氏 

内  容 研究開発事業（機能性成分の活用による食品の付加価値向上）について助言をいただいた。 

実  施 １回実施（Ｒ４．９．２７） 
 

実施の効果 

［効果］ 

〇電子・有機素材研究所 

・人間の感性を対象とした画像理解を主軸とした画像認識（人物属性、人物照合、物体認識）、特に、感性画像認識、視覚特

性に基づく人物属性認識、画像認識における深層学習の基礎（畳み込みニューラルネットワークから Vision Transformer ま

で）について、わかりやすく解説していただき、当該技術についての職員の理解が深まった。 

〇機械素材研究所 

 ・脱炭素社会において自動車関係部品製造業者に対応が求めらえる喫緊の課題について提言いただき、重点分野である「次

世代自動車分野」関連事業の進むべき方向性の確認・点検に繋がった。 

〇食品開発研究所 

  ・研究中間報告会に参加していただき、「完了テーマ」に対しては、成果活用などの留意点、機能性や栄養成分など差別化に

繋がる戦略について、「新規・完了テーマ」に対しては、担当者が見落としがちな「鮮度の影響」、食品表示の注意点、11s た

んぱくの認知予防機能、開発技術の用途の特徴の明確化、海外展開でのマリアージュや嗜好性調査の必要性について助

言をいただいた。 

・重点分野である「豊富な水産資源を活用した高付加価値食品」プロジェクト等、同研究所で実施する研究課題の技術普及

や研究計画についてアドバイスいただき、研究員の技術支援力及び研究開発力の向上に繋がった。 

 

＜課題と対応＞ 

【令和４年度の課題】 
・エグゼクティブアドバイザーの専⾨的な意⾒を効率的に頂けるように、⼗分な計画を⽴てて実施する必要がある。 
・第４期初年度から続いているコロナ禍に加えて、令和３年度後半からはロシアのウクライナ侵攻の勃発や円安による世界的な経済不安が増しており、県内企
業においても⾮常に⼤きな影響を受け、先⾏きが不透明な状況である。 

【今後の対応】 
・第５期中期計画で掲げた⽬標を着実に達成するために、引き続きエグゼクティブアドバイザー事業等を活⽤するなど外部専⾨家の助⾔を取り⼊れながらセンタ
ー活動を推進する。 

・絶えず業務運営を⾒直し、組織体制、⼈員配置、所間連携体制の強化、県内外の機関との連携を進めながら、企業⽀援に向け機動性の⾼い組織運営
を推進していく。 
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２ 職員の意欲向上と能力発揮 

評価項目 

１２ 自己評価：Ａ 

センター研究職員の公的機関の研究者としての能力向上を図るために、「研究活動のシナリオ構築」、「知的財産」、「分析技術向上」など、より強化が必要な分野について職員研修を実施し
た。職員の専門知識・技術のレベルアップや能力開発を図るために産総研等の外部機関に研修派遣するとともに、総合的な業務遂行能力の向上のため、中小企業大学校や県職員研修などに
職位に応じて派遣を行い、習得した専門的な研究手法を研究開発や技術支援に活用するほか、研修を通じて得た人的ネットワーク構築などにも繋がった。このように職員の能力発揮に努めた結
果、外部機関から６名の職員が表彰を受けることができた。 

また、職員の能力発揮・成長を目指した人材育成を効果的かつ計画的に進めたるための人材育成基本方針、研究職職員人事評価要領及び昇任の考え方（基準）を本格的に運用し、所属長と
定期に行う面談、人事評価、能力開発、任用の人材育成の一連のサイクルの中で職員の意欲や能力の向上を図りながら、人事異動で昇任等を行った。運用に当たっては、説明会、研修会を開
催し、一層の理解促進を図った。特に令和４年度は、総合的な業務遂行能力向上のための県商工労働部への研修派遣や第５期中期計画担当参事への昇任、研究所間の所長異動による連携
強化などを通じてセンターの総合力を生かすことができるコーディネート人材・プロデュース型人材の育成を図った。 

これらの取組により職員の意識づけを図り、計画以上に業務が進捗していると判断し、A と評価した。 

中期目標 

２ 職員の意欲向上と能力発揮 

県内企業の技術的課題の解決、技術移転を意識した研究開発の推進を行う人材の育成を継続的に行うとともに、関係機関と連携したプロジェクト実施に際しては、センターが主体性をもって時代の変化に的

確に対応した研究活動・支援活動を推進するため、センター内におけるコーディネート型人材・プロデュース型人材の育成に取り組むこと。 

その際、職員の能力や志向等踏まえながら、国立研究開発法人産業技術総合研究所や大学など研究開発機関や学術機関等への職員派遣など、多様な人事交流制度を活用すること。 

また、客観性・透明性の高い職員評価を行うとともに、評価結果を勤勉手当、昇給、昇進、職員配置等に反映させ、継続的に職員のレベルアップに繋げること。 

第４期中期計画 令和４年度計画 年度計画に係る実績・進捗状況 

２ 職員の意欲向上と能力発揮 

センター第４期重点分野について、研究

開発から企業人材の育成までの一連の活動

をセンター内の横断的な連携により実施

し、県内企業の技術課題の解決、技術移転

を強く意識したコーディネート型人材・プ

ロデュース型人材の育成をＯＪＴにより行

う。 

その他、必要に応じて産総研や大学等への

研修派遣なども行い、研究員の研究開発ス

キルのレベルアップを図る。 

２ 職員の意欲向上と能力発揮 

第４期中期計画期間の重要目標達成指標

（以下「ＫＧＩ」という。）として位置づけ 

た「ＫＰＩ③ 技術移転（件数）」をセン

ター職員が強く意識して活動し、コーディ

ネート型人材・プロデュース型人材として

の能力を身につけていくようＯＪＴ、専門

技術研修等により職員の人材育成を推進す

る。 

 

◎技術相談対応、企業人材の育成、他機関

との連携等でのＯＪＴ  

◎課題別・専門分野別の研修への参加  

◎県等の専門審査会への委員就任   

そのほか、分野別・目的別に、センター

職員研修を必要に応じて実施する。  

◎センター職員の意識向上のための職員研

修  

◎食品の技術開発から市場獲得までの、総

合的視点による支援を目指した職員研修  

 

また、客観性・透明性の高い職員評価の

実施により、職員の能力と実績に基づく人

事管理を行う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２ 職員の意欲向上と能力発揮 

企業等からの多様な技術課題や、今までにない新しい技術分野等の相談に対応する職員の技術支援能力を向上させるため、独自の技術研修事業の実施や産

総研等の関係機関への職員派遣を行った。 

【実施状況】 

項目 実施状況 

センター主

体で取り組

んだ職員研

修 

【外部講師招聘等による職員研修】 

○地元産業界への研究活動及び技術支援のシナリオ構築 

実用化・事業化を目指した競争的研究開発資金への積極的な応募に向けて、公的機関でのプロジェクト研究実績が豊富な産総

研の元研究者を講師に迎え、研究提案のシナリオを構築するためのスキルを身に着けた。 

○知的財産に関する研修 

 知的財産に関する基本的な事項の再確認と、知財戦略に関するレベルアップを図るため、企業での知財経験が豊富な２名の弁理

士を講師に迎え、特許出願の手順、請求範囲の留意点、秘密保持契約（ノウハウ）、特許調査の進め方などの講演を聴講し、講師と

の意見交換を行った。 

＜研修の様子＞ 

           
研究活動等のシナリオ構築                     知的財産に関する研修 

 
【内部講師による職員研修】 

○分析手法 「赤外分光光度計による異物解析」 研修 

食品加工関連企業から多く寄せられる「異物分析等のクレーム案件」の技術相談に迅速に対応するスキルを身につけるため、有機

材料分野のセンター研究員が講師となり、食品分野の研究員に対して赤外分光光度計の装置概要や使用方法に関する講義と実習

を行った。 

○情報セキュリティ研修 

 「産業技術センター情報セキュリティポリシー」の再確認及び、「不審メール対策」や「パスワード設定」について周知徹底を行うため、

全職員を対象とした研修を実施した。 

○研究倫理コンプライアンス研修 

「研究活動における不正行為」、「公的研究費の不正使用等」、「公的研究費の不正使用等」の発生防止について周知徹底を行うた

め、全職員を対象とした研修を実施した。センター関連規程についての令和４年度の改正点についての説明も実施した。 

委員就任 

職員の技術支援能力や研究開発能力の向上に繋がる活動として、県、鳥取県産業振興機構、団体、教育機関関係など合計３８
件の審査会等に審査員として出席し技術面からの提言を行った。 

［県関係：９件］食の安全・安心プロジェクト、補助金等審査会等委員、産業人材育成センター講師など 
［その他：２９件］鳥取大学非常勤講師、鳥取環境大学非常勤講師、鳥取短期大学特別講師など 
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資格の取得 

センター業務に関連する資格取得を奨励した。 
  ・新規取得 なし ※社会人博士課程在籍２名（広島大学、鳥取大学） 
  ・既得 ［博士号］計２１名 電子・有機素材研究所５名、機械素材研究所６名、食品開発研究所７名、企画・連携推進部等３名 

［技術士］計 ３名 機械素材研究所１名、食品開発研究所１名、企画・連携推進部１名 

外 部 機 関 へ
の派遣研修 

専門的知識や技術を習得するために、産総研や民間企業等が実施する技術研修、中小企業大学校の技術指導員研修等に職員を
を参加させた。また、鳥取県人材開発センターが実施する県職員研修にも段階別に職員を参加させ、職員の能力開発に努めた。 

○産総研中国センターへ派遣 
・ナノファイバー評価解析技術を習得 
産総研中国センターで「比表面分析」、「ＦＥ－ＳＥＭ解析」、「沈殿特性測定」など技術習得を５日間受講した。 

○中⼩企業⼤学校東京校 「公設試験研究機関研究職員研修」（２名） 
○鳥取県地域活性化雇用創造プロジェクト推進協議会 
 ・「中堅リーダー育成講座」（２名、５日間） 
 ・「管理者育成講座」（２名、５日間） 
 ・「ICT 導入事例紹介セミナー」（１名） 

○鳥取県職員人材開発センター等（延べ２２名） 
・基礎研修（階層別や年齢に応じた指名研修。県新規採用研修、課長補佐級レベルアップ研修、新任課長研修等）（２０名） 
・能力開発・向上研修（自主的に選択して受講する研修。解決力向上研修、）（２講座、２名参加） 

  ○鳥取「JOIA オーガニック検査技術講習会」（４名） 
  ○中国四国地域公設試験研究機関研究者合同研修（２名） など 
  ○フーズブレイン研修事業への派遣 
   ・株式会社ＢＥＡＮＳ主催の豆塾（マネージメント、コーチング等に関する研修）及び豆ゼミ（新商品開発やマーケティング等に関

する研修）に食品開発研究所の研究員２名が参加した。 
  ○総合的な業務遂行能力向上や幅広い視野の涵養等、職員の人材育成を図るため、鳥取県に職員１名を行政研修派遣した。 

人 材 育 成 サ

イ ク ル の 確

立 

○人材育成サイクルの運用 

・職員の能力発揮・成長を目指した人材育成を効果的かつ計画的に行う人材育成サイクルを本格的に運用し、「任用、能力開

発、人事評価」を総合的かつ一体的に推進した。 

・運用に当たっては、制度の趣旨・目的、上司による評価方法、職員の評価に直結する業務目標を確定させる期首面談や指

導・助言する面談の実施方法など、スタッフを含め、職員、管理監督職向けに説明会、研修会を開催し、理解の促進と適切な

運用に努めた。 

 
 

○コーディネート人材・プロデュース型人材の育成 

 ・第５期中期計画策定のための担当参事へ昇任させ、センター全体の業務推進にあたらせた。 

 ・研究所間の所長異動を行い、研究所間の連携強化を行い、企業への総合的な提案が行えるように指導した。 

○フーズブレイン研修事業への派遣（再掲） 

【令和４年度に実施した職員等向け説明会、研修会】 

・人材育成基本方針、研究職職員人事評価の説明会 令和４年４月１９日 

・期首面談実施手順説明会(所属長向け)  令和４年４月１２日 

・上期評価に向けての職員説明会、評価者研修  令和４年１０月３日 

・人事評価、面談についての所属長向け説明  令和４年１１月２２日 

 



- 76 - 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

【表彰等】 

職員の能力開発に努め、職員６名が外部関係機関から表彰された。 

○２０２２年度中国地域公設試験研究機関功績者表彰（主催：公益財団法人中国地域創造研究センター） 

①「特別賞（公益財団法人 中国地域創造研究センター会長賞）」 

（受賞理由）酒類製造業を中心とした発酵関連産業への技術支援、技術講習会・技能検定等をとおして清酒製造技術者育成や新たに起業を目指す技術者

の育成等、人材育成にも貢献したこと等が評価された。 

   ②「試験研究功労賞（公益財団法人 中国地域創造研究センター会長賞）」 

  （受賞理由）木製品製造、木材工業分野における試験研究及び技術支援において、その時々の技術課題解決に務め、品質向上を目指し、高機能化への技

術提案を行ったこと等が評価された。 

③「研究奨励賞（公益財団法人中国地域創造研究センター会長賞）」 

（受賞理由）資源リサイクル・環境・エネルギー分野に係る試験研究において、研究成果の普及に努め、工業化が難しいとされてきた技術で企業との共同研究

に尽力し実用化させたこと等が評価された。 

 ○令和４年度 公益財団法人発明協会 中国地方発明表彰 実施功績賞・中国経済産業局長賞 

     （受賞理由）（株）アサヒメッキと共同で特許取得した「化学発色法による発色ステンレス鋼の製造方法（特許第６３３７３８３号）」が優れた発明として評価された。 

 ○第５７回一般財団法人 機械振興賞「機械振興協会会長賞」（（株）フジオカ、小池化学（株）との共同受賞） 

（受賞理由）従来品に比べて薄く均一な塗膜を付与できる光学式非接触三次元測定機の前処理スプレーの技術が優れた研究開発として評価された。 

 

○一般社団法人日本計算工学会学会賞「技術奨励賞」（一般社団法人日本計算工学会） 

    （受賞理由）切削加工現象の実測と計算の両面からの見える化から始まる現象解明や切削技術の高度化に関する学術的かつ工学的な貢献が評価された。 

 

          
中国地域公設試験研究機関功績者表彰                       中国地方発明表彰          

 

                    
機械振興賞                                 日本計算工学会学会賞 

 

＜課題と対応＞ 

【令和４年度の課題】 
・今年度も、より必要性の⾼い研修を⾏ったが、今後も企業の総合的な⽀援・提案を⾏える職員を育成するため、職員の現状と課題を把握しながら⼈材育成
を積極的に推進する必要がある。 

・令和４年度は、学会、セミナー・講習会、展⽰会等が対⾯で開催されるようになったが、コロナ禍以前の状況にはまだ回復しなかった。技術系職員にとっては、
情報収集やネットワーク形成が重要であるため、Web での活動も維持しつつ、対⾯での活動を徐々に復活し活発化させる必要がある。 

【今後の対応】 
・センターに求められる総合的な⽀援を⾏える⼈材を育成するため、外部講師や内部講師による職員研修を引き続き計画的に開催するとともに、所⻑、グルー

プ⻑を中⼼としたＯＪＴを強化する。 
・産総研や⼤学等の研究機関へ若⼿職員を引き続き計画的に研修派遣し、研究開発⼒の向上を図る。 
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Ⅳ 財務内容の改善に関する事項 

中期目標 
Ⅲ 財務内容の改善に関する事項 

【ＫＰＩ⑧】外部資金の新規獲得件数 
財務の安定化に加え、研究開発資金や企業ニーズの高い機器設備の整備など、提供サービスの質的向上に向け、外部資金を積極的に獲得していくことが重要であることから、本指標を設定する。 

第４期中期計画 令和４年度計画 年度計画に係る実績・進捗状況 

【ＫＰＩ⑧】外部資金の新規獲得件数４０件 
企業等との共同研究開発に対する国や県等

の助成事業の獲得、機器整備等に対する補助

事業の獲得、企業等との共同研究・受託研究、

寄付等 
 

【ＫＰＩ⑧】外部資金の新規獲得件数 ９件 
企業等との共同研究開発に対する国や県等

の助成事業の獲得、機器整備等に対する補助

事業の獲得、企業等との共同研究・受託研究、

寄付等 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■KPI⑧【外部資金の獲得】獲得９件  ⇒ 実績：１７件（対ＫＰＩ ：１８９％） 
［第４期中期計画 KPI の進捗状況］ 目標４０件/４年 ⇒R1＋R2＋R3＋R４の数 １２５％   

         【進捗状況】 年間 KPI(９件)に対し、実績は１７件となった。第４期 KPI(４０件)に対しても１２５%の進捗となった。 
 今年度も競争的研究資⾦へ積極的に挑戦することができた（応募１３件中、採択２件）。センタープレコンソーシアム事業の活⽤により採択率向上を図る。 
・また今年度は、研究開発や⼈材育成の成果を着実にステップアップさせ、県内企業等との共同研究件数はこれまで最多の１０件の新規獲得となった。 

    ＜外部資金獲得状況＞ ※新規獲得のみ掲載 
 補助事業名 財源 

１ 
令和４年度研究成果展開事業 研究成果最適展開支援プログラム(A-STEP)トライアウト 

「天然由来ナノファイバーと樹脂の複合化方法の開発及び複合材料の射出成形」 
ＪＳＴ 

２ 
令和４年度自転車等機械振興事業（共同研究） 

「磁束密度制御用治具を活用した選択的高周波焼入れ法の開発」 

ＪＫＡ ３ 
R４公設工業試験研究所等における機械設備拡充補助事業 

「赤外・ラマン分光分析装置」 

４ 
R４公設工業試験研究所等における機械設備拡充補助事業 

「高精度輪郭形状測定機」 

５ 
企業との共同研究 

「外装利用直交集成板（ＣＬＴ）の保護方法決定とメンテナンス手法開発に資する継時非破壊観察と解析」 

企業 

６ 
企業との共同研究 

「スクリーン印刷性に優れた基板向け⾼UV 反射性無機系レジストインクの開発」 

７ 
企業との共同研究 

「新プレススリット加工技術に依るＥＶ車用充電コネクタの高品質・低コスト製造」 

８ 
企業との共同研究 

「（仮称）人工皮革シートの開発②」 ※正式名称は、企業の意向により非公表 

９ 
企業との共同研究 

「輸送機器の軽量化に寄与するマグネシウム部材の開発」 

１０ 
企業との共同研究 

「自己抜去によるインシデントを防ぐダブルシールドコネクタの実用化における研究・開発」 

１１ 
企業との共同研究 

「ウェアラブルセンサと AI モデルによる健康経営補助システム開発」 

１２ 
企業との共同研究 

「構造最適化によって軽量化したトレーニングマシンの開発」 

１３ 
企業との共同研究 

「アジ加工残渣利用による機能性ペプチドの開発」 

１４ ウニ保存技術開発試験・養殖ウニのおいしさ判定業務 

鳥取県 

１５ ロボットエンジニア育成推進事業 

１６ 食の安全・安心プロジェクト推進事業「ワンストップ窓口」事業 

１７ 食の安全・安心プロジェクト推進事業「普及啓発」事業 
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１ 予算の効率的運用 

評価項目 

１３ 自己評価：Ａ 

企業支援サービスの質を低下させることのないよう効率的な業務運営や経費抑制に努め、老朽化した試験研究機器については、発生した剰余金や競争的外部資金を活用しながら計画的に更新・高度
化を進めた。国、県等の競争的資金の獲得や県からの受託事業、企業との共同研究による外部資金の受け入れ、自己収入の確保を進め、予算の効率化を図りながらセンター活動を推進させた。半導体不
足で公用リース車両の確保に年月を要することから、本部で１年半前倒しで一括して入札発注することや清掃業務の仕様の見直しなどにより契約額の節減を図ることができた。他にも年末調整システムの
導入整備と既存システムの運用改善、機器利用承認の電子化などにより事務を効率化させた。 

これらのことから、計画を上回って業務が進捗していると判断し、Ａと評価した。 

中期目標 

１ 予算の効率的運用 
運営費交付金（県から毎年度センターへ交付）を充当して実施する業務（臨時的経費及び職員人件費を除く）については、期間開始前に示される基準に沿って、毎事業年度において経費抑制を行うとともに、

事務処理の簡素化・効率化、施設・設備の有効利用の徹底、外部委託の活用など、業務運営の効率化と経費抑制を目的とした見直しを恒常的に実施すること。 
また、センターの業績に応じたインセンティブとして、業績評価に基づき増減させる算定ルールを適用する。 

なお、経費抑制に当たっては、利用企業等へのサービスを低下させることのないよう努めること。 

第４期中期計画 令和４年度計画 年度計画に係る実績・進捗状況 

１ 予算の効率的運用 

センター予算の編成に当たっては、その必

要性を十分に吟味して、スクラップ・アンド・

ビルドの徹底など事業の見直しと重点化によ

り、運営費交付金の効率的運用を行う。 

また、事務処理の簡素化・効率化、施設・設

備の有効利用の徹底、外部委託の活用等によ

り、業務運営の効率化と経費抑制を図る。 

なお、情報ネットワークや業務システムの

構築・活用に当たっては、上記視点に十分考

慮しながら進める。 

 

 

１ 予算の効率的運用 

効率的かつ効果的なセンター業務運営の実

現のため、以下の取り組みにより、提供サー

ビスの水準を維持・向上しながら、予算の効

率的運用、事務処理の効率化を図る。 

◎スクラップ・アンド・ビルドなど、事業の

見直しと重点化を重視した予算編成を行 

うとともに、複数年契約や外部委託の活用

等による経費抑制、効率的な予算執行を徹

底する。 

◎センター独自の情報ネットワークシステム

を適切に運用するとともに、財務会計シス

テム、人事給与システム等により、事務の

効率化を進める。 

１ 予算の効率的運用 

業務の効率的な運営により確保した剰余金は、計画的にセンターの機能維持のための施設・機器整備に活用した。また、地方独立行政法人会計に対応した

会計システム、機器利用・依頼試験の事務処理と会計事務処理を一元処理する独自システムの運用のほか、年末調整システムを新たに導入整備し、業務運営の

効率化に繋げた。 

【実施状況】 

□業務運営の効率化 

◎事務の効率化 

・令和４年度から年末調整システム（クラウド利用）を導入整備し、役職員に係る年末調整事務を効率化した。併せて、人事給与システムの連携機能を改修

し、年末調整データと連携して人事給与システムで源泉徴収票を作成、電子ファイルを配布する機能を追加した。 

・主要業務である機器利用について、グループウェア（サイボウズｋｉｎｔｏｎｅ）を活用し、機器利用の仮予約登録情報から機器利用申込書をプリントアウトする

機能を整備し、利用者が内容確認して署名、所長がシステム上で許可後、利用開始等する手続きの流れを構築し、決裁手続きを効率化した。 

・押印等の廃止に伴い、メールを活用した文書事務の迅速化・効率化、企業の利便性向上を図った。 

 
年末調整システム 

◎経費の抑制 

・電気代が高騰する中、冷暖房や消灯の徹底管理、施設照明のＬＥＤ化を図り、令和４年度の電気使用量は独法化以降、過去最少となった。 

・パソコンや公用車のリース契約に係る入札を一括して行い経費を節減、機器保守点検の仕様見直し、外部委託、長期継続契の積極的活用等により、引き

続き固定経費の抑制に努めた。 

◎試験研究機器の計画的な更新 

・老朽化した機器は必要性を吟味して、不要であれば、先ずは購入希望を募って有償譲渡を行った。 

・これまで業務の効率的な運営により確保した剰余金を活用し、企業からの要望が高い試験研究機器等を整備したほか、老朽化した機器の更新を行った。 

  機器整備に充当した額：５５，８６９千円 

◎当期剰余金 

・６８，８０６千円となった。 

 

＜課題と対応＞ 

【令和４年度の課題】 
・新しい財務会計・⼈事給与システムを活⽤しての初めての決算業務を控え、システム会社と協議・調整を続けながら資産登録や試算表作成、数字チェックを
念⼊りに⾏った。⼈事異動に伴う不慣れな部分も克服しながら習熟度を⾼めていく。 

・各研究員が⼊⼒する業務実績データベースを活⽤し、KPI 項⽬の活動進捗状況を確認し、センター内で情報の共有化を促進した。今後は、⼊⼒を徹底さ
せるなどルールの統⼀などデータの精度を上げていく。 

【今後の対応】 
・財務会計・⼈事給与システムを活⽤し、引き続きた適切かつ機動的に予算執⾏管理を⾏う。 
・予算の効率的な運⽤、事務の効率化については計画的に推進する。 
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２ 自己収入の確保 

評価項目 

１４ 自己評価：Ａ 

競争的資金獲得を目指し、令和４年度にはプレコンソーシアム事業を活用して外部専門家と提案内容をブラッシュアップさせた案件等を１３件応募し、競争的資金２件の獲得に繋げた。センターの技術紹
介を積極的に行った結果、企業等が研究費を負担する共同研究に発展した案件が増え、新規案件数が過去最多の１０件となった。機器整備では、JKA 補助事業で要望した２機種すべての採択を得るな
ど、外部資金の獲得件数はＫＰＩの９件を上回る１７件となり、「外部資金研究収入」及び「ＪＫＡ設備導入補助金」の獲得額は、計画予算を大幅に上回る実績となった。結果として、高額な機器導入を実現
し、財源確保にも繋がった。また、センター保有技術を活用した製品の販売が好調で、知財実施料収入も前年度の 2 倍に増えた。 

これらのことから、計画を上回って業務が進捗していると判断し、A と評価した。 

中期目標 

２ 自己収入の確保 

県内企業等の機器利用や依頼試験への積極的な対応や、知的財産権の効果的な取得・活用によって使用許諾を推進するとともに、企業や大学等との共同研究等による競争的資金等外部資金の積極的な獲得に

努め、運営費交付金以外の収入を確保すること。 

なお、知的財産権の使用許諾に伴う使用料収入額のうち、センターと職員間における配分については、知的財産関係法令等に基づいて設定したルールを遵守すること。 

第４期中期計画 令和４年度計画 年度計画に係る実績・進捗状況 
 自己収入の確保 

利用者へのサービスの向上を図るため、

機器設備の新設や試験メニューの統廃合、

料金の見直しを適宜行う。 

引き続き、企業等からの研究の受託、企業

や高等教育機関等との共同研究、国・県等の

施策に係る競争的資金、民間財団の助成等の

外部資金の獲得、その他の補助制度の活用

等、地方独立行政法人のメリットを十分に生

かし運営費交付金（県からセンターへ交付）

以外の収入の確保に努める。 

また、保有する知的財産権は、関係機関等

との連携など多様な手段を用いた情報発信

を行い、技術移転を促進する。併せて、活用

が見込めない場合は、権利放棄等の見直し等

を行う。 

なお、知的財産権の実施許諾に伴う実施料

収入額のうち、センターと職員間における

配分については、知的財産関係法令等に基

づいて設定したルールを遵守する。 

２ 自己収入の確保 

低金利等の外部環境を考慮し、経営基盤の

確立のため、以下の取り組みにより、継続 

して自己収入の確保を進める。 

 

◎センターが保有する施設、機器設備の利用

拡大 

・企業ニーズに合った機器開放及び依頼試

験メニューの設定と情報発信  

・関係機関との連携による情報提供  

◎外部資金の獲得 

・国、県等の関連事業への積極的な提案  

・企業等との共同研究、受託研究  

◎センター研究成果等の普及 

・企業への技術移転による実施許諾件数の

増加 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２ 自己収入の確保 
【実施状況】 
 ◎外部資金研究収入 

・第４期の「外部資金収入」の計画予算は、第３期の実績値に対して１割増の１,３００万円／年に設定しているが、令和４年度は、令和３年度に引き続き、競争的

資金への積極的な応募や企業との共同研究の推進を進め、計画値に対して５１％増の実績となり、計画値を大幅に上回った。 

 ◎ＪＫＡ設備導入補助金 

  ・第４期の「ＪＫＡ設備導入補助金」の計画予算は、第３期の実績値をベースに２，４００万円／年に設定している。令和４年度は、令和３年度に引き続き、２機器

種の補助を獲得し、計画値に対して７１％増の実績となり、計画を大幅に上回った。 

 ◎機器利用・依頼試験 

  ・令和４年度は、第７波、第８波時に新型コロナウイルス感染者が爆発的に増大し、企業がセンターへの来所を控えざるを得ない期間が生じるなど、利用拡大に

転じることが困難な状況であった。 

（単位：千円）     
 
 
 
 
 
 
 

区 分 

令和４年度 令和３年度 差引額 増減の主な理由 
 
 

計画予算 決算 件数 計画予算 決算 件数 決算  
 

事業収入 
（機器利用、依頼試験等） 

４９，０００ ３１，８９５ ― ４９，０００ ３４，６４６ ― △２，７５１  

 
うち機器利用 ― １８，８９２ ３，７２２ ― ２１，３２９ ４，２１１ △２，４３７ 

コロナ拡大による来所減、大口ユ
ーザーの利用件数の減少 

うち依頼試験 ― ６，２２０ １，４９７ ― ６，７８７ １，５３４ △５６７  

外部資金研究収入 １３，０００ １９，６８９ １４※ １３，０００ ２３，５８０ １２※ △３，８９１ 
サポイン、A-STEP 等の補助金額
の減少 

 ＪＫＡ設備導入補助金 ２４，０００ ４１，１４０ ２ ２４，０００ ３８，５３７ ２ ２，６０３   

 合計 ８６，０００ ９２，７２４ ― ８６，０００ ９６，７６３ ― △４，０３９   

※                        ※継続研究を含む 

 

項目 内容 

機 器 利 用 ・

依 頼 試 験 等

による収入 

○機器利用収入  Ｒ４年度１８，８９２千円（Ｒ３年度２１，３２９千円）８９％ 

 

機器利用収入の推移 

※小規模事業者の使用に係る利用料免除額は含まない 

○依頼試験収入  Ｒ４年度６，２２０千円（Ｒ３年度６，７８７千円） ９２％ 

○施設利用収入  Ｒ４年度５，１５６千円（Ｒ３年度５，１４５千円）１００％ 
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項目 内容 

外 部 資 金 等

による研究、

機器整備 

〇競争的資金研究へ積極的にチャレンジし、２件獲得できた。 

①令和４年度研究成果展開事業 研究成果最適展開支援プログラム(A-STEP)トライアウト 

「天然由来ナノファイバーと樹脂の複合化方法の開発及び複合材料の射出成形」 

②（公財）工作機械振興財団 令和４年度プロジェクト研究 

「最近実用化の進んでいる革新的なドリルの切削特性 -ドリルの耐びびり振動特性の解析と切削性評価-」 

 ※令和５年度から研究実施 

③令和４年度自転車等機械振興事業（共同研究） 

「磁束密度制御用治具を活用した選択的高周波焼入れ法の開発」  ※令和３年度に応募し、令和４年度に採択 

 

その他、成長型中小企業等研究開発支援事業（Go-Tech 事業）、Ａ－ＳＴＥＰ（本格型）、東洋食品研究所「食品研究助成金」、

三島海雲海運記念財団「学術研究奨励金」へ１１件応募した。※令和４年度応募した Go-Tech 事業については令和５年度採択 

○外部資金研究は１１件を新規獲得した。 

［受託研究］ 新規１テーマ（５００千円） 

［共同研究］ 新規１０テーマ（１，５０６千円）、継続１テーマ（６６０千円） 

（特に、県内企業等との共同研究の新規獲得件数がこれまで最多の１０件） 

［競争的資金］ 新規２テーマ（４，４５９千円）、継続４テーマ（１２，５６３千円） 

［機器整備］ ＪＫＡ補助事業による導入機器（材料強度試験機、電子顕微鏡） 導入額６１，７１０千円の２／３補助 

受託事業 

及び寄付金 

○県から「ロボットエンジニア育成推進事業」及び「食の安全安心プロジェクト推進事業（２件）」を受託。 

・製造工程のスマート化等に必要となるＩｏＴ技術、自動外観検査やセンサ信号処理のためのＡＩ技術、ロボットＳＩｅｒに必要な知識

やロボット制御技術に関する研修を実施した。また、ロボット等による自動化や製造工程の省力化、工程改善を目指す企業に対

して、生産工程やロボット技術に高度な知見を有する外部専門家を派遣し、生産工程の改善、検査方法の改善、ロボット導入の

費用対効果を含む効果等を助言し工程改善等を支援した。 

・食品衛生管理の「ワンストップ窓口」、「普及啓発」事業による、ＨＡＣＣＰ等の普及活動を実施した。 

○寄付金１件（１，０００千円）を「公設試等女性研究者技術交流会 in とっとり」の開催経費に有効活用した。 

知 的 財 産 権

の活用 

○令和４年度の特許実施料収入 ２５８千円/１２件（R３年度:１２５千円） 

特願２０２０－００１７２０ 光学式非接触測定用の前処理剤およびスプレー体 １３４，７１０円 

特許第４５０１１２９号 和紙成形体の製造方法及び和紙成形体の製造装置 ３３，８０４円 

特許第５９９８３１４号 アルミニウム合金の表面処理方法 ２４，９９５円 

特願２０２０－２０１０００ ブライン凍結機及びブライン凍結法 ２３，２５５円 

特許第４６２０９５８号 印鑑 １５，７３５円 

特許第４４８２６９７号 簡易で効率的な凍結融解濃縮法 １０，６５５円 

特許第４２６９３２５号 プリント基板の穴あけ加工方法及びプリント基板の穴あけ加工シート ５，２０５円 

特願２０１８－１６４１８８ コーヒー茶葉の製造方法およびコーヒー茶葉 ４，６８９円 

特許第６７５４１０６号 

特許第６８１５０６０号 

視線誘導標と同期点滅システム 

関節用デジタル角度計 

３，１８０円 

８９７円 

特願２０１９－１６９７４７ 印刷用和紙 ７０４円 

特許第６２２９１３５号 タグ取り付け具   ２２０円 

〇権利放棄した知的財産権 ７件（「シャフト用治具」、「成膜方法及び硬質被膜被覆部材」、「マイクロ水力発電システム、及びその

制御方法」、「キトサン-ケイ酸複合体の製造方法」、「魚肉接着方法」、「ボイラ装置」、「加熱用復渋抑制柿ピューレ」 

 
  



- 81 - 
 

３ 提供サービス向上に向けた剰余金の有効活用 

中期目標 
３ 提供サービス向上に向けた剰余金の有効活用 

経営努力により生じた剰余金については、研究開発の推進、機器・設備の充実等によって提供するサービスの質的向上を図るため、計画的かつ有効に活用すること。 

第４期中期計画 令和４年度計画 年度計画に係る実績・進捗状況 

３ 提供サービス向上に向けた剰余金の有

効活用（剰余金の使途） 

決算において発生した剰余金については、

緊急時等に備えて一定額を確保しつつ、研究

開発の推進、企業支援業務の充実強化及び組

織運営、施設・機器の整備・改善、職員の育

成等に充当し、計画的かつ有効に活用する。 
特に、老朽化が進む各研究所施設・設備、及
び更新が遅れている試験研究機器について、
県補助金等に加え剰余金も活用して、年次計
画的な整備を推進し、センター機能及び提供
サービスの維持・向上を図る。 

３ 提供サービス向上に向けた剰余金の有効

活用（剰余金の使途） 

将来にわたる質の高い研究開発・技術支援機

能の維持・向上のため、以下の取り組みにより、

剰余金（目的積立金）の計画的かつ有効な活用

を図る。 

◎更新が遅れている試験研究機器について、企

業ニーズの変化や技術の進展等を踏まえ、剰

余金を優先的に充当し、中長期的な整備計画

に基づく計画的な整備・更新等を行う。 

◎必要に応じて、施設・設備の中期整備計画に

基づく計画的な改修・修繕、研究開発の推進、

職員の育成等への剰余金の活用を検討する。 

３  提供サービス向上に向けた剰余金の有効活用（剰余金の使途） 

【剰余金の使途】 

効率的な経費執行により剰余金を生み出し、外部資金も活用しながら、センター機能維持及び企業支援業務の充実強化のために施設・機器の整備、改善

に取り組んだ。 

令和３年度決算剰余金のうち、県の利益処分の承認を受けた２８，５６１千円を企業支援充実強化及び組織運営・施設整備改善目的積立金に積み立て、 

一部、機器整備や施設整備の財源（５５，８６９千円）に充当した。 

 

●企業支援業務の充実強化 

・（公財）ＪＫＡ自転車等機械工業振興補助事業に係る機器整備のセンター負担財源（２０，５７０千円） 

・独自整備した機器の取得財源（３５，２９９千円） 

 

＜課題と対応＞ 
 

 

 
第４期中期計画 令和４年度計画 年度計画に係る実績・進捗状況 

  
 

４ 予算（人件費の見積りを含む）、収支計

画及び資金計画 

（１）予算（人件費の見積りを含む） 

２０１９年度～２０２２年度 予算 

（単位：百万円） 

区    分 金  額 

 収 入 

   運営費交付金 

  施設設備整備費補助金 

  自己収入 

   事業収入 

   補助金等収入 

   外部資金試験研究収入 

  目的積立金 

 

   合 計 

 

３，１３７ 

    ４８５ 

    ３４４ 

   １９６ 

    ９６ 

      ５２ 

    ２４４ 

      

 ４，２１０ 

 支 出 

  業務費 

   研究開発等経費 

   外部資金試験研究費 

   人件費 

  一般管理費 

  施設設備整備費 

 

   合 計 

 

２，４１８ 

    ６４１ 

    ５２ 

１，７２５ 

     ９３４ 

     ８５８ 

      

 ４，２１０ 

 

 

 

 

 

４ 予算（人件費の見積りを含む）、収支計画及び資金計画 

 

（１）予算（人件費の見積もりを含む） 

令和４年度 当初予算   

             （単位：千円） 

区    分 金  額 

収 入 

  運営費交付金 

 施設設備整備費補助金 

  自己収入 

   事業収入 

   事業外収入 

補助金等収入 

  外部資金試験研究収入 

 目的積立金 

 

   合 計 

 

８１９，９７７ 

７，４０３ 

１００，２１０ 

３２，４０３ 

３，６００ 

４９，９８４ 

１４，２２３ 

３５４，９３５ 

 

１，２８２，５２５ 

 支 出 

  業務費 

   研究開発等経費 

   外部資金試験研究費 

   人件費 

  一般管理費 

  施設設備整備費 

  予備費 

 

   合 計 

 

６６２，８５６ 

１８２，１９０ 

２１，４９４ 

４５９，１７２ 

２４３，７０７ 

１１４，９３１ 

２６１，０３１ 

 

１，２８２，５２５ 

 

 

 

４ 予算（人件費の見積りを含む。）、収支計画及び資金計画 
 
（１） 予算（人件費の見積もりを含む。） 

令和４年度 決算   
             （単位：千円） 

区    分 金  額 

収 入 

   運営費交付金 

  施設設備整備費補助金 

  自己収入 

   事業収入 

   事業外収入（その他収入） 

補助金等収入 

   外部資金試験研究収入 

  目的積立金取崩 

 

   合 計 

 

８１９，９７７ 

 ７，３９４ 

１１７，４４０ 

３１，８９５ 

５，１２９ 

６０，７２７ 

１９，６８９ 

５５，８６９ 

 

１，０００，６８０ 

 支 出 

  業務費 

   研究開発等経費 

   外部資金試験研究費 

   人件費 

  一般管理費 

  施設設備整備費 

  予備費 

 

   合 計 

 

５６２，６５９ 

１２６，２９７ 

２６，９６９ 

４０９，３９３ 

２２９，７９６ 

１２８，１３３ 

０ 

 

９２０，５８８ 

収入－支出 ８０，０９２ 

 

【令和４年度の課題】 
・新型コロナウイルス感染症の影響により、機器利⽤収⼊、依頼試験収⼊とも減少した。 
・センター機能維持のため、施設・設備の修繕等によるの安全性の確保、企業ニーズ等を踏まえた計画的な機器整備、更新が必要。 

【今後の対応】 
・中⻑期的な施設設備修繕計画を策定して計画的な修繕等を⾏う、また、研究開発・技術⽀援等の維持・向上のため、企業ニーズ
の変化や技術の進展等を踏まえ、計画的な機器整備・更新等を⾏う。いずれも剰余⾦の効果的な計画的かつ有効な活⽤を図
る。・TIIT-EA 事業やプレコンソーシアム事業、産総研、保証協会等との他機関連携により、戦略的な競争的資⾦の獲得を⽬指
す。 
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（２）収支計画 

２０１９年度～２０２２年度 収支計画 

（単位：百万円） 

区    分 金  額 

 費用の部 

   経常経費 

   業務費 

    研究開発等経費 

    外部資金試験研究費 

     人件費 

   一般管理費 

   減価償却費 

 

 収入の部 

  経常収益 

   運営費交付金収益 

   外部資金試験研究費収益 

   補助金等収益 

   事業収益 

    資産見返運営費交付金等

戻入 

   資産見返物品受贈額戻入 

   資産見返補助金等戻入 

 

 純利益 

 総利 

       

 ４，１５８ 

 ２，４１８ 

     ６４１ 

       ５２ 

 １，７２５ 

 １，４６０ 

    ２８０ 

 

 

 ４，１５８ 

３，１３７ 

       ５２ 

  ４９３ 

     １９６ 

     １３６ 

          

３ 

     １４１ 

             

          ０ 

          ０ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）収支計画 

令和４年度 収支計画   

          （単位：千円） 

区    分 金  額 

費用の部 

  経常経費 

   業務費 

    研究開発等経費 

    外部資金試験研究費 

    人件費 

   一般管理費 

   減価償却費 

 

収益の部 

  経常収益 

   運営費交付金収益 

   外部資金試験研究費収益 

   補助金等収益 

   事業収益 

事業外収益 

   資産見返運営費交付金等戻入 

   資産見返物品受贈額戻入 

   資産見返補助金等戻入 

 

純利益 

目的積立金取崩 

総利益 

  

１，０２５，７９３ 

６６２，８５６ 

１８２，１９０ 

２１，４９４ 

４５９，１７２ 

２７８，６３８ 

８４，２９９ 

 

 

９９１，８８９ 

８１９，９７７ 

１４，２２３ 

３７，３８７ 

３２，４０３ 

３，６００ 

４９，２７２ 

４４７ 

３４，５８０ 

 

▲３２，９０４ 

３３，９０４ 

０ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２） 収支計画 
令和４年度 収支計画（実績）  

          （単位：千円） 

区    分 金  額 

費用の部 

  経常経費 

   業務費 

    研究開発等経費 

    外部資金試験研究費 

    人件費 

   一般管理費 

   減価償却費 

   臨時損失 

 

収益の部 

  経常収益 

   運営費交付金収益 

   外部資金試験研究費収益 

   補助金等収益 

   事業収益 

財務収益 

事業外収益（その他収益） 

   資産見返運営費交付金等戻入 

   資産見返補助金等戻入 

   資産見返寄付金戻入 

   特許権見返運営費交付金戻入 

   特許権仮勘定見返運営費交付金戻入 

   賞与引当金見返に係る収益 

   退職給付引当金見返に係る収益 

  

 臨時利益 

経常利益 

 純利益 

総利益 

  

  ９６０，８７３ 

６３７，１１６ 

１１３，５３９ 

２，０７４ 

５２１，５０３ 

２３８，６８９ 

８５，０６８ 

３２７，０２７ 

 

 

  ９９０，３３８ 

７４７，５４１ 

４，６７１ 

３２，７０５ 

３２，０９２ 

５ 

５，０１６ 

１５，７１１ 

５６，０６０ 

５５７ 

８４６ 

１，０７７ 

２４，６１６ 

６９，４４１ 

 

３６６，３６８ 

２９，４６５ 

６８，８０６ 

６８，８０６ 
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（３）資金計画 

２０１９年度～２０２２年度 資金計画 

（単位：百万円） 

区    分 金  額 

 資金支出 

   業務活動による支出 

  投資活動による支出 

  次期中期目標期間への繰

越金 

 

 資金収入 

  業務活動による収入 

   運営費交付金による収入 

   補助金による収入 

外部資金試験研究における収入 

   事業収入 

      その他の収入 

    前期中期目標期間からの 

繰越金 

４，２１０ 

３，８７８ 

   ３３２ 

        ０ 

 

 

４，２１０ 

３，９６６ 

３，１３７ 

   ５８１ 

      ５２ 

 

    １９６ 

        ０ 

    ２４４ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

５ 短期借入金の限度額 

（１）短期借入金の限度額 

    ３２５百万円 

（２）想定される理由 

   運営費交付金の受入れ遅延、事故の発

生等により、急に必要となる対策費とし

て借入れすることを想定する。 

 

 

６ 出資等に係る不要財産又は出資等に係る

不要財産となることが見込まれる財産の処分

に関する計画 

なし 

 

７ 重要な財産を譲渡し、又は担保に供しよ

うとする計画 

なし 

 

 

 （３）資金計画 

令和４年度 資金計画   

     （単位：千円） 

区    分 金  額 

資金支出 

  業務活動による支出 

  投資活動による支出 

  次年度への繰越金 

 

資金収入 

  業務活動による収入 

   運営費交付金による収入 

   補助金による収入 

   外部資金試験研究における収入 

   事業収入 

   その他の収入 

前年度からの繰越金 

１，２８２，５２５ 

９４１，４９４ 

８０，０００ 

２６１，０３１ 

 

１，２８２，５２５ 

９２７，５９０ 

８１９，９７７ 

５７，３８７ 

１４，２２３ 

３２，４０３ 

３，６００ 

３５４，９３５ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

５ 短期借入金の限度額 

（１）短期借入金の限度額 

    ３２５百万円 

（２）想定される理由 

運営費交付金の受入れ遅延、事故の発生等により、急に必要と

なる対策費として借入れすることを想定する。 

 

 

 

６ 出資等に係る不要財産又は出資等に係る不要財産となることが見

込まれる財産の処分に関する計画 

なし 

 

 

７ 重要な財産を譲渡し、又は担保に供しようとする計画 

なし 

（３） 資金計画 
令和４年度 資金計画（実績） 

     （単位：千円） 

区    分 金  額 

資金支出 

  業務活動による支出 

  投資活動による支出 

  財務活動による支出 

  翌年度への繰越金 

   

資金収入 

  業務活動による収入 

   運営費交付金による収入 

   補助金による収入 

   外部資金試験研究における収入 

   事業収入 

   その他の収入 

前年度からの繰越金 

１，２６９，８３８ 

８０３，０７１ 

１０９，５９７ 

７６６ 

３５６，４０４ 

 

１，２６９，８３８ 

９１０，２３０ 

８１９，９７７ 

３９，４８９ 

１５，２９２ 

２１，６７６ 

１３，７９６ 

３５９，６０８ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

５ 短期借入金の限度額 
借入れ実績なし 

 

 

 

 

 

 

 

６ 出資等に係る不要財産又は出資等に係る不要財産となることが見込まれる財産の処分に関する

計画 
なし 

 

 

７ 重要な財産を譲渡し、又は担保に供しようとするときはその計画 
  なし 
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Ⅴ その他業務運営に関する重要事項 １ 内部統制システムの構築と適切な運用 

評価項目 

１５ 自己評価：Ａ 

内部統制の推進に係る規程整備、仕組み構築等は一通り終わり、取組状況のレビューやテーマ設定を行いながら、統制の取組を着実に推進した。センター業務の中から機器利用、財務会計などの主要
業務を選定し、処理の流れ、業務の可視化、潜在リスクの見当付け、リスク低減策の検討等を行った結果、機器利用について利用者サービスを低下させることなく、利用者が申込書を作成する負担軽減の仕
組みを構築し、同時に業務の適正化、リスク低減を図る改善ができた。 

研究不正・研究費不正使用の防止、情報セキュリティの確保、労働安全衛生の管理、化学物質に関するリスクアセスメント等、取組状況の点検を行うとともに、内部監査チームを組織し、外部資金研究事
業、会計に加え業務に係る内部監査を実施し、法令等の順守、正確で経済的、効率的な業務執行の確保を図った。 

公的機関の社会貢献活動として、新型コロナウイルス感染症予防対策を徹底したうえ、高校生のインターンシップ、実習プログラムの受入れ、大学生の研究・実験の支援を行った。 
さらに、産業医による職場巡視、保健師による「心とからだの健康相談」を定期的に各研究所で実施するとともに、ハラスメント防止や交通安全に関する研修を開催することにより、職場における５Ｓが徹底

され、また、メンタル等による休職者、ハラスメント事案などが発生しなかった。 
これらのことから、計画を上回って業務が進捗していると判断し、A と評価した。 

中期目標 

 

 

１  内部統制システムの構築と適切な運用 

（１）法人運営における内部統制の強化 

理事長のリーダーシップのもと、地方独立行政法人法に規定された内部統制（平成３０年４月１日改正法施行により規定）の推進及び充実を図るとともに、センター内での業務・組織運営にかかるＰＤＣＡ

サイクルを徹底すること。 

（２）法令遵守及び社会貢献 

法令遵守はもとより、職員は全体の奉仕者としての自覚に立ち、職務執行に対する中立性と公平性を常に確保し、県民から疑惑や不信を招くことのないよう努めること。特に、研究成果やデータ等の不正を

惹き起こさない環境づくりに努め、公設試験研究機関としての対外的な信頼性を確保すること。 

また、法令遵守や適切で安全な設備の使用・管理等に関して、職員に対する研修を継続的に実施するとともに、確実な実施に向けた組織体制の整備を行うこと。 

さらに、県民とともに歩む組織として、地域イベントや奉仕活動への参加など社会貢献に取り組むとともに、関係法令の規定に基づき、障がい者や高齢者など、多様な人材確保と活用を図ること。 

（３）情報セキュリティ管理と情報公開の徹底 

個人情報や企業からの相談や研究等の依頼など職務上知り得た情報について守秘義務を徹底すること。特に、企業が有する独自技術やノウハウについては、その取扱いを慎重に行うこと。 

また、電子媒体等を通じた情報管理についても、職員への教育を徹底し、漏洩防止に万全を期すること。 

情報公開関連法令等の規定に基づく、事業内容や組織運営状況等の情報公開についても、適切に実施すること。 

（４）労働安全衛生管理の徹底 

職員が安全で快適な試験研究環境において業務に従事できるよう、十分に配慮すること。また、安全管理体制の徹底を図るとともに、規程の整備や職員への安全教育を実施するなど、労働安全衛生関係法令

等を遵守すること。さらに、産業医による職場巡視や職員のメンタルヘルスケアの推進等、働きやすい環境づくりに向け、継続的に職場環境の改善に取り組むこと。  
第４期中期計画 令和４年度計画 年度計画に係る実績・進捗状況 

１ 内部統制システムの構築と適切な運用 

（１） 法人運営における内部統制の強化 

地方独立行政法人法の規定に基づき、法人

の業務の適正を確保するための体制等（内部

統制システム）の整備を行うとともに、継続

的にその見直しを図る。 

内部統制の整備に当たっては、理事長のリ

ーダーシップのもと、業務の有効性及び効率

性、事業活動に関わる法令等の遵守、資産の

保全及び財務報告等の信頼性の達成に資する

よう、必要な統制環境、プロセス、体制等の整

備を推進するとともに、ＰＤＣＡサイクルの

徹底により、適正な運用、取組の充実を図る。 

 

１ 内部統制システムの構築と適切な運用 

（１） 法人運営における内部統制の強化 

中期目標等に基づき法令等を遵守しつつ業

務を行い、法人のミッションを有効かつ効率的

に果たすため、以下の取り組みにより、地方独

立行政法人法に規定された内部統制の推進を

図る。 

◎理事長のリーダーシップのもと、「内部統制

推進本部」を中心とした推進体制により、必

要な取組の推進、ＰＤＣＡサイクルによる適

正な運用・取組の強化を行う。 

◎「リスク管理委員会」を中心に、センターの

業務遂行の障害となる様々なリスクの評価

と対応を行い、適切なリスク管理と危機対策

を行う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１ 内部統制システムの構築と適切な運用 

（１） 法人運営における内部統制の強化 

【実施状況】 

項目 実施状況 

内部統制推進本部

の運営 

○内部統制推進本部の運営 

令和元年６月に制定したセンターにおける内部統制の推進に係る基本的事項を定める「鳥取県産業技術センター内部統制推

進規程」に基づき、内部統制の推進を統括する「内部統制推進本部」（推進本部長：理事長）を設置、内部統制推進本部会議を

２回開催し、内部統制の推進に向けた検討・審議を行った。 

 

開催日 主な協議内容 

第１回（Ｒ４．５．２６） 
・令和３年度取組状況レビュー 

・令和４年度の取組方針及び取組計画、スケジュールについて 

第２回（Ｒ４．１１．３０） 

・内部統制の推進に係る取組状況（上半期）について 

・リスク管理の推進に係る取組状況（上半期）と下半期の取組について（リスク管理委員会との

併催） 
 

令 和 ４ 年 度 の 具 体

的な取組状況 

（主なもの） 

○潜在リスクの洗い出しに係る業務分析・可視化の取組 

・機器利用等、センターが行う業務処理、流れの分析・可視化を行い、潜在リスクの洗い出しとリスク低減に向けた改善策を検討

し、必要な規程改正等の改善を行った。 

・特に機器利用については、①機器利用を電話で仮予約した段階で研究員が必要な情報をデータベースに入力 ②データベー

スからプリントアウトした申込書の内容を利用者が確認のうえ署名して申込 ③機器利用前後に機器損傷等の有無を利用者、研

究員が立合確認 ④利用実績時間数を利用者が確認したことを利用者が署名 ⑤請求書を発行という流れを構築し、機器利用

規程の改正を行い、適正な事務処理とリスク低減、利用者の事務的負担軽減を図る改善を行った（適用は令和５年度から）。 
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令 和 ４ 年 度 の 具 体

的な取組状況 

（主なもの） 

○研究費不正使用防止に向けた取組 

・文部科学省の「研究機関における公的研究費の管理・監査のガイドライン」の改正（令和３年２月）を受け、次のセンター規程等

を改正 

「研究費の運営及び管理に関する取扱規程」、「研究活動の不正行為への対応に関する規程」、「研究費不正使用防止対

策基本方針および不正使用防止計画」 

・併せて、研究不正、不正使用防止に対する体制の整備 

啓発活動の実施要件化、監事の役割を明確化 

・研究費の適切な運営・管理活動の方針を明示するため、「研究費不正使用防止対策基本方針」を新たに策定 

・「研究倫理コンプライアンス研修」（R5.3.24）の実施 

規程等の改正点を周知するとともに、研究不正・不正使用に関するコンプライアンス教育を行った。 

○リスクマネジメントの取組推進 

・法人の業務遂行を阻害するリスクの顕在化防止及び危機対策の検討、審議を行う「リスク管理委員会」を３回開催した。 

・事業活動に関わる法令等の遵守状況について、令和２年度に実施した特に業務との関連性が高い１３法令（公益通報者保護

法等）の遵守状況の再点検を行い、令和４年度人事異動に伴い対応が必要な事項について適切に対応した。 

・「事業活動に関わる法令等の遵守」に関するリスク管理として、センター設立時から引き継ぐ規程等の改正漏れや実態との乖離

が生じていないかの点検結果等に基づき、必要な規程改正等の対応を行った。 

○非常時対応計画及び事業継続計画の２面性を持つセンター事業継続計画（ＢＣＰ）の改訂 

・組織改正、人事異動に伴う修正を行った。 

・引き続き、非常用食糧・飲料水等、優先度の高い備蓄資機材について、できるところから各施設に導入・配備を進めた。 

内部監査の取組状

況 

○内部監査の実施 

令和４年６月 「令和４年度内部監査実施計画」を策定し、今年度から業務監査を追加して内部監査を実施し、不適正事項につ

いて所属長に改善措置を求めた。 

 

【外部資金研究事業等監査】 

 ・監査日及び被監査部所 

   令和４年７月２２日（電子・有機素材研究所）、２６日（機械素材研究所） 

 ・監査対象  ①（独）日本学術振興会の助成を受けた研究事業    ２件 

          ②（国研）科学技術振興機構の助成を受けた研究事業 ２件 

 ・監査結果 指摘事項 なし   注意事項 ２件    その他 ４件 

 

【会計監査】 

 ・監査日及び被監査部所 

令和４年１０月３１日（総務部、企画・連携推進部、電子・有機素材研究所） 

１０月２０日（機械素材研究所）、１０月２４日（食品開発研究所） 

 ・監査対象 ①長期継続契約に係る業務処理 

②機器利用、依頼試験・加工及び財産の貸付等の収入に係る手続（減免手続を含む） 

 ・監査結果 指摘事項 ９件  注意事項 １件  その他 ９件  意見 ７件 

 

【業務監査】 

・監査日及び被監査部所 

令和５年１月２５日（電子・有機素材研究所）、１月３１日（総務部、企画・連携推進部、電子・有機素材研究所） 

１月１７日（機械素材研究所）、１月１８日（食品開発研究所） 

 ・監査対象 ①毒物劇物管理業務、②文書管理業務 

 ・監査結果 指摘事項 １件  注意事項 ２０件  その他 １５件  意見 ７件 

 

＜課題と対応＞ 

【令和４年度の課題】 
・労働安全衛⽣法等で、新たな改正が始まるため、早急に体制整備を⾏っていく必要がある。 
・法改正等を確実に把握するために、定期的に関係する講習会やセミナー等を受講し、最新情報を集めておく必要がある。 
 

【今後の対応】 
・内部統制システムの構築が進展し、必要な規程整備や体制作りは概ね完成し、適切な運⽤に向け、職員への周知を徹底していく。 
・令和５年度も業務⼀覧・業務フローの作成、可視化を⾏い、リスク分析と対策を検討し、対応可能なところから改善を進めて⾏く。 
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（２） 法令遵守及び社会貢献 

公設試験研究機関としての使命を果たすた

め、地方公務員法をはじめとする関連法令を

遵守し、職務執行に関する中立性と公平性を

確保することで、県民から疑惑や不信を招く

ことのないよう努める。 

研究活動については、センターの「研究活

動の不正行為への対応に関する規程」等に基

づき、研究成果やデータ等の不正が起こらな

い環境づくりを継続して行い、公設試験研究

機関としての対外的な信頼性を確保するとと

もに、法令遵守や適切で安全な設備の使用・

管理等に関して、職員研修を継続的に実施す

ることで、職員の規範意識の徹底を図る。 

上記の確実な実施に向けて、職員の倫理指

針・行動指針の策定等により、組織体制の整

備や職員の行動規範・社会的規範を確立し、

その遵守を図る。 

また、県民とともに歩む組織として、地域

イベントや奉仕活動への参加等、社会貢献活

動に取り組む。 

さらに、障がい者の雇用の促進等に関する

法律に基づき、障がい者の職員採用を進める

ともに、退職者の再任用や再雇用等による高

年齢者の活用など、多様な人材確保と活用を

図る。 

 

（２） 法令遵守及び社会貢献 
職務執行に関する中立性・公平性、公的機関

としての信頼性を確保するため、以下の取り組

みにより、職員及び組織のコンプライアンスの

確立と徹底、社会貢献活動の推進を図る。  

◎地方公務員法をはじめとする関係法令の遵

守、コンプライアンス確保の取組を強化す

る。 

◎会計業務、その他業務運営に係る事業の内部

監査を行い、法令等に基づき適正かつ効率的

に行われているか検証し、必要な改善を図

る。 

◎研究活動の不正行為、研究費の不正使用等が

起こらない組織体制整備等の環境づくりの

ため、「研究活動の不正行為への対応に関す

る規程」等に基づく職員研修等を継続的に実

施する。 

◎次世代を担う子どもや学生の産業科学やも

のづくりについての関心を高めるため、学校

からの見学要請に対応するなどの社会貢献

活動を行う。ただし、新型コロナウイルス感

染症の状況を考慮して実施の可否を適切に

判断する。 

◎障がい者を職員として安心して長く就労で

きる職場環境を整備し、法定雇用率を達成す

る。 

（２） 法令遵守及び社会貢献 
安全衛生委員会、情報ネットワーク委員会等の各種委員会による管理体制を整えるとともに、障がい者の法定雇用率を維持して達成する等、各種法

令の遵守徹底や研究倫理に係る職員研修を実施した。 

施設見学受入れ、県内高等学校への講師派遣、インターンシップ受入れ等を通し社会貢献を行った。 

 

＜課題と対応＞ 

 

 

 

【実施状況】  

項目 実施状況 

関連法令の遵守 

○関係法令及び各種規程の遵守、官公庁への許認可の届出を行った。 

・リスク管理委員会において、事業活動に関わる重要法令の遵守状況の点検を行い、必要な対策を実施した。 

・交通事故又は交通法規違反を行った職員に対し、一定期間、公用車の運転を自粛させる取組みを継続して実施。 

・職員向け交通安全講習会の実施（全職員対象に、Ｒ４．６、Ｒ４．１２の２回実施）。 

「 研 究 活 動 の 不
正行為への対応
に 関 す る 規 程 」
等に基づく研修 

○令和４年度コンプライアンス（研究倫理）職員研修（Ｒ５．３） 

演 題 「研究倫理コンプライアンス研修」 

講 師 企画・連携推進部企画室 室長補佐 杉本 優子 

社会貢献活動の

実施 

○新型コロナウイルス感染症拡大防止に配慮し、例年実施している夏休みの「子どものための科学教室」は令和３年度に引き続

き令和４年度も中止した。 

○見学対応 

・鳥取施設：鳥取市立桜ケ丘中学校１年生（２２名）、鳥取県東部地区高等学校理科教育研究会、鳥取県信用保証協会 

・米子施設：鳥取県信用保証協会、YMCA 米子医療福祉専門学校見学対応(１５名) 

・境港施設：鳥取県立鳥取東高校（11 名）、鳥取県西部高等学校理科の会（１５名）、鳥取県信用保証協会 

○インターンシップ等の受け入れ 

 ・米子工業高等学校（３名）（食品開発研究所） 

 

〇研修者の受け入れ 

 ・鳥取西高等学校生徒（１９名）（機械素材研究所、食品開発研究所） 

  〔ＳＳＨ（スーパーサイエンスハイスクール）３日間〕 

※５つの課題（「ロボットハンドの開発実習及びプログラミ ング」、「鉄鋼材料の分析及び評価」、「乳酸菌の栄養要求性試

験」、「GC によるえごまの脂質分析」、「日本酒の分析評価」）に分かれ、当センターの研究員の指導の下、高校の実験室

では体感できない地元企業を支援する実践的な研究実習を実施。 

 ・鳥取県立境高等学校新任教諭（１名）（機械素材研究所、食品開発研究所） 

○学生の研究・実験の支援を行った 

 ・銅合金材料の線膨張係数の測定、電解晶析法による回収したリン化合物の構造解析、植物のワックス成分分析、歯車の歯

形測定、ハイブリッド型液体クロマトグラフ質量分析計（LCMS）による分析、抗原検査トレーニング用の頭部モデルを 3D プリン

タで造形など（鳥取大学） 

 ・ゴムの熱挙動分析、樹脂の強度試験、土壌の化学成分と結晶相解析など（鳥取環境大学） 

 ・もち麦ふすまのビタミン E 測定、もち麦ふすまのナノファイバー加工（鳥取短期大学） 

【令和４年度の課題】 
・感染防止対策を徹底して、見学対応や実習支援・インターンシップ等の受け入れを極力行ったが、職員の他の業務状況に応じながら、

センター機能を活用した社会貢献活動を行っていく必要がある。 

【今後の対応】 
・令和５年度から新型コロナウイルス感染症の位置付けが変更となるために、社会経済の復元を念頭に、引き続き感染対策には留意し

ながら、イベントや見学対応は対面実施も活用しつつ、社会貢献活動を積極的に実施する。 

・適宜、法令やコンプライアンス確保等を職員に周知し意識付けを行い、着実に遵守するように取り組みを進めて行く。 

・学校や各種団体の見学を受け入れ、また、外部からの研修生受け入れを推進するとともに、学生の研究活動の支援も行いながら社会

貢献に取り組んでいく。 
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（３） 情報セキュリティ管理と情報公開の

徹底 

個人情報や企業等への技術支援等を通じて

職務上知り得た事項の守秘義務を職員に徹底

するとともに、情報管理を徹底する。 

電子媒体等を通じた情報管理についても、

引き続き情報ネットワーク委員会を設置し

て、情報漏洩が無いように防止対策を強化す

る。特に、県庁ＬＡＮからの分離に伴うセン

ター独自の情報ネットワークシステムの構築

に当たり、適切なセキュリティ対策を施して

適正な運用を図る。 

センターの事業内容や組織運営状況等につ

いては、鳥取県情報公開条例等の関連法令に

基づき、ホームページ等を通じて適切に情報

を公開する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（３）  情報セキュリティ管理と情報公開の

徹底 

個人情報や企業情報等の適切な管理と漏洩

防止、法人運営に係る説明責任と透明性確保の

ため、以下の取り組みにより、情報セキュリテ

ィ対策と情報公開の徹底を図る。 

◎情報セキュリティ管理のため、鳥取県産業技

術センター情報セキュリティポリシーに基

づいて、情報へのアクセス管理及び情報の漏

洩、破壊や改ざん防止対策の強化を図り、パ

ソコン等情報機器の適切使用、計画的更新や

ソフトウェアの適切な保守管理により、不正

アクセスやウイルス等に対するセキュリテ

ィ対策を行う。 

◎個人情報や職務上知り得た事項の守秘義務

及び情報システムや電子媒体等を通した情

報管理と漏洩防止について職員に徹底する

ため、コンプライアンス研修等を行う。 

◎関係法令等に基づき、諸規程、事業計画、業

務実績、財務諸表等の法人情報のホームペー

ジ等での適時・適切な公開を行う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（３） 情報セキュリティ管理と情報公開の徹底 

 ○情報セキュリティの取組 

令和２年３月に鳥取県庁ＬＡＮから分離したセンター独自の情報ネットワークシステムの運用管理を行うとともに、情報セキュリティ対策に取り組んだ。 

なお、令和４年度の主な取り組みは次のとおりである。 

◎標的型攻撃メール（ＥＭＯＴＥＴ等）に対する対策の強化 

⇒電子メールのソフトウェア（Ｗｅｂメール）に経由国を表示する機能や添付ファイルをプレビュー表示する機能を搭載し、ＥＭＯＴＥＴ等の標的型攻撃メー

ル対する対策を強化した。 

    ◎情報セキュリティ監査及び情報セキュリティ研修 

   ⇒情報セキュリティ監査を実施し、情報セキュリティポリシーの遵守状況の点検や当該ポリシーに対する職員の意識調査を実施し、監査での指摘事項や

職員の理解度が低い項目について、情報セキュリティ研修（職員研修）で周知した。 

【実施状況】 

項目 実施状況 

情報セキュリティ

対策の実施 

◎電子メールのソフトウェア（Ｗｅｂメール）に経由国を表示する機能や添付ファイルをプレビュー表示する機能を搭載し、ＥＭＯＴ

ＥＴ等の不審メール対する対策を強化した。 

◎Ｗｉｎｄｏｗｓ、Ｏｆｆｉｃｅ、Ａｃｒｏｂａｔ等のソフトウェアのサポート終了またはサポート終了予定のものについて、資産管理システムを

用いて端末へのインストール状況を確認し、各研究所のネットワーク管理委員にアンインストール等の対応を依頼した。 

◎Ｗｉｎｄｏｗｓ１０機能更新プログラム（大型アップデート）の適用 

業務系ネットワーク端末について、バージョン２１Ｈ１のサポート終了に伴う対応として２２Ｈ２へのバージョンアップを１１月から１

２月にかけて順次更新を実施した。 

情報セキュリティ

研修の実施 

センター全職員を対象に、情報セキュリティ監査での自己点検で認知度が低かった項目について再度周知するとともに、標的

型メール攻撃への対策やパスワード管理の強化を目的とした研修を実施した。 

情報セキュリティ

監査の実施 

令和４年度情報セキュリティ監査を次のとおり実施（１２月）した。 

【監査内容】 

◎監査人による現地調査（関係書類及び現物の検査、立会者及びその他職員へのヒアリング） 

◎情報資産取扱状況調査 

・業務系ネットワーク及び研究実験系ネットワークの接続端末の操作ログ等による調査、不正ソフトウェアのインストール、ＯＳ

等アップデート状況の確認 

◎情報セキュリティ遵守状況自己点検 

  ・アンケート方式による、情報セキュリティポリシー（ネットワーク接続、端末及びデバイス管理、電子情報管理、メール管理、外

部接続）に関する全役職員の理解度の調査 

【監査結果】 

◎重大な違反：２件、軽微な違反：６件、その他改善を要する事項：１６件  ⇒指摘事業に対して、是正措置を実施した。 

情報公開の実施 センターの活動状況、組織運営状況、業務実績報告書、財務諸表、主な規程をホームページで公開した。 

情報ネットワーク

管理委員会の開

催状況 

◎第１回情報ネットワーク管理委員会（５月） 

・令和４年度入札案件の担当者選定および入札スケジュールの確認 

・令和４年度情報セキュリティ監査の実施時期および監査人について協議 

・標的型メール攻撃への対策について協議 

◎第２回情報ネットワーク管理委員会（８月） 

・センターのＤＸ推進に向けた第一歩として、職員が利用しているデータベース（ｋｉｎｔｏｎｅ）の改善について協議 

・職員から収集したアンケート結果を集約し、必要な経費等を含めたシステム全体像について役員に報告 

◎第３回情報ネットワーク管理委員会（９月） 

・第２回の委員会において抽出した課題である「受付システムと機器利用の統合」と「アプリ統廃合・連携」について検討チー

ムを構成し、改善案を提案 

◎第４回情報ネットワーク管理委員会（１１月） 

・「アプリ統廃合・連携グループ」が検討した現状のデータベースの課題等について報告 

＜課題と対応＞ 

【令和４年度課題】 
・業務での利用が不可欠になりつつあるクラウドストレージや対話型ＡＩサービスについて、情報セキュリティ管理上での問題点を整理

し、情報ネットワーク管理員会を中心に運用ルールを検討する。 

【今後の対応】 
・情報セキュリティ研修、情報セキュリティ監査等による、職員への徹底及び取組状況等の点検を行い、情報セキュリティを確保する。 

・ホームページのブラッシュアップを継続的に行い、効果的でわかりやすい情報公開を積極的に行う。 
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（４） 労働安全衛生管理の徹底 

職員が安全で快適な試験研究環境において

業務に従事できるよう、職場環境の整備に十

分に配慮するとともに、労働安全衛生関係法

令等を遵守し、研修等を通じて職員の意識向

上を図る。 

また、産業医や保健師による職場巡視や５

Ｓ運動の実施等により、施設・設備や作業方

法に係る危険や健康障害の防止対策を徹底す

る。 

更に、保健師による心と体の健康相談や職

員ストレスチェックの実施、ハラスメント防

止対策の強化等により、職員の心身両面での

健康保持増進、働きやすい職場環境づくりに

取り組む。 

引き続き安全衛生委員会を設置・運営し、

安全衛生推進者、産業医、保健師等による労

働安全衛生管理体制を確保し、安全衛生の円

滑な推進を図る。 

 

（４） 労働安全衛生管理の徹底 

安全で快適な職場環境の確保、職員の心身

両面での健康保持増進のため、センター安全

衛生委員会を中心とした以下の取り組みによ

り、関係法令の遵守、労働安全衛生管理の徹

底を図る。 

◎産業医及び保健師による職場巡視、全所的

な５Ｓ運動の展開等により、職場環境の継

続的な点検・改善の取組を実施する。 

◎労働安全衛生法に基づき、各研究所におけ

る作業環境測定、化学物質のリスクアセス

メント等を適正に実施し、必要な改善措

置、リスク低減対策を講じる。 

◎保健師による心とからだの健康相談の開催

や職員ストレスチェックの実施、「職場にお

けるハラスメントの防止に関する規程」に

基づく対策の強化等により、職員のメンタ

ルヘルスケア、働きやすい職場環境づくり

を進める。 

（４） 労働安全衛生管理の徹底 
職員が心身共に安全で快適な職場環境において業務に従事できるよう、嘱託保健師による定期的な「心とからだの健康相談」や職員のストレスチェック

を実施するとともに、作業環境測定、化学物質のリスクアセスメント、避難訓練等を実施した。また、３研究所でそれぞれ労働安全衛生関係法令等を遵守し

た労働安全衛生管理を行い、２名の外部産業医による職場巡視を各所年１～２回行ったほか、嘱託保健師による職場点検を各所で実施し、職場環境の

改善に取り組んだ。 
 

 

＜課題と対応＞ 

 

【実施状況】  

項目 実施状況 

職 場 に お け る メ

ン タ ル ヘ ル ス の

実施 

○職員自身のストレスセルフチェックとともに、その対処への支援及び働きやすい職場づくりを進めることを目的に、ストレスチェック

を行った。また、個別相談を随時実施した。 

○保健師による心とからだの健康相談を毎月１回各研究所で開催した。 

職 場 環 境 の 整

備 

○３研究所でそれぞれ作業環境測定を行った。 

（鳥取施設：Ｒ４．８、Ｒ５．２、米子施設：Ｒ４．９、Ｒ５．２、境港施設：Ｒ４．８、Ｒ５．１） 

○米子施設及び境港施設で火災報知器作動時の初動対応訓練を実施するとともに、すべての研究所で年度当初に「避難経路

の確保周知」を行った。 

（米子施設：Ｒ５．２、境港施設：Ｒ５．３） 

安 全 衛 生 に 関

する適切な措置 

○センター安全衛生委員会を３回開催した。（Ｒ４．６、Ｒ４．１２、Ｒ５．３） 

・事業に対応した化学物質のリスクアセスメントの実施業務・物質の見直し、各リスク評価の確認 

・心とからだの健康相談会、ストレスチェック、職場巡視、作業環境測定の実施 

・令和４年度は、新たに、職員の時間外勤務状況や交通違反の発生状況についても情報共有し、ワーク・ライフバランスの推進

や事故発生の防止に繋げる活動を開始した。 

○３研究所で産業医による職場巡視を実施した。（鳥取施設：Ｒ４．１１、Ｒ５.３、米子施設：Ｒ４．１２、境港施設：Ｒ５．２） 

・棚の整理や固定などの耐震対策、床テープによる機器の可動範囲の見える化、床の突起物に対する転倒防止対策、机や床

の上に置かれた荷物の整理整頓などについて指摘を受けた。 

○３研究所で嘱託保健師による職場点検を実施した。（鳥取施設：Ｒ４．１２、Ｒ５．３、米子施設：Ｒ４．１１、境港施設：Ｒ５．１） 

・実験室の機器や棚の耐震対策（棚の固定、棚、机、床の上に置かれたものの撤去、整理整頓） 

・緊急避難路の安全確保（地震時に転倒の倒れがあるものは避難路に置かない） 

・「金属火災用放射器」「消火器」置き場の明示など 

  ⇒指摘事項についてはその都度改善対応し、次回点検時に確認を受けることで、継続的な改善を図っている。 

 

         
産業医による職場巡視の様子    指摘事項に対する改善事例（左図：棚の転倒防止金具、右図：階段手すり） 

 

【令和４年度の課題】 
・新型コロナウイルスの感染防止のため、例年実施している全職員、来所者、起業化支援室入居者を対象とした合同避難訓練を実

施することができなかったが、機械素材研究所及び食品開発研究所では「火災報知器作動時の初動対応訓練」で代替するなどし
て、危機対応能力が低下しないよう努めた。 

・参加産業医、嘱託保健師による職場巡視を引き続き行い、整理整頓、機器の安全管理、避難路の確保などの指摘に対して迅速に
改善を行った。職場巡視にかかわらず、日頃の改善を継続するための意識向上や仕組みづくりが重要である。 

【今後の対応】 
 ・引き続き、職場巡視により職員の労働災害や来所者の事故防止への対策を強化するとともに、安全衛生委員においてメンタルヘルス

推進、with コロナ対応などを検討し、安全安心な職場環境の整備を実施する。 
・各種法令の改定状況を把握し、適宜、産業医や嘱託保健師の助言を仰ぎながら、化学薬品などの適正な管理等、職場環境の整備

を進め、中期及び年度計画に掲げた事項を着実に進めていく。 
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２ 環境負荷の低減と環境保全の促進  ３ 災害等緊急事態への対応 

評価項目 

１６ 自己評価：Ａ 

各研究所の施設照明のＬＥＤ化工事を継続して推進するとともに、節電を徹底することで電力使用量は独法化後（Ｈ１９～）、最少（ピーク時（Ｈ２２）の△４４％）となった。また、会議や打ち合わせでのペー
パーレス化を定着させ、職員各自がパソコンを持ち運んで資料を閲覧したり、テレビ会議システムを活用して画面共有するなどの活動の徹底や講習会や活動成果発表会の配布資料のデジタル化を引き続き
推進した結果、コピー用紙の使用量も独法化後、最少（ピーク時（Ｈ２７）の△４１％）となり、環境負荷の低減と環境保全の促進を推進した。 

災害や事故等の緊急事態の発生を想定したＢＣＰへの対応として、事業継続計画を改訂するとともに備蓄資機材を追加整備した。 
新型コロナウイルス感染症への対応については、県内外の感染拡大状況等に応じ、主催セミナー等の中止や延期、リモートでの開催への変更など柔軟な運用を行った。また、職員及びセンター来所者、

入居企業の感染防止対策の周知徹底等、感染防止の注意喚起等を行った。 

これらのことから、計画を上回って業務が進捗していると判断し、Ａと評価とした。 
 

第４期中期計画 令和４年度計画 年度計画に係る実績・進捗状況 

２ 環境負荷の低減と環境保全の促進 

環境負荷を低減するため、研究活動の実施、

施設・設備、物品等の購入や更新等に際して

は、施設照明のＬＥＤ化等による電力消費量

の抑制や、エコマーク商品の利用、紙使用量

の削減など、省エネルギーやリサイクルの促

進により環境に配慮した業務運営に努め、環

境マネジメントシステムにより継続的な見直

しを行う。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

２ 環境負荷の低減と環境保全の促進 

環境負荷を低減するため、省エネルギーや

リサイクルの促進に引き続き努めるととも

に、環境保全の促進について意識定着を図る

ため、職員研修等を行い、中期計画に掲げた環

境管理システムの運用を図る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２ 環境負荷の低減と環境保全の促進 
平成２８年よりＩＳＯ１４００４による環境マネジメントシステムは自主運用化。オフィス用品、電機ガス設備、薬品管理、産業廃棄物処理等に関する手順書を作

成し、手順に則り会議等でのペーパレス化、施設照明のＬＥＤ化の推進、再生紙利用など環境に配慮した運営を行った。 

【実施状況】 

項目 実施状況 

環境負荷の低減 

〇電子・有機素材研究所及び機械素材研究所の実験棟の蛍光灯のＬＥＤ化工事 

〇休憩時や小まめな照明の消灯、契約電力監視装置や電気点検表による電気使用量の抑制 

○講習会や研究成果発表会、研究評価委員会の配付資料をデジタル化し、コピー用紙使用量の削減に繋げた。 

○エコマーク商品の購入、コピー用紙の両面利用等により環境負荷の低減 

○軽量な業務用パソコンを整備し、会議や打ち合わせでのペーパーレス化のさらなる推進 

・再生紙の利用、ミスコピーの裏紙使用の徹底、ペーパレス会議の推進 

 

【成 果】 

○引き続いて環境負荷低減に努めた結果、負荷の削減に繋がった。 

 ・コピー用紙の両面利用、会議や講習会等でのペーパーレス化を徹底し、コピー用紙の使用量は（ピーク時（Ｈ２７）より△４１％）に削減。 

 ・照明のＬＥＤ化や高効率なエアコンへの更新を推進し、電力使用量の低減に繋がっている（ピーク時（Ｈ２２）より△４４％）。 

 ・コピー用紙使用量及び電力使用量は、いずれも平成１９年の独法化後、最小値となり、継続的な取り組みの成果が結果として表れている。 

 

 
コピー用紙使用量の推移 

 
電気使用量の推移 
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中期目標 

２ 環境負荷の低減と環境保全の促進 

業務運営に際しては、環境に配慮した運営に努めるとともに、研究活動の実施、施設・設備、物品等の購入や更新等に際しては省エネルギーやリサイクルの促進に努め、環境負荷を低減するための環境マ

ネジメントサイクルを確立し、継続的な見直しを実施すること。 

３ 災害等緊急事態への対応 

地震、風水害等の災害や事故等緊急事態が発生した場合のリスクを 小限とするため、ＢＣＰ（事業継続計画）を策定すること。 

また、緊急事態が発生した場合に、迅速な情報伝達・意思決定など適切な初動対応ができるよう、連絡体制や責任者を明確化するとともに、定期的に訓練を実施すること。 
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３ 災害等緊急事態への対応 

地震、風水害等の災害や事故等の緊急事態

が発生した際に、損害を 小限に抑えながら、

速やかに重要業務を再開し、必要なサービス

提供を確保するため、ＢＣＰ（事業継続計画）

を策定し、適切な運用を図る。併せて、災害等

発生時の対応マニュアル等の防災業務計画を

策定し、平時の備えの充実、初動対応体制の

構築、情報連絡手段の確保等を図る。 

また、上記計画に係る定期的な研修・訓練実

施により、緊急時対応への習熟、計画の実効

性の確保・向上を図る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３ 災害等緊急事態への対応 

災害・事故等発生時における適切な初動対

応と、迅速な復旧及び業務再開を確保するた

め、以下の取り組みにより、緊急事態への対応

に係る計画等の整備と適切な運用を図る。 

◎地震、風水害等の災害や事故等の緊急事態

の発生を想定したＢＣＰ（事業継続計画）、

及び緊急時対応マニュアル等の防災業務計

画を適切に運用する。 

◎上記計画等に基づき、定期的に訓練等を実

施するとともに、必要な資機材の整備や情

報連絡手段の確保等に努め、計画の実効性

を高める。 

◎新型コロナウイルス感染症について、職場

内の感染防止対策の徹底など、県内外の感

染状況等に応じて適時・適切に対応する。 

 
 
 
 
 

＜課題と対応＞ 
【令和４年度の課題】 

・電力使用量の削減に有効な蛍光灯のＬＥＤ化については、令和４年度に電子・有機素材研究所の取り換えが完了し、機械素材研究所で

も令和５年度に完了する予定である。今後は、蛍光灯のＬＥＤ化以外の新たな電力量削減に向けた取り組みを検討する必要がある。 

【今後の対応】 
・食品開発研究所においては、蛍光灯のＬＥＤ化に着手できていない部屋が多数残っているため、引き続き、ＬＥＤ化に向けた取り組み

を推進する。 

・令和５年度も、「環境負荷の低減と環境保全の促進」に関する活動の意義を再認識し、環境意識の維持・向上を図る。 

・職員への意識づけを徹底しながら、省エネルギーやリサイクルの促進など、年度計画に掲げた事項を着実に実施していく。 

 

３ 災害等緊急事態への対応 
【実施状況】 

 

項目 実施状況 

緊 急 事 態 へ の

対応 

○ＢＣＰ（事業継続計画）への対応 

・適切な運用に向けＢＣＰ（事業継続計画）を改訂するとともに備蓄資機材を追加整備した。 

①令和４年度人事異動、組織改正への反映 

②関係連絡先や必要な備蓄資機材リストの追加反映 

③備蓄資機材の追加整備（簡易トイレ、灯油ストーブ、非常用食糧・飲料水等） 

 

○自衛消防隊等による災害等への備え（ＢＣＰ初動対応の部分） 

・災害・事故等発生時における緊急連絡体制、職員配備計画等を整備・運用した。（大規模な災害・事故等の発生なし） 

・各施設において自衛消防隊を組織し、火災等の災害発生に備えるとともに、通報訓練を実施した。 

（米子施設：Ｒ５．２、境港施設：Ｒ５．２） 

 

○新型コロナウイルス感染症への対応 

・県内外の感染拡大状況等に応じ、主催セミナー等の中止や延期、リモートを含む講習会（セミナー）での感染防止対策の提

示、県外出張の自粛と出張後のＰＣＲ検査の実施・陰性確認、職員及びセンター来所者、入居企業の感染防止対策の周知徹

底、職場における同一グループ職員の配席の分散化、在宅勤務の実施、職場外での感染防止の注意喚起等を行った。 

 

＜課題と対応＞ 

令和４年度の課題】 
・令和２年度に策定した災害等緊急事態への対応に係るＢＣＰ（事業継続計画）等について、今後も、非常時に迅速かつ的確に対処でき

るよう、実効性を高める必要がある。 

・新型コロナウィルス感染症への対応については、県知事の特措法要請、県の対応通知等に準用した取扱いをもとに、特別休暇や在宅勤

務により職場内感染防止を徹底、企業サービス低下とならないよう工夫を行っていく必要がある。 

【今後の対応】 
・ＢＣＰの発動から復旧に至るまでの行動計画・手順を着実に実施できるよう、計画的に教育・訓練を行い、積極的に危機対応への意識

づけを推進しながら習熟を高め、実態に合わないところについては、適宜見直しを行う。 

・備蓄資機材については、定期的に数量、保管状況の確認を行い、計画的に整備する。 

・新型コロナウイルス感染症は５類感染症へ移行したが、引き続き基本的な感染対策を講じながら、センターの利用促進を図っていく。 
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Ⅵ その他設立団体の規則で定める業務運営に関する事項 １ 施設および設備に関する計画 

第４期中期計画 令和４年度計画 年度計画に係る実績・進捗状況 

１ 施設及び設備に関する計画 

センター機能の維持・向上のため、企業ニ

ーズの変化や技術の進展等を踏まえて、中・

長期的な整備計画を策定し、施設・設備の計

画的な整備を行う。 

各施設において、業務運営を適切かつ効率

的に行うため、施設・設備の必要性や老朽化

の程度等を考慮して、目的積立金及び鳥取県

からの運営費補助金を活用する等、計画的に

整備・改修する。 

老朽化等により不要となった機器設備は適

宜処分し、施設の有効利用や利用者の安全性

の確保を図る。 

 

１ 施設及び設備に関する計画 

将来にわたるセンターの研究開発・技術支

援機能の維持・向上のため、以下の取り組み

により、施設・設備の安全性の確保、利用者

の利便性の向上を図る。 

 

◎老朽化が進む建物・付属設備の劣化状況等

の調査結果等を踏まえ、中長期的な施設修

繕計画を策定し、県補助金等も活用して、

施設・設備の計画的な改修・修繕等を 

行う。 

◎更新が遅れている試験研究機器について、

企業ニーズの変化や技術の進展等を踏ま

え、目的積立金も活用して、中長期的な機

器整備計画に基づく計画的な整備・更新等

を行う。 

１ 施設及び設備に関する計画 
センターの技術支援機能の維持・向上のため、施設設備の整備及び修繕を行い利用者の安全確保と利便性の向上に取り組んだ。 

また、老朽化した保有機器については、施設の有効利用などのため計画的に更新や処分を行った。 

 

【実施状況】 

項目 実施状況 

センター機 能 の

維持、向上 

 

○外部資金及び独自財源により機器や施設の環境整備を行った。 

・（公財）ＪＫＡ補助金を活用して赤外・ラマン分光分析装置、高精度輪郭形状測定機を整備した。 

・センター独自財源により、冷熱衝撃試験機、超高速液体クロマトグラフ等の更新７機器を整備 

 

・機器・設備等改修・修繕の状況（センター全体１０６件） 

施設名 状 況 

鳥 取 

３１件（８，７５８千円） 

・機器関連：物質微細構造解析装置、複合環境振動試験装置、赤外分光分析システム等（全９件） 

・施設関連：照明器具更新、非常用自家発電設備セルモーター交換等（全２２件） 

米 子 

３２件（６,１５１千円） 

・機器関連：封止試験チャンバー（全１件） 

・施設関連：電子式電力量計取替、高圧受変電設備遮断器交換修繕等（全３１件） 

境 港 

４３件（４,１９３千円） 

・機器関連：ハイブリッド型液体クロマトグラフ質量分析装置制御、におい識別装置等（全２０件） 

・施設関連：食品開発研究所本館屋上防水改修工事、相談室間仕切壁工事等（全２３件） 

 

・機器設備の処分（センター全体２１件） 

施設名 状 況 

鳥 取 
半導体直流特性試験装置、LCR メーター、複合材料インピーダンス測定装置、 

交流磁気特性試験装置、冷熱衝撃試験機、フーリエ変換式赤外顕微システム 

米 子 
磁気探傷装置、自動ガス切断機、万能刃物研削盤、イオンプレーティング装置、 

温度キャリブレータシステム 

境 港 

実験器具全自動洗浄機、恒温恒湿器、実験台、プロテインシーケンサ、 

低温顕微鏡装置（ビブラトーム）、ＤＮＡシーケンサ、糖分析装置、 

実験室用凍結真空乾燥機、動物細胞培養システム、スプレードライヤー（払下げ） 
 

 

＜課題と対応＞ 

【令和４年度の課題】 
・引き続き、積極的に外部資⾦を獲得し、センター機能を維持していくための財源確保に努めるとともに、機器の整備計画を定期的に⾒直し、整備利⽤者の

安全や利便性を確保するための施設設備の修繕や更新を⾏い、将来にわたるセンターの試験研究・技術⽀援機能の機能・向上を図る必要がある。 
【今後の対応】 

・補助事業や⽬的積⽴⾦を活⽤した、試験研究機器の更新により、令和５年度は「⼤型環境試験機」、「ガスクロマトグラフ質量分析装置」等を整備する。 
・機器整備計画を定期的に⾒直し 、技術⽀援や研究開発の⾼度化に繋がる効果的な試験研究機器を整備する。 
・技術⽀援機能を維持向上するため、利⽤頻度の⾼い「⽼朽化した機器」を計画的に更新するとともに、施設の修繕や改善も同時に進めて⾏く。 

 

２ 出資、譲渡その他の方法により、県から

取得した財産を譲渡し、又は担保に供しよ

うとするときは、その計画 

現時点における具体的な譲渡等の計画はな

し。 

 

 

２ 出資、譲渡その他の方法により、県から

取得した財産を譲渡し、又は担保に供しよ

うとするときは、その計画 

なし。 

２ 出資、譲渡その他の方法により、県から取得した財産を譲渡し、又は担保に供しようとするときは、その計画 
 

なし。 
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３ 人事に関する計画 

評価項目 

１７ 自己評価：Ｂ 

本県の産業技術動向や企業ニーズに則した対応を行うため、研究職員や技術スタッフを各研究所に配置し、研究開発や県内企業の製品開発などを機動的に支援した。第５期中期計画の策定業務を担
当する参事を１名（兼務）配置するとともに、センター活動の改善・成果創出、質の高い研究活動を推進するため、研究統括本部長の職を新設して１名配置（理事が兼務）し、機動性の高い組織体制を構築し
た。 

また、発酵生産分野を電子・有機素材研究所から食品開発研究所へ一元的に移管し、専門職員の所間異動と相まって、食品開発体制の強化と他職員の能力強化を図った。 
さらに、第５期以降も企業ニーズ、技術支援が求められる領域を見据え、対応する分野の職員を採用するとともに経験豊富な退職者やスタッフを任用した。 

これらのことから、概ね計画どおり進捗していると判断し、B 評価とした。 
 

第４期中期計画 令和４年度計画 年度計画に係る実績・進捗状況 

３ 人事に関する計画 

専門性が高く、企業ニーズの多様な技術

課題に柔軟に対応できる人材を確保するた

め、全国公募による研究員の採用を行うと

ともに、関連技術の豊富な知識や経験を有

する技術スタッフの任用、職場ＯＢの活用

等を進め、限られた人員・人件費の中で効

率的かつ効果的な人員配置を行う 

 

３ 人事に関する計画 

多様な企業ニーズや技術課題に的確に対応

し、質の高い研究開発、技術支援を行うため、以

下の取り組みにより、専門性の高い人材の確保、

効率的・効果的な職員配置を図る。 

 

◎機動性の高い組織体制の構築と併せ、重点分

野や業務状況等に対応した適切かつ柔軟な人

員配置を行う。 

◎退職者の活用等を含め、豊富な知識・経験を有

する職員、技術スタッフを任用する。 

◎産業技術の動向やセンターの将来を見据え、

公募方法等を工夫しながら、研究員の計画的

な採用を行い、専門性が高く、課題対応力に優

れた人材を確保する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３ 人事に関する計画 
産業技術動向や企業ニーズに則した技術課題に対応するため、限られた人員・体制の中で、研究開発や県内企業の製品開発などを効率的・機動的に支

援すべく戦略的な職員配置や研究職員の採用、技術スタッフの任用等、適切な人員配置を行った。 

 

  【実施状況】 

項目 実施状況 

人 事 配 置 の 考

え方 

○人事異動における人事配置、昇任の考え方を示し、所属長による面談と人事評価を通じて職員の人材育成、目標に向けての

意識づけを図った。 

戦 略 的 な 職 員

配置 

○第５期中期計画策定を担当する参事を１名、企画室に配置した。 

○企画・連携推進部、各研究所の業務を統括し、研究活動を推進するため、研究統括本部長の職を新設し、１名配置した。 

○総合的な業務遂行能力や幅広い視野の涵養、職員の人材育成を図るため、鳥取県に研究員を１名研修派遣した。 

○第４期重点分野及び第５期に向けた取組をはじめ、センターの業務運営全般の重要事項に係る助言・指導を行うＯＢの参与

を１名配置した。 

職員の採用 ○設計、加工、機械材料、機械システム等の「機械工学分野」は２回、「高分子材料分野」及び「材料工学分野」は各１回の職員

採用試験を実施した。２回目に実施した「機械工学分野」の試験で１名を 終合格者とし、令和５年４月１日付けで採用した。 

技 術 ス タ ッ フ の

任用等 

○技術スタッフ１０名の配置により円滑な業務（機器利用、依頼試験や研究補助）運営を行った。  

【電子・有機素材研究所】 

   電子システムグループ（１名）、有機材料グループ（１名） 

【機械素材研究所】 

   機械・計測制御グループ（１名）、無機材料グループ（２名） 

【食品開発研究所】 

   水畜産食品グループ（１名）、農産食品・菓子グループ（１名、１０月から１名増員）、食の安全・安心グループ（２名） 

○豊富な知識、経験を有する退職者の再任用等を行った。 

参与１名 

 

 ＜課題と対応＞ 

【令和４年度の課題】 
・２回⽬の採⽤試験で機械⼯学分野の職員１名を採⽤決定した。初回は採⽤試験を実施するも分野によっては応募者がいない等、センターの認知度向
上、より多くの受験者の確保が課題である。 

・令和５年度以降、職員の定年延⻑が進むも、いわゆる役職定年制が導⼊されるため、計画的な⼈材育成、管理職登⽤を進めていく必要がある。 
【今後の対応】 

・国や県よりも前倒しで採⽤試験のスケジュールを組み⽴て、関係⼤学等を訪問しての案内協⼒依頼、新聞、学会誌や学会ホームページ等を活⽤した広報
活動を⾏い、職員採⽤試験の応募者数の増加を図る。 

・採⽤された研究職員育成のための OJT を通じた育成計画の作成と実施、⾯談と⼈事評価による⼈材育成の推進、再任⽤職員の指導・助⾔による重要
事項の推進、情報ネットワーク管理、データベースの活⽤よる事務の効率化の促進を図る。 

・中期計画推進のための体制整備が進んだ。来年度も業務状況に応じた柔軟な⼈事配置等について取り組んでいく。 
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